










東

京

都

北

区

体

育

館

条

例

施

行

規

則

等

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

一

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

十

四

号

東

京

都

北

区

体

育

館

条

例

施

行

規

則

等

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

（

東

京

都

北

区

体

育

館

条

例

施

行

規

則

の

一

部

改

正

）

第

一

条

東

京

都

北

区

体

育

館

条

例

施

行

規

則

（

平

成

二

十

八

年

三

月

東

京

都

北

区

規

則

第

五

十

八

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

第

九

条

第

二

項

中

「

抽

選

参

加

申

込

書

を

郵

送

す

る

方

法

又

は

」

を

削

り

、

同

項

後

段

を

削

る

。別

記

第

六

号

様

式

（

甲

）

中

「

登
録

番
号

を

」

「

登
録

番
号

に

、

「

記

」

入
ま

た
は

」

を

「

記
入

し
又

は

」

に

、

「
つ

け
て

」

を

「

付
け

て

」

に

、

「

い
り

ま
せ

ん

」

、

を

「

要
り

ま
せ

ん

」

に

、

「

４
当

選
ハ

ガ
キ

払
込

（

ハ
ガ

キ
納

付

）

５
払

込

（

予
約

納
付

）

」

を

「

２
払

込

（

予
約

納
付

）

」

に

改

め

、

「

当
選

ハ
ガ

キ
ま

た
は

お
知

ら
せ

い
た

し
ま

し
た

番

号
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

」

を

削

る

。

。

別

記

第

十

二

号

様

式

（

甲

）

中
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「
登

録
番

号

を

」

「

登
録

番
号

に

、

」

「

記
入

ま
た

は

」

を

「

記
入

し
又

は

」

に

、

「

つ
け

て

」

を

「

付
け

て

」

に

、

「

い
り

ま
せ

、

ん

」

を

「

要
り

ま
せ

ん

」

に

改

め

る

。

（

東

京

都

北

区

立

体

育

施

設

条

例

施

行

規

則

の

一

部

改

正

）

第

二

条

東

京

都

北

区

立

体

育

施

設

条

例

施

行

規

則

（

平

成

二

十

八

年

三

月

東

京

都

北

区

規

則

第

五

十

九

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

第

九

条

第

二

項

中

「

抽

選

参

加

申

込

書

を

郵

送

す

る

方

法

又

は

」

を

削

り

、

同

項

後

段

を

削

る

。別

記

第

六

号

様

式

（

甲

）

中

「

登
録

番
号

を

」

「

登
録

番
号

に

、

「

記

」

入
ま

た
は

」

を

「

記
入

し
又

は

」

に

、

「

つ
け

て

」

を

「
付

け
て

」

に

、

「

い
り

ま
せ

ん

」

、

- 2 -



を

「

要
り

ま
せ

ん

」

に

、

「

４
当

選
ハ

ガ
キ

払
込

（

ハ
ガ

キ
納

付

）

５
払

込

（

予
約

納
付

）

」

を

「
２

払
込

（

予
約

納
付

）

」

に

改

め

、

「

当
選

ハ
ガ

キ
ま

た
は

お
知

ら
せ

い
た

し
ま

し
た

番

号
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

」

を

削

る

。

。
別

記

第

十

一

号

様

式

（

甲

）

中

「

登
録

番
号

を

」

「

登
録

番
号

に

、

」

「

記
入

ま
た

は

」

を

「

記
入

し
又

は

」

に

、

「

つ
け

て

」

を

「

付
け

て

」

に

、

「

い
り

ま
せ

、

ん

」

を

「

要
り

ま
せ

ん

」

に

改

め

る

。

（

東

京

都

北

区

立

北

ノ

台

ス

ポ

ー

ツ

多

目

的

広

場

条

例

施

行

規

則

の

一

部

改

正

）

第

三

条

東

京

都

北

区

立

北

ノ

台

ス

ポ

ー

ツ

多

目

的

広

場

条

例

施

行

規

則

（

平

成

二

十

八

年

三

月

東

京

都

北

区

規

則

第

六

十

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

別

記

第

六

号

様

式

（

甲

）

を

次

の

よ

う

に

改

め

る

。
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第６号様式（甲）（第９条関係） 
 

申請年月日  年  月  日  

 

東京都北区立体育施設等使用申請書 

 

 東京都北区長 殿 

登録番号           

 

 

下記のとおり申請いたします。 

 

（以下の項目に記入し、又は該当するものに○印を付けてください。） 

代表者 

住 所                       

    ふりがな 

代表者 

氏 名                       

申請者名                      
 部分の記入は要りません。 

連絡先（自・勤）                  
 
  

申 請 内 容 ０本日支払（通常申請）  １予約（予約申請）  ２払込（予約納付） 

予 約 番 号 
          

 
 

  ―         

           

取 消 申 請 （原則として使用日２週間以内の取消しはできません。）  〔０〕全面取消  〔１〕行取消  〔２〕回帯取消 

予約承認番号 
 
取消申請の場合のみ記入してください。        ―   

 
  

種 目 
       じ            
               （ 組・台）  種目区分     

                   

使 

用 

施 

設 

 

使用年月日 第１希望から順に記入してください。 

          

希 望 件 数 件    

           

 希望順 年 月 日 曜日 時間帯 回帯 面 男 女 振替有無 予約・承認・取消番号 使用料（円） 

 １     ～     有・無        ―   

 ２     ～     有・無        ―   

 ３     ～     有・無        ―   

 ４     ～     有・無        ―   

 ５     ～     有・無        ―   

  ※時間帯・時間帯番号は施設によって異なりますので下表を参照して記入ください。 

 ※使用料振替の有る場合は、振替欄 有 に○を付けてください。 

使用料計  

   

時間帯番号 １ ２ ３ ４ 

北ノ台体育館 ９：00～12：00 12：00～15：00 15：00～18：00 18：00～21：00 

北ノ台第二スポーツ広場 

（フットサル） 
９：00～11：00 11：00～13：00 13：00～15：00 15：00～17：00 

減額の有無 一般 ・ 
社会教育

登録団体
  

社会教育登録番号 № 

※社会教育登録団体の方は社会教育登録番号をご記入ください。 
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付

則

（

施

行

期

日

）

１

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

三

月

八

日

か

ら

施

行

す

る

。

た

だ

し

、

第

一

条

中

東

京

都

北

区

体

育

館

条

例

施

行

規

則

別

記

第

六

号

様

式

（

甲

）

の

改

正

規

定

及

び

第

二

条

中

東

京

都

北

区

立

体

育

施

設

条

例

施

行

規

則

別

記

第

六

号

様

式

（

甲

）

の

改

正

規

定

並

び

に

付

則

第

三

項

の

規

定

は

、

同

年

四

月

八

日

か

ら

施

行

す

る

。

（

経

過

措

置

）

２

こ

の

規

則

の

施

行

の

際

、

第

一

条

の

規

定

（

前

項

た

だ

し

書

に

規

定

す

る

改

正

規

定

を

除

く

。

）

に

よ

る

改

正

前

の

東

京

都

北

区

体

育

館

条

例

施

行

規

則

別

記

第

十

二

号

様

式

（

甲

）

、

第

二

条

の

規

定

（

同

項

た

だ

し

書

に

規

定

す

る

改

正

規

定

を

除

く

。

）

に

よ

る

改

正

前

の

東

京

都

北

区

立

体

育

施

設

条

例

施

行

規

則

別

記

第

十

一

号

様

式

（

甲

）

及

び

第

三

条

の

規

定

に

よ

る

改

正

前

の

東

京

都

北

区

立

北

ノ

台

ス

ポ

ー

ツ

多

目

的

広

場

条

例

施

行

規

則

別

記

第

六

号

様

式

（

甲

）

の

規

定

に

よ

り

調

製

し

た

用

紙

で

現

に

残

存

す

る

も

の

に

つ

い

て

は

、

所

要

の

修

正

を

加

え

、

な

お

使

用

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

３

付

則

第

一

項

た

だ

し

書

に

規

定

す

る

規

定

の

施

行

の

際

、

第

一

条

の

規

定

（

同

項

た

だ

し

書

に

規

定

す

る

改

正

規

定

に

限

る

。

）

に

よ

る

改

正

前

の

東

京

都

北

区

体

育

館

条

例

施

行

規

則

別

記

第

六

号

様

式

（

甲

）

及

び

第

二

条

の

規

定

（

同

項

た

だ

し

書

に

規

定

す

る

改

正

規

定

に

限

る

。

）

に

よ

る

改

正

前

の

東

京

都

北

区

立

体

育

施

設

条

例

施

行

規

則

別

記

第

六

号

様

式

（

甲

）
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の

規

定

に

よ

り

調

製

し

た

用

紙

で

現

に

残

存

す

る

も

の

に

つ

い

て

は

、

所

要

の

修

正

を

加

え

、

な

お

使

用

す

る

こ

と

が

で

き

る

。
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東

京

都

北

区

国

民

健

康

保

険

高

額

療

養

費

貸

付

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

一

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

十

五

号

東

京

都

北

区

国

民

健

康

保

険

高

額

療

養

費

貸

付

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

国

民

健

康

保

険

高

額

療

養

費

貸

付

条

例

施

行

規

則

（

昭

和

五

十

二

年

十

月

東

京

都

北

区

規

則

第

三

十

二

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

別

記

第

一

号

様

式

、

第

三

号

様

式

及

び

第

四

号

様

式

中

「

㊞

」

を

削

る

。

別

記

第

七

号

様

式

中

「

く
わ

し
く

か
い

て
く

だ
さ

い

」

を

「

詳
し

く
書

い
て

く
だ

さ
い

」

に

。

改

め

、

「

㊞

」

を

削

る

。

別

記

第

九

号

様

式

中

「
く

だ
さ

い

」

を

「

く
だ

さ
い

」

に

改

め

、

「

㊞

」

を

削

る

。

。

付

則

（

施

行

期

日

）

１

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

（

経

過

措

置

）

２

こ

の

規

則

の

施

行

の

際

、

こ

の

規

則

に

よ

る

改

正

前

の

東

京

都

北

区

国

民

健

康

保

険

高

額

療

養

費

貸

付

条

例

施

行

規

則

別

記

第

一

号

様

式

、

第

三

号

様

式

、

第

四

号

様

式

、

第

七

号

様

式

及

び

第

九

号

様

式

の

規

定

に

よ

り

調

製

し

た

用

紙

で

現

に

残

存

す

る

も

の

に

つ

い

て

は

、

所

要

の

修

正

を

加

え

、

な

お

使

用

す

る

こ

と

が

で

き

る

。
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東

京

都

北

区

結

核

・

精

神

医

療

給

付

金

の

支

給

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

一

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

十

六

号

東

京

都

北

区

結

核

・

精

神

医

療

給

付

金

の

支

給

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

結

核

・

精

神

医

療

給

付

金

の

支

給

に

関

す

る

規

則

（

平

成

十

四

年

十

二

月

東

京

都

北

区

規

則

第

六

十

二

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

別

記

第

十

一

号

様

式

中

「

印

」

を

削

る

。

付

則

（

施

行

期

日

）

１

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

（

経

過

措

置

）

２

こ

の

規

則

の

施

行

の

際

、

こ

の

規

則

に

よ

る

改

正

前

の

東

京

都

北

区

結

核

・

精

神

医

療

給

付

金

の

支

給

に

関

す

る

規

則

別

記

第

十

一

号

様

式

の

規

定

に

よ

り

調

製

し

た

用

紙

で

現

に

残

存

す

る

も

の

に

つ

い

て

は

、

所

要

の

修

正

を

加

え

、

な

お

使

用

す

る

こ

と

が

で

き

る

。
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東

京

都

北

区

後

期

高

齢

者

医

療

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。令

和

六

年

三

月

一

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

十

七

号

東

京

都

北

区

後

期

高

齢

者

医

療

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

後

期

高

齢

者

医

療

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

（

平

成

二

十

年

三

月

東

京

都

北

区

規

則

第

四

十

四

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

別

記

第

七

号

様

式

中

「

」

を

削

り

、

「

預
金

科
目

」

を

「

預
金

種
目

」

に

改

め

る

。

付

則

（

施

行

期

日

）

１

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

（

経

過

措

置

）

２

こ

の

規

則

の

施

行

の

際

、

こ

の

規

則

に

よ

る

改

正

前

の

東

京

都

北

区

後

期

高

齢

者

医

療

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

別

記

第

七

号

様

式

の

規

定

に

よ

り

調

製

し

た

用

紙

で

現

に

残

存

す

る

も

の

に

つ

い

て

は

、

所

要

の

修

正

を

加

え

、

な

お

使

用

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

- 1 -



東

京

都

北

区

職

員

の

職

名

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

六

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

十

八

号

東

京

都

北

区

職

員

の

職

名

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

職

員

の

職

名

に

関

す

る

規

則

（

昭

和

四

十

六

年

四

月

東

京

都

北

区

規

則

第

九

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

別

表

第

一

号

中

「

一

般

事

務

」

を

「

一

般

事

務

Ｉ

Ｃ

Ｔ

」

に

改

め

る

。

付

則

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。
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東

京

都

北

区

子

ど

も

・

子

育

て

支

援

法

施

行

細

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

八

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

十

九

号

東

京

都

北

区

子

ど

も

・

子

育

て

支

援

法

施

行

細

則

目

次第

一

章

総

則

（

第

一

条

・

第

二

条

）

第

二

章

子

ど

も

の

た

め

の

教

育

・

保

育

給

付

第

一

節

教

育

・

保

育

給

付

認

定

等

（

第

三

条

―

第

十

五

条

）

第

二

節

施

設

型

給

付

費

及

び

地

域

型

保

育

給

付

費

等

の

支

給

の

手

続

（

第

十

六

条

）

第

三

章

子

育

て

の

た

め

の

施

設

等

利

用

給

付

認

定

等

（

第

十

七

条

―

第

二

十

六

条

）

第

四

章

特

定

教

育

・

保

育

施

設

及

び

特

定

地

域

型

保

育

事

業

者

並

び

に

特

定

子

ど

も

・

子

育

て

支

援

提

供

者

第

一

節

特

定

教

育

・

保

育

施

設

（

第

二

十

七

条

―

第

三

十

一

条

）

第

二

節

特

定

地

域

型

保

育

事

業

者

（

第

三

十

二

条

―

第

三

十

六

条

）

第

三

節

特

定

子

ど

も

・

子

育

て

支

援

提

供

者

（

第

三

十

七

条

―

第

四

十

条

）

付

則

第

一

章

総

則

（

趣

旨

）

第

一

条

こ

の

規

則

は

、

子

ど

も

・

子

育

て

支

援

法

（

平

成

二

十

四

年

法

律

第

六

十

五

号

。

以

下

「

法

」

と

い

う

。

）

の

施

行

に

関

し

、

子

ど

も

・

子

育

て

支

援

法

施

行

令

（

平

成

二

十

六

年

政
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令

第

二

百

十

三

号

）

及

び

子

ど

も

・

子

育

て

支

援

法

施

行

規

則

（

平

成

二

十

六

年

内

閣

府

令

第

四

十

四

号

。

以

下

「

府

令

」

と

い

う

。

）

に

定

め

る

も

の

の

ほ

か

、

必

要

な

事

項

を

定

め

る

も

の

と

す

る

。

（

定

義

）

第

二

条

こ

の

規

則

に

お

い

て

使

用

す

る

用

語

は

、

法

及

び

府

令

で

使

用

す

る

用

語

の

例

に

よ

る

。

第

二

章

子

ど

も

の

た

め

の

教

育

・

保

育

給

付

第

一

節

教

育

・

保

育

給

付

認

定

等

（

就

労

時

間

）

第

三

条

府

令

第

一

条

の

五

第

一

号

の

時

間

は

、

四

十

八

時

間

と

す

る

。

（

教

育

・

保

育

給

付

認

定

の

申

請

）

第

四

条

府

令

第

二

条

第

一

項

の

申

請

書

は

、

次

の

各

号

に

掲

げ

る

区

分

に

応

じ

、

当

該

各

号

に

定

め

る

申

請

書

と

す

る

。

一

法

第

十

九

条

第

一

号

に

掲

げ

る

小

学

校

就

学

前

子

ど

も

の

区

分

に

係

る

認

定

を

受

け

よ

う

と

す

る

者

子

ど

も

の

た

め

の

教

育

・

保

育

給

付

認

定

（

変

更

）

申

請

書

（

教

育

認

定

用

）

（

別

記

第

一

号

様

式

）

二

法

第

十

九

条

第

二

号

又

は

第

三

号

に

掲

げ

る

小

学

校

就

学

前

子

ど

も

の

区

分

に

係

る

認

定

を

受

け

よ

う

と

す

る

者

子

ど

も

の

た

め

の

教

育

・

保

育

給

付

認

定

（

変

更

）

申

請

書

（

保

育

認

定

用

）

（

別

記

第

二

号

様

式

）
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（

保

育

必

要

量

の

認

定

）

第

五

条

府

令

第

四

条

第

一

項

の

保

育

必

要

量

の

認

定

は

、

一

月

当

た

り

平

均

二

百

時

間

ま

で

（

一

日

当

た

り

八

時

間

ま

で

に

限

る

。

）

の

区

分

と

す

る

。

た

だ

し

、

申

請

を

行

う

小

学

校

就

学

前

子

ど

も

の

保

護

者

が

同

項

た

だ

し

書

の

規

定

に

該

当

す

る

場

合

又

は

東

京

都

北

区

長

（

以

下

「

区

長

」

と

い

う

。

）

が

必

要

と

認

め

る

場

合

は

、

こ

の

限

り

で

な

い

。

（

教

育

・

保

育

給

付

認

定

の

結

果

の

通

知

等

）

第

六

条

法

第

二

十

条

第

四

項

前

段

（

法

第

二

十

三

条

第

三

項

に

お

い

て

準

用

す

る

場

合

を

含

む

。

）

の

規

定

に

よ

る

通

知

及

び

同

項

後

段

の

認

定

証

は

、

子

ど

も

の

た

め

の

教

育

・

保

育

給

付

認

定

通

知

書

兼

支

給

認

定

証

（

別

記

第

三

号

様

式

）

に

よ

り

行

う

も

の

と

す

る

。

２

法

第

二

十

条

第

五

項

（

法

第

二

十

三

条

第

三

項

に

お

い

て

準

用

す

る

場

合

を

含

む

。

）

の

規

定

に

よ

る

通

知

は

、

子

ど

も

の

た

め

の

教

育

・

保

育

給

付

認

定

却

下

通

知

書

（

別

記

第

四

号

様

式

）

に

よ

り

行

う

も

の

と

す

る

。

（

教

育

・

保

育

給

付

認

定

の

申

請

等

に

対

す

る

処

分

の

延

期

の

通

知

）

第

七

条

法

第

二

十

条

第

六

項

た

だ

し

書

（

法

第

二

十

三

条

第

三

項

に

お

い

て

準

用

す

る

場

合

を

含

む

。

）

の

規

定

に

よ

る

通

知

は

、

子

ど

も

の

た

め

の

教

育

・

保

育

給

付

認

定

遅

延

通

知

書

（

別

記

第

五

号

様

式

）

に

よ

り

行

う

も

の

と

す

る

。

（

利

用

者

負

担

額

に

関

す

る

事

項

の

通

知

）

第

八

条

府

令

第

七

条

第

一

項

（

府

令

第

十

三

条

第

一

項

に

お

い

て

準

用

す

る

場

合

を

含

む

。

）
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及

び

府

令

第

九

条

第

四

項

（

府

令

第

十

一

条

第

三

項

に

お

い

て

準

用

す

る

場

合

を

含

む

。

）

の

規

定

に

よ

る

府

令

第

七

条

第

一

項

第

一

号

の

利

用

者

負

担

額

に

係

る

通

知

は

、

子

ど

も

の

た

め

の

教

育

・

保

育

給

付

利

用

者

負

担

額

決

定

（

変

更

）

通

知

書

（

別

記

第

六

号

様

式

）

に

よ

り

行

う

も

の

と

す

る

。

２

府

令

第

七

条

第

一

項

（

府

令

第

十

三

条

第

一

項

に

お

い

て

準

用

す

る

場

合

を

含

む

。

）

及

び

府

令

第

九

条

第

四

項

（

府

令

第

十

一

条

第

三

項

に

お

い

て

準

用

す

る

場

合

を

含

む

。

）

の

規

定

に

よ

る

府

令

第

七

条

第

一

項

第

二

号

の

食

事

の

提

供

に

係

る

通

知

は

、

副

食

費

免

除

通

知

書

（

別

記

第

七

号

様

式

）

に

よ

り

行

う

も

の

と

す

る

。

（

教

育

・

保

育

給

付

認

定

の

有

効

期

間

）

第

九

条

府

令

第

八

条

第

四

号

ロ

の

期

間

は

、

九

十

日

と

す

る

。

２

府

令

第

八

条

第

六

号

の

期

間

は

、

次

に

掲

げ

る

期

間

の

う

ち

い

ず

れ

か

短

い

期

間

と

す

る

。

一

効

力

発

生

日

か

ら

当

該

小

学

校

就

学

前

子

ど

も

が

小

学

校

就

学

の

始

期

に

達

す

る

ま

で

の

期

間

二

効

力

発

生

日

か

ら

当

該

育

児

休

業

に

係

る

子

ど

も

が

満

二

歳

に

達

す

る

日

の

属

す

る

年

度

の

翌

年

度

の

四

月

三

十

日

ま

で

の

期

間

３

府

令

第

八

条

第

十

二

号

の

期

間

は

、

次

に

掲

げ

る

期

間

の

う

ち

い

ず

れ

か

短

い

期

間

と

す

る

。

一

効

力

発

生

日

か

ら

当

該

小

学

校

就

学

前

子

ど

も

が

満

三

歳

に

達

す

る

日

の

前

日

ま

で

の

期

間
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二

効

力

発

生

日

か

ら

当

該

育

児

休

業

に

係

る

子

ど

も

が

満

二

歳

に

達

す

る

日

の

属

す

る

年

度

の

翌

年

度

の

四

月

三

十

日

ま

で

の

期

間

４

府

令

第

八

条

第

七

号

及

び

第

十

三

号

の

期

間

は

、

府

令

第

一

条

の

五

第

十

号

に

規

定

す

る

事

由

に

該

当

す

る

も

の

と

し

て

認

め

た

事

情

を

勘

案

し

て

区

長

が

適

当

と

認

め

る

期

間

と

す

る

。

（

教

育

・

保

育

給

付

認

定

に

係

る

現

況

の

届

出

）

第

十

条

府

令

第

九

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

る

届

出

は

、

子

ど

も

の

た

め

の

教

育

・

保

育

給

付

認

定

家

庭

状

況

届

（

別

記

第

八

号

様

式

）

に

よ

り

行

う

も

の

と

す

る

。

（

教

育

・

保

育

給

付

認

定

の

変

更

の

申

請

）

第

十

一

条

府

令

第

十

一

条

第

一

項

の

申

請

書

は

、

次

の

各

号

に

掲

げ

る

区

分

に

応

じ

、

当

該

各

号

に

定

め

る

申

請

書

と

す

る

。

一

法

第

十

九

条

第

一

号

に

掲

げ

る

小

学

校

就

学

前

子

ど

も

の

区

分

に

係

る

認

定

を

受

け

て

い

る

者

子

ど

も

の

た

め

の

教

育

・

保

育

給

付

認

定

（

変

更

）

申

請

書

（

教

育

認

定

用

）

（

別

記

第

一

号

様

式

）

二

法

第

十

九

条

第

二

号

又

は

第

三

号

に

掲

げ

る

小

学

校

就

学

前

子

ど

も

の

区

分

に

係

る

認

定

を

受

け

て

い

る

者

子

ど

も

の

た

め

の

教

育

・

保

育

給

付

認

定

（

変

更

）

申

請

書

（

保

育

認

定

用

）

（

別

記

第

二

号

様

式

）

（

職

権

に

よ

る

教

育

・

保

育

給

付

認

定

の

変

更

の

認

定

の

通

知

）

第

十

二

条

府

令

第

十

二

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

る

通

知

は

、

子

ど

も

の

た

め

の

教

育

・

保

育

給
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付

認

定

職

権

変

更

通

知

書

（

別

記

第

九

号

様

式

）

に

よ

り

行

う

も

の

と

す

る

。

（

教

育

・

保

育

給

付

認

定

の

取

消

し

の

通

知

）

第

十

三

条

府

令

第

十

四

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

る

通

知

は

、

子

ど

も

の

た

め

の

教

育

・

保

育

給

付

認

定

取

消

通

知

書

（

別

記

第

十

号

様

式

）

に

よ

り

行

う

も

の

と

す

る

。

（

申

請

内

容

の

変

更

の

届

出

）

第

十

四

条

府

令

第

十

五

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

る

届

出

は

、

子

ど

も

の

た

め

の

教

育

・

保

育

給

付

認

定

申

請

内

容

変

更

届

（

別

記

第

十

一

号

様

式

）

に

よ

り

行

う

も

の

と

す

る

。

（

支

給

認

定

証

の

再

交

付

の

申

請

等

）

第

十

五

条

府

令

第

十

六

条

第

二

項

の

申

請

書

は

、

子

ど

も

の

た

め

の

教

育

・

保

育

給

付

支

給

認

定

証

再

交

付

申

請

書

（

別

記

第

十

二

号

様

式

）

と

す

る

。

２

府

令

第

十

六

条

第

四

項

の

規

定

に

よ

る

支

給

認

定

証

の

返

還

は

、

子

ど

も

の

た

め

の

教

育

・

保

育

給

付

支

給

認

定

証

返

還

届

（

別

記

第

十

三

号

様

式

）

を

添

え

て

行

う

も

の

と

す

る

。

第

二

節

施

設

型

給

付

費

及

び

地

域

型

保

育

給

付

費

等

の

支

給

の

手

続

（

代

理

受

領

の

請

求

）

第

十

六

条

法

第

二

十

七

条

第

七

項

（

法

第

二

十

八

条

第

四

項

に

お

い

て

準

用

す

る

場

合

を

含

む

。

）

又

は

法

第

二

十

九

条

第

七

項

（

法

第

三

十

条

第

四

項

に

お

い

て

準

用

す

る

場

合

を

含

む

。

）

の

請

求

は

、

子

ど

も

の

た

め

の

教

育

・

保

育

給

付

費

等

請

求

書

（

別

記

第

十

四

号

様

式

）

及

び

公

定

価

格

加

算

・

調

整

項

目

届

出

書

（

別

記

第

十

五

号

様

式

）

に

よ

り

行

う

も

の

と
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す

る

。

た

だ

し

、

保

育

所

又

は

地

域

型

保

育

事

業

者

が

請

求

を

す

る

場

合

は

、

こ

の

限

り

で

な

い

。

第

三

章

子

育

て

の

た

め

の

施

設

等

利

用

給

付

認

定

等

（

認

定

の

申

請

）

第

十

七

条

府

令

第

二

十

八

条

の

三

第

一

項

の

申

請

書

は

、

子

育

て

の

た

め

の

施

設

等

利

用

給

付

認

定

（

変

更

）

申

請

書

（

別

記

第

十

六

号

様

式

）

と

す

る

。

（

認

定

結

果

の

通

知

等

）

第

十

八

条

法

第

三

十

条

の

五

第

三

項

（

法

第

三

十

条

の

八

第

三

項

に

お

い

て

準

用

す

る

場

合

を

含

む

。

）

の

規

定

に

よ

る

通

知

は

、

子

育

て

の

た

め

の

施

設

等

利

用

給

付

認

定

通

知

書

（

別

記

第

十

七

号

様

式

）

に

よ

り

行

う

も

の

と

す

る

。

２

法

第

三

十

条

の

五

第

四

項

（

法

第

三

十

条

の

八

第

三

項

に

お

い

て

準

用

す

る

場

合

を

含

む

。

）

の

規

定

に

よ

る

通

知

は

、

子

育

て

の

た

め

の

施

設

等

利

用

給

付

認

定

却

下

通

知

書

（

別

記

第

十

八

号

様

式

）

に

よ

り

行

う

も

の

と

す

る

。

（

認

定

の

申

請

等

に

対

す

る

処

分

の

延

期

の

通

知

）

第

十

九

条

法

第

三

十

条

の

五

第

五

項

た

だ

し

書

（

法

第

三

十

条

の

八

第

三

項

に

お

い

て

準

用

す

る

場

合

を

含

む

。

）

の

規

定

に

よ

る

通

知

は

、

子

育

て

の

た

め

の

施

設

等

利

用

給

付

認

定

遅

延

通

知

書

（

別

記

第

十

九

号

様

式

）

に

よ

り

行

う

も

の

と

す

る

。

（

施

設

等

利

用

給

付

認

定

の

有

効

期

間

）
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第

二

十

条

府

令

第

二

十

八

条

の

五

第

四

号

ロ

の

期

間

は

、

九

十

日

と

す

る

。

２

府

令

第

二

十

八

条

の

五

第

六

号

の

期

間

は

、

次

の

各

号

に

掲

げ

る

事

由

に

応

じ

、

当

該

各

号

に

定

め

る

期

間

と

す

る

。

一

施

設

等

利

用

給

付

認

定

子

ど

も

に

係

る

施

設

等

利

用

給

付

認

定

保

護

者

が

府

令

第

一

条

の

五

第

九

号

に

掲

げ

る

事

由

に

該

当

す

る

場

合

次

に

掲

げ

る

期

間

の

う

ち

い

ず

れ

か

短

い

期

間ア

効

力

発

生

日

か

ら

当

該

小

学

校

就

学

前

子

ど

も

が

小

学

校

就

学

の

始

期

に

達

す

る

ま

で

の

期

間

イ

効

力

発

生

日

か

ら

当

該

育

児

休

業

に

係

る

子

ど

も

が

満

二

歳

に

達

す

る

日

の

属

す

る

年

度

の

翌

年

度

の

四

月

三

十

日

ま

で

の

期

間

二

施

設

等

利

用

給

付

認

定

子

ど

も

に

係

る

施

設

等

利

用

給

付

認

定

保

護

者

が

府

令

第

一

条

の

五

第

十

号

に

掲

げ

る

事

由

に

該

当

す

る

場

合

府

令

第

一

条

の

五

第

十

号

に

規

定

す

る

事

由

に

該

当

す

る

も

の

と

し

て

認

め

た

事

情

を

勘

案

し

て

区

長

が

適

当

と

認

め

る

期

間

（

施

設

等

利

用

給

付

認

定

の

現

況

の

届

出

）

第

二

十

一

条

府

令

第

二

十

八

条

の

六

第

一

項

の

規

定

に

よ

る

届

出

は

、

子

育

て

の

た

め

の

施

設

等

利

用

給

付

認

定

家

庭

状

況

届

（

別

記

第

二

十

号

様

式

）

に

よ

り

行

う

も

の

と

す

る

。

（

認

定

の

変

更

）

第

二

十

二

条

府

令

第

二

十

八

条

の

八

第

一

項

の

申

請

書

は

、

子

育

て

の

た

め

の

施

設

等

利

用

給

- 8 -



付

認

定

（

変

更

）

申

請

書

（

別

記

第

十

六

号

様

式

）

と

す

る

。

（

職

権

に

よ

る

施

設

等

利

用

給

付

認

定

の

変

更

の

通

知

）

第

二

十

三

条

府

令

第

二

十

八

条

の

九

の

規

定

に

よ

る

通

知

は

、

子

育

て

の

た

め

の

施

設

等

利

用

給

付

認

定

職

権

変

更

通

知

書

（

別

記

第

二

十

一

号

様

式

）

に

よ

り

行

う

も

の

と

す

る

。

（

施

設

等

利

用

給

付

認

定

の

取

消

し

の

通

知

）

第

二

十

四

条

府

令

第

二

十

八

条

の

十

一

の

規

定

に

よ

る

通

知

は

、

子

育

て

の

た

め

の

施

設

等

利

用

給

付

認

定

取

消

通

知

書

（

別

記

第

二

十

二

号

様

式

）

に

よ

り

行

う

も

の

と

す

る

。

（

申

請

内

容

の

変

更

の

届

出

）

第

二

十

五

条

府

令

第

二

十

八

条

の

十

二

第

一

項

の

届

書

は

、

子

育

て

の

た

め

の

施

設

等

利

用

給

付

認

定

申

請

内

容

変

更

届

（

別

記

第

二

十

三

号

様

式

）

と

す

る

。

（

企

業

主

導

型

保

育

事

業

の

利

用

状

況

の

報

告

）

第

二

十

六

条

府

令

第

二

十

八

条

の

十

四

第

一

項

の

規

定

に

よ

る

報

告

は

、

企

業

主

導

型

保

育

事

業

利

用

報

告

書

（

別

記

第

二

十

四

号

様

式

）

に

よ

り

行

う

も

の

と

す

る

。

２

府

令

第

二

十

八

条

の

十

四

第

二

項

の

規

定

に

よ

る

報

告

は

、

企

業

主

導

型

保

育

事

業

利

用

終

了

報

告

書

（

別

記

第

二

十

五

号

様

式

）

に

よ

り

行

う

も

の

と

す

る

。

第

四

章

特

定

教

育

・

保

育

施

設

及

び

特

定

地

域

型

保

育

事

業

者

並

び

に

特

定

子

ど

も

・

子

育

て

支

援

提

供

者

第

一

節

特

定

教

育

・

保

育

施

設

- 9 -



（

確

認

の

申

請

）

第

二

十

七

条

府

令

第

二

十

九

条

の

申

請

書

は

、

特

定

教

育

・

保

育

施

設

確

認

申

請

書

（

別

記

第

二

十

六

号

様

式

）

と

す

る

。

（

確

認

の

変

更

の

申

請

）

第

二

十

八

条

府

令

第

三

十

一

条

の

申

請

書

は

、

特

定

教

育

・

保

育

施

設

確

認

変

更

申

請

書

兼

変

更

届

（

別

記

第

二

十

七

号

様

式

）

と

す

る

。

（

変

更

の

届

出

等

）

第

二

十

九

条

法

第

三

十

五

条

第

一

項

及

び

第

二

項

の

規

定

に

よ

る

届

出

は

、

特

定

教

育

・

保

育

施

設

確

認

変

更

申

請

書

兼

変

更

届

（

別

記

第

二

十

七

号

様

式

）

に

よ

り

行

う

も

の

と

す

る

。

（

確

認

の

辞

退

）

第

三

十

条

特

定

教

育

・

保

育

施

設

の

設

置

者

は

、

法

第

三

十

六

条

の

規

定

に

よ

り

当

該

特

定

教

育

・

保

育

施

設

の

確

認

を

辞

退

し

よ

う

と

す

る

と

き

は

、

特

定

教

育

・

保

育

施

設

確

認

辞

退

届

（

別

記

第

二

十

八

号

様

式

）

を

区

長

に

提

出

す

る

も

の

と

す

る

。

（

確

認

の

取

消

し

等

）

第

三

十

一

条

法

第

四

十

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

法

第

二

十

七

条

第

一

項

の

確

認

を

取

り

消

し

、

又

は

そ

の

確

認

の

全

部

若

し

く

は

一

部

の

効

力

を

停

止

す

る

と

き

は

、

特

定

教

育

・

保

育

施

設

の

確

認

取

消

・

停

止

通

知

書

（

別

記

第

二

十

九

号

様

式

）

に

よ

り

通

知

す

る

も

の

と

す

る

。

第

二

節

特

定

地

域

型

保

育

事

業

者
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（

確

認

の

申

請

）

第

三

十

二

条

府

令

第

三

十

九

条

の

申

請

書

は

、

特

定

地

域

型

保

育

事

業

者

確

認

申

請

書

（

別

記

第

三

十

号

様

式

）

と

す

る

。

（

確

認

の

変

更

の

申

請

）

第

三

十

三

条

府

令

第

四

十

条

の

申

請

書

は

、

特

定

地

域

型

保

育

事

業

者

確

認

変

更

申

請

書

兼

変

更

届

（

別

記

第

三

十

一

号

様

式

）

と

す

る

。

（

変

更

の

届

出

等

）

第

三

十

四

条

法

第

四

十

七

条

第

一

項

及

び

第

二

項

の

規

定

に

よ

る

届

出

は

、

特

定

地

域

型

保

育

事

業

者

確

認

変

更

申

請

書

兼

変

更

届

（

別

記

第

三

十

一

号

様

式

）

に

よ

り

行

う

も

の

と

す

る

。

（

確

認

の

辞

退

）

第

三

十

五

条

特

定

地

域

型

保

育

事

業

者

は

、

法

第

四

十

八

条

の

規

定

に

よ

り

そ

の

確

認

を

辞

退

し

よ

う

と

す

る

と

き

は

、

特

定

地

域

型

保

育

事

業

者

確

認

辞

退

届

（

別

記

第

三

十

二

号

様

式

）

を

区

長

に

提

出

す

る

も

の

と

す

る

。

（

確

認

の

取

消

し

等

）

第

三

十

六

条

法

第

五

十

二

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

法

第

二

十

九

条

第

一

項

の

確

認

を

取

り

消

し

、

又

は

そ

の

確

認

の

全

部

若

し

く

は

一

部

の

効

力

を

停

止

す

る

と

き

は

、

特

定

地

域

型

保

育

事

業

者

の

確

認

取

消

・

停

止

通

知

書

（

別

記

第

三

十

三

号

様

式

）

に

よ

り

通

知

す

る

も

の

と

す

る

。
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第

三

節

特

定

子

ど

も

・

子

育

て

支

援

提

供

者

（

確

認

の

申

請

）

第

三

十

七

条

府

令

第

五

十

三

条

の

二

の

申

請

書

は

、

特

定

子

ど

も

・

子

育

て

支

援

施

設

等

確

認

申

請

書

（

別

記

第

三

十

四

号

様

式

）

と

す

る

。

（

変

更

の

届

出

等

）

第

三

十

八

条

府

令

第

五

十

三

条

の

三

第

一

項

の

規

定

に

よ

る

届

出

は

、

特

定

子

ど

も

・

子

育

て

支

援

施

設

等

確

認

変

更

届

（

別

記

第

三

十

五

号

様

式

）

に

よ

り

行

う

も

の

と

す

る

。

（

確

認

の

辞

退

）

第

三

十

九

条

特

定

子

ど

も

・

子

育

て

支

援

提

供

者

は

、

法

第

五

十

八

条

の

六

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

当

該

特

定

子

ど

も

・

子

育

て

支

援

施

設

等

の

確

認

を

辞

退

し

よ

う

と

す

る

と

き

は

、

特

定

子

ど

も

・

子

育

て

支

援

施

設

等

確

認

辞

退

届

（

別

記

第

三

十

六

号

様

式

）

を

区

長

に

提

出

す

る

も

の

と

す

る

。

（

確

認

の

取

消

し

等

）

第

四

十

条

法

第

五

十

八

条

の

十

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

法

第

三

十

条

の

十

一

第

一

項

の

確

認

を

取

り

消

し

、

又

は

期

間

を

定

め

て

そ

の

確

認

の

全

部

若

し

く

は

一

部

の

効

力

を

停

止

す

る

と

き

は

、

特

定

子

ど

も

・

子

育

て

支

援

施

設

等

の

確

認

取

消

・

停

止

通

知

書

（

別

記

第

三

十

七

号

様

式

）

に

よ

り

行

う

も

の

と

す

る

。

付

則
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（

施

行

期

日

）

１

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

（

経

過

措

置

）

２

こ

の

規

則

の

施

行

の

際

、

東

京

都

北

区

子

ど

も

・

子

育

て

支

援

法

施

行

細

則

（

令

和

元

年

七

月

東

京

都

北

区

教

育

委

員

会

規

則

第

十

号

）

の

規

定

に

よ

り

調

製

し

た

用

紙

で

、

現

に

残

存

す

る

も

の

に

つ

い

て

は

、

こ

の

規

則

の

相

当

規

定

に

よ

り

調

整

さ

れ

た

用

紙

と

み

な

し

、

所

要

の

修

正

を

加

え

、

な

お

使

用

す

る

こ

と

が

で

き

る

。
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第１号様式（第４条、第11条関係）

東京都北区長　殿

申請日（西暦）： 年 月 日

- ）

- -

- -

年 月 　入園予定

年 月 　入園

　 保護者署名（父）

　

　下記の事項について同意します。

●

●

生活保護の状況 受給なし ・ 受給中 在宅障害児の有無 有　・　無

区使用欄 受付者

月 日

住所
別居の
家族

年

5 年

月 日

月 日

月 日

4 年

3 年

月 日

保護者等署名（祖父母等同一生計の同居人）

北区が教育・保育給付認定及び給食費の徴収に関する情報として必要な住民税の情報及び世帯情報を閲覧すること。また、その情
報に基づき決定した金額について、幼稚園等に対して提示すること。

教育・保育給付認定に関する審査結果について、申請が集中し審査に時間を要する場合は、申請後３０日を超える場合があること。

家
族
状
況
（

申
請
者
含
む
同
一
生
計
の
同
居
人
）

フリガナ 子から
みた
続柄

生年月日
職業・学校名（学年）・

通園先名等
（　　　年　　月　　日現在）

氏　名
※代表保護者の番号を○で囲んでください

2 年

1 年

月 日

同意書

東京都北区長　殿

保護者住所

保護者署名（母）

施設名
幼稚園 新入園児

こども園 在園児

月 日 新規申請 ・ 変更申請
マイナンバー

マイナンバー

連
絡
先

自宅

（郵便番号

北区へ
転入されて

きた方

転入年月

携帯
転入前自治体

名

　幼稚園、認定こども園（幼稚園枠）を申請する場合、本申請書を提出してください。
　それ以外の施設を希望する場合は、使用できません。

子どものための教育・保育給付認定（変更）申請書（教育認定用）

　次のとおり、子どものための教育・保育給付認定（幼稚園、認定こども園）及び支給認定証の交付を（変
更）申請します。

申
請
者
（

代
表
保
護
者
）

フリガナ 住所

氏名

認
定
（

変
更
）

申
請
す
る
こ
ど
も

フリガナ 生年月日
該当する内容を

〇で囲んでください

氏名
年

北区
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第２号様式（第４条、第11条関係）

東京都北区長　殿

年 月 日

－ －

－ － － －

（ ）

（ ）

年 月

＜変更の場合は変更理由＞

例）4/1から勤務時間が9-17時となるため。

＜教育・保育給付認定申請に関する注意点＞ ※必ずお読みください。

５　変更申請　　保育を必要とする理由や保育必要量等に変更が生じた場合は、改めて申請が必要となります。

保育課使用欄 受付者

　　　　　　　　就労を理由とする場合は、通勤時間も含めた就労時間で区分を選択してください。

３　適用開始日　最短で申請日の翌月1日から認定（変更）可能です。月途中の認定（変更）はできません。

４　利用時間　　入園後の利用時間（登園からお迎えまでの時間）は、午前８時30分から８時間を基本とします。実際の利用時間は、

　　　　　　　　保育必要量の範囲内で、就労時間（通勤時間含む）等を考慮し、実際の勤務状況に照らして保育施設で決定します。

　　　　　　　　ただし、生後８か月未満の児童の利用時間は、児童の育成上の配慮から、認定した保育必要量の区分に関わらず、

　　　　　　　　最大でも午前８時30分から午後４時30分までの８時間の範囲内となります。

日

１　添付書類　　認定（変更）申請に当たり、保護者の保育を必要とする理由に応じて、その理由を証明する書類を提出してください。

　　　　　　　　保育を必要とする理由を証明する書類については、利用案内「利用申請・認定申請に必要な書類」を確認してください。

２　保育必要量　保護者の就労時間等に応じて、認定を希望する保育必要量の区分（保育短時間・保育標準時間）を選択してください。

日 新規申請 変更申請

3
年 月

2

1日から

年 月

保育標準時間
（最大11時間）年 月 日

認
定
（
変
更
）
申
請
す
る
子
ど
も

フリガナ マイナンバー
保育の利用を希望する時間
※希望時間に✔してください。氏名

疾病・障害 看護・介護

災害復旧 求職活動

就学・職業訓練 育児休業

年 月 日

生年月日

1
保育短時間
(最大8時間)

同居（住民票上同一住所）

同居（住民票上同一住所） 別居（住民票上別住所） ひとり親 その他

母

就労 妊娠・出産

別居（住民票上別住所） ひとり親 その他

保
護
者

フリガナ マイナンバー

保育を必要とする理由
※該当理由に✔してください。

氏名
※代表保護者に✔してください。

生年月日

家庭状況　※該当する状況に✔してください。

父
疾病・障害 看護・介護

災害復旧 求職活動

就学・職業訓練 育児休業

就労 妊娠・出産

年 月 日

子どものための教育・保育給付認定（変更）申請書（保育認定用）

　次のとおり、子どものための教育・保育給付認定（認可保育所、小規模保育事業所、事業所内保育事業所、家庭的保
育事業所、認定こども園[保育部分]）及び支給認定証の交付を（変更）申請します。

申請日 （西暦） 保育課使用欄

住所
連絡先

自宅

父携帯 母携帯
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第３号様式（第６条関係） 
 

第   号     
 年 月 日     

 
 
 

子どものための教育・保育給付認定通知書兼支給認定証 

 
  
 
              様 

東京都北区長       □印    

      
 
 

 年 月 日付けで申請のありました子どものための教育・保育給付認定申請について、 
下記のとおり決定したことを証明します。 

 
 

記 

  

支 給 認 定 証 番 号  

保 
 

護 
 

者 

氏 名  

生 年 月 日  

住 所 〒 

住所 

方書 

子
ど
も 

氏 名  

生 年 月 日  

教 育 ・ 保 育 

給 付 認 定 区 分 

 

保 育 の 必 要 性 

の 事 由 

 

保 育 必 要 量  

有 効 期 間  年 月 日 から    年 月 日 まで 

 
（教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て３箇月以内に東京都北区長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定
があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内であっても、この決定の日の翌
日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以
内に、東京都北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表する者は、東京都北区
長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があ
ったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日の翌日か
ら起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなりま
す。）。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があった
ことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起すること
ができます。 
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第４号様式（第６条関係） 
 

第   号     
 年 月 日     

 
 
 

子どものための教育・保育給付認定却下通知書 

 
 
 
              様 

東京都北区長        □印  

        
 
 

 年 月 日付けで申請のありました子どものための教育・保育給付認定申請について、 
下記のとおり却下しましたので通知します。 

 
記 

 

保 
 

護 
 

者 

氏 名  

生 年 月 日  

住 所 〒 

住所 

方書 

子
ど
も 

氏 名  

生 年 月 日  

却 下 理 由  

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

（教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算し
て３箇月以内に東京都北区長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定
があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内であっても、この決定の日の翌
日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以
内に、東京都北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表する者は、東京都北区
長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があ
ったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日の翌日か
ら起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなりま
す。）。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があった
ことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起すること
ができます。 
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第５号様式（第７条関係） 
 

第   号     
 年 月 日     

 
 
 

子どものための教育・保育給付認定遅延通知書 

 
 
              様 

東京都北区長          □印   

      
 
 

 年 月 日付けで申請のありました子どものための教育・保育給付認定申請につい 
て、現在審査中ですので   年 月 日までお待ちください。 

 
 

記 

 

保 
 

護 
 

者 

氏 名  

生 年 月 日  

住 所 〒 

住所 

方書 

子
ど
も 

氏 名  

生 年 月 日  

遅 延 理 由  
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第６号様式（甲）（第８条関係） 

 
第     号 
年  月  日 

 

子どものための教育・保育給付 利用者負担額決定(変更)通知書 
 
  （保護者氏名）  様 

東京都北区長       □印  

 
 次のとおり、子どものための教育・保育給付に係る利用者負担額を決定しましたので通知します。 

年度 
支 給 認 定 証 番 号  

子
ど
も 

氏 名  
生 年 月 日  年 齢  

施 設 ・ 事 業 所 名  
内 容  決 定 年 月 日  

月分 階層 
教育・保育 

給付認定区分 
保育必要量 保育料 延長保育料 

４月分      
５月分      
６月分      
７月分      
８月分      
９月分      
10 月分      
11 月分      
12 月分      
１月分      
２月分      
３月分      

※ 延長保育料が０円の場合でも、スポットで延長保育を利用した場合は、別途延長保育料がかかります（A・
B 階層除く。）。私立保育園の延長保育料は表示していません。 

 
（教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て３箇月以内に東京都北区長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定
があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内であっても、この決定の日の翌
日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以
内に、東京都北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表する者は、東京都北区
長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があ
ったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日の翌日か
ら起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなりま
す。）。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があった
ことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起すること
ができます。 
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第６号様式（乙）（第８条関係） 

 
第     号 
年  月  日 

 

子どものための教育・保育給付 利用者負担額決定(変更)通知書 
 
  （施設名称）  様 

東京都北区長       □印  

 
 次のとおり、子どものための教育・保育給付に係る利用者負担額を決定しましたので通知します。 

年度 
支 給 認 定 証 番 号  

子
ど
も 

氏 名  
生 年 月 日  年 齢  

施 設 ・ 事 業 所 名  
内 容  決 定 年 月 日  

月分 階層 
教育・保育 

給付認定区分 
保育必要量 保育料 延長保育料 

４月分      
５月分      
６月分      
７月分      
８月分      
９月分      
10 月分      
11 月分      
12 月分      
１月分      
２月分      
３月分      

※ 延長保育料が０円の場合でも、スポットで延長保育を利用した場合は、別途延長保育料がかかります（A・
B 階層除く。）。私立保育園の延長保育料は表示していません。 
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第７号様式（第８条関係）（甲） 

 
   第     号 

年  月  日 

副食費免除通知書 
 （保護者氏名） 様 

東京都北区長     □印  

 
特定教育・保育施設における食事の提供に要する費用（副食費）の支払について、下 

記のとおり決定しましたので通知します。 
記 

      年度 
支 給 認 定 証 番 号  

子
ど
も 

氏 名  
生 年 月 日  年 齢  

施 設 ・ 事 業 所 名  
内 容  決 定 年 月 日  

月分 階層 教育・保育 
給付認定区分 食事の提供に要する費用（副食費）の支払 

４月分    
５月分    
６月分    
７月分    
８月分    
９月分    
10 月分    
11 月分    
12 月分    
１月分    
２月分    
３月分    

 
（教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以

内に東京都北区長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った
日の翌日から起算して３箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過する
と審査請求をすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、東京
都北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表する者は、東京都北区長となります。）、処分
の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起
算して６箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの
訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査
請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に処分の取消しの訴え
を提起することができます。 
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第７号様式（第８条関係）（乙） 

 

 
第     号 
年  月  日 

副食費免除通知書 
  （施設名称）  様 

東京都北区長      □印  

 
特定教育・保育施設における食事の提供に要する費用（副食費）の支払について、下 

記のとおり決定しましたので通知します。 
記 

      年度 
支 給 認 定 証 番 号  

子
ど
も 

氏 名  
生 年 月 日  年 齢  

施 設 ・ 事 業 所 名  
内 容  決 定 年 月 日  

月分 階層 教育・保育 
給付認定区分 食事の提供に要する費用（副食費）の支払 

４月分    
５月分    
６月分    
７月分    
８月分    
９月分    
10 月分    
11 月分    
12 月分    
１月分    
２月分    
３月分    
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第８号様式（第10条関係）（表）

提出期限：　　年　　月　　日（　）までに　　　　　でご提出ください。

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

北区　　　　　　　　　　

建物名・部屋番号 年　　月　　日

年　　　　月　　　　日 年　　　　月　　　　日

※家庭状況届と同時に提出する書類は、ホチキスでこの用紙に留めてください。 （裏面あり）

北区　・　北区外（↓下記をご覧ください）

※添付する書類はありません。
ただし、別途ご案内しております利用
期間満了日以降の再度の利用申請に関
する申請書類は所定期日までに必ずご
提出ください。

※「北区外」の場合（転入者、単身赴任等）
　　　　年１月１日に居住していた区市町村発行の「　　　　年度課税（非課税）証明書」（　　　　年の収入。
税額控除の記載があるもの。コピー可）をご提出ください。特別区民税・都民税特別徴収税額の決定・通知書及び
納税通知書は不可とします。国外に住んでいた方は「年間収入申告書」（　　　　年中の収入を　　　　年１月１
日時点の日本円レートで円に換算したもの）をご提出ください。

次の全ての書類をご提出ください。
①看護・介護状況申告書
②看護・介護状況が明記された診断書
等

次の全ての書類をご提出ください。
①在学（在籍）証明書
②カリキュラム等の毎日の就学時間を
証明する書類

理由をご記入ください。
（　　　　　　　　　　　　　　）

看護・介護

就学 就学

次の全ての書類をご提出ください。
①在学（在籍）証明書
②カリキュラム等の毎日の就学時間を
証明する書類

妊娠・出産
母子手帳の表紙及び出産予定日のペー
ジのコピー

求職活動

※添付する書類はありません。
ただし、別途ご案内しております利用
期間満了日以降の再度の利用申請に関
する申請書類は所定期日までに必ずご
提出ください。

理由をご記入ください。
（　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　年１月
１日の居住自治
体（いずれかに○を
してください。）

その他その他

保育を必要
とする理由

（該当するものに
○をしてくださ

い。）

就労
（自営主）
※会社の代表者を
含む。

求職活動

疾病・障害

看護・介護

北区　・　北区外（↓下記をご覧ください）

子どものための教育・保育給付認定　家庭状況届　(　　　年度用)

在
園
児
童

児童氏名 生年月日 在園中の保育所等の名称 保育課使用欄

※裏面もご記入ください。

疾病・障害

家庭の状況
（該当するものに
○をしてくださ

い。）

同居・別居・ひとり親（未婚 / 離婚 / 死別 / 離婚調停又は協議中 ）
※ひとり親の方は、児童扶養手当証書等をご提出ください。

※離婚調停又は協議中の方は、変更があった場合、状況が確認できる書類をご提出ください。

該当理由全てに
〇をしてください。

添付する書類
※3月1日以降に下記書類を提出した方は、

添付書類は不要です。

就労
（会社勤務・在宅勤
務）
※育児休業中を含む。

勤務（予定）証明書
※育児休業中に申請し、本年4月1日に
入所された方に限り、職場復帰証明書
の提出も可とします。

次のいずれかの書類をご提出くださ
い。
①　　　　年分青色申告決算書
②　　　　年分確定申告収支内訳書
③最新の法人税申告書
④履歴事項全部証明書
※コピー可
※確定申告書A・B様式は不可。

次のいずれかの書類をご提出くださ
い。
①　　　　年分青色申告決算書
②　　　　年分確定申告収支内訳書
③最新の法人税申告書
④履歴事項全部証明書
※コピー可
※確定申告書A・B様式は不可。

就労
（自営主）
※会社の代表者を
含む。

現住所

父
　
母
　
の
　
状
　
況

父の状況 母の状況

氏名

生年月日

記入年月日

次のいずれかの書類をご提出くださ
い。
①保育の必要性が明記された診断書
②障害者手帳のコピー

次の全ての書類をご提出ください。
①看護・介護状況申告書
②看護・介護状況が明記された診断書
等

就労
（会社勤務・在宅勤
務）
※育児休業中を含む。

勤務（予定）証明書
※育児休業中に申請し、本年4月1日
に入所された方に限り、職場復帰証明
書の提出も可とします。

添付する書類
※3月1日以降に下記書類を提出した方は、

添付書類は不要です。

該当理由全てに
〇をしてください。

次のいずれかの書類をご提出くださ
い。
①保育の必要性が明記された診断書
②障害者手帳のコピー

携帯電話番号

ホチキス留め位置
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（裏）

●同一住所に住んでいる家族の氏名等を記入してください。

父、母、在園児以外の同一住所の家族

年　　月　　日 歳

年　　月　　日 歳

年　　月　　日 歳

年　　月　　日 歳

年　　月　　日 歳

年　　月　　日 歳

年　　月　　日 歳

年　　月　　日 歳

年　　月　　日 歳

年　　月　　日 歳

年　　月　　日 歳

年　　月　　日 歳

※家庭状況届と同時に提出する書類は、ホチキスでこの用紙に留めてください。

●保育料算定のため、生計を一にしている別居の子どもがいる場合は、氏名等を記入し、子どもの健康保険
証の写し等をご提出ください。

氏名 生年月日 年齢
在園児との

続柄 学校名・幼稚園名・職業等

学校名・幼稚園名・職業等年齢
在園児との

続柄氏名 生年月日
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第９号様式（第 12 条関係） 
 

第   号     
 年 月 日     

 
 
 

子どものための教育・保育給付認定職権変更通知書 

 
 
              様 

東京都北区長           □印   
      

 
 

子どものための教育・保育給付認定について、子ども・子育て支援法第 23条第４項の規定 
により職権で教育・保育給付認定の変更を行いますので、下記のとおり通知します。 
 

 
記 

 

支 給 認 定 証 番 号  

保 
 

護 
 

者 

氏 名  

生 年 月 日  

住 所 〒 

住所 

方書 

子
ど
も 

氏 名  

生 年 月 日  

教 育 ・ 保 育 

給 付 認 定 区 分 

 

保 育 の 必 要 性 

の 事 由 

 

保 育 必 要 量  

有 効 期 間  年 月 日 から    年 月 日 まで 

 
（教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て３箇月以内に東京都北区長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定
があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内であっても、この決定の日の翌
日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以
内に、東京都北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表する者は、東京都北区
長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があ
ったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日の翌日か
ら起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなりま
す。）。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があった
ことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起すること
ができます。 
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第 10 号様式（第 13 条関係） 
 

第   号     
 年 月 日     

 
 

子どものための教育・保育給付認定取消通知書 

 
 
 
              様 

東京都北区長            □印  

      
 
 

子ども・子育て支援法第 24 条第１項の規定に基づき、教育・保育給付認定を取り消しました 
ので通知します。 

 
記 

 

支 給 認 定 証 番 号  

保 
 

護 
 

者 

氏 名  

生 年 月 日  

住 所 〒 

住所 

方書 

子
ど
も 

氏 名  

生 年 月 日  

教 育 ・ 保 育 給 付 

認 定 区 分 

 

保 育 の 必 要 性 

の 事 由 

 

保 育 必 要 量  

有 効 期 間  年 月 日 から    年 月 日 まで 

 
 

（教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算し
て３箇月以内に東京都北区長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定
があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内であっても、この決定の日の翌
日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以
内に、東京都北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表する者は、東京都北区
長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があ
ったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日の翌日か
ら起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなりま
す。）。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があった
ことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起すること
ができます。 
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第 11 号様式（第 14 条関係） 

子どものための教育・保育給付認定申請内容変更届 

 

  年  月  日 

東京都北区長 殿 

届出者 

住所 

氏名               

 

子どものための教育・保育給付認定に係る申請内容について変更があったため、子ども・

子育て支援法施行規則第 15 条第１項の規定に基づき、下記のとおり届け出いたします。 

 

記 

 

【内容変更する事項】 

届出事項 変更前 変更後 

保
護
者 

氏 名   

住 所 
（〒   —   ） 

 

（〒   —   ） 

 

生 年 月 日   年  月  日     年  月  日 

マ イ ナ ン バ ー    

連 絡 先 
 

 
 

子
ど
も 

氏 名   

生 年 月 日   年  月  日   年  月  日 

マ イ ナ ン バ ー    

保護者との続柄   

そ の 他 
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第 12 号様式（第 15 条関係） 

  年  月  日 

 

子どものための教育・保育給付支給認定証再交付申請書 

 

東京都北区長 殿 

 

子ども・子育て支援法施行規則第 16 条第１項及び第２項の規定に基づき、次のとおり、

支給認定証の再交付を申請いたします。 

 

【申請者（教育・保育給付認定保護者）】 

フ リ ガ ナ   

氏 名                        

住 所 
〒（    －   ） 

 

生 年 月 日      年   月   日 

マイナンバー   

連絡先 

自 宅 —       — 

携帯電話 —       — 

 

【申請に係る子ども】 

フ リ ガ ナ   

氏 名  

生 年 月 日      年   月   日 

マイナンバー   

保護者との続柄  

 

【再交付申請の理由】 
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第 13 号様式（第 15 条関係） 

年  月  日 

東京都北区長 殿 

 

子どものための教育・保育給付支給認定証返還届 

 

子ども・子育て支援法施行規則第 16 条第 4 項の規定に基づき、支給認定証を返還いた

します。 

 

【返還する支給認定証】 

支 給 認 定 証 番 号   

保
護
者 

フリガナ  

氏 名                           

生年月日    年  月  日 

住 所 

〒（    —     ） 

 

 

子
ど
も 

フリガナ  

氏 名  

生年月日    年  月  日 

教育・保育給付 

認 定 区 分 

 

保育の必要性の事由  

保 育 必 要 量  

有 効 期 間    年  月  日 から     年  月  日まで 
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第14号様式（第16条関係）

　

　　　　年　　　月　　　日  

東京都北区長　殿

設置者住所

設置者名

事業所住所

事業所名

請求者名

１　請求金額

２　振込先口座

銀 行

金 庫 支 店

組 合

 １ 普通　２ 当座

３　添付書類
（１）子どものための教育・保育給付費等請求明細書（施設）

（２）在籍園児一覧

（３）その他必要な書類

預金種目 口座番号

口座名義人

振込先
金融機関

（コード番号）
金融機関

コード番号
支店

コード番号

フリガナ

子どものための教育・保育給付費等請求書

    　　　　年　月分の子どものための教育・保育給付費を以下のとおり請求します。
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第15号様式（第16条関係）（第１面）

東京都北区長　殿

月

公定価格の加算・調整項目の実施状況について以下のとおり届け出ます。

１　【加算要件】　当該施設において、次の事業を実施し、要件に該当します（該当項目にチェック）。

前月からの
変更有無※

1

2

3

4

5

6

7

8

③□満３歳児に対する教育・保育を提供している。

公 定 価 格 加 算・調 整 項 目 届 出 書

　　年　　月　　日

施設・事業所番号
所　在　地

施　設　名

年度 代 表 者 職 氏 名

①□幼稚園型一時預かり事業を実施している（私学助成の預かり保育推進事業等を含む。）。
②□一般型一時預かり事業を実施している（私学助成の子育て支援活動の推進等により行う未就園児の保育等を含む。）。

④□障害児に対する教育・保育を提供している。

⑥□延長保育事業を実施している（子ども・子育て支援交付金の交付に係る要件に適合するもの）。
⑦□病児保育事業を実施している（子ども・子育て支援交付金の交付に係る要件に適合するもの）。
⑧□月の初日に０歳児が３人以上利用している（初めて該当になった月から年度を通して当該要件に満たすものとする。）。

加算・調整項目等 実施状況等 挙証資料提出状況 

⑤□継続的な小学校との連携・接続に係る取組を実施している。

副園長・教頭配置加算　※１号認定部分のみ加算項目
副園長・教頭を配置し、別に定める要件に該当する場合、「有」とな
ります。
　副園長･教頭配置日      　年　　月　　日
＜挙証資料＞副園長・教頭の履歴書、職員体制図

□有　□無
□（過年度）提出済
□今回提出
提出日　 　月　　日

学級編成調整加配加算　※１号認定部分のみ加算項目
※１号認定子ども及び２号認定子どもに係る利用定員が36人以上
300人以下の施設の場合、「有」となります。
<挙証資料>職員体制図

□有　□無
□（過年度）提出済
□今回提出
提出日　 　月　　日

３歳児配置改善加算
３歳児及び満３歳児の職員配置基準を、３歳児及び満３歳児15人につ
き１人により実施している場合、「有」となります。
＜挙証資料＞資格証（写）、職員体制図

□有　□無
□（過年度）提出済
□今回提出
提出日　 　月　　日

満３歳児対応教諭配置加算　※１号認定部分のみ加算項目
満３歳児の職員配置基準を、満３歳児６人につき１人により実施して
いる場合、「有」となります。
＜挙証資料＞資格証（写）、職員体制図

□有　□無
□（過年度）提出済
□今回提出
提出日　 　月　　日

（非常勤）講師配置加算※１号認定部分のみ加算項目
「必要教員数」を超えて非常勤講師(幼稚園教諭免許状要)を配置する
１号認定子どもに係る利用定員が35人以下又は121人以上の施設の場
合、「有」となります。
＜挙証資料＞資格証（写）、職員体制図

□有　□無
□（過年度）提出済
□今回提出
提出日　 　月　　日

チーム保育加配加算※１号認定部分のみ加算項目
「必要教員数」を超えて教諭を配置し、少人数の学級編成を行ってい
るなどの場合、「有」となります。
＜挙証資料＞資格証（写）、職員体制図

□有　□無
　　 　人

□（過年度）提出済
□今回提出
提出日　 　月　　日

※前月分の届出から変更があれば○を記入

通園送迎加算　※１号認定部分のみ加算項目
通園送迎を行う場合、「有」となります。
＜挙証資料＞通園送迎の実施状況等が分かる資料等 □有　□無

□（過年度）提出済
□今回提出
提出済　 　月  　日

給食実施加算　※１号認定部分のみ加算項目
給食を実施している場合、「有」となります。
　週当たりの給食実施日数　　　　日
区分Ａ：施設内の調理設備を使用してきめ細やかに調理を行っている
場合
区分Ｂ：施設外で調理して施設に搬入する方法により給食を実施して
いる場合
＜挙証資料＞給食の実施状況等が分かる資料等

□有   日
　区分Ａ□
　区分Ｂ□

□無

□（過年度）提出済
□今回提出
提出済　 　月  　日
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（第２面）

前月からの
変更有無※

9

10

11

12

13

14

15

16

※前月分の届出から変更があれば○を記入

指導充実加配加算
利用定員が271人以上の施設において、基本分単価において求められ
る必要保育教諭等の数を超えて、非常勤講師を配置する場合、「有」
となります。
＜挙証資料＞加算適用年月、非常勤講師の配置がわかる資料

□有　□無
□（過年度）提出済
□今回提出
提出日　 　月　　日

事務負担対応加配加算
利用定員が271人以上の施設において、基本分単価並びに事務職員配
置加算において求められる職員を超えて、非常勤事務職員を配置する
場合、「有」となります。
＜挙証資料＞加算適用年月、事務職員の配置がわかる資料

□有　□無
□（過年度）提出済
□今回提出
提出日　 　月　　日

療育支援加算
障害児を受け入れ、かつ、主幹保育教諭等を補助する者を配置し、地
域住民等の子どもの療育支援に取組む場合、「有」となります。
※主幹教諭等の専任化により子育て支援の取組みを実施していない場
合の調整が適用されている施設については対象外
区分Ａ：特別児童扶養手当支給対象児童受入施設
区分Ｂ：それ以外の障害児受入施設
<挙証資料>対象の児童が分かる資料等

□有　□無

※有の場合
区分Ａ□
区分Ｂ□

□（過年度）提出済
□今回提出
提出日　 　月　　日

事務職員配置加算
基本分単価において求められる事務職員及び非常勤事務職員を超え
て、非常勤事務職員を配置する利用定員が91人以上の施設の場合、
「有」となります。
＜挙証資料＞職員体制図

□有　□無
□（過年度）提出済
□今回提出
提出日　 　月　　日

主幹教諭等の専任化による子育て支援の取組を実施していない場合
※１号認定部分のみ調整項目
代替保育教諭等を２人配置せず、【加算要件】①～⑤のうち実施して
いない項目が４つ以上ある場合は、「有」となりますが、主幹保育教
諭等２人を計画の立案や地域の子育て支援活動等の業務に専任させる
ための代替保育教諭等を２人配置し、子育て支援活動の実施が「有」
の場合は「無」とします。
<挙証資料>職員体制図、子育て支援活動の実施状況等が分かる
資料等

□有　□無
※「有」の場

合、調整

子育て支援活
動の実施

□有　□無

□（過年度）提出済
□今回提出
提出日　 　月　　日

主幹教諭等の専任化による子育て支援の取組を実施していない場合
※２・３号認定部分のみ調整項目
代替保育教諭等を２人配置せず、【加算要件】②・④・⑥～⑧のうち
実施していない項目が４つ以上ある場合は、「有」となりますが、主
幹保育教諭等２人を専任化させるための代替保育教諭等を２人配置
し、子育て支援活動の実施が「有」の場合は「無」とします。
<挙証資料>職員体制図、子育て支援活動の実施状況等が分かる
資料等

□有　□無
※「有」の場

合、調整

子育て支援活
動の実施

□有　□無

□（過年度）提出済
□今回提出
提出日　 　月　　日

主幹教諭等専任加算　※幼稚園のみ加算項目
【加算要件】①～⑤のうち２つ以上の事業を実施し、主幹教諭等を計
画の立案や地域の子育て支援活動等の業務に専任させるため、「必要
教員数」を超えて代替教員を配置する場合、「有」となります。
＜挙証資料＞職員体制図、専任させたことが分かる資料等

□有　□無
□（過年度）提出済
□今回提出
提出日　 　月　　日

子育て支援活動費加算
主幹教諭等専任加算の対象施設において、保護者や地域住民からの育
児相談、地域の子育て支援活動等に取り組んでいる場合、「有」とな
ります。
＜挙証資料＞子育て支援活動の実施状況等が分かる資料等

□有　□無
□（過年度）提出済
□今回提出
提出日　 　月　　日

施設・事業所番号 (                     )

加算・調整項目等 実施状況等 挙証資料提出状況 
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（第３面）

前月からの
変更有無※

17

18

19

20

22

23

※前月分の届出から変更があれば○を記入

定員を恒常的に超過する場合、連続する過去２年度間に常に利用定員
を超過している。かつ、各年度の年間平均所在率が120％以上の状態
の場合、「有」となります。

□有　□無
※「有」の場

合、調整

前年度平均人数
　　人

土曜日に閉所する場合 ※２・３号認定部分のみ調整項目
土曜日に閉所する場合、「有」となります。
　当該月の土曜日のうち閉所する日数　　　　日

□有　□無
※「有」の場

合、調整

21

職員配置基準
①年齢別保育教諭等の配置が、公定価格（基本分）における配置基準
を下回る場合、「有」となります。

□有　□無
※「有」の場

合、調整

下回る人数
　　人

②配置基準上、求められる職員資格を有しない場合
公定価格（基本分）における配置基準上の職員について、
幼稚園教諭免許又は保育士資格にいずれも有しない場合、
「有」となります。

□有　□無
※「有」の場

合、調整

下回る人数
　　人

減価償却費加算　※２・３号認定部分のみ加算項目
施設整備費補助金を受けずに整備した施設（事業所）の場合で、下記
加算要件をすべて満たす場合、「有」となります。
【加算要件（すべて満たすこと）】
・認定こども園の用に供する建物が自己所有である。
・建築資金又は購入資金が発生している。
・整備に当たって国庫補助金の交付を受けていない。
・賃借料加算の対象となっていない。
＜挙証資料＞建物を整備又は取得する際の契約書類（写）

□有　□無
□（過年度）提出済
□今回提出
提出日　 　月　　日

賃借料加算　※２・３号認定部分のみ加算項目
建物(土地は対象外)を賃貸方式で実施している施設（事業所）の場合
で、下記加算要件をすべて満たす場合、「有」となります。
【加算要件（すべて満たすこと）】
・認定こども園の用に供する賃貸物件である。
・賃借料が発生している。
・国庫補助に係る残額が生じていない。
・減価償却費加算の対象となっていない。
　【契約金額（月額：税込）】　　　　　　　　円
＜挙証資料＞賃貸契約書（写） ※賃貸契約に変更があった場合は、
変更後の賃貸契約書（写）

□有　□無
□（過年度）提出済
□今回提出
提出日　 　月　　日

休日保育加算　※２・３号認定部分のみ加算項目
休日等を含めて年間を通じて開所する施設を区が指定し、実施する場
合、「有」となります。
<挙証資料>休日における保育教諭等の配置状況が記載された職員体
制図

□有　□無
□（過年度）提出済
□今回提出
提出日　 　月　　日

夜間保育加算　※２・３号認定部分のみ加算項目
夜間保育所の設置認可を受け、夜間保育を実施している場合、「有」
となります。
<挙証資料>夜間における保育教諭等の配置状況が記載された職員体
制図

□有　□無
□（過年度）提出済
□今回提出
提出日　 　月　　日

施設・事業所番号 (                     )

加算・調整項目等 実施状況等 挙証資料提出状況 
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（第４面）

前月からの
変更有無※

24

25

26

27

28

29

30

第三者評価受審加算
北区が認める第三者機関による評価を受審し、その結果をホームペー
ジ等により広く公表する場合、「有」となります。
　実施終了日（有の場合）　　　年　　　月　　　日
※申請書を２月末までに提出し公表まで確認された場合に３月分に請
求
＜挙証資料＞受審結果が分かる資料等

□有　□無
□（過年度）提出済
□今回提出
提出日　 　月　　日

※前月分の届出から変更があれば○を記入

小学校接続加算
以下の要件に該当する小学校との連携・接続に係る取組を行う場合、
「有」となります。
・連携・接続に関する業務分掌を明確にすること。
・授業・行事、研修会・研修等の小学校との子ども及び教職員の交流
活動を実施していること。
・小学校との接続を見通した教育課程を編成していること。
＜挙証資料＞小学校との連携・接続に係る取組等の実施状況等が分
かる資料等

□有　□無
□（過年度）提出済
□今回提出
提出日　 　月　　日

栄養管理加算　※２・３号認定部分のみ加算項目
栄養士による献立やアレルギー、アトピー等への助言、年間(月１回
以上、あるいは年間12回実施)を通じた継続的な食育活動等を実施し
ている場合、「有」となります。
※申請書を12月末までに提出し確認された場合に３月分に請求
＜挙証資料＞嘱託契約又は配置が確認できる書類等

□有　□無

□申請書提出日
提出日　　月　　日

□報告書、他挙証資
料提出（３月）
提出日　　月　　日

高齢者等活躍促進加算　※２･３号認定部分のみ加算項目
１日６時間未満又は月20日未満勤務の高齢者等を職員配置基準以外に
非常勤職員として雇用し、施設の業務の中で比較的高齢者等に適した
業務（利用子ども等との話相手、相談相手、給食の後片付け等）を行
わせ、かつ当該年度中における高齢者等の総雇用人員の累積年間総雇
用時間が、400時間以上見込まれている場合、「有」となります。
また、【加算要件】②・④・⑥～⑧の事業のうち、いずれかを実施し
ていることが条件となります。
※12月末までに申請書を提出し、承認通知された場合に該当年間総雇
用時間の該当時間にチェック
＜挙証資料＞入所児童処遇特別加算（申請・報告）書、職員名簿、
雇用時間内訳書

□400時間
□800時間
□1,200時間
□無

□申請書提出日
提出日　　月　　日

□報告書、他挙証資
料提出（３月）
提出日　　月　　日

施設機能強化推進費加算
【加算要件】を２つ以上満たし、施設等の総合的な防災対策（地域住
民への防災支援協力体制の整備・合同避難訓練を実施、及び職員への
防災教育、訓練の実施及び避難具の整備）を図る取組を行い、取組に
必要となる経費の総額が、概ね15万以上見込まれる場合、「有」とな
ります。
※申請書を12月末までに提出し確認された場合に３月分に請求
＜挙証資料＞地域住民への防災支援協力体制・合同避難訓練実施に
ついて分かる資料、施設機能強化推進費加算（申請・報告）書、取
組に要した経費がわかる領収書（写）等

□有　□無

□申請書提出日
提出日　　月　　日

□報告書、他挙証資
料提出（３月）
提出日　　月　　日

外部監査費加算
幼稚園及び認定こども園を設置する学校法人等が、当年度の幼稚園・
認定こども園の運営に係る会計について、公認会計士又は監査法人に
よる監査を受ける場合は「有」となります。
　監査終了日（有の場合）　　　    年      月    　日
　監査実施機関（有の場合）（　                      　）
<挙証資料>外部監査の実施状況等が分かる資料等

□有　□無
□（過年度）提出済
□今回提出
提出日　 　月　　日

施設関係者評価加算
保護者その他の施設関係者（施設職員を除く。）による評価を実施
し、その結果をホームページ・広報誌への掲載、保護者への説明等に
より広く公表する場合、「有」となります。
　実施終了日（有の場合）　　　　年　　　月　　　日
　公表予定日（有の場合）　　　　年　　　月　　　日
※申請書を12月末までに提出し、確認された場合に３月分に請求
＜挙証資料＞評価の実施が分かる資料等

□有　□無
□（過年度）提出済
□今回提出
提出日　 　月　　日

施設・事業所番号 (                     )

加算項目等（３月分の請求時のみ加算） 実施状況等 挙証資料提出状況

- 34 -



第16号様式（第17条、第22条関係）（表）

年 月 日

東京都北区長 殿

以下に該当する施設等について施設等利用給付認定を希望するので、子ども・子育て支援法第30条の５第１項

又は法第30条の８第１項の規定に基づき、次のとおり施設等利用給付に係る認定を申請します。

幼稚園（子どものための教育・保育給付の対象ではない私立幼稚園や国立大学付属幼稚園）、特別支援学校

幼稚部に通園していますが、幼稚園や特別支援学校の預かり保育事業（※１）は利用しません。

保護者の就労、その他の理由により、幼稚園・認定こども園・特別支援学校（預かり保育事業も利用する

（※1））、認可外保育施設、一時預かり事業、病児保育事業、子育て援助活動支援事業を利用します。

認可保育園に申込みをしたことがあり、現在幼稚園（子どものための教育・保育給付の対象ではない

私立幼稚園や国立大学付属幼稚園）、特別支援学校、認可外保育施設に通っている方は左欄を

チェックし、既に取得した支給認定証番号を下記へご記入ください。

※1.　 預かり保育事業とは、幼稚園等が実施する預かり保育事業が、①平日、教育時間を含み提供時間数が8時間未満又は②年間開所

日数200日未満のいずれかの要件に該当する場合に利用可能な認可外保育施設を含みます。

－ －

－ － － －

就労

疾病・障害 看護・介護

災害復旧 求職活動

就学・職業訓練 育児休業

ひとり親 その他 （ ）

就労 妊娠・出産

疾病・障害 看護・介護

災害復旧 求職活動

就学・職業訓練 育児休業

ひとり親 その他 （ ）

申請する子どもの在籍（予定）施設と利用するサービスを記入してください。

〒 －

※裏面も必ずご確認ください。

月 日認可外 年

フリガナ
施設所在地

利用サービス
の種類

サービス利用開始日
（予定）在籍（予定）施設名

預かり保育 既にサービス利用中

※月単位で利用する認可外保育施設等は最短で申請月の翌月1日から

日

年 月

年 月 1

申
請
す
る
子
ど
も

フリガナ マイナンバー 認定希望日　※該当するものに✔してください。

氏名 生年月日

年 月

日 北区へ申請書到着日以降から希望

保
護
者

母

同居（住民票上同一住所） 別居（住民票上別住所）

フリガナ マイナンバー

年 月 日

日

同居（住民票上同一住所） 別居（住民票上別住所）

住所
連絡先

北区
北区使用欄

自宅

父携帯 母携帯

保育を必要とする理由
※該当する理由に✔してください。

氏名 生年月日

家庭状況　※該当する状況に✔してください。

父

妊娠・出産

認定種別 支給認定証番号 認定種別

申請日 （西暦）

子育てのための施設等利用給付認定（変更）申請書
（法第30条の4第1号・第2号・第3号）

支給認定証番号

第19条第2号 第19条第3号
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（裏）

以下は該当する方のみ記入してください。

現在在籍（予定）施設が無い方又は在籍（予定）施設と別の施設のサービスを利用する方 該当する 該当しない

〒 － 認可外

一時預かり/病児保育

子育て援助活動

〒 － 認可外

一時預かり/病児保育

子育て援助活動

必ずお読みいただき、✔をしてください。署名欄にご署名をお願いいたします。

1

2

3

4

5

6

※

7

8

9

10

11

12

上記事項について確認し、了承しました。

住　　　所　

保護者署名　

保護者署名　

北区

父

母

注
意
事
項

区外へ転出した場合は、転出先の自治体で改めて「子育てのための施設等利用給付認定」の申請が必要
です。

【求職中の場合】
求職中の新2号・新3号認定期間は3か月です。その間に就労先を決め、「就労証明書」を提出してくだ
さい。期間内に提出が無い場合、それ以降の認定ができず、預かり保育料等に係る給付を受けられませ
ん。

年 月 日

書
類
に
つ
い
て

前年や前々年の1月1日が現住所（東京都北区）と異なる場合は、その市区町村で発行される課税証明書
等を提出してください。

必要書類の提出漏れや追加書類の郵送時の郵送事故による未着について区は一切責任を負いません。

保育を必要とすることを証明する書類については、証明年月日から3か月以内のものをご提出ください。
「就労証明書」について、記載不備のあるものは無効です。

申請後、家庭状況（住所、家族構成、就労状況、保育状況等）が変わった場合、区へ届出をお願いしま
す。提出がなく変更が判明した場合や申請内容と事実が異なる場合、給付を受けられない場合がありま
す。

申
請
に
あ
た
っ
て
同
意
し
て
頂
く
事
項

子ども・子育て支援法第30条の３において準用する同法第16条の規定に基づき、施設等利用給付認定
の審査及び申請者や同居親族の区市町村民税課税状況の確認に当たり、官公署に対し必要な文書の閲覧
又は資料の提供を求めることがあります。

申請に当たり提出した全ての書類の内容と区の保有する個人情報を、施設等利用給付認定や施設等利用
費の支給その他施設における給食費の徴収に関する情報として必要と認められる場合に、区と利用施設
（幼稚園・認定こども園・特別支援学校、認可外保育施設、一時預かり事業実施施設、病児保育事業実
施施設及び子育て援助活動支援事業実施施設）に提供することがあります。

施設等利用費は、区が認めた場合は、申請者に代わり、利用する施設・事業者が受領する場合がありま
す。

認定事務が集中し審査等に日時を要するため、申請日に限らず、子ども・子育て支援法第30条の5第５
項の規定に基づき、審査結果のお知らせを延期する場合があります。

申請内容が事実と相違した場合は、施設等利用認定を取り消すことがあります。

認定希望日現在で、子ども・子育て支援法第５９条の2に規定する事業（企業主導型保育事業）の利用が
ある場合は、本認定の申請はできません。

この同意書は、子育てのための施設等利用認定通知書の有効期限まで、有効とします。

施設名（フリガナ） 施設所在地 利用するサービスの種類
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第 17 号様式（第 18 条関係） 
 
 

第   号     
 年 月 日     

 

子育てのための施設等利用給付認定通知書 

 
              様 

東京都北区長          □印  

      
 
 

 年 月 日付けで申請のありました子育てのための施設等利用給付認定申請について、 

次のとおり決定しましたので通知します。 

 
記 

認 定 番 号  

保 
 

護 
 

者 

氏 名  

生 年 月 日  

住 所 〒 

住所 

方書 

子
ど
も 

氏 名  

生 年 月 日  

認 定 区 分  

保 育 の 必 要 性 

の 事 由 

 

決 定 年 月 日  

有 効 期 間  年 月 日 から    年 月 日 まで 

 
 保育の必要性の事由が妊娠・出産、就学、求職活動等の認定で、年度途中で認定期間が満了と
なった場合、満了日の翌日以降は施設等利用費の支給の対象とはなりません。引き続き施設等利
用費の支給を希望する場合は、認定期間の更新や保育の必要性の事由の変更手続きが必要となり
ますので、改めて子育てのための施設等利用給付認定を申請してください。 
 
 
 
（教示） 
１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇

月以内に東京都北区長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったこと
を知った日の翌日から起算して３箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年
を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、
東京都北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表する者は、東京都北区長となりま
す。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った
日の翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過す
ると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の審査請求を
した場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月
以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。 
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第 18 号様式（第 18 条関係） 
 
 

第   号     
 年 月 日     

 

子育てのための施設等利用給付認定却下通知書 

 
              様 

東京都北区長          □印  

      
 
 

 年 月 日付けで申請のありました子育てのための施設等利用給付認定について、 

次のとおり却下しましたので通知します。 

 
記 

保 
 

護 
 

者 

氏 名  

生 年 月 日  

住 所 〒 

住所 

方書 

子
ど
も 

氏 名  

生 年 月 日  

却 下 年 月 日  

却 下 理 由  

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算し
て３箇月以内に東京都北区長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定
があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内であっても、この決定の日の翌
日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以
内に、東京都北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表する者は、東京都北区
長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があ
ったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日の翌日か
ら起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなりま
す。）。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があった
ことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起すること
ができます。 

- 38 -



第 19 号様式（第 19 条関係） 
 
 

第   号 
 年 月 日 

 

子育てのための施設等利用給付認定遅延通知書 

 
              様 

東京都北区長          □印  

      
 

 年 月 日付けで申請のありました子育てのための施設等利用給付認定申請について、 

現在審査中ですので   年  月  日までお待ちください。 
 

記 

保 
 

護 
 

者 

氏 名  

生 年 月 日  

住 所 〒 

住所 

方書 

子
ど
も 

氏 名  

生 年 月 日  

遅 延 理 由  
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第20号様式（第21条関係）

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

北区　　　　　　　　　　

建物名・部屋番号 年　　月　　日

年　　　　月　　　　日 年　　　　月　　　　日

※家庭状況届と同時に提出する書類は、ホチキスでこの用紙に留めてください。

現住所

父
　
母
　
の
　
状
　
況

父の状況 母の状況

氏名

生年月日

記入年月日

次のいずれかの書類をご提出くださ
い。
①保育の必要性が明記された診断書
②障害者手帳のコピー

次の全ての書類をご提出ください。
①看護・介護状況申告書
②看護・介護状況が明記された診断書
等

就労
（会社勤務・在宅勤務）

※育児休業中を含む。

就労証明書
※育児休業中に申請し、本年4月1日
に入所された方に限り、育児休業期間
終了証明書の提出も可とします。

添付する書類
※3月1日以降に下記書類を提出した方は

添付書類は不要です。

該当理由すべてに
〇をしてください。

次のいずれかの書類をご提出くださ
い。
①保育の必要性が明記された診断書
②障害者手帳のコピー

携帯電話番号

疾病・障害

該当理由すべてに
〇をしてください。

添付する書類
※3月1日以降に下記書類を提出した方は

添付書類は不要です。

就労
（会社勤務・在宅勤務）

※育児休業中を含む。

就労証明書
※育児休業中に申請し、本年4月1日に
入所された方に限り、育児休業期間終
了証明書の提出も可とします。

次のいずれかの書類をご提出くださ
い。
①　　　　年分青色申告決算書
②　　　　年分確定申告収支内訳書
③最新の法人税申告書
④履歴事項全部証明書
※コピー可
※確定申告書A・B様式は不可。

次のいずれかの書類をご提出くださ
い。
①　　　　年分青色申告決算書
②　　　　年分確定申告収支内訳書
③最新の法人税申告書
④履歴事項全部証明書
※コピー可
※確定申告書A・B様式は不可。

就労
（自営主）
※会社の代表者も
含む

子育てのための施設等利用給付認定　家庭状況届　(　　　年度用)

在
園
児
童

児童氏名 生年月日 在園中の施設の名称 北区使用欄

理由をご記入ください。
（　　　　　　　　　　　　　　）

その他その他

保育を必要
とする理由

（該当するものに
○をしてくださ

い。）

就労
（自営主）
※会社の代表者も
含む

求職活動

疾病・障害

看護・介護

※添付する書類はありません。
ただし、別途ご案内しております認定
期間満了日以降の再度の認定申請に関
する申請書類は所定期日までに必ずご
提出ください。

次の全ての書類をご提出ください。
①看護・介護状況申告書
②看護・介護状況が明記された診断書
等

次の全ての書類をご提出ください。
①在学（在籍）証明書
②カリキュラム等の毎日の就学時間を
証明する書類

理由をご記入ください。
（　　　　　　　　　　　　　　）

求職活動

※添付する書類はありません。
ただし、別途ご案内しております認定
期間満了日以降の再度の認定申請に関
する申請書類は所定期日までに必ずご
提出ください。

看護・介護

就学 就学

次の全ての書類をご提出ください。
①在学（在籍）証明書
②カリキュラム等の毎日の就学時間を
証明する書類

妊娠・出産
母子手帳の表紙及び出産予定日のペー
ジのコピー

ホチキス留め位置
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第 21 号様式（第 23 条関係） 
 
 

第   号     
 年 月 日     

 

子育てのための施設等利用給付認定職権変更通知書 

 
              様 

東京都北区長          □印  

 
      

 
子育てのための施設等利用給付認定について、子ども・子育て支援法第 30条の８第４項の 

規定により、職権で施設等利用給付認定の変更を行いますので、下記のとおり通知します。 

 
 

記 

認 定 番 号  

保 
 

護 
 

者 

氏 名  

生 年 月 日  

住 所 〒 

住所 

方書 

子
ど
も 

氏 名  

生 年 月 日  

認 定 区 分  

保 育 の 必 要 性 

の 事 由 

 

有 効 期 間      年  月  日 から     年  月  日 まで 

 
 
 
（教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て３箇月以内に東京都北区長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定
があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内であっても、この決定の日の翌
日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以
内に、東京都北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表する者は、東京都北区
長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があ
ったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日の翌日か
ら起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなりま
す。）。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があった
ことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起すること
ができます。 
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第 22 号様式（第 24 条関係） 
 
 

第   号     
 年 月 日     

 

子育てのための施設等利用給付認定取消通知書 

 
              様 

東京都北区長          □印  

      
 
 

子ども・子育て支援法施行規則第 28 条の 11 の規定に基づき、子育てのための施設等利用給

付認定を取り消しましたので通知します。 

 
記 

認 定 番 号  

保 
 

護 
 

者 

氏 名  

生 年 月 日  

住 所 〒 

住所 

方書 

子
ど
も 

氏 名  

生 年 月 日  

取 消 年 月 日  

取 消 理 由  

 
 
（教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て３箇月以内に東京都北区長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定
があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内であっても、この決定の日の翌
日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以
内に、東京都北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表する者は、東京都北区
長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があ
ったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日の翌日か
ら起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなりま
す。）。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があった
ことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起すること
ができます。 
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第23号様式（第25条関係）

東京都北区長 殿

保 護 者 と の 続 柄

そ の 他

保 育 の 必 要 性 の 事 由
（ 有 の 場 合 の み ）

変更事由が発生した日 年　　月　　日

変 更 す る 理 由

連 絡 先

認 定 子 ど も の 氏 名

保 護 者 の 生 年 月 日 年　　月　　日 年　　月　　日

保 護 者 の 個 人 番 号

変

更

内

容

変　更　前 変　更　後

保 護 者 の 氏 名

住 所

認 定 区 分 子ども・子育て支援法第30条の４
□第１号
□第２号
□第３号

保 育 の 必 要 性 の 事 由 □無　　□有（事由：　　　　　　　　　　　）

利 用 施 設 ・ 事 業 所 名

生 年 月 日
個 人 番 号
連 絡 先

　子ども・子育て支援法施行規則第28条の12第１項の規定により、子育てのための施
設等利用給付認定を受けた内容を変更する必要が生じたので、届け出ます。

現

在

の

認

定

状

況

認 定 番 号

認定子どもの氏名
(ﾌﾘｶﾞﾅ)

認定子どもの生年月日 年　　月　　日

認定子どもの個人番号

氏 名

年 月 日

子育てのための施設等利用給付認定申請内容変更届

保護者住所
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第24号様式（第26条関係）

 

東京都北区長　殿

〒

年 月 日

〒

年 月 日

〒 － ℡

年 月 日

企業主導型保育事業利用報告書
      　　年　　月　　日

　私は、子ども・子育て支援法第７条第10項第４号ハの政令で定める施設（企業主導型保育事業）の利用を
開始したので、居住地である東京都北区に報告します。

※保護者の方へ…本報告書は、利用開始日の属する月内に提出してください。

保
護
者

フリガナ

居住地
連　絡　先

氏　名
自宅
携帯
勤務
先生年月日

子
ど
も

フリガナ 居住地
保護者と異なる
場合のみ記載

上記
保護者

との続柄氏　名
生年月日

利用開始日

利用を開始する子ども・子育て支援法第７条第10項第４号ハの政令で定める施設（企業主導型保育事業）

フリガナ

所在地
(　　　)

施設名
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第25号様式（第26条関係）

東京都北区長　殿

〒

年 月 日

〒

年 月 日

〒 － ℡

年 月 日

企業主導型保育事業利用終了報告書
      　　年　　月　　日

　私は、子ども・子育て支援法第７条第10項第４号ハの政令で定める施設（企業主導型保育事業）の利用を
終了するので、居住地である東京都北区に報告します。

※保護者の方へ…本報告書は、利用終了後１か月以内に提出してください。

保
護
者

フリガナ

居住地
連　絡　先

氏　名
自宅
携帯
勤務
先生年月日

子
ど
も

フリガナ 居住地
保護者と異なる
場合のみ記載

上記
保護者

との続柄氏　名
生年月日

利用終了日

利用を終了する子ども・子育て支援法第７条第10項第４号ハの政令で定める施設（企業主導型保育事業）

フリガナ

所在地
(　　　)

施設名
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第26号様式（第27条関係） 

特定教育・保育施設確認申請書 

 
 
                                年   月   日 

東京都北区長 殿 

                      所 在 地 

                 申 請 者  名   称 

                      代表者氏名              
 
 
 子ども・子育て支援法第31条第１項の規定に基づき、教育・保育施設に係る確認を受けたい 
ので、次のとおり、関係書類を添えて申請します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

申 
請 
者 

フ リ ガ ナ 
 

法 人 等 名 称 

 

 

主たる事務所の 
 

所在地・連絡先 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

法人等の種別  法人所轄庁  

代 表 者 の 
職 名 ・ 氏 名 

職 
名 

 
フリガナ 

氏  名 

 

 

代表者生年月日 年 月 日（満  歳） 代表就任年月日 年  月  日 

代表者の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

事 業 者 番 号              ※既に特定教育・保育施設等を設置しており、事業者番 
号が付番されている場合に記入してください。 

事業開始(予定)年月日      年  月  日 

教 育 ・ 保 育 施 設 
の 種 類 

 
 

（いずれかに☑） 

種   類 添付別紙 

 □ 認定こども園（幼保連携型） 別紙１ 

 □ 認定こども園（幼稚園型） 別紙２ 

 □ 認定こども園（保育所型） 別紙３ 

 □ 認定こども園（地方裁量型） 別紙４ 

 □ 幼稚園（上記を除く。） 別紙５ 

 □ 保育所（上記を除く。） 別紙６ 
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第26号様式（別紙１）（第27条関係）（第1面） 

 
別紙１ 認定こども園(幼保連携型)の確認に係る記載事項 

フリガナ 

施設名称 

 

 

施設の 
所在地・連絡先 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

園長の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 
生年月日 

年  月  日 
（満  歳）  

園長就任年月日        年   月   日 

園長の教員免許・ 
保育士資格の有無  有 （免許・資格の種類：          ）   ・  無 

園長の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

認可年月日        年   月   日 

開所曜日 
１号  日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

２号・３号  日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

開所時間 

１号 

平日       時   分   ～    時   分 
土曜日       時   分   ～    時   分 
日曜日       時   分   ～    時   分 

２号 
・ 

３号 

平日       時   分   ～    時   分 
土曜日       時   分   ～    時   分 
日曜日       時   分   ～    時   分 

休園日  

 
 
 
 
 

利用定員 
 
 

※（ ）内に保育短時間 
認定に係る利用定員数を 
記入してください。 

１号認定 
 

４歳以上児 
 

３歳児 ５歳児 ４歳児 

人 人 人 人  人 

２号認定 
 

４歳以上児 
 

３歳児 ５歳児 ４歳児 

人 

(    人) 

人 

(    人) 

人 

(    人) 

人  

(    人) 

人 

(    人) 

３号認定 
 

１・２歳児 
  

０歳児 ２歳児 １歳児 

人 

(    人) 

人 

(    人) 

人 

(    人) 

人  

(    人) 

人 

(    人) 

認可定員 
１号認定 ２号認定 ３号認定 

人 人 人 

学級編制    学級（１学級当たり   人） 
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第26号様式（別紙１）（第27条関係）（第2面） 
 

給食の 
実施状況 

１号 
認定 

実施有無             有 ・ 無 

提供日 日・月・火・水・木・金・土  その他（          ） 

提供方法       自園調理 ・ 外部搬入 ・ 弁当持参 

２号認定 提供方法        自園調理  ・ 外部搬入 

その他の事業 
の実施状況 

特別支援教育・障害児保育 延長保育 一時預かり 

有 ・ 無 
有 ・ 無 

開所時間開始前   時  分から 

開所時間終了後   時  分まで 

   有 ・ 無 
 ( 時 分～ 時 分） 

病児・病後児保育 そ の 他 

有 ・ 無 
（類型：   ） 

（                     ） 

利用料 

実費徴収の 
有 (内容・金額) ・無 

 有（          ）  ・  無 

上乗せ徴収の 
有(内容･理由･金額)・無 

 有（          ）  ・  無 

職 
員 
の 
状 
況 

職 種 副園長 教頭 主幹保育教諭 指導保育教諭 保育教諭 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 年 年 

職 種 助保育教諭 主幹養護教諭 養護教諭 養護助教諭 主幹栄養教諭 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 年 年 

職 種 栄養教諭 学校医 学校歯科医 学校薬剤師 事務職員 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 年 年 
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第26号様式（別紙１）（第27条関係）（第3面） 
 

職 
員 
の 
状 
況 

職 種 

調理員 
教育補助職員 
・保育補助者 

その他の職員 直接雇用・派遣の別 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 直接雇用（有期） 人 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人  うち保育教諭 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 直接雇用（無期） 人 

常勤換算後の人数 人 人 人  うち保育教諭 人 

基準上の必要人数 人 人 人 派遣労働者 人 

平均経験年数 年 年 年  うち保育教諭 人 

施 
設 
設 
備 

設 備 敷地全体 園舎 乳児室 ほふく室 保育室 遊戯室 

居室数／面積 ㎡ ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ 

１人当たりの面積   ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 

設 備       園 庭（ 運 動 場 ・ 屋 外 遊 戯 場） 

設置場所 □敷地内 □隣接地  □代替地（□公園 □広場 □寺社境内 □その他） 

面   積 全体の面積 ㎡ 満２歳以上児１人当たり面積 ㎡/人 

設 備           調 理 室 ・ 調 理 設 備 

設置状況           □調理室   □調理設備 

添付書類 

1 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書（申請者が法人の場合） 

2 認可証等の写し 

3 建物の構造概要及び図面（各室の用途を明示する。）並びに設備の概要に関する書面 

4 運営規程 

5 苦情を処理するために講ずる措置の概要に関する書類 

6 従業者の勤務の体制及び勤務形態に関する書類 

7 収支予算書等資産の状況がわかる書類 

8 定員以上の応募がある場合の選考基準に関する書類 

9 給付費の請求に関する書類 

10 子ども・子育て支援法第40条第2項に該当していないことを誓約する書面（誓約書） 

11 役員の氏名、生年月日及び住所がわかる書類 

12 その他確認に関し必要と認める書類 
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第26号様式（別紙２）（第27条関係）（第1面） 

別紙２ 認定こども園(幼稚園型)の確認に係る記載事項 

 

認
定
こ
ど
も
園 

フリガナ 

施設名称 

 

 

園長の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 
生年月日 

年 月 日 
（満  歳）  

園長就任年月日        年   月   日 
園長の教員免許・ 
保育士資格の有無   有 （免許・資格の種類：           ）   ・  無 

 
 

園長の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

幼
稚
園 

フリガナ 

施設名称 

 

 

施設の 
所在地・連絡先 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

園長の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 
生年月日 

年 月 日 
（満  歳）  

園長就任年月日        年   月   日 
園長の教員免許 

の有無    有 （免許の種類：           ）   ・  無 

 
 

園長の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 
（ビルの名称等） 

保
育
所
機
能
部
分 

フリガナ 

施設名称 

 

 

施設の 
所在地・連絡先 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

施設長の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 
生年月日 

年 月 日
（満  歳） 

施設長就任年月日        年   月   日 

施設長の 
保育士資格の有無    有 （資格の種類：           ）   ・  無 

 
 

施設長の住所 
 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

認定年月日                 年   月   日 
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第26号様式（別紙２）（第27条関係）（第2面） 

開所曜日 
１号  日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

２号・３号  日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

開所時間 

１号 

平日        時   分   ～    時   分 

土曜日        時   分   ～    時   分 

日曜日        時   分   ～    時   分 

２号 
・ 
３号 

平日        時   分   ～    時   分 

土曜日        時   分   ～    時   分 

日曜日        時   分   ～    時   分 

休園日 
 

 
 
 
 
 
 

利用定員 
 
 

※（ ）内に保育短時間 
認定に係る利用定員数を 
 記入してください。 

１号認定 

 

４歳以上児 
 

３歳児 ５歳児 ４歳児 

人 人 人 人 人 

２号認定 

 

４歳以上児 
 

３歳児 ５歳児 ４歳児 

人 

（    人） 

人 

（    人） 

人 

（    人） 

人 

（    人） 

人 

（    人） 

３号認定 

 

１・２歳児 
 

０歳児 ２歳児 １歳児 

人 

（    人） 

人 

（    人） 

人 

（    人） 

人 

（    人） 

人 

（    人） 

認可定員 
１号認定 ２号認定 ３号認定 

人 人 人 

学級編制     学級（１学級当たり   人） 

給食の 
実施状況 

１号 
認定 

実施有無              有 ・ 無 

提供日  日・月・火・水・木・金・土  その他 (          ) 

提供方法       自園調理 ・ 外部搬入 ・ 弁当持参 

２号認定 提供方法          自園調理 ・ 外部搬入 

その他の事業 
の実施状況 

特別支援教育 延長保育 一時預かり 

有 ・ 無 
有 ・ 無 

開所時間開始前  時  分から 

開所時間終了後  時  分まで 

有 ・ 無 
（ 時 分～ 時 分） 

そ の 他 

（                      ） 

利用料 

実費徴収の 
   有（内容）  ・無 

 有（          ）  ・  無 

上乗せ徴収の 
 有(内容･理由･金額）・無 

 有（          ）  ・  無 
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第26号様式（別紙２）（第27条関係）（第3面） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

職
員 
の 
状 
況 

職 種 

副園長 教頭 主幹教諭 指導教諭 教諭 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 年 年 

職 種 
助教諭 講師 養護教諭 養護助教諭 栄養教諭 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 年 年 

職 種 

保育士 
(教員を除く保育士 

資格保有者) 
学校医 学校歯科医 学校薬剤師 事務職員 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 年 年 

 
 
 

職 
員 
の 
状 
況 

 
職 種 

調理員 
教育補助職員 
・保育補助者 

その他の職員 直接雇用・派遣の別 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 直接雇用（有期） 人 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人  うち教諭又は保育士 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 直接雇用（無期） 人 

常勤換算後の人数 人 人 人  うち教諭又は保育士 人 

基準上の必要人数 人 人 人 派遣労働者 人 

平均経験年数 年 年 年  うち教諭又は保育士 人 

施
設
設
備 

設 備 敷地全体 園舎 乳児室 ほふく室 保育室 遊戯室 

居室数／面積 ㎡ ㎡  室／  ㎡  室／  ㎡  室／  ㎡  室／  ㎡ 

１人当たりの面積   ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 

設 備       園 庭（運 動 場 ・ 屋 外 遊 戯 場） 

設置場所 □敷地内  □隣接地  □代替地（□公園 □広場 □寺社境内 □その他) 

面   積 全体の面積 ㎡ 満２歳以上児１人当たり面積 ㎡/人 

設 備          調 理 室 ・ 調 理 設 備 

設置状況           □調理室   □調理設備 

添付書類 

1 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書（申請者が法人の場合） 

2 認可証等の写し 

3 建物の構造概要及び図面（各室の用途を明示する。）並びに設備の概要に関する書面 

4 運営規程 

5 苦情を処理するために講ずる措置の概要に関する書類 

6 従業者の勤務の体制及び勤務形態に関する書類 

7 収支予算書等資産の状況がわかる書類 

8 定員以上の応募がある場合の選考基準に関する書類 

9 給付費の請求に関する書類 

10 子ども・子育て支援法第40条第2項に該当していないことを誓約する書面（誓約書） 

11 役員の氏名、生年月日及び住所がわかる書類 

12 その他確認に関し必要と認める書類 
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第26号様式（別紙３）（第27条関係）（第1面） 

別紙３ 認定こども園(保育所型)の確認に係る記載事項 
 

認
定
こ
ど
も
園 

フリガナ 

施設名称 

 

 

園長の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 
生年月日 

年 月 日 
（満  歳）  

園長就任年月日        年   月   日 

園長の教員免許・ 
保育士資格の有無   有 （免許・資格の種類：           ）   ・  無 

 
 

園長の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

保
育
所 

フリガナ 

施設名称 

 

 

施設の 
所在地・連絡先 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

施設長の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 
生年月日 

年 月 日 
（満  歳）  

施設長就任年月日        年   月   日 

施設長の 
保育士資格の有無 

   有 （資格の種類：           ）   ・  無 

 
 

施設長の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

幼
稚
園
機
能
部
分 

フリガナ 

施設名称 

 

 

施設の 
所在地・連絡先 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

園長の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 
生年月日 

年 月 日 
（満  歳）  

園長就任年月日        年   月   日 

園長の 
教員免許の有無    有 （免許の種類：           ）   ・  無 

 
 

園長の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 
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第26号様式（別紙３）（第27条関係）（第2面） 

認定年月日                 年   月   日 

開所曜日 
１号  日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

２号・３号  日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

開所時間 

１号 

平日        時   分   ～    時   分 

土曜日        時   分   ～    時   分 

日曜日        時   分   ～    時   分 

２号 
・ 

３号 

平日        時   分   ～    時   分 

土曜日        時   分   ～    時   分 

日曜日        時   分   ～    時   分 

休園日 
 

 
 
 
 
 
 

利用定員 
 
 
 

※（ ）内に保育短時
間認定に係る利用定員 
数を記入してくださ 

い。 

１号認定 

 

４歳以上児 
 

３歳児 ５歳児 ４歳児 

     人      人      人      人      人 

２号認定 

 

４歳以上児 
 

３歳児 ５歳児 ４歳児 

     人 
 
(    人) 

     人 
 
(    人) 

     人 
 
(    人) 

     人 
 
(    人) 

     人 
 
(    人) 

３号認定 

 

１・２歳児 
 

０歳児 ２歳児 １歳児 

     人 
 
(    人) 

     人 
 
(    人) 

     人 
 
(    人) 

     人 
 
(    人) 

     人 
 
(    人) 

認可定員 
１号認定 ２号認定 ３号認定 

人  人  人  

学級編制     学級（１学級当たり   人） 

給食の 
実施状況 

１号 
認定 

実施有無 有 ・ 無 

提供日 日・月・火・水・木・金・土  その他（           ） 

提供方法      自園調理 ・ 外部搬入 ・ 弁当持参 

２号認定 提供方法          自園調理 ・ 外部搬入 

その他の事業 
の実施状況 

障害児保育 延長保育 一時預かり 

有 ・ 無 

有 ・ 無 

開所時間開始前  時  分から 

開所時間終了後  時  分まで 

有 ・ 無 
（ 時 分～ 時 分） 

病児・病後児保育 そ の 他 

有 ・ 無 
（類型：   ） 

（                      ） 

利用料 

実費徴収の 
有（内容）・無 

 有（          ）  ・  無 

上乗せ徴収の 
有(内容･理由･金額）・無 

 有（          ）  ・  無 
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第26号様式（別紙３）（第27条関係）（第3面） 

職
員
の
状
況 

職 種 
主任保育士 保育士 医師(嘱託医) 調理員 教諭 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 年 年 

職 種 
その他の職員 直接雇用・派遣の別 

 

専 従 兼 務 直接雇用（有期） 人 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人  うち保育士 人 

非常勤 人 人 直接雇用（無期） 人 

常勤換算後の人数 人  うち保育士 人 

基準上の必要人数 人 派遣労働者 人 

平均経験年数 年  うち保育士 人 

施
設
設
備 

設 備 敷地全体 園舎 乳児室 ほふく室 保育室 遊戯室 

居室数／面積 ㎡ ㎡ 室／   ㎡ 室／   ㎡ 室／   ㎡ 室／   ㎡ 

１人当たりの面積   ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 

設 備       園 庭（運 動 場 ・ 屋 外 遊 戯 場） 

設置場所 □敷地内  □隣接地  □代替地（□公園 □広場 □寺社境内 □その他) 

面   積 全体の面積 ㎡ 満２歳以上児１人当たり面積 ㎡/人 

設 備          調 理 室 ・ 調 理 設 備 

設置状況           □調理室   □調理設備 

添付書類 

1 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書（申請者が法人の場合） 

2 認可証等の写し 

3 建物の構造概要及び図面（各室の用途を明示する。）並びに設備の概要に関する書面 

4 運営規程 

5 苦情を処理するために講ずる措置の概要に関する書類 

6 従業者の勤務の体制及び勤務形態に関する書類 

7 収支予算書等資産の状況がわかる書類 

8 定員以上の応募がある場合の選考基準に関する書類 

9 給付費の請求に関する書類 

10 子ども・子育て支援法第40条第2項に該当していないことを誓約する書面（誓約書） 

11 役員の氏名、生年月日及び住所がわかる書類 

12 その他確認に関し必要と認める書類 
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第26号様式（別紙４）（第27条関係）（第1面） 

別紙４ 認定こども園(地方裁量型)の確認に係る記載事項 
 

認
定
こ
ど
も
園 

フリガナ 

施設名称 

 

 

園長の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 
生年月日 

年 月 日 
（満  歳）  

園長就任年月日        年   月   日 

園長の教員免許・ 

保育士資格の有無   有 （免許・資格の種類：           ）   ・  無 

 
 

園長の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

幼
稚
園
機
能
部
部
分 

フリガナ 

施設名称 

 

 

施設の 
所在地・連絡先 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

園長の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 
生年月日 

年 月 日 
（満  歳）  

園長就任年月日        年   月   日 

園長の 
教員免許の有無    有 （免許の種類：           ）   ・  無 

 

園長の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

保
育
所
機
能
部
分 

フリガナ 

施設名称 

 

 

施設の 
所在地・連絡先 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

施設長の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 
生年月日 

年 月 日 
（満  歳）  

施設長就任年月日        年   月   日 

施設長の 
保育士資格の有無    有 （資格の種類：           ）   ・  無 

 

施設長の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

認定年月日                 年   月   日 
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第26号様式（別紙４）（第27条関係）（第2面） 

開所曜日 
１号  日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

２号・３号  日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

開所時間 

１号 

平日        時   分   ～    時   分 
土曜日        時   分   ～    時   分 
日曜日        時   分   ～    時   分 

２号 
・ 

３号 

平日        時   分   ～    時   分 
土曜日        時   分   ～    時   分 
日曜日        時   分   ～    時   分 

休園日 
 

 
 
 
 
 

利用定員 
 
 
 

※（ ）内に保育短時
間認定に係る利用定員 
数を記入してくださ 

い。 

１号認定 

 

４歳以上児 
 

３歳児 ５歳児 ４歳児 

     人      人      人      人      人 

２号認定 

 

４歳以上児 
 

３歳児 ５歳児 ４歳児 

     人 
 
(    人) 

     人 
 
(    人) 

     人 
 
(    人) 

     人 
 
(    人) 

     人 
 
(    人) 

３号認定 

 

１・２歳児 
 

０歳児 ２歳児 １歳児 

     人 
 
(    人) 

     人 
 
(    人) 

     人 
 
(    人) 

     人 
 
(    人) 

     人 
 
(    人) 

認可定員 
１号認定 ２号認定 ３号認定 

人  人  人  

学級編制     学級（１学級当たり   人） 

給食の 
実施状況 

１号 
認定 

実施有無 有 ・ 無 

提供日 日・月・火・水・木・金・土  その他（           ） 

提供方法      自園調理 ・ 外部搬入 ・ 弁当持参 

２号認定 提供方法          自園調理 ・ 外部搬入 

その他の事業の 
実施状況 

延長保育 一時預かり 

有 ・ 無 
開所時間開始前  時  分から 

開所時間終了後  時  分まで 

有 ・ 無 
（ 時 分～ 時 分） 

そ の 他 

（                      ） 

利用料 

実費徴収の 
有（内容）・無 

 有（          ）  ・  無 

上乗せ徴収の 
有(内容･理由･金額）・無 

 有（          ）  ・  無 
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第26号様式（別紙４）（第27条関係）（第3面） 

職
員
の
状
況 

 

職 種 

保育従事者 
(両免(幼･保)保有者) 

保育従事者 
(幼稚園教諭免許のみ) 

保育従事者 
(保育士資格のみ) 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 

 

職 種 

保育従事者 
（無資格者） 

その他の職員 直接雇用・派遣の別 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 直接雇用（有期） 人 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人  うち保育従事者 人 

非常勤 人 人 人 人 直接雇用（無期） 人 

常勤換算後の人数 人 人  うち保育従事者 人 

基準上の必要人数 人 人 派遣労働者 人 

平均経験年数 年 年  うち保育従事者 人 

施
設
設
備 

設 備 敷地全体 園舎 乳児室 ほふく室 保育室 遊戯室 

居室数／面積 ㎡ ㎡ 室／   ㎡ 室／   ㎡ 室／   ㎡ 室／   ㎡ 

１人当たりの面積   ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 

設 備       園 庭（運 動 場 ・ 屋 外 遊 戯 場） 

設置場所 □敷地内  □隣接地  □代替地（□公園 □広場 □寺社境内 □その他) 

面   積 全体の面積 ㎡ 満２歳以上児１人当たり面積 ㎡/人 

設 備          調 理 室 ・ 調 理 設 備 

設置状況           □調理室   □調理設備 

添付書類 

1 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書（申請者が法人の場合） 

2 認可証等の写し 

3 建物の構造概要及び図面（各室の用途を明示する。）並びに設備の概要に関する書面 

4 運営規程 

5 苦情を処理するために講ずる措置の概要に関する書類 

6 従業者の勤務の体制及び勤務形態に関する書類 

7 収支予算書等資産の状況がわかる書類 

8 定員以上の応募がある場合の選考基準に関する書類 

9 給付費の請求に関する書類 

10 子ども・子育て支援法第40条第2項に該当していないことを誓約する書面（誓約書） 

11 役員の氏名、生年月日及び住所がわかる書類 

12 その他確認に関し必要と認める書類 
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第26号様式（別紙５）（第27条関係）（表） 

別紙５ 幼稚園の確認に係る記載事項 
 

フリガナ 

施設名称 

 

 

施設の 
所在地・連絡先 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

園長の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 
生年月日 

年  月  日 
（満  歳）  

園長就任年月日        年   月   日 

園長の 

教員免許の有無 
   有 （免許の種類：           ）   ・  無 

園長の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

認可年月日                 年   月   日 

開所曜日     日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

開所時間 

平日        時   分   ～    時   分 

土曜日        時   分   ～    時   分 

日曜日        時   分   ～    時   分 

休園日 
 

利用定員 
１号認定 

 

４歳以上児 
 

３歳児 ５歳児 ４歳児 

人 人 人 人 人 

認可定員 １号認定 人 

学級編制     学級（１学級当たり   人） 

給食の 
実施状況 

１号 
認定 

実施有無             有 ・ 無 

提供日 日・月・火・水・木・金・土  その他（           ) 

提供方法       自園調理 ・ 外部搬入 ・ 弁当持参 

その他の事業 
の実施状況 

一時預かりの実施状況 特別支援教育 

通常(平日) 有・無( 時 分～ 時 分) 
有 ・ 無 

休業日等 有・無( 時 分～ 時 分) 

そ の 他 

(                             ) 
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第26号様式（別紙５）（第27条関係）（裏） 
 

利用料 

実費徴収の 
有（内容・金額）・無 

 有（          ）  ・  無 

上乗せ徴収の 
有(内容･理由･金額）・無 

 有（          ）  ・  無 

職
員 
の 
状 
況 

職 種 
副園長 教頭 主幹教諭 指導教諭 教諭 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 年 年 

職 種 
助教諭 講師 養護教諭 養護助教諭 栄養教諭 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 年 年 

職 種 
学校医 学校歯科医 学校薬剤師 事務職員 教育補助職員 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 年 年 

職 種 
その他の職員 直接雇用・派遣の別 

 

専 従 兼 務 直接雇用（有期） 人 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人  うち教諭 人 

非常勤 人 人 直接雇用（無期） 人 

常勤換算後の人数 人  うち教諭 人 

基準上の必要人数 人 派遣労働者 人 

平均経験年数 年  うち教諭 人 

施
設
設
備 

設 備 敷地全体 園舎 保育室 遊戯室 園庭（運動場） 

居室数／面積 ㎡ ㎡ 室／   ㎡ 室／   ㎡ ㎡ 

１人当たりの面積   ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 

設 備          調 理 室 ・ 調 理 設 備 

設置状況        □調理室   □調理設備   □無し 

添付書類 

1 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書（申請者が法人の場合） 

2 認可証等の写し 

3 建物の構造概要及び図面（各室の用途を明示する。）並びに設備の概要に関する

書面 

4 運営規程 

5 苦情を処理するために講ずる措置の概要に関する書類 

6 従業者の勤務の体制及び勤務形態に関する書類 

7 収支予算書等資産の状況がわかる書類 

8 定員以上の応募がある場合の選考基準に関する書類 

9 給付費の請求に関する書類 

10 子ども・子育て支援法第40条第2項に該当していないことを誓約する書面（誓約

書） 

11 役員の氏名、生年月日及び住所がわかる書類 

12 その他確認に関し必要と認める書類 
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第26号様式（別紙６）（第27条関係）（表） 
 
別紙６ 保育所の確認に係る記載事項 

フリガナ 

施設名称 

 

 

施設の 
所在地・連絡先 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

施設長の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 
生年月日 

年  月  日 
（満  歳） 

施設長就任年月日        年   月   日 

施設長の 
保育士資格の有無    有 （資格の種類：          ）   ・  無 

施設長の住所 

（郵便番号  －    ） 
     都道        郡市 
     府県        区 

（ビルの名称等） 

認可年月日                年   月   日 

開所曜日     日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

開所時間 

平日       時   分   ～    時   分 

土曜日       時   分   ～    時   分 

日曜日       時   分   ～    時   分 

休園日  

 
 
 
 

利用定員 
 
 

※（ ）内に保育短時 
間認定に係る利用定員 
数を記入してくださ 

い。 

２号認定 

 

４歳以上児 
 

３歳児 ５歳児 ４歳児 

人 

（   人） 

人 

（   人） 

人 

（   人） 

人 

（   人） 

人 

（   人） 

３号認定 

 

１・２歳児 
 

０歳児 ２歳児 １歳児 

人 

（   人） 

人 

（   人） 

人 

（   人） 

人 

（   人） 

人 

（   人） 

認可定員 
２号認定 ３号認定 

人 人 

給食の 
実施状況 

２号 
認定 

提供方法 

           自園調理 ・ 外部搬入 

その他の事業 
の実施状況 

障害児保育 延長保育 一時預かり 

有 ・ 無 
有 ・ 無 

開所時間開始前   時  分から 

開所時間終了後   時  分まで 

有 ・ 無 
（ 時 分～ 時 分） 

病児・病後児保育 そ の 他 

有 ・ 無 
（類型:   ） 

（                     ） 

  

- 61 -



第26号様式（別紙６）（第27条関係）（裏） 
 

 

 利用料 

実費徴収の 
有（内容）・無 

 有（         ）  ・  無 

上乗せ徴収の 
有(内容･理由･金額）・無 

 有（         ）  ・  無 

職
員
の
状
況 

職 種 
主任保育士 保育士 医師(嘱託医) 調理員 その他の職員 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 年 年 

直接雇用・ 
派遣の別 

 

直接雇用（有期） 人 直接雇用（無期） 人 派遣労働者 人 

 うち保育士 人  うち保育士 人  うち保育士 人 

施
設
設
備 

設 備 敷地全体 園舎 乳児室 ほふく室 保育室 遊戯室 

居室数／面積 ㎡ ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ 

１人当たりの面積   ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 

設 備 屋 外 遊 戯 場 

設置場所 □敷地内  □隣接地  □代替地（□公園 □広場 □寺社境内 □その他) 

面   積 全体の面積 ㎡ 満２歳以上児１人当たり面積 ㎡/人 

設 備          調 理 室 ・ 調 理 設 備 

設置状況           □調理室   □調理設備 

添付書類 

1 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書（申請者が法人の場合） 

2 認可証等の写し 

3 建物の構造概要及び図面（各室の用途を明示する。）並びに設備の概要に関する書面 

4 運営規程 

5 苦情を処理するために講ずる措置の概要に関する書類 

6 従業者の勤務の体制及び勤務形態に関する書類 

7 収支予算書等資産の状況がわかる書類 

8 定員以上の応募がある場合の選考基準に関する書類 

9 給付費の請求に関する書類 

10 子ども・子育て支援法第40条第2項に該当していないことを誓約する書面（誓約書） 

11 役員の氏名、生年月日及び住所がわかる書類 

12 その他確認に関し必要と認める書類 
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第27号様式（第28条、第29条関係） 

 

特定教育･保育施設 確認変更申請書兼変更届 

 
                                            年  月  日 
 東京都北区長 殿 
                      所 在 地 
 

                 申 請 者  名   称 

                      代表者氏名                  

                      施設の名称 

                      施設の所在地 

   年 月  日   第  号により確認を受けた施設の         について、 

次のとおり変更するので、子ども・子育て支援法施行規則           の規定 

により 

変更する事項 

 □ 利用定員の変更（増加・変更・減少） （いずれかに○印を付すこと） 

【 その他の事項 】 （該当する番号に○印を付すこと） 

1 施設の名称及び所在地 

2 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名、生年月日、住所及
び職名 

3 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書 

4 建物の構造概要及び図面（各室の用途を明示する。）並びに設備の概要 

5 施設の管理者の氏名、生年月日及び住所 

6 運営規程 

7 特定教育・保育に係る施設型給付費及び特例施設型給付費の請求に関する事項 

8 役員の氏名、生年月日及び住所 

9 その他〔                           〕 

変更の理由  

利用定員を減少する場合 
の現に利用している小学 
校就学前子どもに対する 

措置 
 

変更の時期         年    月    日 

教育・保育施設 
の種類 

 
(いずれかに☑) 

種   類 添付別紙 

 □ 認定こども園（幼保連携型) 別紙１ 

 □ 認定こども園（幼稚園型) 別紙２ 

 □ 認定こども園（保育所型) 別紙３ 

 □ 認定こども園（地方裁量型) 別紙４ 

 □ 幼稚園（上記を除く。) 別紙５ 

 □ 保育所（上記を除く。) 別紙６ 

利用定員 
下記の事項 

第31条 
第33条第1項 

第34条 
申請します。 
届け出ます。 
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第27号様式（別紙１）（第28条、第29条関係）（第1面） 

別紙１ 認定こども園(幼保連携型)の確認変更申請又は変更届に係る記載事項 
※ 変更した項目について、変更後の内容を記載すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

申 
請 
者 

フリガナ 

法人等名称 
（必須） 

 

 

主たる事務所の 
所在地・連絡先 

（必須） 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

代表者の 
職名・氏名 

職名  
フリガナ 

氏  名 

 

 

代表者生年月日   年  月  日（満  歳） 代表就任年月日      年  月  日 

代表者の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道        郡市 
     府県        区 

事業者番号(必須)               

フリガナ 

施設名称(必須) 

 
 

 

 
施設の 

所在地・連絡先 
 

(必須) 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

園長の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 

生年月日 

   年  月  日 
   （満  歳） 

 

園長就任年月日    年  月  日 園長の教員免許・ 
保育士資格の有無  有 (免許・資格の種類:     ) ・無 

園長の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道        郡市 
     府県        区 

認可年月日(必須)                  年   月   日 

開所曜日 

１号  日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

２号・３号  日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

開所時間 

平日 

１号 

   時  分～  時  分 

２号 
・ 
３号 

   時  分～  時  分 

土曜日    時  分～  時  分    時  分～  時  分 

日曜日    時  分～  時  分    時  分～  時  分 

休園日  
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第27号様式（別紙１）（第28条、第29条関係）（第2面） 
 

 
 
 
 
 
 

利用定員 
 
 
 

※（ ）内に保育短時間 
認定に係る利用定員数を 
 記入してください。 

１号認定 

 

４歳以上児 
 

３歳児 ５歳児 ４歳児 

     人      人      人      人      人 

２号認定 

 

４歳以上児 
 

３歳児 ５歳児 ４歳児 

     人 

(    人) 

     人 

(    人) 

     人 

(    人) 

     人 

(    人) 

     人 

(    人) 

３号認定 

 

１・２歳児 
 

０歳児 ２歳児 １歳児 

     人 

(    人) 

     人 

(    人) 

     人 

(    人) 

     人 

(    人) 

     人 

(    人) 

認可定員 

１号認定 ２号認定 ３号認定 

人  人  人  

学級編制     学級（１学級当たり   人） 

給食の 
実施状況 

１号 
認定 

実施有無 有 ・ 無 提供方法 自園調理・外部搬入・弁当持参 

提供日 日・月・火・水・木・金・土  その他（           ） 

２号認定 提供方法          自園調理 ・ 外部搬入 

その他の事業 
の実施状況 

特別支援教育・ 
障害児保育 

延長保育 一時預かり 

有 ・ 無 
有 ・ 無 

開所時間開始前  時  分から 
開所時間終了後  時  分まで 

有 ・ 無 
（ 時 分～ 時 分） 

病児・病後児保育 そ の 他 

有 ・ 無 
（類型：   ） 

（                      ） 

利用料 

実費徴収の 
有（内容・金額）・無 

 有（          ）  ・  無 

上乗せ徴収の 
有(内容･理由･金額）・無  有（          ）  ・  無 
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第27号様式（別紙１）（第28条、第29条関係）（第3面） 

 

  

職 
員 
の 
状 
況 

職 種 

副園長 教頭 主幹保育教諭 指導保育教諭 保育教諭 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 年 年 

職 種 助保育教諭 主幹養護教諭 養護教諭 養護助教諭 主幹栄養教諭 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 年 年 

職 種 

栄養教諭 学校医 学校歯科医 学校薬剤師 事務職員 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 年 年 

職 種 

調理員 
教育補助職員 
・保育補助者 

その他の職員 直接雇用・派遣の別 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 直接雇用（有期） 人 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人  うち保育教諭 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 直接雇用（無期） 人 

常勤換算後の人数 人 人 人  うち保育教諭 人 

基準上の必要人数 人 人 人 派遣労働者 人 

平均経験年数 年 年 年  うち保育教諭 人 
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第27号様式（別紙１）（第28条、第29条関係）（第4面） 
 

施 
設 
設 
備 

設 備 敷地全体 園舎 乳児室 ほふく室 保育室 遊戯室 

居室数／面積 ㎡ ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ 

１人当たりの面積   ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 

設 備        園 庭（運 動 場 ・ 屋 外 遊 戯 場） 

設置場所 □敷地内  □隣接地  □代替地（□公園 □広場 □寺社境内 □その他) 

面   積 全体の面積 ㎡ 
満２歳以上児１人当たり

面積 
㎡/人 

設 備          調 理 室 ・ 調 理 設 備 

設置状況           □調理室   □調理設備 

 

 

 

 

添付書類 
 

（確認変更申請 
の内容又は変 

更届の内容に応 
じて添付する） 

 

1 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書（申請者が法人の場合） 

2 認可証等の写し 

3 建物の構造概要及び図面（各室の用途を明示する。）並びに設備の概要に関する書面 

4 運営規程 

5 苦情を処理するために講ずる措置の概要に関する書類 

6 従業者の勤務の体制及び勤務形態に関する書類 

7 収支予算書等資産の状況がわかる書類 

8 定員以上の応募がある場合の選考基準に関する書類 

9 給付費の請求に関する書類 

10 子ども・子育て支援法第40条第2項に該当していないことを誓約する書面（誓約書） 

11 役員の氏名、生年月日及び住所がわかる書類 

12 その他確認に関し必要と認める書類 
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第27号様式（別紙２）（第28条、第29条関係）（第1面） 

別紙２ 認定こども園(幼稚園型)の確認変更申請又は変更届に係る記載事項 
 ※ 変更した項目について、変更後の内容を記載すること。 
 

申
請
者 

フリガナ 
法人等名称 

(必須) 

 

 

主たる事務所の 
所在地・連絡先 

(必須) 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

代表者の 
職名・氏名 

職名  
フリガナ 

氏  名 

 

 

代表者生年月日 年  月  日（満  歳） 代表就任年月日 年 月 日  

代表者の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

事業者番号(必須)               

認
定
こ
ど
も
園 

フリガナ 

施設名称(必須) 
 

 

園長の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 

生年月日 
年 月 日 
（満  歳）  

園長就任年月日 年  月  日 園長の教員免許・ 
保育士資格の有無 有（免許・資格の種類：    ）・無 

園長の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

幼
稚
園 

フリガナ 

施設名称(必須) 
 

 

施設の 
所在地・連絡先 

(必須) 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

園長の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 
 

生年月日 
年 月 日 
（満  歳）  

園長就任年月日 年  月  日 園長の教員免許 
の有無 有（免許の種類：     ）・無 

園長の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

保
育
所
機
能
部
分 

フリガナ 

施設名称(必須) 
 

 

 
施設の 

所在地・連絡先 

(必須) 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  
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第27号様式（別紙２）（第28条、第29条関係）（第2面） 

 

保
育
所
機
能
部
分 

施設長の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 
生年月日 

年 月 日 
（満  歳）  

施設長 
就任年月日 

年  月  日 施設長の 
保育士資格の有無 有（資格の種類：     ）・無 

施設長の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

認定年月日(必須)                 年   月   日 

開所曜日 
１号  日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

２号・３号  日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

開所時間 

平日 

１号 

  時  分～  時  分 
２号 
・ 

３号 

  時  分～  時  分 

土曜日   時  分～  時  分   時  分～  時  分 

日曜日   時  分～  時  分   時  分～  時  分 

休園日 
 

 
 
 
 
 
 

利 用 定 員 
 
 

※（ ）内に保育短時間 
認定に係る利用定員数を 
記入してください。 

１号認定 

 

４歳以上児 
 

３歳児 ５歳児 ４歳児 

     人      人      人      人      人 

２号認定 

 

４歳以上児 
 

３歳児 ５歳児 ４歳児 

     人 

(    人) 

     人 

(    人) 

     人 

(    人) 

     人 

(    人) 

     人 

(    人) 

３号認定 
 

１・２歳児 
 

０歳児 ２歳児 １歳児 

     人 

(    人) 

     人 

(    人) 

     人 

(    人) 

     人 

(    人) 

     人 

(    人) 

認可定員 
１号認定 ２号認定 ３号認定 

人  人  人  

学級編制     学級（１学級当たり   人） 

給食の 
実施状況 

１号 
認定 

実施有無 有 ・ 無 提供方法 自園調理・外部搬入・弁当持参 

提供日 日・月・火・水・木・金・土  その他（           ） 

２号 
認定 

提供方法          自園調理 ・ 外部搬入 

その他の事業 
の実施状況 

特別支援教育 延長保育 一時預かり 

有 ・ 無 

有 ・ 無 
開所時間開始前  時  分から 
開所時間終了後  時  分まで 

有 ・ 無 
（ 時 分～ 時 分） 

そ の 他  

利用料 

実費徴収の 
有（内容）・無 

 有（          ）  ・  無 

上乗せ徴収の 
有(内容･理由･金額）・無 

 有（          ）  ・  無 
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第27号様式（別紙２）（第28条、第29条関係）（第3面） 

 

職
員
の
状
況 

職 種 
副園長 教頭 主幹教諭 指導教諭 教諭 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 年 年 

職 種 
助教諭 講師 養護教諭 養護助教諭 栄養教諭 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 年 年 

 
職 種 

保育士 
(教員を除く保育 
士資格保有者) 

学校医 学校歯科医 学校薬剤師 事務職員 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 年 年 

 

職 種 

調理員 
教育補助職員 
・保育補助者 

その他の職員 直接雇用・派遣の別 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 直接雇用（有期） 人 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人  うち教諭又は保育士 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 直接雇用（無期） 人 

常勤換算後の人数 人 人 人  うち教諭又は保育士 人 

基準上の必要人数 人 人 人 派遣労働者 人 

平均経験年数 年 年 年  うち教諭又は保育士 人 

施
設
設
備 

設 備 敷地全体 園舎 乳児室 ほふく室 保育室 遊戯室 

居室数／面積 ㎡ ㎡ 室／ ㎡ 室／ ㎡ 室／  ㎡ 室／ ㎡ 

１人当たりの面積   ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 

設 備       園 庭（運 動 場 ・ 屋 外 遊 戯 場） 

設置場所 □敷地内  □隣接地  □代替地（□公園 □広場 □寺社境内 □その他) 

面   積 全体の面積 ㎡ 満２歳以上児１人当たり面積 ㎡/人 

設 備          調 理 室 ・ 調 理 設 備 

設置状況           □調理室   □調理設備 
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第27号様式（別紙２）（第28条、第29条関係）（第4面） 

 

 
 
 
 
 
 

添付書類 
 

（確認変更申請 
の内容又は変 

更届の内容に応 
じて添付する） 

1 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書（申請者が法人の場合） 

2 認可証等の写し 

3 建物の構造概要及び図面（各室の用途を明示する。）並びに設備の概要に関する書面 

4 運営規程 

5 苦情を処理するために講ずる措置の概要に関する書類 

6 従業者の勤務の体制及び勤務形態に関する書類 

7 収支予算書等資産の状況がわかる書類 

8 定員以上の応募がある場合の選考基準に関する書類 

9 給付費の請求に関する書類 

10 子ども・子育て支援法第40条第2項に該当していないことを誓約する書面（誓約書） 

11 役員の氏名、生年月日及び住所がわかる書類 

12 その他確認に関し必要と認める書類 
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第27号様式（別紙３）（第28条、第29条関係）（第1面） 

別紙３ 認定こども園(保育所型)の確認変更申請又は変更届に係る記載事項 
 ※ 変更した項目について、変更後の内容を記載すること。 
 

申
請
者 

フリガナ 

法人等名称 
(必須) 

 

 

 
 

主たる事務所の 
所在地・連絡先 

(必須) 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

代表者の 
職名・氏名 

職名  
フリガナ 

氏  名 

 

 

代表者生年月日   年  月  日（満  歳) 代表就任年月日     年 月 日 

代表者の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道        郡市 
     府県        区 

事業者番号(必須)               

認
定
こ
ど
も
園 

フリガナ 

施設名称(必須) 

 

 

園長の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 
生年月日 

年 月 日 
（満  歳）  

園長就任年月日     年  月  日 園長の教員免許・ 
保育士資格の有無  有（免許・資格の種類：     ) ・無 

園長の住所 
（郵便番号   －    ） 
     都道        郡市 
     府県        区 

保
育
所 

フリガナ 

施設名称(必須) 
 

 

施設の 
所在地・連絡先 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

施設長の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 
生年月日 

年 月 日 
（満  歳）  

施設長就任年月日     年  月  日 施設長の 
保育士資格の有無    有（資格の種類：      ) ・無 

施設長の住所 
（郵便番号   －    ） 
     都道        郡市 
     府県        区 

幼
稚
園
機
能
部
分 

フリガナ 

施設名称(必須) 

 

 

施設の 
所在地・連絡先 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

  

- 72 -



第27号様式（別紙３）（第28条、第29条関係）（第2面） 

 

幼
稚
園
機
能
部
分 

園長の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 
 

生年月日 
年 月 日 
（満  歳）  

園長就任年月日     年  月  日 園長の教員免許 
の有無 有（免許の種類：     ) ・ 無 

園長の住所 
（郵便番号   －    ） 
     都道        郡市 
     府県        区 

認定年月日(必須)                 年   月   日 

開所曜日 
１号  日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

２号・３号  日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

開所時間 

平日 

１号 

  時  分～  時  分 
２号 
・ 

３号 

  時  分～  時  分 

土曜日   時  分～  時  分   時  分～  時  分 

日曜日   時  分～  時  分   時  分～  時  分 

休園日 
 

 
 
 
 
 
 

利 用 定 員 
 
 
 

※（ ）内に保育短時間 
認定に係る利用定員数を 
記入してください。 

１号認定 
 

４歳以上児 
 

３歳児 ５歳児 ４歳児 

     人      人      人      人      人 

２号認定 

 

４歳以上児 
 

３歳児 ５歳児 ４歳児 

     人 
 
(    人) 

     人 
 
(    人) 

     人 
 
(    人) 

     人 
 
(    人) 

     人 
 
(    人) 

３号認定 

 

１・２歳児 
 

０歳児 ２歳児 １歳児 

     人 
 
(    人) 

     人 
 
(    人) 

     人 
 
(    人) 

     人 
 
(    人) 

     人 
 
(    人) 

認可定員 
１号認定 ２号認定 ３号認定 

人  人  人  

学級編制     学級（１学級当たり   人） 

給食の 
実施状況 

１号 
認定 

実施有無 有 ・ 無 提供方法  自園調理・外部搬入・弁当持参 

提供日 日・月・火・水・木・金・土  その他（           ） 

２号認定 提供方法          自園調理 ・ 外部搬入 

その他の事業 
の実施状況 

障害児保育 延長保育 一時預かり 

有 ・ 無 
有 ・ 無 

開所時間開始前  時  分から 
開所時間終了後  時  分まで 

有 ・ 無 
（ 時 分～ 時 分） 

病児・病後児保育 そ の 他 

有 ・ 無 
（類型：   ） 

（                      ） 

利用料 

実費徴収の 
有（内容）・無  有（          ）  ・  無 

上乗せ徴収の 
有(内容･理由･金額）・無  有（          ）  ・  無 
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第27号様式（別紙３）（第28条、第29条関係）（第3面） 

 

職
員
の
状
況 

職 種 
主任保育士 保育士 医師(嘱託医) 調理員 教諭 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人
数 

人 人 人 人 人 

基準上の必要人
数 

人 人 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 年 年 

職 種 
その他の職員 直接雇用・派遣の別 

 

専 従 兼 務 直接雇用（有期） 人 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人  うち保育士 人 

非常勤 人 人 直接雇用（無期） 人 

常勤換算後の人
数 

人  うち保育士 人 

基準上の必要人
数 

人 派遣労働者 人 

平均経験年数 年  うち保育士 人 

施
設
設
備 

設 備 敷地全体 園舎 乳児室 ほふく室 保育室 遊戯室 

居室数／面積 ㎡ ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ 

１人当たりの面
積 

  ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 

設 備       園 庭（運 動 場 ・ 屋 外 遊 戯 場） 

設置場所 □敷地内  □隣接地  □代替地（□公園 □広場 □寺社境内 □その他) 

面   積 全体の面積 ㎡ 満２歳以上児１人当たり面積 ㎡/人 

設 備          調 理 室 ・ 調 理 設 備 

設置状況           □調理室   □調理設備 

 
 
 
 
 
 

添付書類 
 

（確認変更申請 
の内容又は変 
更届の内容に応 
じて添付する） 

1 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書（申請者が法人の場合） 

2 認可証等の写し 

3 変更前後の建物の構造概要及び図面（各室の用途を明示する。）並びに設備の
概要に関する書類 

4 運営規程 

5 苦情を処理するために講ずる措置の概要に関する書類 

6 従業者の勤務の体制及び勤務形態に関する書類 

7 収支予算書等資産の状況がわかる書類 

8 定員以上の応募がある場合の選考基準に関する書類 

9 給付費の請求に関する書類 

10 子ども・子育て支援法第40条第2項に該当していないことを誓約する書面 

（誓約書） 

11 役員の氏名、生年月日及び住所がわかる書類 

12 その他確認に関し必要と認める書類 
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第27号様式（別紙４）（第28条、第29条関係）（第1面） 

別紙４ 認定こども園(地方裁量型)の確認変更申請又は変更届に係る記載事項 
 ※ 変更した項目について、変更後の内容を記載すること。 
 

申
請
者 

フリガナ 
法人等名称 

(必須) 

 

 

主たる事務所の 
所在地・連絡先 

(必須) 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

代表者の 
職名・氏名 

職名  
フリガナ 

氏  名 

 

 

代表者生年月日 年  月  日（満  歳） 代表就任年月日 年 月 日 

代表者の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

事業者番号(必須)               

認
定
こ
ど
も
園 

フリガナ 

施設名称(必須) 

 

 

園長の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 
生年月日 

年 月 日 
（満  歳）  

園長就任年月日 年  月  日 園長の教員免許・ 
保育士資格の有無 

有（免許・資格の種類：     
 ）・無 

園長の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

幼
稚
園
機
能
部
分 

フリガナ 

施設名称(必須) 
 

 

施設の 
所在地・連絡先 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

園長の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 
生年月日 

年 月 日 
（満  歳）  

園長就任年月日 年  月  日 園長の教員免許 
の有無 有（免許の種類：     ）・無 

園長の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

保
育
所
機
能
部
分 

フリガナ 

施設名称(必須) 
 

 

 

施設の 
所在地・連絡先 

(必須) 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  
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第27号様式（別紙４）（第28条、第29条関係）（第2面） 

 

保
育
所
機
能
部
分 

施設長の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 

生年月日 
年 月 日 
（満  歳） 

 

施設長就任年月日 年  月  日 施設長の 
保育士資格の有無 有（資格の種類：     ）・無 

施設長の住所 
（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

認定年月日(必須)                 年   月   日 

開所曜日 
１号  日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

２号・３号  日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

開所時間 

平日 

１号 

  時  分～  時  分 
２号 
・ 
３号 

  時  分～  時  分 

土曜日   時  分～  時  分   時  分～  時  分 

日曜日   時  分～  時  分   時  分～  時  分 

休園日 
 

 
 
 
 
 
 

利 用 定 員 
 
 

※（ ）内に保育短時間 
認定に係る利用定員数を 
記入してください。 

１号認定 

 

４歳以上児 
 

３歳児 ５歳児 ４歳児 

     人      人      人      人      人 

２号認定 
 

４歳以上児 
 

３歳児 ５歳児 ４歳児 

     人 

(    人) 

     人 

(    人) 

     人 

(    人) 

     人 

(    人) 

     人 

(    人) 

３号認定 

 

１・２歳児 
 

０歳児 ２歳児 １歳児 

     人 

(    人) 

     人 

(    人) 

     人 

(    人) 

     人 

(    人) 

     人 

(    人) 

認可定員 
１号認定 ２号認定 ３号認定 

人  人  人  

学級編制     学級（１学級当たり   人） 

給食の 
実施状況 

１号 
認定 

実施有無 有 ・ 無 提供方法 自園調理・外部搬入・弁当持参 

提供日 日・月・火・水・木・金・土  その他（           ） 

２号認定 提供方法          自園調理 ・ 外部搬入 

その他の事業の 
実施状況 

延長保育 一時預かり その他 

有 ・ 無 

開所時間開始前  時  分から 

開所時間終了後  時  分まで 

 
有 ・ 無 

（ 時 分～ 時 分） （           ） 

利用料 

実費徴収の 
有（内容）・無 

 有（          ）  ・  無 

上乗せ徴収の 
有(内容･理由･金額）・無 

 有（          ）  ・  無 
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第27号様式（別紙４）（第28条、第29条関係）（第3面） 

職
員
の
状
況 

職 種 

保育従事者 
(両免(幼･保)保有者) 

保育従事者 
(幼稚園教諭免許のみ) 

保育従事者 
(保育士資格のみ) 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の 
人数 

人 人 人 

基準上の 
必要人数 

人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 

 
職 種 

保育従事者 
（無資格者） 

その他の職員 直接雇用・派遣の別 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 直接雇用（有期） 人 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人  うち保育従事者 人 

非常勤 人 人 人 人 直接雇用（無期） 人 

常勤換算後の人数 人 人  うち保育従事者 人 

基準上の必要人数 人 人 派遣労働者 人 

平均経験年数 年 年  うち保育従事者 人 

施
設
設
備 

設 備 敷地全体 園舎 乳児室 ほふく室 保育室 遊戯室 

居室数／面積 ㎡ ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ 

１人当たりの面
積 

  ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 

設 備      園 庭 （ 運 動 場 ・ 屋 外 遊 戯 場 ） 

設置場所 □敷地内  □隣接地  □代替地（□公園 □広場 □寺社境内 □その他) 

面   積 全体の面積 ㎡ 満２歳以上児１人当たり面積 ㎡/人 

設 備          調 理 室 ・ 調 理 設 備 

設置状況           □調理室   □調理設備 

添付書類 
 

（確認変更申請 
の内容又は変 
更届の内容に応 
じて添付する） 

 

1 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書（申請者が法人の場合） 

2 認可証等の写し 

3 変更前後の建物の構造概要及び図面（各室の用途を明示する。）並びに設備の
概要に関する書類 

4 運営規程 

5 苦情を処理するために講ずる措置の概要に関する書類 

6 従業者の勤務の体制及び勤務形態に関する書類 

7 収支予算書等資産の状況がわかる書類 

8 定員以上の応募がある場合の選考基準に関する書類 

9 給付費の請求に関する書類 

10 子ども・子育て支援法第40条第2項に該当していないことを誓約する書面 

（誓約書） 

11 役員の氏名、生年月日及び住所がわかる書類 

12 その他確認に関し必要と認める書類 
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第27号様式（別紙５）（第28条、第29条関係）（第1面） 

別紙５ 幼稚園の確認変更申請又は変更届に係る記載事項 
 ※ 変更した項目について、変更後の内容を記載すること。 
 

申
請
者 

フリガナ 

法人等名称 
(必須) 

 

 

主たる事務所の 
所在地・連絡先 

(必須) 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

代表者の 
職名・氏名 職名  

フリガナ 

氏  名 

 

 

代表者生年月日   年  月  日（満  歳) 代表就任年月日     年 月 日 

代表者の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道        郡市 
     府県        区 

事業者番号(必須)               

フリガナ 

施設名称(必須) 

 

 

施設の 
所在地・連絡先 

(必須) 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

園長の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 
 

生年月日 
年 月 日 
（満  歳） 

 

園長就任年月日     年  月  日 園長の教員免許 
の有無    有（免許の種類：      ) ・無 

園長の住所 
（郵便番号   －    ） 
     都道        郡市 
     府県        区 

認可年月日(必須)                 年   月   日 

開所曜日     日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

開所時間 

平日        時   分   ～    時   分 

土曜日        時   分   ～    時   分 

日曜日        時   分   ～    時   分 

休園日 
 

利用定員 
１号認定 

 

４歳以上児 
 

３歳児 ５歳児 ４歳児 

     人      人      人      人      人 

認 可 定 員 １号認定                     人 

学 級 編 制     学級（１学級当たり   人） 

給食の 
実施状況 

１号 
認定 

実施有無 有 ・ 無 提供方法  自園調理・外部搬入・弁当持参 

提供日 日・月・火・水・木・金・土  その他（           ） 
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第27号様式（別紙５）（第28条、第29条関係）（第2面） 
  

その他の事業 
の実施状況 

一時預かりの実施状況 特別支援教育 

通常(平日) 有・無( 時 分～ 時 分) 
有 ・ 無 

休業日等 有・無( 時 分～ 時 分) 

そ の 他 

（                             ） 

利  用  料 

実費徴収の 
有（内容・金額）・無 

 有（          ）  ・  無 

上乗せ徴収の 
有(内容･理由･金額）・無 

 有（          ）  ・  無 

職
員
の
状
況 

職 種 
副園長 教頭 主幹教諭 指導教諭 教諭 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 年 年 

職 種 
助教諭 講師 養護教諭 養護助教諭 栄養教諭 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 年 年 

職 種 
学校医 学校歯科医 学校薬剤師 事務職員 教育補助職員 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 年 年 

職 種 
その他の職員 直接雇用・派遣の別 

 

専 従 兼 務 直接雇用（有期） 人 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人  うち教諭 人 

非常勤 人 人 直接雇用（無期） 人 

常勤換算後の人数 人  うち教諭 人 

基準上の必要人数 人 派遣労働者 人 

平均経験年数 年  うち教諭 人 
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第27号様式（別紙５）（第28条、第29条関係）（第3面） 

 

施
設
設
備 

設 備 敷地全体 園舎 保育室 遊戯室 園庭（運動場） 

居室数／面積 ㎡ ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ ㎡ 

１人当たりの面積   ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 

設 備           調 理 室 ・ 調 理 設 備 

設置状况        □調理室   □調理設備   □無し 

 
 
 
 
 
 

添付書類 
 

（確認変更申請 
の内容又は変 

更届の内容に応 
じて添付する） 

1 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書（申請者が法人の場合） 

2 認可証等の写し 

3 変更前後の建物の構造概要及び図面（各室の用途を明示する。）並びに設備の
概要に関する書類 

4 運営規程 

5 苦情を処理するために講ずる措置の概要に関する書類 

6 従業者の勤務の体制及び勤務形態に関する書類 

7 収支予算書等資産の状況がわかる書類 

8 定員以上の応募がある場合の選考基準に関する書類 

9 給付費の請求に関する書類 

10 子ども・子育て支援法第40条第2項に該当していないことを誓約する書面 

（誓約書) 

11 役員の氏名、生年月日及び住所がわかる書類 

12 その他確認に関し必要と認める書類 

  

- 80 -



第27号様式（別紙６）（第28条、第29条関係）（表） 

別紙６ 保育所の確認変更申請又は変更届に係る記載事項 
 ※ 変更した項目について、変更後の内容を記載すること。 
 

申
請
者 

フリガナ 
法人等名称 

(必須) 

 

 

主たる事務所の 
所在地・連絡先 

(必須) 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

代表者の 
職名・氏名 

職名  
フリガナ 

氏  名 

 

 

代表者生年月日 年  月  日（満  歳） 代表就任年月日 年 月 日  

代表者の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

事業者番号(必須)               

フリガナ 

施設名称(必須) 
 

 

 
施設の 

所在地・連絡先 

(必須) 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

施設長の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 
生年月日 

年 月 日 
（満  歳）  

施設長就任年月日 年  月  日 施設長の 
保育士資格の有無 有（資格の種類：     ）・無 

施設長の住所 
（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

認可年月日(必須)                 年   月   日 

開所曜日     日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

開所時間 
平日        時   分   ～    時   分 

土曜日 時  分～  時  分 日曜日 時  分～  時  分 

休園日 
 

 
 
 

利 用 定 員 
 

※（ ）内に保育短時間認
定に係る利用定員数を記入
してください。 

２号認定 
 

４歳以上児 
 

３歳児 ５歳児 ４歳児 

人 
(    人) 

人 
(    人) 

人 
(    人) 

人 
(    人) 

人 
(    人) 

３号認定 
 

１・２歳児 
 

０歳児 ２歳児 １歳児 

人 
(    人) 

人 
(    人) 

人 
(    人) 

人 
(    人) 

人 
(    人) 

認可定員 ２号認定 人 ３号認定 人 

給食の 
実施状況 ２号認定 提供方法     □ 自 園 調 理    □ 外 部 搬 入 
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第27号様式（別紙６）（第28条、第29条関係）（裏） 

その他の事業 
の実施状況 

障害児保育 延長保育 一時預かり 

有 ・ 無 
有 ・ 無 

開所時間開始前  時  分から 
開所時間終了後  時  分まで 

有 ・ 無 
（ 時 分～ 時 分） 

病児・病後児保育 そ の 他 

有 ・ 無 
（類型：   ） 

（                     ） 

利用料 
実費徴収の有（内容）・無 上乗せ徴収の有(内容･理由･金額)・無 

有（        ） ・ 無 有（        ） ・ 無 

職
員
の
状
況 

職 種 
主任保育士 保育士 医師(嘱託医) 調理員 その他の職員 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 年 年 

直接雇用・ 
派遣の別 

 

直接雇用（有期） 人 直接雇用（無期） 人 派遣労働者 人 

 うち保育士 人  うち保育士 人  うち保育士 人 

施
設
設
備 

設 備 敷地全体 園舎 乳児室 ほふく室 保育室 遊戯室 

居室数／面積 ㎡ ㎡ 室／ ㎡ 室／ ㎡ 室／ ㎡ 室／ ㎡ 

１人当たりの面積   ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 

設 備              屋 外 遊 戯 場 

設置場所 □敷地内  □隣接地  □代替地（□公園 □広場 □寺社境内 □その他) 

面   積 全体の面積 ㎡ 満２歳以上児１人当たり面積 ㎡/人 

設 備          調 理 室 ・ 調 理 設 備 

設置状況           □調理室   □調理設備 

 
 
 
 
 

添付書類 
 

（確認変更申請 
の内容又は変 

更届の内容に応 
じて添付する） 

1 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書（申請者が法人の場合） 

2 認可証等の写し 

3 変更前後の建物の構造概要及び図面（各室の用途を明示する。）並びに設備の概
要に関する書類 

4 運営規程 

5 苦情を処理するために講ずる措置の概要に関する書類 

6 従業者の勤務の体制及び勤務形態に関する書類 

7 収支予算書等資産の状況がわかる書類 

8 定員以上の応募がある場合の選考基準に関する書類 

9 給付費の請求に関する書類 

10 子ども・子育て支援法第40条第2項に該当していないことを誓約する書面 

（誓約書） 

11 役員の氏名、生年月日及び住所がわかる書類 

12 その他確認に関し必要と認める書類 
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第28号様式（第30条関係） 

 

特定教育･保育施設 確認辞退届 

                                  年  月  日 

 

東京都北区長 殿 

                     所 在 地 

                申 請 者  名   称 

                     代 表 者 氏 名              

                     施設の名称 

                     施設の所在地 

 
    年   月   日      第     号により確認を受けた施設について、 
 確認を辞退するので次のとおり届け出ます。 
 
 

1 

教育・保育施設の 

種類 

（いずれかに☑及び 

○印を付すこと） 

 □ 認定こども園 
（幼保連携型・幼稚園型・保育所型・地方裁量型） 

 □ 幼稚園（上記を除く。） 

 □ 保育所（上記を除く。） 

2 辞退の理由  

3 
入所させている者の

処置 
 

4 辞退の年月日            年   月   日 
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第 29 号様式（第 31 条関係） 

 第   号 

年 月 日 

特定教育・保育施設の確認取消・停止通知書 

 

設置者 殿 

 

東京都北区長        □印  

                   

 

年 月 日 第 号 により、子ども・子育て支援法第 31 条の確認を受けた施設について、

同法第 40条第１項に基づき、次のとおり、確認を取消・停止いたします。 

 

１ 施設の名称、所在地 

 

 

２ 取消・停止の理由 

 

 

３ 取消・停止の時期・期間 

 

 

 

（教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３箇月以内に東京都北区長に対して審査請求をすることができます（なお、この
決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内であっても、この決定の
日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月
以内に、東京都北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表する者は、東京都
北区長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決

定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日
の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなく
なります。）。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決

があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提
起することができます。 
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第30号様式（第32条関係） 

 

        特定地域型保育事業者 確認申請書 

 
 
                               年  月  日 

東京都北区長 殿 

 

                     所 在 地 

                申 請 者  名   称 

                      代表者氏名             
 

                           (法人以外の場合にあっては住所及び氏名) 

 
 子ども・子育て支援法第43条第１項の規定に基づき、地域型保育事業者に係る確認を受け 
たいので、次のとおり、関係書類を添えて申請します。 
 

申 

請 

者 

フリガナ 

名称（氏名） 

 

 

主たる事務所の 
 

所在地・連絡先 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

法人等の種別  法人所轄庁  

代表者の 
職名・氏名 

職 
名 

 
フリガナ 

 
氏  名 

 

 

代表者生年月日 年 月 日（満  歳） 代表就任年月日 年  月  日 

代表者の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

事 業 者 番 号              
※既に特定教育・保育施設等を設置しており、事業者番 
号が付番されている場合に記入してください。 

事業開始(予定)年月日      年  月  日 

施設の種類 
（いずれかに☑及び 
○印を付すこと） 

種        類 添付別紙 

 □ 小規模保育事業（Ａ型・Ｂ型・Ｃ型） 別紙１ 

 □ 家庭的保育事業 別紙２ 

 □ 居宅訪問型保育事業 別紙３ 

 □ 事業所内保育事業 別紙４ 
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第30号様式（別紙１）（第32条関係）（第1面） 

別紙１ 小規模保育事業を行う事業所の確認に係る記載事項 

小規模保育事業の 
事業類型 

      □Ａ型      □Ｂ型      □Ｃ型 

フリガナ 

事業所の名称 

 

 

 
 

事業所の 
所在地・連絡先 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

 
 

 

連
携
先
の
名
称
・
所
在
地 

名称  

施設の類型 
□認定こども園（□幼保連携型・□幼稚園型・□保育所型・□地方裁量型） 

□幼稚園 ・ □保育所 ・ □その他（         ） 

所在地 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

連携内容 

 □食事の提供に関する支援        □嘱託医による健康診断等に関する支援 

 □屋外遊戯場の利用に関する支援     □合同保育に関する支援 

 □後方支援               □行事への参加に関する支援 

 □卒園後の受け皿としての支援      □その他（            ） 

事業所番号              ※連携先が特定教育・保育施設等の場合は、事業所番号を記入し 
てください。 

管
理
者
に
関
す
る
情
報 

管理者の 

氏名・生年月日 

フリガナ 

氏 名 

 
生年月日 年  月  日 

（満  歳）  

管理者就任年月日        年   月   日 

管理者の資格の有無   有 （資格の種類：          ）   ・  無 

管理者の住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

認可年月日        年   月   日 

開所曜日     日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

開所時間 

平日      時   分   ～    時   分 
土曜日      時   分   ～    時   分 
日曜日      時   分   ～    時   分 

休園日 
 

 
利 用 定 員 

 

※（ ）内に保育短時間

認定に係る利用定員数を 

記入してください。 

３号認定 

 

１・２歳児 
 

０歳児 
２歳児 １歳児 

人 

(   人) 

人 

(   人) 

人 

(   人) 

人 

(   人) 

人  

(   人) 

認可定員 ３号認定                     人 
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第30号様式（別紙１）（第32条関係）（第2面） 

 

給食の 
実施状況 

３号 
認定 

提供方法 

□自園調理 □連携施設又は給食搬入施設 □それ以外から搬入 □弁当持参 

その他の事業の 
実施状況 

延長保育 一時預かり 

有 ・ 無 

開所時間開始前   時  分から 

開所時間終了後   時  分まで 

有 ・ 無 
（ 時 分～ 時 分） 

そ の 他 

（                         ） 

利用料 

実費徴収の 
有（内容）・無 

 有（          ）  ・  無 

上乗せ徴収の 
有(内容･理由･金額）・無 

 有（          ）  ・  無 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
A
型 
・
B
型 
 

職
員
の
状
況 

職 種 

保育従事者 
(保育士資格有り) 

保育従事者 
(保育士資格無し) 

医師(嘱託医) 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 

平均経験年数 年 年  

職 種 
調理員 その他の職員 直接雇用・派遣の別 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 直接雇用（有期） 人 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人  うち保育従事者 人 

非常勤 人 人 人 人 直接雇用（無期） 人 

常勤換算後の人数 人 人  うち保育従事者 人 

基準上の必要人数 人 人 派遣労働者 人 

平均経験年数 年 年  うち保育従事者 人 

事
業
所
の
設
備 

設 備 敷地全体 園舎 乳児室 ほふく室 保育室 遊戯室 

居室数／面積 ㎡ ㎡ 室／   ㎡ 室／   ㎡ 室／   ㎡ 室／   ㎡ 

１人当たりの面積   ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 

設 備 屋 外 遊 戯 場 

設置場所 □敷地内 □隣接地 □代替地（□公園 □広場 □寺社境内 □その他) 

面  積 全体の面積 ㎡ 満２歳以上児１人当たり面積 ㎡/人 

設 備          調 理 室 ・ 調 理 設 備 

設置状況           □調理室   □調理設備 
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第30号様式（別紙１）（第32条関係）（第3面） 

 

C 
型 

職
員
の
状
況 

職 種 

家庭的保育者 
(保育士資格有り) 

家庭的保育者 
(保育士資格無し) 

家庭的保育補助者 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 

職 種 

医師(嘱託医) 調理員 その他の職員 直接雇用・派遣の別 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 直接雇用（有期） 人 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人  
うち家庭的保育者 
又は家庭的保育補助者 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 直接雇用（無期） 人 

常勤換算後の人数 人 人 人  
うち家庭的保育者 
又は家庭的保育補助者 人 

基準上の必要人数 人 人 人 派遣労働者 人 

平均経験年数  年 年  
うち家庭的保育者 
又は家庭的保育補助者 人 

事
業
所
の
設
備 

設 備 敷地全体 園舎 乳児室 ほふく室 保育室 遊戯室 

居室数／面積 ㎡ ㎡ 室／   ㎡ 室／   ㎡ 室／   ㎡ 室／   ㎡ 

１人当たりの面積   ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 

設 備 屋 外 遊 戯 場 

設置場所 □敷地内 □隣接地 □代替地（□公園 □広場 □寺社境内 □その他) 

面  積 全体の面積 ㎡ 満２歳以上児１人当たり面積 ㎡/人 

設 備          調 理 室 ・ 調 理 設 備 

設置状況           □調理室   □調理設備 

添付書類 

1 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書（申請者が法人の場合） 

2 認可証等の写し 

3 事業所の平面図（各室の用途を明示する。）及び設備の概要に関する書類 
 
4 運営規程 
 
5 苦情を処理するために講ずる措置の概要に関する書類 
 

6 従業者の勤務の体制及び勤務形態に関する書類 
 
7 収支予算書等資産の状況がわかる書類 
 
8 定員以上の応募がある場合の選考基準に関する書類 
 
9 給付費の請求に関する書類 

10 子ども・子育て支援法第52条第2項に該当していないことを誓約する書面 
（誓約書） 

11 役員の氏名、生年月日及び住所がわかる書類 

12 その他確認に関し必要と認める書類 
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第30号様式（別紙２）（第32条関係）（表） 

別紙２ 家庭的保育事業を行う事業所の確認に係る記載事項 
 

フ リ ガ ナ 

事業所の名称 

 

 

事業所の 
所在地・連絡先 

   □自宅       □自宅以外（            ） 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

連
携
先
の
名
称
・
所
在
地 

名称  

施設の類型 
 □認定こども園（□幼保連携型・□幼稚園型・□保育所型・□地方裁量型） 

 □幼稚園 ・ □保育所 ・ □その他（          ） 

所在地 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

連携内容 

 □食事の提供に関する支援        □嘱託医による健康診断等に関する支援 

 □屋外遊戯場の利用に関する支援     □合同保育に関する支援 

 □後方支援               □行事への参加に関する支援 

 □卒園後の受け皿としての支援      □その他（            ） 

事業所番号              ※連携先が特定教育・保育施設等の場合は、事業所番号を記入 
してください。 

管
理
者
に
関
す
る
情
報 

管理者の 

氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 
生年月日 

年 月 日 
（満  歳）  

管理者の 
住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

管理者就任年月日 年  月  日 管理者の 
資格の有無 有(□保育士 □看護士 □幼稚園教諭 )･無 

直接雇用・派遣       直接雇用（□有期 □無期）・ □派遣・ □個人 

認可年月日        年   月   日 

開所曜日     日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

開所時間 

平日     時   分   ～    時   分 

土曜日     時   分   ～    時   分 

日曜日     時   分   ～    時   分 

休園日  

 

利 用 定 員 

※（ ）内に保育短時 
間認定に係る利用定員 

数を記入してください。 

３号認定 

 

１・２歳児 
 

０歳児 ２歳児 １歳児 

人 

(    人) 

人 

(    人) 

人 

(    人) 

人 

(    人) 

人 

(    人) 

認可定員 ３号認定 人 

給食の 
実施状況 

３号 
認定 

提供方法 

□自園調理 □連携施設又は給食搬入施設 □それ以外から搬入 □弁当持参 
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第30号様式（別紙２）（第32条関係）（裏） 

延長保育の 
実施の有無 

有 ・ 無 
開所時間開始前：    時    分から 

開所時間終了後：    時    分から 

利用料 
実費徴収の有（内容）・無  有（              ）・無 

上乗せ徴収の有(内容･理由･金額）・無  有（              ）・無 

職
員
の
状
況 

職 種 

家庭的保育者 
（保育士資格有り） 

家庭的保育者 
（保育士資格無し） 家庭的保育補助者 家庭的保育支援者 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 年 

職 種 
医師(嘱託医) 調理員 その他の職員 直接雇用・派遣の別 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 直接雇用（有期） 人 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人  うち家庭的保育者 
又は家庭的保育補助者 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 直接雇用（無期） 人 

常勤換算後の人数 人 人 人  うち家庭的保育者 
又は家庭的保育補助者 人 

基準上の必要人数 人 人 人 派遣労働者 人 

平均経験年数  年 年  うち家庭的保育者 
又は家庭的保育補助者 人 

事
業
所
の
設
備 

設 備 

乳幼児の保育を 
行う部屋 

㎡ 
乳幼児１人当たりの 

面積 ㎡／人 

             屋 外 遊 戯 場 

設置場所 □敷地内 □隣接地 □代替地（□公園 □広場 □寺社境内 □その他) 

面   積 全体の面積 ㎡ 満２歳以上児１人当たり面積 ㎡/人 

設 備          調 理 室 ・ 調 理 設 備 

設置状況           □調理室   □調理設備 

 
 
 
 
 
 
 
 

添付書類 

1 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書（申請者が法人の場合） 

2 認可証等の写し 

3 事業所の平面図（各室の用途を明示する。）及び設備の概要に関する書類 

4 運営規程 

5 苦情を処理するために講ずる措置の概要に関する書類 

6 従業者の勤務の体制及び勤務形態に関する書類 

7 収支予算書等資産の状況がわかる書類 

8 定員以上の応募がある場合の選考基準に関する書類 

9 給付費の請求に関する書類 

10 子ども・子育て支援法第52条第2項に該当していないことを誓約する書面（誓約書） 

11 役員の氏名、生年月日及び住所がわかる書類 

12 その他確認に関し必要と認める書類 
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第30号様式（別紙３）（第32条関係）（表） 

別紙３ 居宅訪問型保育事業を行う事業所の確認に係る記載事項 
 

フリガナ 
事業所の名称 

 

 

事業所の 
所在地・連絡先 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

管
理
者
に
関
す
る
情
報 

管理者の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 
生年月日 

   年  月  日 
   （満  歳）  

管理者の 
住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

管理者就任年月日 年  月  日 
管理者の 

資格の有無 
有(□保育士 □看護士 □幼稚園教諭 )･無 

直接雇用・派遣       直接雇用 (□有期 □無期）  ・ □派遣・ □個人 

連 
携 
先 
の 
名 
称 
・ 
所 
在 
地 

名称  

施設の類型  □障がい児入所施設 □その他区の指定する施設（         ) 

所在地 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

連携内容  

事業所番号              ※連携先が特定教育・保育施設等の場合は、事業所番号を記入 
してください。 

利用料 

実費徴収の 
有（内容）  ・無 

 有（          ）  ・  無 

上乗せ徴収の 
有(内容･理由･金額)・無 

 有（          ）  ・  無 

職 
員 
の 
状 
況 

職 種 

家庭的保育者 
（保育士資格有り） 

家庭的保育者 
（保育士資格無し） 

直接雇用・派遣の別 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 
直接雇用（有期） 人 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 
直接雇用（無期） 人 

常勤換算後の人数 人 人 

基準上の必要人数 人 人 

派遣労働者 人 
平均経験年数 年 年 

認可年月日         年   月   日 

利用可能曜日      日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 
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第30号様式（別紙３）（第32条関係）（裏） 
 

利用可能時間 

平日      時   分   ～    時   分 

土曜日      時   分   ～    時   分 

日曜日      時   分   ～    時   分 

休園日  

延長保育の 
実施の有無 

 有 ・ 無 
  開所時間開始前    時    分から 

  開所時間終了後    時    分から 

添付書類 

 1 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書（申請者が法人の場合） 

 2 認可証等の写し 

 3 事業所の平面図（各室の用途を明示する。）及び設備の概要に関する書類 

 4 運営規程 

 5 苦情を処理するために講ずる措置の概要に関する書類 

 6 従業者の勤務の体制及び勤務形態に関する書類 

 7 収支予算書等資産の状況がわかる書類 

 8 定員以上の応募がある場合の選考基準に関する書類 

 9 給付費の請求に関する書類 

10 子ども・子育て支援法第52条第2項に該当していないことを誓約する書面（誓約書） 

11 役員の氏名、生年月日及び住所がわかる書類 

12 その他確認に関し必要と認める書類 
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第30号様式（別紙４）（第32条関係）（第1面） 

別紙４ 事業所内保育事業を行う事業所の確認に係る記載事項 
 

フリガナ 

事業所の名称 

 

 

 
 

事業所の 
所在地・連絡先 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

連
携
先
の
名
称
・
所
在
地 

名称  

施設の類型 

□認定こども園（□幼保連携型・□幼稚園型・□保育所型・□地方裁量型） 

□幼稚園 ・ □保育所 ・ □その他（         ） 

所在地 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

連携内容 

 □食事の提供に関する支援        □嘱託医による健康診断等に関する支援 

 □屋外遊戯場の利用に関する支援     □合同保育に関する支援 

 □後方支援               □行事への参加に関する支援 

 □卒園後の受け皿としての支援      □その他（            ） 

事業所番号              
※連携先が特定教育・保育施設等の場合は、事業所番号を記入し 
てください。 

管
理
者
に
関
す
る
情
報 

管理者の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏 名 

 

生年月日 年  月  日 
（満  歳）  

管理者就任年月日        年   月   日 

管理者の資格の有無   有 （資格の種類：           ）   ・  無 

管理者の 
住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

認可年月日        年   月   日 

開所曜日     日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

開所時間 

平日      時   分   ～    時   分 

土曜日      時   分   ～    時   分 

日曜日      時   分   ～    時   分 

休園日 
 

 

 

 

 

- 93 -



第30号様式（別紙４）（第32条関係）（第2面） 

 

 

 
 
 
 
 

 
利用定員 

※（ ）内に保 

育短時間認定に 

係る利用定員数 

を記入してくだ 

さい。 

雇用する
労働者の
就学前子
どもに係
る利用定

員 

３号認定 

 

１・２歳児 
 

０歳児 
２歳児 １歳児 

人  

(    人) 

人  

(    人) 

人  

(    人) 

人  

(    人) 

  人  

(    人) 

地域の就
学前子ど
もに係る
利用定員 

３号認定 

 

１・２歳児 
 

０歳児 ２歳児 １歳児 

人  

(    人) 

人  

(    人) 

人  

(    人) 

人  

(    人) 

人  

(    人) 

認可定員 

雇用する労働者の就学前子どもに係る利用定員 

３号認定 

人 

地域の就学前子どもに係る利用定員 

３号認定 

人 

給食の 
実施状況 

３号 
認定 

提供方法 

□自園調理 □連携施設又は給食搬入施設 □それ以外から搬入 □弁当持参 

その他の事業 
の実施状況 

延長保育 一時預かり 

      有 ・ 無 

開所時間開始前     時  分から 

開所時間終了後     時  分まで 

 
      有 ・ 無 
   ( 時 分～ 時 分） 

その他  

地域の就学前 
子どもに係る 

利用料 

実費徴収の 
有 (内容) ・無 

 有（          ）  ・  無 

上乗せ徴収の 
有(内容･理由･金額)・無 

 有（          ）  ・  無 

職
員
の
状
況 

職 種 

保育従事者 
（保育士資格有り） 

保育従事者 
（保育士資格無し） 

医師(嘱託医) 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 

平均経験年数 年 年  

職 種 

調理員 その他の職員 直接雇用・派遣の別 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 直接雇用(有期） 人 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人  うち保育従事者 人 

非常勤 人 人 人 人 直接雇用(無期） 人 

常勤換算後の人数 人 人  うち保育従事者 人 

基準上の必要人数 人 人 派遣労働者 人 

平均経験年数 年 年  うち保育従事者 人 
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第30号様式（別紙４）（第32条関係）（第3面） 

 

事
業
所
の
設
備 

設 備 敷地全体 園舎 乳児室 ほふく室 保育室 遊戯室 

居室数／面積 ㎡ ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ 

１人当たりの面積   ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 

設 備             屋 外 遊 戯 場 

設置場所 □敷地内  □隣接地  □代替地（□公園 □広場 □寺社境内 □その他） 

面   積 全体の面積 ㎡ 満２歳以上児１人当たり面積 ㎡/人 

設 備          調 理 室 ・ 調 理 設 備 

設置状況           □調理室   □調理設備 

添付書類 

１ 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書（申請者が法人の場合） 

2 認可証等の写し 

3 事業所の平面図（各室の用途を明示する。）及び設備の概要に関する書類 

4 運営規程 

5 苦情を処理するために講ずる措置の概要に関する書類 

6 従業者の勤務の体制及び勤務形態に関する書類 

7 収支予算書等資産の状況がわかる書類 

8 定員以上の応募がある場合の選考基準に関する書類 

9 給付費の請求に関する書類 

10 子ども・子育て支援法第52条第2項に該当していないことを誓約する書面（誓約
書） 

11 役員の氏名、生年月日及び住所がわかる書類 

12 その他確認に関し必要と認める書類 
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第31号様式（第33条、第34条関係） 

 

     特定地域型保育事業者確認変更申請書兼変更届 
 
 
                              年  月  日 

東京都北区長 殿 

 

                   住所 

               申請者 代表者氏名                

(法人以外の場合にあっては住所及び氏名) 

                   施設の名称 

                   施設の所在地 
 
 

   年 月 日   第  号により確認を受けた施設の        について、 
 

次のとおり変更するので、子ども・子育て支援法施行規則         の規定 
 
 
により   

 

 

変更する事項 

□ 利用定員の変更（増加・変更・減少） (いずれかに○印を付すこと) 

【 その他の事項 】  (該当する番号に○印を付すこと) 

1 事業所の名称及び所在地 

2 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名、生年月
日、住所及び職名 

3 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書 

4 事業所の平面図（各室の用途を明示するものとする。）及び設備の 
 概要 

5 事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 

6 運営規程 

7 当該申請に係る事業に係る地域型保育給付費及び特例地域型保育給 
 付費の請求に関する事項 

8 役員の氏名、生年月日及び住所 

9 連携施設の名称 

10 その他〔                           〕 

変更の理由  

利用定員を減少する場合 
の現に利用している小学 
校就学前子どもに対する 
措置 

 

変更の時期       年    月    日 

施設の種類 
(いずれかに☑及び 
○印を付すこと) 

種        類 添付別紙 

 □ 小規模保育事業（Ａ型・Ｂ型・Ｃ型） 別紙１ 

 □ 家庭的保育事業 別紙２ 

 □ 居宅訪問型保育事業 別紙３ 

 □ 事業所内保育事業 別紙４ 

利用定員 
下記の事項 

第40条 
第41条第1項 
第41条第3項 

申請します。 
届け出ます。 
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第31号様式（別紙１）（第33条、第34条関係）（第1面） 

別紙１ 小規模保育事業を行う事業所の確認変更申請又は変更届に係る記載事項 

 ※ 変更した項目について、変更後の内容を記載すること。 
 

申 

請 

者 

フリガナ 
名称（氏名） 

(必須) 

 

 

 
 

主たる事務所の 
所在地・連絡先 

 
(必須) 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

代表者の職名 

・氏名（必須） 

職 
名 

 
フリガナ 

氏  名 

 

 

代表者生年月日 年 月 日（満  歳） 代表就任年月日 年 月 日 

代表者の 
住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

事業者番号               

小規模保育事業の 
事業類型(必須)      □ Ａ型      □ Ｂ型      □ Ｃ型 

フリガナ 

事業所の名称(必須) 

 

 

事業所の 
所在地・連絡先 

(必須) 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

連
携
先
の
名
称
・
所
在
地 

名称  

施設の類型 
 □認定こども園（□幼保連携型・□幼稚園型・□保育所型・□地方裁量型） 

 □幼稚園 ・ □保育所 ・ □その他（          ） 

所在地 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

連携内容 

 □食事の提供に関する支援        □嘱託医による健康診断等に関する支援 

 □屋外遊戯場の利用に関する支援     □合同保育に関する支援 

 □後方支援               □行事への参加に関する支援 

 □卒園後の受け皿としての支援      □その他（            ） 

事業所番号              ※連携先が特定教育・保育施設等の場合は、事業所番号を記入 
してください。 

管
理
者
に
関
す
る
情
報 

管理者の 

氏名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 

生年月日 
年 月 日 
（満  歳）  

管理者就任年月日 年  月  日 資格の有無 有（資格の種類：          ）・無 

管理者の 
住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

認可年月日(必須)        年   月   日 
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第31号様式（別紙１）（第33条、第34条関係）（第2面） 

開所曜日     日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

開所時間 

平日     時   分   ～    時   分 

土曜日     時   分   ～    時   分 

日曜日     時   分   ～    時   分 

休園日  

 
利 用 定 員 

 

※（ ）内に保育短時間 

認定に係る利用定員数を 

記入してください。 

３号認定 
 

１・２歳児 
 

０歳児 ２歳児 １歳児 

人 

(    人) 

人 

(    人) 

人 

(    人) 

人 

(    人) 

人 

(    人) 

認可定員 ３号認定 人 

給食の 
実施状況 

３号 
認定 

提供方法 

  □自園調理 □連携施設又は給食搬入施設 □それ以外から搬入 □弁当持参 

その他の事業 
の実施状況 

延長保育 一時預かり その他 

有 ・ 無 

開所時間開始前   時  分から 

開所時間終了後   時  分まで 

有 ・ 無 

時   分から 

時   分まで 

 

利用料 
実費徴収の有（内容）・無 上乗せ徴収の有(内容･理由･金額)・無 

 有（          ）・無  有（          ）・無 

Ａ
型
・
Ｂ
型 

職
員
の
状
況 

職 種 

保育従事者 
（保育士資格有り） 

保育従事者 
（保育士資格無し） 医師(嘱託医) 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 

平均経験年数 年 年  

職 種 
調理員 その他の職員 直接雇用・派遣の別 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 直接雇用（有期） 人 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人  うち保育従事者 人 

非常勤 人 人 人 人 直接雇用（無期） 人 

常勤換算後の人数 人 人  うち保育従事者 人 

基準上の必要人数 人 人 派遣労働者 人 

平均経験年数 年 年  うち保育従事者 人 

事
業
所
の
設
備 

設 備 敷地全体 園舎 乳児室 ほふく室 保育室 遊戯室 

居室数／面積 ㎡ ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ 

１人当たりの面積   ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 

設 備 屋 外 遊 戯 場 

設置場所 □敷地内 □隣接地 □代替地（□公園 □広場 □寺社境内 □その他) 

面  積 全体の面積 ㎡ 満２歳以上児１人当たり面積 ㎡/人 

設 備          調 理 室 ・ 調 理 設 備 

設置状況           □調理室   □調理設備 
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第31号様式（別紙１）（第33条、第34条関係）（第3面） 

Ｃ
型 

職
員
の
状
況 

職 種 

家庭的保育者 
（保育士資格有り） 

家庭的保育者 
（保育士資格無し） 家庭的保育補助者 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 

職 種 

医師(嘱託医) 調理員 その他の職員 直接雇用・派遣の別 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 直接雇用（有期） 人 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人  うち家庭的保育者 
又は家庭的保育補助者 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 直接雇用（無期） 人 

常勤換算後の人数 人 人 人  うち家庭的保育者 
又は家庭的保育補助者 人 

基準上の必要人数 人 人 人 派遣労働者 人 

平均経験年数  年 年  うち家庭的保育者 
又は家庭的保育補助者 人 

事
業
所
の
設
備 

設 備 敷地全体 園舎 乳児室 ほふく室 保育室 遊戯室 

居室数／面積 ㎡ ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ 室／  ㎡ 

１人当たりの面積   ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 

設 備 屋 外 遊 戯 場 

設置場所 □敷地内 □隣接地 □代替地（□公園 □広場 □寺社境内 □その他) 

面  積 全体の面積 ㎡ 満２歳以上児１人当たり面積 ㎡/人 

設 備          調 理 室 ・ 調 理 設 備 

設置状況           □調理室   □調理設備 

 
 
 
 
 
 

添付書類 
 

（確認変更申請の 
内容又は変更 
届の内容に応 
じて添付する） 

1 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書（申請者が法人の場合） 

2 認可証等の写し 

3 変更前後の事業所の平面図（各室の用途を明示する。）及び設備の概要に関する書類 

4 運営規程 

5 苦情を処理するために講ずる措置の概要に関する書類 

6 従業者の勤務の体制及び勤務形態に関する書類 

7 収支予算書等資産の状況がわかる書類 

8 定員以上の応募がある場合の選考基準に関する書類 

9 給付費の請求に関する書類 

10 子ども・子育て支援法第52条第2項に該当していないことを誓約する書面（誓約書） 

11 役員の氏名、生年月日及び住所がわかる書類 

12 その他確認に関し必要と認める書類 
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第31号様式（別紙２）（第33条、第34条関係）（第1面） 

別紙２ 家庭的保育事業を行う事業所の確認変更申請又は変更届に係る記載事項 
 ※ 変更した項目について、変更後の内容を記載すること。 

 

申 

請 

者 

フリガナ 

名称 (氏名) 
（必須） 

 

 

 
 

主たる事務所の 
所在地・連絡先 

 
（必須） 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

代表者の職名 

・氏名（必須） 
職 
名 

 
フリガナ 

氏  名 

 

 

代表者生年月日    年 月 日（満  歳) 代表就任年月日      年  月  日 

代表者の 
住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

事業者番号               

フリガナ 

事業所の名称(必須) 

 
 

 
 
 

事業所の 
所在地・連絡先 

(必須) 

   □自宅       □自宅以外（            ） 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

 
 

連
携
先
の
名
称
・
所
在
地 

名称  

施設の類型 
□認定こども園（□幼保連携型・□幼稚園型・□保育所型・□地方裁量型） 

□幼稚園 ・ □保育所 ・ □その他（         ） 

所在地 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

連携内容 

 □食事の提供に関する支援        □嘱託医による健康診断等に関する支援 

 □屋外遊戯場の利用に関する支援     □合同保育に関する支援 

 □後方支援               □行事への参加に関する支援 

 □卒園後の受け皿としての支援      □その他（            ） 

事業所番号              ※連携先が特定教育・保育施設等の場合は、事業所番号を記入 
してください。 
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第31号様式（別紙２）（第33条、第34条関係）（第2面） 

管
理
者
に
関
す
る
情
報 

管理者の 
氏名・生年月日 

フリガナ 

氏 名 

 
生年月日 年  月  日 

（満  歳）  

管理者の 
住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

管理者就任年月日     年  月  日
管理者の 

資格の有無 
有(□保育士 □看護士 □幼稚園教諭 )･無 

直接雇用・派遣      直接雇用（□有期 □無期) ・ □派遣・ □個人 

 認可年月日(必須)        年   月   日 

開所曜日     日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

開所時間 

平日      時   分   ～    時   分 
土曜日      時   分   ～    時   分 
日曜日      時   分   ～    時   分 

休園日 
 

 
 
利 用 定 員 

 

※（ ）内に保育短時間 
認定に係る利用定員数を
記入してください。 

３号認定 
 

１・２歳児 
 

０歳児 ２歳児 １歳児 

人 

(   人) 

人 

(   人) 

人 

(   人) 

人 

(   人) 

人  

(   人) 

認 可 定 員 ３号認定                     人 

給食の 
実施状況 

３号 
認定 

提供方法 

 □自園調理 □連携施設又は給食搬入施設 □それ以外から搬入 □弁当持参 

延長保育の 

実施の有無 
有 ・ 無 

  開所時間開始前 :    時    分から 

  開所時間終了後 :    時    分から 

利用料 

実費徴収の 
有（内容）・無  有（              ) ・無 

上乗せ徴収の 
有(内容･理由･金額）・無  有（              ) ・無 

職
員
の
状
況 

職 種 

家庭的保育者 
(保育士資格有り) 

家庭的保育者 
(保育士資格無し) 

家庭的保育補助者 家庭的保育支援者 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 人 

平均経験年数 年 年 年 年 

職 種 
医師(嘱託医) 調理員 その他の職員 直接雇用・派遣の別 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 直接雇用（有期） 人 

配置 

職員 
数 

常 勤 人 人 人 人 人 人  うち家庭的保育者 
又は家庭的保育補助者 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 直接雇用（無期） 人 

常勤換算後の人数 人 人 人  うち家庭的保育者 
又は家庭的保育補助者 人 

基準上の必要人数 人 人 人 派遣労働者 人 

平均経験年数  年 年  うち家庭的保育者 
又は家庭的保育補助者 人 
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第31号様式（別紙２）（第33条、第34条関係）（第3面） 

事
業
所
の
設
備 

設 備 

乳幼児の保育を 
行う部屋 

㎡ 
乳幼児１人当たりの 

面積 ㎡/人 

屋 外 遊 戯 場 

設置場所 □敷地内 □隣接地 □代替地（□公園 □広場 □寺社境内 □その他) 

面   積 全体の面積 ㎡ 満２歳以上児１人当たり面積 ㎡/人 

設 備          調 理 室 ・ 調 理 設 備 

設置状況           □調理室   □調理設備 

添付書類 
 

（確認変更申請の 
内容又は変更 
届の内容に応 
じて添付する） 

 

1 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書（申請者が法人の場合） 

2 認可証等の写し 

3 変更前後の事業所の平面図（各室の用途を明示する。）及び設備の概要に関する
書類 

4 運営規程 

5 苦情を処理するために講ずる措置の概要に関する書類 

6 従業者の勤務の体制及び勤務形態に関する書類 

7 収支予算書等資産の状況がわかる書類 

8 定員以上の応募がある場合の選考基準に関する書類 

9 給付費の請求に関する書類 

10 子ども・子育て支援法第52条第2項に該当していないことを誓約する書面（誓約
書） 

11 役員の氏名、生年月日及び住所がわかる書類 

12 その他確認に関し必要と認める書類 
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第31号様式（別紙３）（第33条、第34条関係）（表） 

別紙３ 居宅訪問型保育事業を行う事業所の確認変更申請又は変更届に係る記載事項 
 ※ 変更した項目について、変更後の内容を記載すること。 
 

申 

請 

者 

フリガナ 

名称（氏名） 
(必須) 

 

 

 
 

主たる事務所の 
所在地・連絡先 

 
(必須) 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

代表者の職名 
・氏名（必須） 

職 
名 

 

フリガナ 

氏  名 

 

 

代表者生年月日 年 月 日（満  歳） 代表就任年月日 年 月 日  

代表者の 
住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

事業者番号               

フリガナ 

事業所の名称 

 

 

事業所の 
所在地・連絡先 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

管
理
者
に
関
す
る
情
報 

フリガナ 

氏  名 

フリガナ 

氏  名 

 
生年月日 

年 月 日 
（満  歳）  

管理者の 
住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

管理者就任年月日 年  月  日 
管理者の 

資格の有無 
有(□保育士 □看護士 □幼稚園教諭 )･無 

直接雇用・派遣  直接雇用 (□有期 □無期）  ・ □派遣・ □個人 

連 
携 
先 
の 
名 
称 
・ 
所 
在 
地 

名称  

施設の類型  □障がい児入所施設 □その他区の指定する施設（         ) 

所在地 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

連携内容  

事業所番号              ※連携先が特定教育・保育施設等の場合は、事業所番号を記入 
してください。 

認可年月日(必須)        年   月   日 
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第31号様式（別紙３）（第33条、第34条関係）（裏） 

利用可能曜日      日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

利用可能時間 

平日      時   分   ～    時   分 

土曜日      時   分   ～    時   分 

日曜日      時   分   ～    時   分 

休園日  

延 長 保 育 の 
実 施 の 有 無 

 有 ・ 無 
 開所時間開始前    時    分から 

 開所時間終了後    時    分から 

利用料 

実費徴収の 
有（内容）  ・無 

 有（          ）  ・  無 

上乗せ徴収の 
有(内容･理由･金額)・無 

 有（          ）  ・  無 

職 
員 
の 
状 
況 

職 種 

家庭的保育者 
（保育士資格有り） 

家庭的保育者 
（保育士資格無し） 

直接雇用・派遣の別 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 直接雇用 
（有期） 

人 
配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 直接雇用 
（無期） 

人 
常勤換算後の人数 人 人 

基準上の必要人数 人 人 
派遣労働者 人 

平均経験年数 年 年 

添付書類 
 

（確認変更申請の 
内容又は変更 
届の内容に応 

じて添付する） 

 1 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書（申請者が法人の場合） 

2 認可証等の写し 

3 変更前後の事業所の平面図（各室の用途を明示する。）及び設備の概要に関する
書類 

4 運営規程 

5 苦情を処理するために講ずる措置の概要に関する書類 

6 従業者の勤務の体制及び勤務形態に関する書類 

7 収支予算書等資産の状況がわかる書類 

8 定員以上の応募がある場合の選考基準に関する書類 

9 給付費の請求に関する書類 

10 子ども・子育て支援法第52条第2項に該当していないことを誓約する書面（誓約
書） 

11 役員の氏名、生年月日及び住所がわかる書類 

12 その他確認に関し必要と認める書類 
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第31号様式（別紙４）（第33条、第34条関係）（第1面） 

別紙４ 事業所内保育事業を行う事業所の確認変更申請又は変更届に係る記載事項 
 ※ 変更した項目について、変更後の内容を記載すること。 

 

申 

請 

者 

フリガナ 

名称（氏名） 
(必須) 

 

 

 
 

主たる事務所の 
所在地・連絡先 

 
(必須) 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

代表者の職名 
・氏名（必須） 

職 
名 

 
フリガナ 

氏  名 

 

 

代表者生年月日 年 月 日（満  歳） 代表就任年月日 年 月 日 

代表者の 
住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

事業者番号               

フリガナ 

事業所の名称(必須) 

 

 

事業所の 
所在地・連絡先 

(必須) 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

電話番号  FAX番号  

連
携
先
の
名
称
・
所
在
地 

名称  

施設の類型 
 □認定こども園（□幼保連携型・□幼稚園型・□保育所型・□地方裁量型） 

 □幼稚園 ・ □保育所 ・ □その他（          ） 

所在地 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

連携内容 

 □食事の提供に関する支援        □嘱託医による健康診断等に関する支援 

 □屋外遊戯場の利用に関する支援     □合同保育に関する支援 

 □後方支援               □行事への参加に関する支援 

 □卒園後の受け皿としての支援      □その他（            ） 

事業所番号              
※連携先が特定教育・保育施設等の場合は、事業所番号を記入 
してください。 

管
理
者
情
報 

管理者の氏 

名・生年月日 

フリガナ 

氏  名 

 
生年月日 

年 月 日 
（満  歳）  

管理者就任年月日 年  月  日 資格の有無 有（資格の種類：          ）・無 

管理者の 
住所 

（郵便番号   －    ） 
     都道         郡市 
     府県         区 

（ビルの名称等） 

認可年月日(必須)        年   月   日 
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第31号様式（別紙４）（第33条、第34条関係）（第2面） 

開所曜日     日 ・ 月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 

開所時間 

平日     時   分   ～    時   分 

土曜日     時   分   ～    時   分 

日曜日     時   分   ～    時   分 

休園日  

 
 

 
 

 利用定員 
 

雇用する
労働者の
就学前子
どもに係
る利用定

員 

３号認定 
 

１・２歳児 
 

０歳児 ２歳児 １歳児 

人 

(    人) 

人 

(    人) 

人 

(    人) 

人 

(    人) 

人 

(    人) 

地域の就
学前子ど
もに係る
利用定員 

３号認定 
 

１・２歳児 
 

０歳児 ２歳児 １歳児 

人 

(    人) 

人 

(    人) 

人 

(    人) 

人 

(    人) 

人 

(    人) 

認可定員 
雇用する労働者の就学前子どもに係る利用定員 ３号認定 人

地域の就学前子どもに係る利用定員 ３号認定 人

給食の 
実施状況 

３号 
認定 

提供方法 

  □自園調理 □連携施設又は給食搬入施設 □それ以外から搬入 □弁当持参 

その他の事業 
の実施状況 

延長保育 一時預かり その他 

有 ・ 無 

開所時間開始前   時  分から 

開所時間終了後   時  分まで 

有 ・ 無 

時   分から 

時   分まで 

 

地域の就学前 
子どもに係る 

利用料 

実費徴収の 
有（内容）・無 

 有（          )   ・  無 

上乗せ徴収の 
有(内容･理由･金額)・無 

 有（          )   ・  無 

職
員
の
状
況 

職 種 

保育従事者 
（保育士資格有り） 

保育従事者 
（保育士資格無し） 医師(嘱託医) 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 専 従 兼 務 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人 人 人 

非常勤 人 人 人 人 人 人 

常勤換算後の人数 人 人 人 

基準上の必要人数 人 人 人 

平均経験年数 年 年  

職 種 
調理員 その他の職員 直接雇用・派遣の別 

専 従 兼 務 専 従 兼 務 直接雇用（有期） 人 

配 置 
職員数 

常 勤 人 人 人 人  うち保育従事者 人 

非常勤 人 人 人 人 直接雇用（無期） 人 

常勤換算後の人数 人 人  うち保育従事者 人 

基準上の必要人数 人 人 派遣労働者 人 

平均経験年数 年 年  うち保育従事者 人 

 

  

※（ ）内に 
保育短時間認 
定に係る利用 
定員数を記入 
してくださ 
い。 
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第31号様式（別紙４）（第33条、第34条関係）（第3面） 

事
業
所
の
設
備 

設 備 敷地全体 園舎 乳児室 ほふく室 保育室 遊戯室 

居室数／面積 ㎡ ㎡ 室／   ㎡ 室／   ㎡ 室／   ㎡ 室／   ㎡ 

１人当たりの面積   ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 ㎡/人 

設 備 屋 外 遊 戯 場 

設置場所 □敷地内  □隣接地  □代替地（□公園 □広場 □寺社境内 □その他) 

面   積 全体の面積 ㎡ 満２歳以上児１人当たり面積 ㎡/人 

設 備          調 理 室 ・ 調 理 設 備 

設置状況           □調理室   □調理設備 

 
 
 
 
 
 

添付書類 
 

（確認変更申請の 
内容又は変更 
届の内容に応 
じて添付する） 

1 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書（申請者が法人の場合） 

2 認可証等の写し 

3 変更前後の事業所の平面図（各室の用途を明示する。）及び設備の概要に関する
書類 

4 運営規程 

5 苦情を処理するために講ずる措置の概要に関する書類 

6 従業者の勤務の体制及び勤務形態に関する書類 

7 収支予算書等資産の状況がわかる書類 

8 定員以上の応募がある場合の選考基準に関する書類 

9 給付費の請求に関する書類 

10 子ども・子育て支援法第52条第2項に該当していないことを誓約する書面（誓約
書） 

11 役員の氏名、生年月日及び住所がわかる書類 

12 その他確認に関し必要と認める書類 
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第32号様式（第35条関係） 

 

    特 定 地 域 型 保 育 事 業 者 確 認 辞 退 届  
 
 
 

                                 年  月  日 

東京都北区長 殿 

 

                   住所 

                申請者 代表者氏名                 

(法人以外の場合にあっては住所及び氏名) 

                    施設の名称 

                    施設の所在地 
 

     年   月   日      第     号により確認を受けた特定地域型保育事業 

 について、確認を辞退するので下記のとおり届け出ます。 

 

1 

特定地域型保育事業 
の種類 

 
(いずれかに☑及び 
○印を付すこと) 

 □ 小規模保育事業（Ａ型・Ｂ型・Ｃ型） 

 □ 家庭的保育事業 

 □ 居宅訪問型保育事業 

 □ 事業所内保育事業 

2 辞退の理由  

3 
入所させている者 

の処置 
 

4 辞退の年月日 年   月   日 
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第 33 号様式（第 36 条関係） 

 第   号 

年 月 日 

特定地域型保育事業者の確認取消・停止通知書 

 

 

設置者 殿 

 

東京都北区長        □印  

                   

 

年 月 日 第 号 により、子ども・子育て支援法第 43 条の確認を受けた施設について、

同法第 52条第１項に基づき、次のとおり、確認を取消・停止いたします。 

 

１ 施設の名称、所在地 

 

２ 取消・停止の理由 

 

３ 取消・停止の時期・期間 

 

 

 

（教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３箇月以内に東京都北区長に対して審査請求をすることができます（なお、この
決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内であっても、この決定の
日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月
以内に、東京都北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表する者は、東京都
北区長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決

定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日
の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなく
なります。）。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決

があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提
起することができます。 
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第34号様式（第37条関係）

　　年　　月　　日

東京都北区長 　殿

１　申請者に関する事項

□ 法人

□ 国立大学法人 □ 公立大学法人 □ 学校法人 □ 社会福祉法人

□ 株式会社 □ ＮＰＯ法人 □ その他法人

□ 法人以外

□ 個人 □ 任意団体

〒　　　－　　　　

※　設置者又は経営者が株式会社、各種法人、任意団体の場合は、社名、法人名、団体名を記入してください。

２　施設・事業に関する事項

□ 認定こども園 □ 幼稚園 □ 特別支援学校幼稚部

□ 認可外保育施設

□ 預かり保育事業（在園児を対象）

□ 一時預かり事業（在園児以外を対象）

□ 病児保育事業

（添付書類）
１　定款、寄附行為等及びその登記事項証明書等
２　役員の氏名、生年月日及び住所の一覧
３　法第58条の10第２項に規定する申請をすることができない者に該当しないことを誓約する書面

代 表 者 氏名

事業開始（予定）
年月日

所 在 地申 請 者

職名

　　　　年　　　月　　　日

設 置 者 ・
事 業 者 の
主 た る
事 務 所 の
所 在 地 TEL： 　　－　　　－　　　　 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

住所
生年
月日

年　　  月　  　日

フリガナ

特定子ども・子育て支援施設等確認申請書

　子ども・子育て支援法第30条の11第１項の規定による確認を受けたいので、同法第58条の２に基づき
以下のとおり関係書類を添えて申請します。

設 置 者 ・
事業者名※

設 置 主 体

氏　　　名
（又は名称）

代表者氏名

  施設・事業の種類事業の種類 添付別紙

別紙５

別紙４

別紙３

別紙２

別紙１
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第34号様式（別紙１）（第37条関係）（表）

（別紙１　特定教育・保育施設以外の認定こども園、幼稚園、特別支援学校幼稚部）

１　施設に関する事項

□ 認定こども園（子ども・子育て支援法第７条第10項第１号に規定する施設）

□ 幼保連携型 □ 幼稚園型 □ 保育所型 □ 地方裁量型

□ 幼稚園（子ども・子育て支援法第７条第10項第２号に規定する施設）

□ 特別支援学校（子ども・子育て支援法第７条第10項第３号に規定する施設）

〒　　　－　　　　

２．運営に関する事項

　（１）開園（開校）曜日（開園・開校している曜日全てにレ点を入れてください。）

□ 日曜日 □ 月曜日 □ 火曜日 □ 水曜日 □ 木曜日 □ 金曜日 □ 土曜日

　（２）開園（開校）時間

～

～

～
※24時間標記で記入してください。

　（３）認可定員等

学級

　（４）利用料金等

□ 有 (有の場合は、以下も記入してください。）

□ 日曜日 □ 月曜日 □ 火曜日 □ 水曜日 □ 木曜日 □ 金曜日 □ 土曜日

□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

提供
方法 □ 自園調理 □ 外部搬入 □ その他（　　　　　　　　　　）

□ □

□

・上記の食事代は、パンフレット等に記載している保育料に含んでいますか

□ はい □ いいえ

□ 無

施設の種類

名 称

所 在 地

TEL： 　　－　　　－　　　　 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

土 曜 日

日 曜 日

　　年　　月　　日

曜 日 開 園 ・ 開 校 時 間 ※

平 日

学 級 編 制

施 設 の
管 理 者

職名
フリガナ

氏名

住所
生年
月日

認 可 定 員

食
事
の
提
供
の
有
無

食
事
代

１食当たり 円 月当たり 円 

その他

その他 （ ）

円 

提
供
日

入園料

（ ）

保育料

その他年額 月額 半期
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第34号様式（別紙１）（第37条関係）（裏）

　（５）職員配置の状況

※1　特別支援学校の場合、幼稚部担当に限らず、学校全体の職員数を記載してください。

※2　園長、保育教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭・講師を含めてください。

※3　有期雇用職員を含めて記載してください。

※4　実雇用(任用)人数を記載してください。（常勤換算は不要）

（添付書類）

２　園則（学則）
３　職員体制一覧（職員の勤務の体制及び勤務形態）

寄宿舎指導員

その他（　　　　　　　　　　）

職員数(※1) 常勤(※3)

職
種
別
の
内
訳

教員(※2)

事務職員

合 計 人 

非常勤(※4) 合計

人 

人 

人 

人 人 

１　学校教育法第４条第１項による認可を受けたことを証する書類の写し（国立大学法人立は不要）

人 

その他（　　　　　　　　　　） 人 
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第34号様式（別紙２）（第37条関係）（第1面）

（別紙２　認可外保育施設）

１　届出等に関する事項

認可外保育施設指導監督基準を満たす証明書の交付の有無 □ 有 □ 無

認可外保育施設指導監督基準を満たす予定の年月日※

※認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書が交付されていない施設のみ記入してください。

２　施設に関する事項

□ 児童福祉法第６条の３第11項の規定による業務を目的とする施設以外

□ 児童福祉法第６条の３第11項の規定による業務を目的とする施設

〒　　　－　　　　

３　運営に関する事項

　（１）開所時間・保育提供可能時間

～ ～

～ ～

～ ～
※24時間表記で記入してください。

　（２）提供するサービス内容

□ 歳 か月～ 歳 か月

□ 歳 か月～ 歳 か月

□ 歳 か月～ 歳 か月

□ 歳 か月～ 歳 か月

□ 歳 か月～ 歳 か月

□ 歳 か月～ 歳 か月
※１歳未満児の場合のみ、月齢まで記入してください。

　（３）利用料金等

食 事 代 通園送迎費 （ ） （ ） （ ）

名 称

通常開所時間/通常保育提供可能時間 時間外開所時間/時間外保育提供可能時間

フリガナ

氏名

備考

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

児童福祉法第59条の２第１項の規定による届出を行った年月日

設置（予定）年月日

住所
生年
月日

管 理 者

　　年　　月　　日

平 日

土 曜 日

職名

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：　　－　　　－　　　　TEL：

所 在 地

日・祝祭日

提供するサービス種別

月極契約

定期利用

一時預かり

夜間保育

24時間保育

その他 （　　　　　　　　　　　）

対象年齢※

月極額 定期契約 一時預かり 夜間保育 24時間保育

０ 歳 児

施設の種類

年齢・契約種別

１ 歳 児

２ 歳 児

３ 歳 児

４ 歳 児

５ 歳 児

内 訳
保 育 料 入会金 キャンセル料 日用品費・文房具費 行 事 参 加 費
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第34号様式（別紙２）（第37条関係）（第２面）

　（４）入所定員

　（５）職員の配置

①施設長 □ 常勤 □ 非常勤

常勤換算後の人数※
※一日の勤務延時間数を８で除した常勤換算後の人数を記入してください。

[保育業務への従事] □ 従事する（資格欄にも記入してください。） □ 従事しない

□ 保育士 □ 看護師 □ 准看護師 □ その他 （　　　　　　　　）

②保育従事者

常勤換算後の人数※
※一日の勤務延時間数を８で除した常勤換算後の人数を記入してください。

[資格別の内訳]

③その他の職員

常勤換算後の人数※
※一日の勤務延時間数を８で除した常勤換算後の人数を記入してください。

[資格別の内訳]

[資格]

人 

０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計

(  人） 

総 数非常勤

人 人 人 合計

常 勤  人　 非常勤  人　 

 人　 

常勤 非常勤 合計

人 

人 

職 種

保育士

看護師

准看護師

家庭的保育者

その他 （ ）

 人　  人　 常 勤

人 

人 

人 

 人　 

職 種 常勤 非常勤 合計

調理員 人 

(  人） 

総 数

人 

人 

その他 （ ）

その他 （ ）

その他 （ ） 人 

合計 人 人 人 
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第34号様式（別紙２）（第37条関係）（第３面）

④合計（①＋②＋③）

常勤換算後の人数※
※一日の勤務延時間数を８で除した常勤換算後の人数を記入してください。

[資格別の内訳]

　（６）職員の研修受講状況

うち、研修受講の有無

□ 参加（研修名等：　　年　  月　　　　　　　　　参加者数　　　名）

　

□ 無

（添付書類）

２　料金表及び利用案内・パンフレット

総 数  人　 

(  人） 

職 種 常勤 非常勤 合計

常 勤  人　 非常勤  人　 

その他 （ ） 人 

人 

看護師 人 

准看護師 人 

保育士

合計 人 人 人 

調理員 人 

その他 （ ） 人 

その他 （ ） 人 

家庭的保育者 人 

　  （研修名等：　　年　　月　　　　　　　　　参加者数　　　名）

１　児童福祉法第59条の２の規定により届け出た認可外保育施設設置届及び変更届の写し
　　（上記記載事項の最新の状況を確認するため必要なものの抜粋で差し支えない。）

３　認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の写し又は基準への適合（見込み）状況を説明
　する書類

４　職員の研修受講状況に関して、研修の修了証の写し等の研修を受講したことや参加したことが分かる書類

　 ※ 児童福祉法第６条の３第11項に規定する業務を目的とする施設及び１日に保育する乳幼児の数
      が５人以下である施設は必ず記入のこと。

①施設に在籍している保育従事者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

　居宅訪問型保育研修（基礎研修）　　   　 　 人

　子育て支援員研修（地域保育コース）　　　   人

　子育て支援員研修（上記以外）　　　　　　 　人

　家庭的保育者等研修　　　　　　　　　 　　　人

　その他（　　　　　　　　　　　　　　）　　 人

②職員の研修等の参加状況

　　（研修名等：　　年　  月　　　　　　　　　参加者数　　　名）
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第34号様式（別紙３）（第37条関係）（表）

（別紙３　預かり保育事業）

１　事業所に関する事項

□ 認定こども園 □ 幼稚園 □ 特別支援学校幼稚部

□ 私学助成（預かり保育推進事業）

□ 地域子ども・子育て支援事業における一時預かり事業（幼稚園型Ⅰ）

□ 幼稚園における長時間預かり運営費支援事業

□ 公的支援を受けていない自主事業

〒　　　－　　　　

２　運営に関する事項

　　預かり保育事業の利用児童数及び職員配置

※有資格者数は、幼稚園教諭普通免許状所有者又は保育士の人数を記入してください。

施設の種類

事業の種別

名 称

所 在 地

TEL： 　　－　　　－　　　　 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

事 業 の
管 理 者

職名
フリガナ

氏名

住所
生年
月日

　　年　　月　　日

預かり保育
利用児童数

職員の
配置基準

配置職員数
（参考）

基準に基づく
配置職員数

（参考）
在籍園児数うち

有資格者
数

うち
有資格者

数

平
日
（

登
園
前
）

３歳児（満３歳児を含む） 20：１ － － － － 人

４ ・ ５ 歳 児 30：１ － － － － 人

人

－

合 計 人 

長
期
休
業
中

３歳児（満３歳児を含む） 20：１ －

合 計 人 

－ －

平
日
（

降
園
後
）

３歳児（満３歳児を含む） 20：１ － － －

－

４ ・ ５ 歳 児 30：１ － － － －

30：１ － － － －

合 計 人 

休
日

３歳児（満３歳児を含む） 20：１ － － － －

４ ・ ５ 歳 児

合 計 人 

４ ・ ５ 歳 児 30：１ － － － －

※配置職員数には、預かり保育事業に従事している間、専ら当該事業に従事している人数を記入してください（教育課程担当
職員による対応可）。
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第34号様式（別紙３）（第37条関係）（裏）
３　事業の実施状況

　（１）預かり保育事業の実施時間

～ ～ ～

～ ～ ～

～ ～ ～

～ ～

～ ～

～ ～
※土曜・日曜・祝祭日

　（２）預かり保育事業の年間実施日数

　（３）食事・おやつの提供の有無等

食事・おやつの提供の有無 □ 有 □ 無

→  （提供有の場合）加熱、保存等の調理機能を有する設備の必要性の有無 □ 有 □ 無

→  （必要性有の場合）加熱、保存等の調理機能を有する設備の有無 □ 有 □ 無

４　利用料金

　（１）預かり保育事業の料金

※年齢や時間帯等により料金が異なる場合には、最大の額を記入してください。

※食事代及びおやつ代を預かり保育の料金と一体的に保護者から徴収している場合には、それを除いた金額を記入してください。

　（２）食事代及びおやつ代

５　設備・面積

人 × ㎡＝ ㎡ ㎡

人 × ㎡＝ ㎡ ㎡

人 × ㎡＝ ㎡ ㎡

（添付書類）

２　料金表及び利用案内・パンフレット
３　預かり保育事業に従事する担当職員の名簿（職員の氏名及び資格・研修修了の有無がわかるもの）
４　施設の図面（預かり保育の実施場所を明示したもの）

降園後

平
日

曜日 登園前 教育課程時間

長
期
休
業
日

曜日 預かり時間

休
日
※

曜日 預かり時間

平 日 長期休業日 休 日 合 計

年間実施日数  日　 

１時間 １回 月極 その他

平日

長期休業中

休日

おやつ代

部屋の名称 保育室ごとの受入れ人数等
預かり保育実施

保育室面積

１回 月極

食事代

1.98

１　認定こども園…就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第17条
　　第１項の規定による認可又は同法第３条第１項若しくは第３項の規定による認定を受けたことを
　　証する書類の写し
　　幼稚園、特別支援学校…学校教育法第４条第１項による認可を受けたことを証する書類の写し

1.98

1.98
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第34号様式（別紙４）（第37条関係）

（別紙４　一時預かり事業）

１　事業所に関する事項

□ 認定こども園 □ 幼稚園 □ 保育所 □ 小規模保育施設

□ 家庭的保育事業所 □ その他 （　　　　　　　　　　　　　）

□ 一般型 □ 幼稚園型Ⅱ □ 余裕活用型 □ 居宅訪問型

□ 地域密着Ⅱ型 □ 都単独型

〒　　　－　　　　

２　運営に関する事項

　（１）職員の定数及び職務の内容

　（２）利用定員

　（３）利用料金

□ 有 (有の場合は、以下も記入してください。）

□ □

□

・上記の食事代は、パンフレット等に記載している保育料に含んでいますか

□ はい □ いいえ

□ 無

（添付書類）

２　料金表及び利用案内・パンフレット

施設の種類

１　児童福祉法第34条の12の規定により届け出た一時預かり事業開始届及び変更届の写し
　　（上記記載事項の最新の状況を確認するため必要なものの抜粋で差し支えない。）

名 称

所 在 地

TEL： 　　－　　　－　　　　 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

職員数

　うち、一時預かりの乳幼児の処遇を行う保育士等 人 人 人 

人 

常勤 非常勤 合計

資
格
別
の
内
訳

人 

人 

人 

利用定員

　うち一時預かりの利用定員

人 

人 

人 

５歳児

保育料

その他 （ ）

０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児

事 業 の
管 理 者

職名
フリガナ

氏名

住所
生年
月日

　　年　　月　　日

その他 （ ）

その他 （　　　　）

事業の種別

食
事
の
提
供
の
有
無

食
事
代

１食当たり 円 月当たり 円 

その他 （ ） 円 

保育士

幼稚園教諭

保育教諭

看護師

准看護師

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）
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第34号様式（別紙５）（第37条関係）（表）

（別紙５　病児保育事業）

１　事業所に関する事項

□ 診療所 □ 病院 □ 認定こども園 □ 保育所

□ 幼稚園 □ 小規模保育施設 □ 家庭的保育事業所

□ その他 （　　　　      　　　　）

□ 病児対応型 □ 病後児対応型 □ 体調不良児対応型

□ 非施設型（訪問型）

〒　　　－　　　　

２　運営に関する事項

　（１）開設時間

～

～

～
※24時間標記で記入してください。

　（２）利用定員

　（３）対象年齢

□ ０歳児 □ １歳児 □ ２歳児 □ ３歳児 □ ４歳児 □ ５歳児

□ 就学児（小学　　年生まで）

　（４）利用料金

□ 有 (有の場合は、以下も記入してください。）

□ □

□

・上記の食事代は、パンフレット等に記載している保育料に含んでいますか

□ はい □ いいえ

□ 無

開設時間※

事業の種別

事 業 の
管 理 者

職名
フリガナ

氏名

住所
生年
月日

　　年　　月　　日

施設の種類

名 称

所 在 地

TEL： 　　－　　　－　　　　 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

利 用 定 員

曜日

保育料

　　　料金種別

料金の内容

半日 １時間当たり

その他 （ ）

その他 （ ）

その他 （ ）

区内 区外 区内 区外 区内 区外

日額

食
事
の
提
供
の
有
無

食
事
代

１食当たり 円 月当たり 円 

その他 （ ） 円 

- 119 -



第34号様式（別紙５）（第37条関係）（裏）

　（５）職員の定数及び職務の内容

　（６）協力機関・指導医の状況

□ 有 □ 無

〒　　　－　　　　

□ 有 □ 無

〒　　　－　　　　

３　設備に関する事項

　（１）保育室等の面積

（添付書類）

２　料金表及び利用案内・パンフレット
３　施設の図面（保育室等の配置がわかるもの）

１　児童福祉法第34条の18の規定により届け出た病児保育事業開始届及び変更届の写し
　　（上記記載事項の最新の状況を確認するため必要なものの抜粋で差し支えない。）

無の場合は、その理由

無の場合は、その理由

常勤 非常勤 合計

（ ）

（ ）

協
力
機
関

指導内容

指
導
医

所在地

TEL： 　　－　　　－　　　　 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

名 称

TEL： 　　－　　　－　　　　 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

名 称

所在地

助産師

保育士

幼稚園教諭

資
格
別
の
内
訳

保育教諭

准看護師

保健師

その他（　　　　　　　　　　）

その他（　　　　　　　　　　）

職員数

看護師

保育室等の種類 保育室 観察室
調理室

（専用・兼用）
その他

（　　　　　）

設定の有無

設定の有無

協力内容

合計

面 積 ㎡　

乳幼児一人当たり面積
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第35号様式（第38条関係）

　　年　　月　　日
東京都北区長 　殿

□ 認定こども園 □ 幼稚園 □ 特別支援学校幼稚部

□ 認可外保育施設 □ 預かり保育事業 □ 一時預かり事業

□ 病児保育事業

〒　　　－　　　　 〒　　　－　　　　

TEL： TEL：

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ： ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

〒　　　－　　　　 〒　　　－　　　　

TEL： TEL：

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ： ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

※１　記載の変更項目以外に変更項目がある場合は、確認参考様式１から４の該当項目に記載の上、添付してください。

※２　設置者又は経営者が株式会社、各種法人、任意団体の場合は、社名、法人名、団体名を記入してください。

（添付書類）

２　役員の氏名、生年月日及び住所の一覧（役員に変更があった場合）

住所 住所

住所 住所

変 更 日 　　年　　　　月　　　　日

１　定款、寄附行為等及びその登記事項証明書等（法人の名称、主たる事務所の所在地、代表者の
　氏名、生年月日、住所、職名に変更がある場合）

設 置 者 ・
事 業 者 の
主 た る
事 務 所 の
所 在 地

施設・事業
の

種 類

　　－　　　－　　　　 　　－　　　－　　　　

施 設 の
名 称

　　　　年　　　　月　　　　日

フリガナ

特定子ども・子育て支援施設等確認変更届

　子ども・子育て支援法第30条の11第１項の規定による確認を受けた事項に変更があったので、同法第
58条の５に基づき以下のとおり届け出ます。

設置者・
事業者名※２

氏　　　名
（又は名称）

代表者氏名

変更項目※１ 変更後変更前

所 在 地届 出 者

施 設 の
管 理 者

職名 職名

フリガナ フリガナ

氏名 氏名

　　　　年　　　　月　　　　日
生年
月日

　　　　　　年　　　　月　　　　日
生年
月日

施 設 の
所 在 地 　　－　　　－　　　　 　　－　　　－　　　　

設置者・事
業者の代表

者

生年
月日

　　　　　　年　　　　月　　　　日

氏名

フリガナ

職名職名

氏名

生年
月日
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第36号様式（第39条関係）

　　年　　月　　日

東京都北区長 　殿

□ 認定こども園 □ 幼稚園 □ 特別支援学校幼稚部

□ 認可外保育施設 □ 預かり保育事業 □ 一時預かり事業

□ 病児保育事業

〒　　　－　　　　

〒　　　－　　　　

※　設置者又は経営者が株式会社、各種法人、任意団体の場合は、社名、法人名、団体名を記入してください。

施設・事業所
の名称

施 設 の
所 在 地

確認を辞退
する年月日

年   　　月   　　日

入所させて
い る 者 の
処 置

辞 退 の
理 由

代 表 者 職名

フリガナ

氏名

設 置 者 ・
事 業 者 の
主 た る
事 務 所 の
所 在 地 TEL： 　　－　　　－　　　　 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

代表者氏名

　子ども・子育て支援法第30条の11第１項の規定による確認を辞退したいので、同法第58条の６第１項
に基づき以下のとおり届け出ます。

施設・事業
の

種 類

設 置 者 ・
事業者名※

特定子ども・子育て支援施設等確認辞退届

届 出 者 所 在 地

氏　　　名
（又は名称）
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第 37 号様式（第 40 条関係） 

 第   号 

年 月 日 

特定子ども・子育て支援施設等の確認取消・停止通知書 

 

 

設置者 殿 

 

東京都北区長         □印  

                   

 

年 月 日 第 号 により、子ども・子育て支援法第 58 条の２の確認を受けた施設につい

て、同法第 58条の 10 第１項に基づき、次のとおり、確認を取消・停止いたします。 

 

１ 施設の名称、所在地 

 

２ 取消・停止の理由  

 

３ 取消・停止の時期・期間  

 

 

 

（教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算

して３箇月以内に東京都北区長に対して審査請求をすることができます（なお、この
決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内であっても、この決定の
日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月
以内に、東京都北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表する者は、東京都
北区長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決

定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、この決定の日
の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなく
なります。）。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決

があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提
起することができます。 
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東

京

都

北

区

保

育

料

等

徴

収

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

八

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

二

十

号

東

京

都

北

区

保

育

料

等

徴

収

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

保

育

料

等

徴

収

条

例

施

行

規

則

（

平

成

二

十

七

年

三

月

東

京

都

北

区

規

則

第

三

十

四

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

第

三

条

中

「

令

和

元

年

七

月

東

京

都

北

区

教

育

委

員

会

規

則

第

十

号

」

を

「

令

和

六

年

三

月

東

京

都

北

区

規

則

第

十

九

号

」

に

改

め

る

。

第

六

条

第

四

項

中

「

保

育

料

等

」

を

「

保

育

料

又

は

延

長

保

育

料

」

に

改

め

る

。

第

六

条

の

二

中

「

第

五

条

の

四

第

六

項

」

を

「

第

五

条

の

四

第

五

項

」

に

改

め

、

同

条

の

次

に

次

の

一

条

を

加

え

る

。

（

過

誤

納

の

取

扱

い

）

第

六

条

の

三

区

長

は

、

条

例

第

四

条

第

一

項

又

は

第

六

条

の

規

定

に

よ

り

決

定

さ

れ

た

保

育

料

又

は

延

長

保

育

料

に

つ

い

て

、

教

育

・

保

育

給

付

認

定

保

護

者

に

過

納

又

は

誤

納

（

以

下

「

過

誤

納

」

と

い

う

。

）

が

あ

る

場

合

に

お

い

て

は

、

当

該

過

誤

納

に

係

る

納

付

金

を

還

付

す

る

も

の

と

す

る

。

た

だ

し

、

そ

の

還

付

を

受

け

る

べ

き

教

育

・

保

育

給

付

認

定

保

護

者

に

納

付

す

べ

き

保

育

料

又

は

延

長

保

育

料

が

あ

る

場

合

に

お

い

て

は

、

当

該

教

育

・

保

育

給

付

認

定

保

護

者

の

同

意

を

得

て

、

こ

れ

を

充

当

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

２

区

長

は

、

前

項

本

文

の

規

定

に

よ

り

還

付

す

る

と

き

は

保

育

料

等

還

付

通

知

書

（

別

記

第

五

号

様

式

）

に

よ

り

、

同

項

た

だ

し

書

の

規

定

に

よ

り

充

当

す

る

と

き

は

保

育

料

等

充

当

通

知

書
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（

別

記

第

六

号

様

式

）

に

よ

り

当

該

教

育

・

保

育

給

付

認

定

保

護

者

に

通

知

す

る

も

の

と

す

る

別

記

第

四

号

様

式

の

次

に

次

の

二

様

式

を

加

え

る

。
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第５号様式（第６条の３関係）           
 

                                                                 

                                                            第        号 

                                                          年   月   日 

保育料等還付通知書 

   

東京都北区保育料等徴収条例施行規則第６条の３第１項の規定により、過誤納に係る       について、 

以下のとおり還付いたしますのでお知らせします。 

 

1 保育所名    

 

2 児童名     

 

3 過払額明細 

過払金額合計     円 

 

 

 

4 還付額合計        円 

 

5 還付理由 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内

に、東京都北区長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日

の翌日から起算して３箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査

請求をすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、東京都

北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表する者は、東京都北区長となります。）、処分の取

消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して

６箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提

起することができなくなります。）。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起するこ

とができます。 

           様 

       

東京都北区長        □印   

 

年度 期別      料（円） 収納額（円） 過払額(円) 
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第６号様式（第６条の３関係）         
 

                                                                 

                                                             第        号 

                                                           年   月   日 

保育料等充当通知書 

   

東京都北区保育料等徴収条例施行規則第６条の３第１項ただし書の規定により、過誤納に係る 
について、以下のとおり充当いたしましたのでお知らせします。 

 

１ 保育所名    

 

２ 児童名     

 

３ 過払額明細 

過払金額合計      円 

 

 

４ 充当額明細 

充当金額合計       円 

 

 

５ 充当後過払額合計        円 

 

６ 充当理由 

  
 
 
 
 
 
 
 

（教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内

に、東京都北区長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日

の翌日から起算して３箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査

請求をすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、東京都

北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表する者は、東京都北区長となります。）、処分の取

消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して

６箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提

起することができなくなります。）。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起するこ

とができます。 

      様 

       

東京都北区長             □印               

年度 期別      料（円） 収納額（円） 過払額(円) 
       

年度 期別     料（円） 収納額（円） 充当額（円） 充当後納付残額（円） 
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付

則

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

- 5 -



東

京

都

北

区

保

育

所

等

の

利

用

調

整

及

び

保

育

の

利

用

に

関

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

八

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

二

十

一

号

東

京

都

北

区

保

育

所

等

の

利

用

調

整

及

び

保

育

の

利

用

に

関

す

る

規

則

目

次第

一

章

総

則

（

第

一

条

・

第

二

条

）

第

二

章

利

用

調

整

（

第

三

条

―

第

十

一

条

）

第

三

章

保

育

の

利

用

（

第

十

二

条

―

第

二

十

四

条

）

第

四

章

雑

則

（

第

二

十

五

条

）

付

則

第

一

章

総

則

（

趣

旨

）

第

一

条

こ

の

規

則

は

、

児

童

福

祉

法

（

昭

和

二

十

二

年

法

律

第

百

六

十

四

号

。

以

下

「

法

」

と

い

う

。

）

第

二

十

四

条

第

三

項

の

規

定

に

よ

る

保

育

所

等

の

利

用

調

整

（

法

附

則

第

七

十

三

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

読

み

替

え

て

適

用

す

る

場

合

を

含

む

。

以

下

「

利

用

調

整

」

と

い

う

。

）

及

び

東

京

都

北

区

（

以

下

「

北

区

」

と

い

う

。

）

に

お

け

る

保

育

の

実

施

そ

の

他

保

育

の

利

用

に

関

し

必

要

な

事

項

を

定

め

る

も

の

と

す

る

。

（

用

語

の

定

義

）

第

二

条

こ

の

規

則

に

お

い

て

、

次

の

各

号

に

掲

げ

る

用

語

の

意

義

は

、

当

該

各

号

に

定

め

る

と

こ

ろ

に

よ

る

。
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一

児

童

子

ど

も

・

子

育

て

支

援

法

（

平

成

二

十

四

年

法

律

第

六

十

五

号

。

以

下

「

支

援

法

」

と

い

う

。

）

第

十

九

条

第

二

号

の

内

閣

府

令

で

定

め

る

事

由

に

よ

り

家

庭

に

お

い

て

必

要

な

保

育

を

受

け

る

こ

と

が

困

難

で

あ

る

小

学

校

就

学

前

子

ど

も

（

当

該

小

学

校

就

学

前

子

ど

も

の

保

護

者

が

支

援

法

第

二

十

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

支

援

法

第

十

九

条

第

二

号

又

は

第

三

号

に

掲

げ

る

区

分

に

つ

い

て

の

認

定

を

受

け

た

も

の

に

限

る

。

）

を

い

う

。

二

認

可

保

育

所

法

第

三

十

五

条

第

三

項

の

規

定

に

よ

り

北

区

が

設

置

し

た

保

育

所

（

以

下

「

区

立

保

育

所

」

と

い

う

。

）

並

び

に

同

条

第

四

項

の

規

定

に

よ

り

国

、

東

京

都

及

び

北

区

以

外

の

者

が

東

京

都

知

事

の

認

可

を

受

け

て

設

置

し

た

保

育

所

を

い

う

。

三

認

定

こ

ど

も

園

就

学

前

の

子

ど

も

に

関

す

る

教

育

、

保

育

等

の

総

合

的

な

提

供

の

推

進

に

関

す

る

法

律

（

平

成

十

八

年

法

律

第

七

十

七

号

）

第

二

条

第

六

項

に

規

定

す

る

認

定

こ

ど

も

園

を

い

う

（

保

育

所

で

あ

る

も

の

を

除

く

。

）

。

四

地

域

型

保

育

事

業

等

法

第

六

条

の

三

第

九

項

に

規

定

す

る

家

庭

的

保

育

事

業

、

同

条

第

十

項

に

規

定

す

る

小

規

模

保

育

事

業

、

同

条

第

十

一

項

に

規

定

す

る

居

宅

訪

問

型

保

育

事

業

及

び

同

条

第

十

二

項

に

規

定

す

る

事

業

所

内

保

育

事

業

を

い

う

。

五

認

可

保

育

所

等

前

三

号

に

掲

げ

る

認

可

保

育

所

、

認

定

こ

ど

も

園

及

び

地

域

型

保

育

事

業

等

を

い

う

。

２

前

項

各

号

に

掲

げ

る

も

の

の

ほ

か

、

こ

の

規

則

で

使

用

す

る

用

語

の

意

義

は

、

法

で

使

用

す

る

用

語

の

例

に

よ

る

。

- 2 -



第

二

章

利

用

調

整

（

保

育

の

利

用

申

請

）

第

三

条

認

可

保

育

所

等

に

お

い

て

保

育

を

受

け

る

こ

と

（

以

下

「

保

育

の

利

用

」

と

い

う

。

）

を

希

望

す

る

児

童

（

現

に

認

可

保

育

所

等

に

お

い

て

保

育

を

受

け

て

い

る

児

童

で

あ

っ

て

ほ

か

の

認

可

保

育

所

等

に

お

け

る

保

育

の

利

用

を

希

望

す

る

も

の

を

含

む

。

）

の

保

護

者

は

、

東

京

都

北

区

長

（

以

下

「

区

長

」

と

い

う

。

）

が

必

要

と

認

め

る

書

類

に

よ

り

、

別

に

区

長

が

定

め

る

期

限

ま

で

に

区

長

に

申

請

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

た

だ

し

、

事

業

所

内

保

育

事

業

に

よ

る

保

育

（

法

第

六

条

の

三

第

十

二

項

第

一

号

イ

若

し

く

は

ロ

に

規

定

す

る

労

働

者

又

は

同

号

ハ

に

規

定

す

る

構

成

員

の

監

護

す

る

児

童

に

係

る

保

育

に

限

る

。

）

を

受

け

る

こ

と

を

希

望

す

る

場

合

に

つ

い

て

は

、

こ

の

限

り

で

な

い

。

２

前

項

の

規

定

に

よ

る

利

用

申

請

（

以

下

「

利

用

申

請

」

と

い

う

。

）

を

行

っ

た

保

護

者

（

以

下

「

申

請

者

」

と

い

う

。

）

は

、

利

用

申

請

か

ら

利

用

承

諾

ま

で

の

間

に

、

利

用

申

請

の

内

容

に

変

更

が

生

じ

た

と

き

は

、

変

更

届

（

第

一

号

様

式

。

以

下

「

変

更

届

」

と

い

う

。

）

に

区

長

が

必

要

と

認

め

る

書

類

を

添

え

て

、

区

長

に

届

け

出

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

（

利

用

調

整

）

第

四

条

区

長

は

、

利

用

申

請

が

あ

っ

た

と

き

は

、

当

該

利

用

申

請

に

係

る

児

童

の

保

育

の

利

用

に

つ

い

て

、

認

可

保

育

所

等

ご

と

に

利

用

調

整

を

行

う

も

の

と

す

る

。

２

前

項

の

規

定

に

よ

る

利

用

調

整

は

、

別

表

第

一

に

定

め

る

選

考

指

数

又

は

別

表

第

二

に

定

め

- 3 -



る

夜

間

選

考

指

数

及

び

別

表

第

三

に

定

め

る

調

整

指

数

を

合

算

し

て

得

た

保

育

指

数

（

以

下

「

保

育

指

数

」

と

い

う

。

）

の

高

い

世

帯

の

児

童

か

ら

、

順

次

保

護

者

の

希

望

及

び

認

可

保

育

所

等

の

利

用

状

況

を

考

慮

し

て

行

う

も

の

と

す

る

。

３

保

育

指

数

が

同

一

の

場

合

は

、

別

表

第

四

に

定

め

る

基

準

に

よ

り

優

先

順

位

を

決

定

し

、

決

定

し

た

優

先

順

位

に

基

づ

き

第

一

項

に

よ

る

利

用

調

整

を

行

う

も

の

と

す

る

。

４

区

長

は

、

第

一

項

の

規

定

に

よ

る

利

用

調

整

に

よ

り

、

保

育

の

利

用

内

定

児

童

（

以

下

「

内

定

児

」

と

い

う

。

）

を

決

定

す

る

も

の

と

す

る

。

５

区

長

は

、

前

項

の

規

定

に

よ

る

決

定

（

以

下

「

利

用

内

定

」

と

い

う

。

）

を

行

っ

た

と

き

は

、

内

定

児

の

保

護

者

に

対

し

、

認

可

保

育

所

等

（

以

下

「

内

定

保

育

所

等

」

と

い

う

。

）

の

長

を

通

し

て

、

決

定

し

た

内

容

を

通

知

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

（

利

用

要

請

）

第

五

条

区

長

は

、

前

条

の

規

定

に

よ

る

利

用

調

整

に

よ

り

認

定

こ

ど

も

園

（

北

区

が

設

置

者

で

あ

る

認

定

こ

ど

も

園

を

除

く

。

以

下

こ

の

条

及

び

第

七

条

第

二

項

に

お

い

て

同

じ

。

）

又

は

地

域

型

保

育

事

業

等

（

北

区

が

事

業

者

で

あ

る

地

域

型

保

育

事

業

等

を

除

く

。

以

下

こ

の

条

及

び

第

七

条

第

二

項

に

お

い

て

同

じ

。

）

の

利

用

内

定

を

行

っ

た

と

き

は

、

当

該

認

定

こ

ど

も

園

の

設

置

者

又

は

当

該

地

域

型

保

育

事

業

等

を

行

う

者

に

対

し

、

内

定

児

の

保

育

の

利

用

の

要

請

を

行

う

も

の

と

す

る

。

（

面

接

及

び

健

康

診

断

）

- 4 -



第

六

条

内

定

児

の

保

護

者

は

、

入

所

日

の

属

す

る

月

の

前

月

末

日

ま

で

に

内

定

保

育

所

等

の

長

が

実

施

す

る

内

定

児

に

係

る

面

接

を

受

け

、

及

び

内

定

保

育

所

等

の

長

が

指

定

す

る

医

師

の

健

康

診

断

を

内

定

児

に

受

け

さ

せ

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

２

内

定

保

育

所

等

の

長

は

、

前

項

の

規

定

に

よ

る

面

接

及

び

医

師

の

健

康

診

断

の

結

果

を

勘

案

し

、

区

長

に

対

し

て

内

定

児

の

集

団

保

育

の

可

否

に

つ

い

て

意

見

を

申

し

出

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

（

利

用

承

諾

等

）

第

七

条

区

長

は

、

前

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

る

面

接

及

び

医

師

の

健

康

診

断

並

び

に

同

条

第

二

項

の

規

定

に

よ

る

内

定

保

育

所

等

の

長

の

意

見

を

勘

案

し

、

認

可

保

育

所

又

は

認

定

こ

ど

も

園

（

北

区

が

設

置

者

で

あ

る

認

定

こ

ど

も

園

に

限

る

。

以

下

こ

の

項

及

び

第

九

条

第

二

項

に

お

い

て

同

じ

。

）

に

お

け

る

内

定

児

の

集

団

保

育

が

可

能

で

あ

る

と

認

め

た

と

き

は

、

当

該

認

可

保

育

所

又

は

当

該

認

定

こ

ど

も

園

に

お

け

る

保

育

の

利

用

の

決

定

（

以

下

「

利

用

承

諾

」

と

い

う

。

）

を

行

い

、

当

該

内

定

児

の

保

護

者

に

対

し

て

は

保

育

利

用

承

諾

書

（

第

二

号

様

式

（

甲

）

）

に

よ

り

、

利

用

承

諾

を

行

っ

た

認

可

保

育

所

又

は

認

定

こ

ど

も

園

の

長

に

対

し

て

は

保

育

利

用

承

諾

書

（

第

二

号

様

式

（

乙

）

）

に

よ

り

そ

れ

ぞ

れ

通

知

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

２

第

五

条

の

規

定

に

よ

る

利

用

の

要

請

を

受

け

た

認

定

こ

ど

も

園

の

設

置

者

又

は

地

域

型

保

育

事

業

等

を

行

う

者

が

当

該

内

定

児

の

保

育

の

利

用

の

可

否

を

決

定

し

た

と

き

は

、

速

や

か

に

区

長

に

報

告

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。
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（

利

用

の

保

留

）

第

八

条

区

長

は

、

第

四

条

の

規

定

に

よ

る

利

用

調

整

並

び

に

第

六

条

の

規

定

に

よ

る

面

接

及

び

医

師

の

健

康

診

断

に

よ

り

、

児

童

を

認

可

保

育

所

等

で

速

や

か

に

保

育

で

き

な

い

旨

の

決

定

（

以

下

「

利

用

保

留

」

と

い

う

。

）

を

行

っ

た

と

き

は

、

保

育

利

用

保

留

通

知

書

（

第

三

号

様

式

）

に

よ

り

当

該

児

童

の

保

護

者

に

通

知

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

（

利

用

承

諾

の

取

消

し

）

第

九

条

区

長

は

、

利

用

承

諾

を

受

け

た

児

童

又

は

当

該

児

童

の

保

護

者

が

入

所

日

ま

で

に

次

の

い

ず

れ

か

に

該

当

し

た

と

き

は

、

利

用

承

諾

を

取

り

消

す

こ

と

が

で

き

る

。

一

支

援

法

第

十

九

条

第

二

号

の

内

閣

府

令

で

定

め

る

事

由

に

該

当

し

な

く

な

っ

た

と

き

。

二

北

区

外

へ

転

出

し

た

こ

と

に

よ

り

、

区

長

が

別

に

定

め

る

受

入

れ

の

制

限

事

項

に

該

当

し

た

と

き

。

三

第

三

条

第

二

項

の

規

定

に

よ

る

区

長

へ

の

届

出

が

な

さ

れ

て

い

な

い

こ

と

又

は

事

実

と

異

な

る

内

容

に

よ

り

利

用

申

請

が

な

さ

れ

た

こ

と

に

よ

り

、

第

四

条

の

規

定

に

よ

る

利

用

調

整

に

影

響

が

あ

っ

た

と

認

め

ら

れ

る

と

き

。

四

保

護

者

か

ら

区

長

が

別

に

定

め

る

入

所

辞

退

届

出

書

の

提

出

が

あ

っ

た

と

き

。

五

そ

の

他

区

長

が

特

に

必

要

と

認

め

る

と

き

。

２

区

長

は

、

前

項

の

規

定

に

よ

り

利

用

承

諾

を

取

り

消

し

た

と

き

は

、

利

用

承

諾

を

取

り

消

し

た

児

童

の

保

護

者

に

対

し

て

は

保

育

利

用

取

消

通

知

書

（

第

四

号

様

式

（

甲

）

）

に

よ

り

、

認
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可

保

育

所

又

は

認

定

こ

ど

も

園

の

長

に

対

し

て

は

保

育

利

用

取

消

通

知

書

（

第

四

号

様

式

（

乙

）

）

に

よ

り

通

知

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

（

利

用

申

請

の

特

例

）

第

十

条

第

八

条

の

規

定

に

よ

り

、

利

用

保

留

と

な

っ

た

児

童

の

利

用

調

整

に

つ

い

て

は

、

利

用

申

請

の

あ

っ

た

日

か

ら

起

算

し

て

六

月

を

経

過

し

た

日

の

属

す

る

月

の

末

日

ま

で

に

行

わ

れ

る

利

用

調

整

ま

で

は

利

用

申

請

が

あ

っ

た

も

の

と

み

な

し

て

利

用

調

整

を

行

う

こ

と

が

で

き

る

。

（

認

可

外

保

育

施

設

が

認

可

保

育

所

等

へ

移

行

す

る

こ

と

に

伴

う

継

続

入

所

）

第

十

一

条

認

可

外

保

育

施

設

（

法

第

五

十

九

条

の

二

に

規

定

す

る

認

可

外

保

育

施

設

を

い

う

。

）

が

認

可

保

育

所

等

へ

移

行

す

る

場

合

の

当

該

施

設

に

お

い

て

現

に

保

育

を

受

け

て

い

る

児

童

の

保

育

の

利

用

の

取

扱

い

に

つ

い

て

は

、

区

長

が

別

に

定

め

る

。

第

三

章

保

育

の

利

用

（

入

所

日

）

第

十

二

条

認

可

保

育

所

等

の

入

所

日

は

、

月

の

初

日

と

す

る

。

（

利

用

期

間

）

第

十

三

条

認

可

保

育

所

等

の

利

用

期

間

（

以

下

「

利

用

期

間

」

と

い

う

。

）

は

、

利

用

申

請

が

あ

っ

た

日

以

降

に

お

い

て

、

区

長

が

保

育

の

利

用

を

必

要

と

認

め

る

日

か

ら

支

援

法

第

二

十

一

条

に

定

め

る

教

育

・

保

育

給

付

認

定

の

有

効

期

間

を

限

度

と

し

て

、

保

育

が

必

要

と

見

込

ま

れ

る

期

間

と

保

護

者

の

希

望

を

も

と

に

区

長

が

決

定

す

る

も

の

と

す

る

。
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（

利

用

期

間

の

変

更

）

第

十

四

条

区

長

は

、

前

条

の

規

定

に

よ

り

決

定

し

た

在

園

児

の

利

用

期

間

に

つ

い

て

、

当

該

在

園

児

の

保

護

者

か

ら

利

用

期

間

満

了

日

以

降

も

引

き

続

き

保

育

を

必

要

と

す

る

事

由

を

証

明

す

る

書

類

の

提

出

が

あ

っ

た

と

き

は

、

前

条

の

規

定

を

準

用

し

て

利

用

期

間

を

変

更

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

た

だ

し

、

子

ど

も

・

子

育

て

支

援

法

施

行

規

則

（

平

成

二

十

六

年

内

閣

府

令

第

四

十

四

号

。

以

下

「

府

令

」

と

い

う

。

）

第

一

条

の

五

第

六

号

に

掲

げ

る

事

由

に

該

当

す

る

在

園

児

の

保

護

者

が

利

用

期

間

満

了

日

以

降

も

同

号

に

掲

げ

る

事

由

に

よ

り

引

き

続

き

保

育

の

利

用

を

希

望

す

る

場

合

（

主

た

る

稼

働

者

が

失

業

中

で

あ

る

場

合

を

除

く

。

）

は

、

こ

の

限

り

で

な

い

。

２

前

項

た

だ

し

書

に

該

当

す

る

場

合

に

お

け

る

当

該

在

園

児

の

保

育

の

利

用

に

つ

い

て

は

、

第

四

条

の

規

定

を

準

用

し

て

再

度

の

利

用

調

整

を

行

い

決

定

す

る

も

の

と

す

る

。

３

区

長

は

、

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

利

用

期

間

を

変

更

し

た

と

き

は

、

利

用

期

間

を

変

更

し

た

児

童

の

保

護

者

に

対

し

て

は

利

用

期

間

変

更

通

知

書

（

第

五

号

様

式

（

甲

）

）

に

よ

り

、

認

可

保

育

所

等

の

長

に

対

し

て

は

利

用

期

間

変

更

通

知

書

（

第

五

号

様

式

（

乙

）

）

に

よ

り

通

知

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

（

現

況

の

届

出

）

第

十

五

条

在

園

児

の

保

護

者

は

、

当

該

在

園

児

の

属

す

る

世

帯

の

状

況

等

に

変

更

が

あ

っ

た

と

き

は

、

遅

滞

な

く

、

変

更

届

に

区

長

が

必

要

と

認

め

る

書

類

を

添

え

て

、

区

長

に

届

け

出

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。
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２

在

園

児

の

保

護

者

は

、

毎

年

一

回

区

長

が

別

に

定

め

る

期

限

ま

で

に

東

京

都

北

区

子

ど

も

・

子

育

て

支

援

法

施

行

細

則

（

令

和

六

年

三

月

東

京

都

北

区

規

則

第

○

○

号

）

第

十

条

に

規

定

す

る

届

書

に

区

長

が

必

要

と

認

め

る

書

類

を

添

え

て

、

区

長

へ

世

帯

の

状

況

を

届

け

出

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

（

利

用

停

止

）

第

十

六

条

区

長

は

、

在

園

児

が

次

の

各

号

に

掲

げ

る

い

ず

れ

か

の

事

由

に

よ

り

一

時

的

に

認

可

保

育

所

等

へ

通

所

で

き

な

く

な

っ

た

と

き

は

、

当

該

各

号

に

定

め

る

期

間

を

限

度

と

し

て

認

可

保

育

所

等

の

利

用

を

停

止

す

る

こ

と

（

以

下

「

利

用

停

止

」

と

い

う

。

）

が

で

き

る

。

一

在

園

児

が

傷

病

に

よ

り

、

認

可

保

育

所

等

へ

通

所

で

き

な

い

と

き

。

次

項

の

規

定

に

よ

る

申

請

を

受

け

た

日

の

属

す

る

月

の

翌

月

（

申

請

を

受

け

た

日

が

月

の

初

日

（

当

該

初

日

が

東

京

都

北

区

の

休

日

を

定

め

る

条

例

（

平

成

元

年

三

月

東

京

都

北

区

条

例

第

一

号

）

第

一

条

第

一

項

に

規

定

す

る

休

日

（

以

下

「

休

日

」

と

い

う

。

）

に

当

た

る

と

き

は

、

当

該

日

の

直

後

の

休

日

で

な

い

日

と

す

る

。

以

下

こ

の

条

に

お

い

て

同

じ

。

）

で

あ

る

と

き

は

当

月

）

以

降

で

保

護

者

が

希

望

す

る

二

月

二

在

園

児

が

保

護

者

の

里

帰

り

出

産

に

同

伴

す

る

こ

と

に

よ

り

、

認

可

保

育

所

等

へ

通

所

で

き

な

い

と

き

（

出

産

後

に

帰

郷

す

る

場

合

を

除

く

。

）

。

出

産

予

定

月

を

含

む

二

月

２

利

用

停

止

を

希

望

す

る

在

園

児

の

保

護

者

は

、

利

用

停

止

を

希

望

す

る

月

の

初

日

ま

で

に

保

育

利

用

停

止

申

請

書

（

第

六

号

様

式

）

に

区

長

が

必

要

と

認

め

る

書

類

を

添

え

て

、

区

長

に

申
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請

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

３

区

長

は

、

前

項

の

規

定

に

よ

る

申

請

を

受

け

て

利

用

停

止

を

決

定

し

た

場

合

は

、

利

用

停

止

を

決

定

し

た

児

童

の

保

護

者

に

対

し

て

は

保

育

利

用

停

止

通

知

書

（

第

七

号

様

式

（

甲

）

）

に

よ

り

、

認

可

保

育

所

等

の

長

に

対

し

て

は

保

育

利

用

停

止

通

知

書

（

第

七

号

様

式

（

乙

）

）

に

よ

り

通

知

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

４

利

用

停

止

の

解

除

を

希

望

す

る

在

園

児

の

保

護

者

は

、

変

更

届

に

よ

り

区

長

に

利

用

停

止

の

解

除

の

届

出

を

行

わ

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

５

区

長

は

、

前

項

の

規

定

に

よ

る

申

請

を

受

け

た

と

き

は

、

申

請

を

受

け

た

日

以

降

の

保

護

者

が

解

除

を

希

望

す

る

日

を

も

っ

て

利

用

停

止

を

解

除

す

る

も

の

と

す

る

。

６

区

長

は

、

前

項

の

規

定

に

よ

り

利

用

停

止

を

解

除

し

た

と

き

は

、

利

用

停

止

の

解

除

を

行

っ

た

在

園

児

の

保

護

者

に

対

し

て

は

保

育

利

用

停

止

解

除

通

知

書

（

第

八

号

様

式

（

甲

）

）

に

よ

り

、

認

可

保

育

所

等

の

長

に

対

し

て

は

保

育

利

用

停

止

解

除

通

知

書

（

第

八

号

様

式

（

乙

）

）

に

よ

り

通

知

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

（

延

長

保

育

の

利

用

申

請

）

第

十

七

条

区

立

保

育

所

が

東

京

都

北

区

立

保

育

所

条

例

施

行

規

則

（

平

成

十

年

三

月

東

京

都

北

区

規

則

第

十

一

号

。

以

下

「

保

育

所

条

例

施

行

規

則

」

と

い

う

。

）

第

四

条

に

規

定

す

る

保

育

所

の

開

所

時

間

（

以

下

「

開

所

時

間

」

と

い

う

。

）

を

超

え

て

行

う

保

育

（

月

単

位

で

利

用

す

る

場

合

に

限

る

。

以

下

「

月

ぎ

め

延

長

保

育

」

と

い

う

。

）

の

利

用

を

希

望

す

る

保

護

者

は

、
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延

長

保

育

利

用

申

請

書

（

第

九

号

様

式

）

に

区

長

が

必

要

と

認

め

る

書

類

を

添

え

て

、

別

に

区

長

が

定

め

る

期

限

ま

で

に

区

長

に

申

請

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

２

区

立

保

育

所

が

開

所

時

間

を

超

え

て

行

う

保

育

（

一

日

単

位

で

利

用

す

る

場

合

に

限

る

。

以

下

「

時

間

外

ス

ポ

ッ

ト

保

育

」

と

い

う

。

）

又

は

開

所

時

間

内

に

お

い

て

保

育

所

条

例

施

行

規

則

第

五

条

た

だ

し

書

に

規

定

す

る

短

時

間

保

育

児

童

に

係

る

保

育

時

間

（

以

下

「

短

時

間

保

育

児

童

の

保

育

時

間

」

と

い

う

。

）

を

超

え

て

行

わ

れ

る

当

該

短

時

間

保

育

児

童

に

対

し

て

行

う

保

育

（

以

下

「

時

間

内

ス

ポ

ッ

ト

保

育

」

と

い

う

。

）

の

利

用

を

希

望

す

る

保

護

者

は

、

延

長

保

育

（

一

日

単

位

）

利

用

申

請

書

（

第

十

号

様

式

）

に

区

長

が

必

要

と

認

め

る

書

類

を

添

え

て

、

区

長

に

申

請

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

（

延

長

保

育

の

利

用

対

象

）

第

十

八

条

延

長

保

育

は

、

次

の

各

号

に

掲

げ

る

区

分

に

応

じ

、

当

該

各

号

に

定

め

る

要

件

を

満

た

す

世

帯

の

在

園

児

（

第

一

号

又

は

第

二

号

に

掲

げ

る

延

長

保

育

に

あ

っ

て

は

、

満

一

歳

以

上

の

在

園

児

に

限

る

。

）

を

対

象

と

す

る

。

一

月

ぎ

め

延

長

保

育

府

令

第

四

条

第

一

項

に

規

定

す

る

保

育

必

要

量

が

一

月

当

た

り

平

均

二

百

七

十

五

時

間

ま

で

（

一

日

当

た

り

十

一

時

間

ま

で

に

限

る

。

）

の

区

分

に

お

け

る

認

定

を

受

け

て

お

り

、

か

つ

、

就

労

、

通

勤

等

の

理

由

に

よ

り

午

後

六

時

十

五

分

以

降

に

週

三

日

以

上

又

は

月

十

二

日

以

上

、

在

園

児

を

保

育

す

る

こ

と

が

困

難

で

あ

る

こ

と

。

二

時

間

外

ス

ポ

ッ

ト

保

育

午

後

六

時

十

五

分

以

降

に

在

園

児

を

保

育

す

る

こ

と

が

困

難

で
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あ

る

こ

と

。

三

時

間

内

ス

ポ

ッ

ト

保

育

府

令

第

四

条

第

一

項

に

規

定

す

る

保

育

必

要

量

が

一

月

当

た

り

平

均

二

百

時

間

ま

で

（

一

日

当

た

り

八

時

間

ま

で

に

限

る

。

）

の

区

分

に

お

け

る

認

定

（

以

下

「

保

育

短

時

間

認

定

」

と

い

う

。

）

を

受

け

て

い

る

こ

と

。

（

月

ぎ

め

延

長

保

育

の

利

用

調

整

及

び

延

長

保

育

の

利

用

承

諾

）

第

十

九

条

区

長

は

、

第

十

七

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

る

月

ぎ

め

延

長

保

育

の

利

用

の

申

請

が

あ

っ

た

と

き

は

、

当

該

利

用

の

申

請

に

係

る

在

園

児

の

月

ぎ

め

延

長

保

育

の

利

用

に

つ

い

て

、

第

四

条

第

二

項

の

規

定

を

準

用

し

て

利

用

調

整

を

行

い

、

延

長

保

育

の

利

用

の

決

定

（

以

下

「

延

長

承

諾

」

と

い

う

。

）

を

行

う

も

の

と

す

る

。

２

前

項

の

規

定

に

よ

る

月

ぎ

め

延

長

保

育

の

利

用

調

整

に

お

い

て

、

世

帯

の

保

育

指

数

が

同

一

の

場

合

は

、

別

表

第

五

に

定

め

る

基

準

に

よ

り

優

先

順

位

を

決

定

し

、

決

定

し

た

優

先

順

位

に

基

づ

き

延

長

承

諾

を

行

う

も

の

と

す

る

。

３

区

長

は

、

前

項

の

利

用

調

整

に

よ

り

月

ぎ

め

延

長

保

育

の

延

長

承

諾

を

行

っ

た

と

き

は

、

延

長

承

諾

を

行

っ

た

在

園

児

の

保

護

者

に

対

し

て

は

延

長

保

育

利

用

承

諾

書

（

第

十

一

号

様

式

（

甲

）

）

に

よ

り

、

区

立

保

育

所

の

長

に

対

し

て

は

延

長

保

育

利

用

承

諾

書

（

第

十

一

号

様

式

（

乙

）

）

に

よ

り

通

知

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

（

時

間

外

ス

ポ

ッ

ト

保

育

及

び

時

間

内

ス

ポ

ッ

ト

保

育

の

延

長

承

諾

）

第

二

十

条

区

長

は

、

第

十

七

条

第

二

項

の

規

定

に

よ

る

時

間

外

ス

ポ

ッ

ト

保

育

の

利

用

の

申

請
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が

あ

っ

た

と

き

は

、

月

ぎ

め

延

長

保

育

を

利

用

す

る

在

園

児

の

数

が

保

育

所

条

例

施

行

規

則

別

表

第

二

に

規

定

す

る

開

所

時

間

を

超

え

て

保

育

を

行

う

保

育

所

の

定

員

を

満

た

し

て

い

な

い

場

合

に

限

り

、

延

長

承

諾

を

行

う

も

の

と

す

る

。

２

区

長

は

、

第

十

七

条

第

二

項

の

規

定

に

よ

る

時

間

内

ス

ポ

ッ

ト

保

育

の

利

用

の

申

請

が

あ

っ

た

と

き

は

、

当

該

在

園

児

の

保

護

者

の

時

間

内

ス

ポ

ッ

ト

保

育

を

必

要

と

す

る

状

況

を

勘

案

し

て

延

長

承

諾

を

行

う

も

の

と

す

る

。

３

区

長

は

、

第

十

七

条

第

二

項

の

規

定

に

よ

る

時

間

外

ス

ポ

ッ

ト

保

育

又

は

時

間

内

ス

ポ

ッ

ト

保

育

の

利

用

の

申

請

を

受

け

ず

に

、

開

所

時

間

（

時

間

内

ス

ポ

ッ

ト

保

育

に

あ

っ

て

は

、

短

時

間

保

育

児

童

の

保

育

時

間

）

を

超

え

て

保

育

を

実

施

し

た

と

き

は

、

時

間

外

ス

ポ

ッ

ト

保

育

又

は

時

間

内

ス

ポ

ッ

ト

保

育

の

利

用

の

申

請

が

あ

っ

た

も

の

と

み

な

す

。

４

区

長

は

、

前

三

項

の

規

定

に

よ

り

、

時

間

外

ス

ポ

ッ

ト

保

育

又

は

時

間

内

ス

ポ

ッ

ト

保

育

の

延

長

承

諾

を

行

っ

た

と

き

は

、

延

長

承

諾

を

行

っ

た

在

園

児

の

保

護

者

に

対

し

て

は

延

長

保

育

（

一

日

単

位

）

利

用

承

諾

書

（

第

十

二

号

様

式

（

甲

）

）

に

よ

り

、

区

立

保

育

所

の

長

に

対

し

て

は

延

長

保

育

（

一

日

単

位

）

利

用

承

諾

書

（

第

十

二

号

様

式

（

乙

）

）

に

よ

り

通

知

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

（

月

ぎ

め

延

長

保

育

の

利

用

の

保

留

）

第

二

十

一

条

区

長

は

、

第

十

九

条

の

規

定

に

よ

る

利

用

調

整

に

よ

り

、

月

ぎ

め

延

長

保

育

の

利

用

の

申

請

を

行

っ

た

在

園

児

を

速

や

か

に

保

育

で

き

な

い

旨

の

決

定

を

し

た

と

き

は

、

延

長

保
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育

利

用

保

留

通

知

書

（

第

十

三

号

様

式

）

に

よ

り

、

当

該

在

園

児

の

保

護

者

へ

通

知

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

２

前

項

の

規

定

に

よ

る

通

知

を

行

っ

た

在

園

児

に

つ

い

て

は

、

第

十

条

の

規

定

を

準

用

す

る

。

（

月

ぎ

め

延

長

保

育

の

利

用

の

解

除

）

第

二

十

二

条

月

ぎ

め

延

長

保

育

を

利

用

す

る

在

園

児

の

保

護

者

が

延

長

保

育

を

必

要

と

し

な

く

な

っ

た

と

き

は

、

延

長

保

育

の

解

除

を

希

望

す

る

月

の

前

月

末

日

（

当

該

末

日

が

休

日

に

当

た

る

と

き

は

、

当

該

日

の

直

前

の

休

日

で

な

い

日

と

す

る

。

）

ま

で

に

変

更

届

に

よ

り

区

長

に

届

け

出

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

２

区

長

は

、

前

項

の

規

定

に

よ

る

届

出

が

あ

っ

た

と

き

は

、

月

ぎ

め

延

長

保

育

の

利

用

を

解

除

し

、

月

ぎ

め

延

長

保

育

の

解

除

を

行

っ

た

在

園

児

の

保

護

者

に

対

し

て

は

延

長

保

育

利

用

解

除

通

知

書

（

第

十

四

号

様

式

（

甲

）

）

に

よ

り

、

区

立

保

育

所

の

長

に

対

し

て

は

延

長

保

育

利

用

解

除

通

知

書

（

第

十

四

号

様

式

（

乙

）

）

に

よ

り

通

知

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

（

保

育

の

利

用

の

解

除

）

第

二

十

三

条

区

長

は

、

在

園

児

又

は

当

該

在

園

児

の

保

護

者

が

次

の

い

ず

れ

か

に

該

当

し

た

と

き

は

、

当

該

在

園

児

の

保

育

の

利

用

を

解

除

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

一

支

援

法

第

十

九

条

第

二

号

の

内

閣

府

令

で

定

め

る

事

由

に

該

当

し

な

く

な

っ

た

と

き

。

二

第

十

三

条

に

規

定

す

る

保

育

の

利

用

期

間

が

満

了

し

た

と

き

（

第

十

四

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

る

利

用

期

間

の

変

更

が

行

わ

れ

た

場

合

を

除

く

。

）

。
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三

集

団

保

育

を

実

施

す

る

こ

と

が

困

難

で

あ

る

と

区

長

が

認

め

る

と

き

。

四

東

京

都

外

へ

転

出

し

た

と

き

。

五

一

月

を

超

え

て

通

所

し

な

い

と

き

（

第

十

六

条

の

規

定

に

よ

り

利

用

停

止

と

な

っ

た

場

合

を

除

く

。

）

。

六

第

三

条

第

二

項

の

規

定

に

よ

る

区

長

へ

の

届

出

が

な

さ

れ

て

い

な

い

こ

と

又

は

事

実

と

異

な

る

内

容

に

よ

り

利

用

申

請

が

な

さ

れ

た

こ

と

が

入

所

日

以

降

に

明

ら

か

に

な

り

、

当

該

在

園

児

の

利

用

調

整

及

び

利

用

承

諾

に

影

響

が

あ

っ

た

と

認

め

ら

れ

る

と

き

。

七

児

童

の

保

護

者

か

ら

退

所

届

（

第

十

五

号

様

式

）

の

提

出

が

あ

っ

た

と

き

。

八

正

当

な

理

由

な

く

第

十

五

条

第

一

項

及

び

第

二

項

に

規

定

す

る

届

出

を

行

わ

な

い

と

き

。

九

そ

の

他

区

長

が

特

に

必

要

と

認

め

る

と

き

。

（

保

育

の

利

用

の

解

除

の

通

知

）

第

二

十

四

条

区

長

は

、

前

条

の

規

定

に

よ

り

保

育

の

利

用

を

解

除

し

た

と

き

は

、

保

育

の

利

用

を

解

除

し

た

在

園

児

の

保

護

者

に

対

し

て

は

保

育

利

用

解

除

通

知

書

（

第

十

六

号

様

式

（

甲

）

）

に

よ

り

、

認

可

保

育

所

等

の

長

に

対

し

て

は

保

育

利

用

解

除

通

知

書

（

第

十

六

号

様

式

（

乙

）

）

に

よ

り

通

知

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

四

章

雑

則

（

委

任

）

第

二

十

五

条

こ

の

規

則

に

定

め

る

も

の

の

ほ

か

、

保

育

所

等

の

利

用

調

整

及

び

保

育

の

利

用

に
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関

し

必

要

な

事

項

は

、

区

長

が

別

に

定

め

る

。

（

施

行

期

日

）

１

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

（

経

過

措

置

）

２

こ

の

規

則

の

施

行

の

際

、

東

京

都

北

区

保

育

所

等

の

利

用

調

整

及

び

保

育

の

利

用

に

関

す

る

規

則

（

平

成

三

十

年

十

月

東

京

都

北

区

教

育

委

員

会

規

則

第

十

八

号

）

の

規

定

に

よ

り

調

製

し

た

用

紙

で

、

現

に

残

存

す

る

も

の

に

つ

い

て

は

、

こ

の

規

則

の

相

当

規

定

に

よ

り

調

製

さ

れ

た

用

紙

と

み

な

し

、

所

要

の

修

正

を

加

え

、

な

お

使

用

す

る

こ

と

が

で

き

る

。
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別表第１（第４条関係） 

 

選考指数 

番

号 

保 護 者 の 状 況 選考

指数 類 型 細 目 

    週４０時間以上の就労を常態 １０ 

   週５日以上 週３０時間以上４０時間未満の就労を常態 ９ 

    週２０時間以上３０時間未満の就労を常態 ８ 

    週３２時間以上の就労を常態 ９ 

  外 勤 
自 営 

在宅勤務 

週４日以上 週２４時間以上３２時間未満の就労を常態 ８ 

１ 労 働  週１６時間以上２４時間未満の就労を常態 ７ 

   週２４時間以上の就労を常態 ８ 

   
週３日以上 

週１８時間以上２４時間未満の就労を常態 ７ 

   週１２時間以上１８時間未満の就労を常態 ６ 

    週１２時間以上の在宅勤務 ６ 

   週３日未満 月４８時間以上の就労を常態 ５ 

    週４０時間以上の就労を常態 ８ 

   週５日以上 週３０時間以上４０時間未満の就労を常態 ７ 

  

就労内定 
(保育実施月か
らの就労証明
書の提出あり) 

 週２０時間以上３０時間未満の就労を常態 ６ 

  
週４日以上 

週３２時間以上の就労を常態 ７ 

  週２４時間以上３２時間未満の就労を常態 ６ 

２ 求 職 週３日以上 週２４時間以上の就労を常態 ６ 

  月４８時間以上で上記以外の就労を常態 ４ 

   別表第４番号７に該当する場合 
番号１における選考指数
を適用 

  就労未定 求職又は起業準備のため昼間外出を常態としている場合 ３ 

３ 出 産 出 産 予定月をはさんで産前２箇月から産後２箇月まで ７ 

   入 院 １箇月以上の入院が確定している場合も含む。 １０ 

４ 

疾 病

負 傷

 ・ 

障 害 

疾病・負傷 
 常時臥床 １０ 

居宅内療養 精神性の疾病・感染症 １０ 

  一般療養 ８ 

心身障害 

身体障害者手帳１級・２級 愛の手帳１度・２度・３度 

精神障害者保健福祉手帳１級・２級・３級 
１０ 

身体障害者手帳３級 愛の手帳４度 ８ 

  身体障害者手帳４級 ６ 

   週５日以上の常時付添が必要 １０ 

  施設付添 週４日以上の常時付添が必要 ９ 

５ 看 護 

（介 護）

 週３日以上の常時付添が必要 ８ 

施設送迎 週３日以上の送迎が必要 ７ 

自宅看護・介
護（児童の別
居の祖父母を

含む。） 

重度のため常時看護又は介護が必要 ９ 

  上記以外の看護又は介護が必要 ６ 

６ 災 害 震災その他災害のため保育に当たれない場合 １０ 

７ 

就 学 
 

職 業
訓 練 

就学 
 

職業訓練 

月４８時間以上の就学又は職業訓練を常態 
番号１における選考指数
を適用 

月４８時間未満の就学又は職業訓練を常態 ３ 

就学内定 
 

職業訓練内定 

月４８時間以上の就学又は職業訓練を常態 
番号２における「就労内
定」の選考指数を適用 

月４８時間未満の就学又は職業訓練を常態 ３ 

８ その他 上記の細目に掲げるもののほか、明らかに保育が必要と認められる場合 
保育を必要とする事由に
応じて番号１から７まで
の選考指数を適用 
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備考 

１ 選考指数の決定は、次の各号に掲げる基準によるものとする。 

（1） 選考指数は、申請締切日までに提出された書類をもとに、利用調整実施時点の保護者及び世帯の状況をもと

に決定する。 

（2） 選考指数は、保護者ごとに決定し、それぞれの選考指数を合算したものを世帯の選考指数とする。この場合

において、保護者が１人のみである場合は、当該保護者の選考指数に選考指数１０を加えたものを世帯の選考

指数とする。 

（3） 選考指数は、保護者１人につき、１つのみ適用するものとし、当該保護者が複数の選考指数の類型に該当す

る場合であっても合算は行わないものとする。 

（4） 就労時間は、保護者の就労に係る時間にあって、就労時間が１日６時間以上である場合は休憩時間（１時間 

）を含み、通勤時間を含まない時間とする。 

（5） 就学又は職業訓練により申請中の保護者が入所日に卒業又は修了等で在学していないときは、就労未定とし

て選考指数３とする。 

（6） 申請締切日までに保育を必要とする事由を証明する書類が提出されないときは、就労未定として選考指数３

とする。 

（7） 区長が別に定める就労証明書において、就労時間が月４８時間に満たないときは、就労未定として選考指数

３とする。 

（8） 保護者の労働時間が月４８時間に満たないときは、就労内定の最低点として選考指数４とする。 

（9） 保護者の労働時間の確認ができないときは、当該保護者の就労時間に応じて就労内定の選考指数をそれぞれ

適用する。この場合において、「選考指数４」とあるのは、「選考指数５」と読み替えるものとし、別表第４

の適用に当たっては、労働の類型に該当するものとみなす。 

（10） 別表第４番号７に該当する保護者について、労働時間の確認ができないときは、当該保護者の就労時間に応

じて番号１の選考指数をそれぞれ適用する。 

（11） 産後休業又は育児休業取得中の保護者が入所月の翌月初日までに職場復帰を前提に就労要件で申請するとき

は、職場復帰したものとみなして産前休業取得前の就労状況をもとに選考指数を決定する。 

（12） 区長が別に定める書式により、保護者から育児休業の延長を希望する旨の申出があったときは、当該保護者

の属する世帯の全ての保護者の選考指数を０とする。 

２ 本表において、次の各号に掲げる用語の意義は当該各号に定めるところによる。 

（1） 外勤 居宅外において就労すること（自営を除く。）。 

（2） 自営 自ら業を営むこと。 

（3） 在宅勤務 居宅内において就労すること。 

（4） 昼間 保育所等が開所している時間帯のこと。 

（5） 常時臥床 医師が作成した診断書の記載から傷病により常時寝たきりの状態が１箇月以上継続していること

の確認ができること。 

（6） 精神性の疾病 精神科又は神経科等の医師が作成した診断書に児童の保育を必要とする旨の記載があり、病

状等の確認ができること。 

（7） 一般療養 医師の作成した診断書に児童の保育を必要とする旨の記載があり、疾病（精神性の疾病及び感染

症を除く。）のため通院及び療養を必要としていることの確認ができること。 

（8） 施設付添 心身障害児の学校若しくは訓練施設での学習及び訓練に昼間付き添っていること又は病院等に入

院している者に昼間付き添っていること。 

（9） 施設送迎 心身障害児の学校若しくは訓練施設の登下校の送迎を行っていること又は病院等の通院、介護施

設等への通所のため送迎を行っていること。 

（10） 労働時間 区長が別に定める就労証明書により証明された労働時間をいう。 

（11） 就労時間 区長が別に定める就労証明書により証明された就労時間をいう。 
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別表第２（第４条関係） 

 

夜間選考指数 
番

号 

保 護 者 の 状 況 選考

指数 類 型 細 目 

    午後６時以降に３時間以上の就労を常態 １０ 

   週５日以上 午後６時以降に１時間以上３時間未満の就労を常態 ９ 

  夜間就労 

(変則就労が週
１日以上を含
む。) 

 午後６時以降に１時間未満の就労を常態 ８ 

   午後６時以降に３時間以上の就労を常態 ９ 

  週４日以上 午後６時以降に１時間以上３時間未満の就労を常態 ８ 

    午後６時以降に１時間未満の就労を常態 ７ 

    午後６時以降に３時間以上の就労を常態 ８ 

  
週３日以上かつ
１日４時間以上
の就労 

週３日以上 午後６時以降に１時間以上３時間未満の就労を常態 ７ 

1 労 働  午後６時以降に１時間未満の就労を常態 ６ 

  
週２日以上 

午後６時以降に３時間以上の就労を常態 ７ 

   午後６時以降に１時間以上３時間未満の就労を常態 ６ 

   週１日以上 午後６時以降に３時間以上の就労を常態 ６ 

  常時残業 
就労証明書その他の事業主が作成した就労状況を明ら
かにする書類により、常時残業の実績が上記「夜間就
労」に該当する場合 

番号１におけ
る選考指数を
適用 

  
月４８時間以上かつ、週３日未満
又は１日４時間未満の就労 

週２日以上、午後６時以降に１時間以上の就労 ５ 

  
就労内定 

（就労証明書の提出あり) 

保育実施月から上記の「夜間就労」又は「常時残業」
に該当することが確定している場合 

４ 

  別表第４番号７に該当する場合 
番号１におけ
る選考指数を
適用 

2 就 学 
夜間就学 
職業訓練 

既に夜間就学又は職業訓練のため夜間外出を常態としている場合 
番号１におけ
る選考指数を
適用 

夜間就学又は職業訓練が内定している場合 ４ 

   入 院 １箇月以上の入院が確定している場合も含む。 １０ 

 

特 例 
（保護者
の一方

が、番号
１・２に
該当する
場合のみ
適用） 

疾病・負傷 
 常時臥床 １０ 

 居宅内療養 精神性の疾病・感染症 １０ 

   一般療養 ８ 

3  身体障害者手帳１級・２級 愛の手帳１度・２度・３度 
１０ 

 
心身障害 

精神障害者保健福祉手帳１級・２級・３級 

 身体障害者手帳３級 愛の手帳４度 ８ 

  身体障害者手帳４級 ６ 

  災 害 震災その他災害のため保育に当たれない場合 １０ 

4 その他 上記の細目に掲げるもののほか、明らかに夜間の保育が必要と認められる場合 

保育を必要と
する事由に応
じて番号１か
ら３までの選
考指数を適用 

備考 

１ 夜間選考指数の決定は、別表第１備考１の基準を準用する。 

２ 本表において、次の各号に掲げる用語の意義は当該各号に定めるところによる。 

（1） 夜間就労 午後６時以降に労働することをいう。 

（2） 夜間就学 午後６時以降に就学することをいう。 

（3） 変則就労 就労時間（別表第１備考２（11）に定めるものをいう。）が変則的であることにより、午後６時

以降に労働することをいう。 

（4） 常時残業 時間外勤務により、午後６時以降に労働することを常態としていることをいう。 
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別表第３（第４条関係）

番号

１

２

３

４

５

６

備考

１　世帯の状況が番号１から番号５までのいずれかに複数該当する場合であっても、番号１から番号５までの調整指数

　の合算は行わない。

２　世帯の状況が番号１から番号５までのいずれかの条件に該当する世帯が、同時に番号６の条件に該当する場合は、

　番号１から番号５までの調整指数から番号６の調整指数を減じて得た調整指数を当該世帯の調整指数とする。

３　区長が別に定める書式により、育児休業の延長を希望する旨の申出があった保護者の属する世帯は、世帯の状況

　が番号１から番号６までのいずれかに該当する場合であっても、調整指数の適用を行わない。

在園児又は卒園児が保育料を過去３箇月分以上滞納している世帯 －４

児童の保護者が北区内の認可保育所、認定こども園、地域型保育事業所等、認証保育所（法第３５条
第４項による認可を受けていない保育施設のうち、東京都が認証したものをいう。）、家庭福祉員
（東京都北区家庭福祉員制度運営規則（昭和４０年３月東京都北区規則第１９号）に規定する家庭福
祉員をいう。）又は企業主導型保育事業所（支援法第５９条の２第１項に規定する仕事・子育て両立
支援事業に係る事業所内保育業務を行う施設をいう。）に保育士又は保育教諭として、週３日以上か
つ週３０時間以上の雇用契約（以下「保育士優先基準時間」という。）で就労しており、入所月以降
も引き続き就労が見込まれる世帯（保育士証の写しの提出があり、かつ、保育士優先基準時間の労働
時間（別表第１備考２（10）に定めるものをいう。）の確認ができる場合に限る。）

＋３

同居の兄弟姉妹が認可保育所、小規模保育事業所、事業所内保育事業所（法第６条の３第１２項第１
号イ若しくはロに規定する労働者又は同号ハに規定する構成員の監護する乳児又は幼児に係る保育を
除く。）、家庭的保育事業所、居宅訪問型保育事業所及び認定こども園に在園している世帯（認定こ
ども園の在園については、支援法第１９条第２号又は第３号に掲げる区分についての認定を受けた児
童が在園している場合に限る。）
同居の兄弟姉妹で同時に第３条第１項の規定による利用申請をしている世帯（当該世帯の兄弟姉妹が
異なる保育所等の利用を希望している場合を含む。）

＋２

主たる稼働者が失業している世帯（別表第１番号２の就労未定の選考指数３の場合に限る。） ＋１

ひとり親でほかに同居者がいない世帯
児童の父母が別居し、離婚調停中であり、ほかに同居者がいない世帯
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成１３年法律第３１号）第１条第１項
に規定する配偶者からの暴力の被害を受けている者で避難先にほかに同居者がいない世帯
児童の父母が不存在の世帯

＋３

調整指数

条　　　　　　　　　　　　　　　　　　件 調整指数

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けた世帯（就労により自立支援につながる
場合に限る。）

＋３
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別表第４（第４条関係）

番号

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

備考

１　番号１の「同居者」には児童の兄弟姉妹は含めない。

申請中の児童を就学前まで継続して在園できない認可保育所、小規模保育事業所、事業所内保育事業所（支
援法第２９条第１項に規定する地域型保育給付費の支給対象施設として確認を受けたものに限る。）、家庭
的保育事業所に預けており、その児童が当該施設を卒園する年度の翌年度４月入所を申請している場合（４
月入所のみ適用）

保護者が身体障害者手帳、愛の手帳又は精神障害者保健福祉手帳を所持している世帯

同一保育指数の場合の優先順位

内容

６０歳未満の同居者がいないひとり親世帯

申請中の児童を家庭において保育できる６０歳未満の祖父母と同居していない世帯

利用申請締切現在、保育料の滞納がない世帯

保育料算定の根拠となる税額が低い世帯

別表第１による選考指数又は別表第２による夜間選考指数が高い世帯

多子世帯（利用申請締切現在、小学校就学前子どもが３人以上いる世帯でより多い世帯）

保護者が北区内の認可保育所、認定こども園、地域型保育事業所、認証保育所、家庭福祉員及び企業主導型
保育事業所に保育士又は保育教諭として保育士優先基準時間で就労しており、入所月以降も引き続き就労が
見込まれる世帯（保育士証の写しの提出があった場合に限り、労働時間が月４８時間に満たない場合を除
く。）又は保育士優先基準時間の就労を予定している世帯（保育士証の写しの提出があった場合に限る。）

兄弟姉妹が同一の認可保育所等に在園している世帯

保護者のいずれもが別表第１番号１又は別表第２番号１の選考指数に該当する場合（保護者が１人のみの場
合は、当該保護者が別表第１番号１又は別表第２番号１の選考指数に該当する場合とする。）

申請中の児童を認証保育所、家庭福祉員、ベビーホテル、事業所内保育事業所（支援法第２９条第１項に規
定する地域型保育給付費の支給対象施設として確認を受けたものを除く。）、企業主導型保育事業所又はベ
ビーシッターに有償で月４８時間以上預けている世帯（当該世帯の保護者のいずれかが育児休業中である場
合又は別表第１番号２の選考指数に該当する場合を除く。）
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別表第５（第19条関係）

番号

１

２

３

４

延長保育における同一保育指数の場合の優先順位

内容

兄弟姉妹が延長保育を希望する保育所等において、月ぎめ延長保育を利用している世帯

兄弟姉妹が延長保育を希望する保育所等以外の保育所等において、月ぎめ延長保育を利用している世帯

利用調整の前月において、時間外スポット保育の利用回数が多い世帯

保育料算定の根拠となる税額が低い世帯
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第１号様式（第３条、第15条、第16条、第22条関係） 

年  月  日   

 

変      更      届 

 

   東京都北区長 殿 

方   

保護者 住 所 北区      丁目      番      号   

氏 名                                

児童名          年   月   日生      保育園   

児童名          年   月   日生      保育園   

児童名          年   月   日生      保育園   

 

      年  月  日付で、下記のとおり変更しましたので申請します。 

記 

 

 

変 更 事 項 

 

 

 

１．住   所 

 

２．氏   名 

 

３．父母の状況 

 

４．家 族 構 成      

 

５．利用停止の解除 

 

６．月ぎめ延長保育の

利用解除 

 

７．そ の 他 

 （      ） 

 

新（変更後） 

 

旧（変更前） 

  ※ 就労先に変更がある場合は、新しい会社の就労証明書を添付してください。 
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第２号様式（甲）（第７条関係） 

第     号   

年  月  日   

 

保 育 利 用 承 諾 書                

 

         様 

 

                         東京都北区長         □印  

 

  保育の利用について、下記のとおり承諾いたします。 

 

記 

 

児 童 名  生 年 月 日  

保育所名  決定年月日  

保 育 料  

内 容  階 層  

利用期間  

 

 （教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３箇月以内に東京都北区長に対して審査請求をすることができ

ます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以

内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。）。 

     ２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て６箇月以内に、東京都北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表

する者は、東京都北区長となります。）、処分の取消しの訴えを提起すること

ができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６

箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処

分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の

審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った

日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することが

できます。 
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第２号様式（乙）（第７条関係） 

 

第     号   

年  月  日   

 

保 育 利 用 承 諾 書                

 

         様 

 

                        東京都北区長        □印
  

 

  保育の利用について、下記のとおり承諾いたします。 

 

記 

 

児 童 名  生 年 月 日  

保育所名  決定年月日  

保 育 料  

内 容  階 層  

利用期間  
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第３号様式（第８条関係） 

第     号   

年  月  日   

 

保 育 利 用 保 留 通 知 書                

 

         様 

 

                      東京都北区長          □印  

 

  保育の利用について、下記の理由により保留となりましたので通知いたします。 

 

記 

 

児 童 名  生 年 月 日  保育指数 

 

 

 

 

保育所名  決定年月日  

内 容  
利用申請の

有効期限 
 

理 由  

 

 （教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３箇月以内に東京都北区長に対して審査請求をすることができ

ます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以

内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。）。 

     ２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て６箇月以内に、東京都北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表

する者は、東京都北区長となります。）、処分の取消しの訴えを提起すること

ができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６

箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処

分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の

審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った

日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することが

できます。 
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第４号様式（甲）（第９条関係） 

第     号   

年  月  日   

 

保 育 利 用 取 消 通 知 書                

 

         様 

 

                      東京都北区長          □印  

 

  保育の利用について、下記のとおり取り消しましたので通知いたします。 

 

記 

 

児 童 名  生 年 月 日  

保 育 所 名  決定年月日  

保 護者 氏名  

住 所  

利用承諾期間  

 

 （教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３箇月以内に、東京都北区長に対して審査請求をすることがで

きます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月

以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請

求をすることができなくなります。）。 

     ２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て６箇月以内に、東京都北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表

する者は、東京都北区長となります。）、処分の取消しの訴えを提起すること

ができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６

箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処

分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の

審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った

日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することが

できます。 
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第４号様式（乙）（第９条関係） 

 

第     号   

年  月  日   

 

保 育 利 用 取 消 通 知 書                

 

         様 

 

                   東京都北区長            □印  

 

  保育の利用について、下記のとおり取り消しましたので通知いたします。 

 

記 

 

児 童 名  生 年 月 日  

保 育 所 名  決定年月日  

保 護者 氏名  

住 所  

利用承諾期間  
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第５号様式（甲）（第14条関係） 

第     号   

年  月  日   

 

利 用 期 間 変 更 通 知 書                

 

         様 

 

                       東京都北区長        □印   

 

  保育の利用について、下記のとおり変更しましたので通知いたします。 

 

記 

 

児 童 名  生 年 月 日  

保育所名  決定年月日  

利用期間  

内 容  階 層  

 

 （教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３箇月以内に東京都北区長に対して審査請求をすることができ

ます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以

内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。）。 

     ２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て６箇月以内に、東京都北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表

する者は、東京都北区長となります。）、処分の取消しの訴えを提起すること

ができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６

箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処

分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の

審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った

日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することが

できます。 
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第５号様式（乙）（第14条関係） 

 

第     号   

年  月  日   

 

利 用 期 間 変 更 通 知 書                

 

         様 

 

                      東京都北区長        □印  

 

  保育の利用について、下記のとおり変更しましたので通知いたします。 

 

記 

 

児 童 名  生 年 月 日  

保育所名  決定年月日  

利用期間  

内 容  階 層  
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第６号様式（第16条関係） 

年  月  日   

 

保 育 利 用 停 止 申 請 書                

 

   東京都北区長 殿 

 

方   

申請者  住 所 北区      丁目  番  号   

 

氏 名                    

 

電 話    （    ）          

 

  下記のとおり保育の利用停止を申請します。 

 

記 

 

保 育 所 名 保育園     

（フリガナ） 

児 童 名 
 生 年 月 日 年  月  日（  歳） 

停 止 期 間   年  月 １ 日  ～  年  月  日（  月間） 

理 
 
 

 

由 
１．児童の傷病 

  (１)傷病名 

                  

 

  (２)入院・居宅別 

 

    入院   日・居宅   日 

２．出産のため母親が帰郷 

  (１)帰郷先住所 

                  

 

  (２)入院予定医療機関及び所在地 

 医療機関名            

 所 在 地            

 理由１の場合は診断書等を提出してください。 

 理由２の場合は母子手帳の写しを提出してください。 
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第７号様式（甲）（第16条関係） 

第     号   

年  月  日   

 

保 育 利 用 停 止 通 知 書                

 

         様 

 

                        東京都北区長        □印  

 

  保育の利用停止について、下記のとおり承諾いたします。 

 

記 

 

児 童 名  生 年 月 日  

保育所名  決定年月日  

停止期間  

内 容  階 層  

月 別 保 育 料 月 別 保 育 料 

４月分  10月分  

 （延長料  実費  ）  （延長料  実費  ） 

５月分  11月分  

 （延長料  実費  ）  （延長料  実費  ） 

６月分  12月分  

 （延長料  実費  ）  （延長料  実費  ） 

７月分  １月分  

 （延長料  実費  ）  （延長料  実費  ） 

８月分  ２月分  

 （延長料  実費  ）  （延長料  実費  ） 

９月分  ３月分  

 （延長料  実費  ）  （延長料  実費  ） 

 （教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３箇月以内に東京都北区長に対して審査請求をすることができ

ます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以

内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。）。 

     ２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て６箇月以内に、東京都北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表

する者は、東京都北区長となります。）、処分の取消しの訴えを提起すること

ができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６

箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処

分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の

審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った

日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することが

できます。 
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第７号様式（乙）（第16条関係） 

第     号   

年  月  日   

 

保 育 利 用 停 止 通 知 書                

 

         様 

 

                    東京都北区長        □印  

 

  保育の利用停止について、下記のとおり承諾いたします。 

 

記 

 

 

児 童 名  生 年 月 日  

保育所名  決定年月日  

停止期間  

内 容  階 層  

月 別 保 育 料 月 別 保 育 料 

４月分  10月分  

 （延長料  実費  ）  （延長料  実費  ） 

５月分  11月分  

 （延長料  実費  ）  （延長料  実費  ） 

６月分  12月分  

 （延長料  実費  ）  （延長料  実費  ） 

７月分  １月分  

 （延長料  実費  ）  （延長料  実費  ） 

８月分  ２月分  

 （延長料  実費  ）  （延長料  実費  ） 

９月分  ３月分  

 （延長料  実費  ）  （延長料  実費  ） 

 

- 33 -



第８号様式（甲）（第16条関係） 

 

第     号   

年  月  日   

 

保 育 利 用 停 止 解 除 通 知 書                

 

         様 

 

                     東京都北区長        □印  

 

  保育の利用停止について、下記のとおり解除することにしましたので通知いたします。 

 

記 

 

 

児 童 名  生 年 月 日  

保 育 所 名  決定年月日  

解除年月日  

内 容  階 層  

月 別 保 育 料 月 別 保 育 料 

４月分  10月分  

 （延長料  実費  ）  （延長料  実費  ） 

５月分  11月分  

 （延長料  実費  ）  （延長料  実費  ） 

６月分  12月分  

 （延長料  実費  ）  （延長料  実費  ） 

７月分  １月分  

 （延長料  実費  ）  （延長料  実費  ） 

８月分  ２月分  

 （延長料  実費  ）  （延長料  実費  ） 

９月分  ３月分  

 （延長料  実費  ）  （延長料  実費  ） 

 （教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３箇月以内に東京都北区長に対して審査請求をすることができ

ます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以

内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。）。 

     ２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て６箇月以内に、東京都北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表

する者は、東京都北区長となります。）、処分の取消しの訴えを提起すること

ができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６

箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処

分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の

審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った

日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することが

できます。 
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第８号様式（乙）（第16条関係） 

 

第     号   

年  月  日   

 

保 育 利 用 停 止 解 除 通 知 書                

 

         様 

 

                       東京都北区長         □印  

 

  保育の利用停止について、下記のとおり解除することにしましたので通知いたします。 

 

記 

 

 

児 童 名  生 年 月 日  

保 育 所 名  決定年月日  

解除年月日  

内 容  階 層  

月 別 保 育 料 月 別 保 育 料 

４月分  10月分  

 （延長料  実費  ）  （延長料  実費  ） 

５月分  11月分  

 （延長料  実費  ）  （延長料  実費  ） 

６月分  12月分  

 （延長料  実費  ）  （延長料  実費  ） 

７月分  １月分  

 （延長料  実費  ）  （延長料  実費  ） 

８月分  ２月分  

 （延長料  実費  ）  （延長料  実費  ） 

９月分  ３月分  

 （延長料  実費  ）  （延長料  実費  ） 
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第９号様式（第17条関係） 

 

年  月  日   
 

延 長 保 育 利 用 申 請 書                

 
   東京都北区長 殿 
 

申請者（保護者）                   
住所   北区      丁目  番    号   

方   

氏名                        
 

電話     （   ）              

 
  下記のとおり、延長保育の利用を申請します。 
 

記 

 

（フ リ ガ ナ） 

児   童   名 
生 年 月 日 保 育 所 名 

１ 
  

年  月  日   

 

保育園  

２ 
  

年  月  日   

 

保育園  

３ 
  

年  月  日   

 

保育園  

延 長 保 育 の 実 施 を 

希 望 す る 期 間    

年  月１日から    年  月末日まで 

小学校に就学する年の３月末日まで  

希望する延長保育の時間 午後   時   分から午後   時   分まで 

延長保育を必要とする理由  

家 庭 状 況 母 の 状 況 父 の 状 況 

就 労 先 名 称   

就 労 先 住 所   

延長保育を必要

とする日数 
週    日、月    日 週    日、月    日 

就 労 時 間 時  分～  時  分 時  分～  時  分 

所 要 時 間 

帰 宅 経 路 

就労先から保育所まで  時間  分 

就労先→ 

保育所→自宅 

就労先から保育所まで  時間  分 

就労先→ 

保育所→自宅 

現在の 

午後６時15分 

以降の保育状況 

 

 ※ 就労証明書を添付してください。 
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第10号様式（第17条関係） 

年  月  日   

 

延長保育（一日単位）利用申請書 

 

   東京都北区長 殿 

 

申請者（保護者）            

住 所               

氏 名               

  下記のとおり、延長保育（一日単位）の利用を申請します。 

記 

保育所名   

児童名  生年月日  

 

月 利     用     日 時間数計 

４ 
日                

 
時間                

５ 
日                

 
時間                

６ 
日                

 
時間                

７ 
日                

 
時間                

８ 
日                

 
時間                

９ 
日                

 
時間                

10 
日                

 
時間                

11 
日                

 
時間                

12 
日                

 
時間                

１ 
日                

 
時間                

２ 
日                

 
時間                

３ 
日                

 
時間                
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第11号様式（甲）（第19条関係） 

第     号   

年  月  日   

 

延 長 保 育 利 用 承 諾 書                

 

         様 

 

                     東京都北区長        □印  

 

  延長保育の利用について、下記のとおり承諾いたします。 

 

記 

 

児 童 名  生 年 月 日  

保育所名  決定年月日  

保 育 料  

内 容  階 層  

利用期間  

 

 （教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３箇月以内に東京都北区長に対して審査請求をすることができ

ます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以

内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。）。 

     ２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て６箇月以内に、東京都北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表

する者は、東京都北区長となります。）、処分の取消しの訴えを提起すること

ができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６

箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処

分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の

審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った

日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することが

できます。 
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第11号様式（乙）（第19条関係） 

 

第     号   

年  月  日   

 

延 長 保 育 利 用 承 諾 書                

 

         様 

 

                         東京都北区長       □印  

 

  延長保育の利用について、下記のとおり承諾いたします。 

 

記 

 

児 童 名  生 年 月 日  

保育所名  決定年月日  

保 育 料  

内 容  階 層  

利用期間  
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第12号様式（甲）（第20条関係） 

年  月  日   

延長保育（一日単位）利用承諾書 

         様 

                       東京都北区長        □印  

  延長保育（一日単位）の利用について、下記のとおり承諾いたします。 

記 

保育所名   

児童名  生年月日  

 

月 利     用     日 時間数計 

４ 
日                

 
時間                

５ 
日                

 
時間                

６ 
日                

 
時間                

７ 
日                

 
時間                

８ 
日                

 
時間                

９ 
日                

 
時間                

10 
日                

 
時間                

11 
日                

 
時間                

12 
日                

 
時間                

１ 
日                

 
時間                

２ 
日                

 
時間                

３ 
日                

 
時間                

 （教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日
から起算して３箇月以内に東京都北区長に対して審査請求をすることができ
ます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以
内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求
をすることができなくなります。）。 

     ２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算し
て６箇月以内に、東京都北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表
する者は、東京都北区長となります。）、処分の取消しの訴えを提起すること
ができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６
箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処
分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の
審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った
日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することが
できます。 
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第12号様式（乙）（第20条関係） 

 

年  月  日   

 

延長保育（一日単位）利用承諾書 

 

         様 

 

                         東京都北区長       □印  

 

  延長保育（一日単位）の利用について、下記のとおり承諾いたします。 

 

記 

 

保育所名   

児童名  生年月日  

 

月 利     用     日 時間数計 

４ 
日                

 
時間                

５ 
日                

 
時間                

６ 
日                

 
時間                

７ 
日                

 
時間                

８ 
日                

 
時間                

９ 
日                

 
時間                

10 
日                

 
時間                

11 
日                

 
時間                

12 
日                

 
時間                

１ 
日                

 
時間                

２ 
日                

 
時間                

３ 
日                

 
時間                
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第13号様式（第21条関係） 

 

 

第     号   

年  月  日   

 

延 長 保 育 利 用 保 留 通 知 書                

 

         様 

 

                        東京都北区長        □印  

 

  延長保育の利用について、下記の理由により保留となりましたので通知いたします。 

 

記 

 

児 童 名  生 年 月 日  

保育所名  決定年月日  

内 容  
利用申請の

有効期限 
 

理 由  

 

 （教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３箇月以内に東京都北区長に対して審査請求をすることができ

ます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以

内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。）。 

     ２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て６箇月以内に、東京都北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表

する者は、東京都北区長となります。）、処分の取消しの訴えを提起すること

ができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６

箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処

分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の

審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った

日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することが

できます。 
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第14号様式（甲）（第22条関係） 

 

 

第     号   

年  月  日   

延 長 保 育 利 用 解 除 通 知 書                

         様 

東京都北区長       □印  

  延長保育の利用について、下記のとおり解除することにしましたので通知いたします。 

記 

児 童 名  生 年 月 日  

保 育 所 名  決定年月日  

内 容  解除年月日  

解 除 理 由  

備 考 

 （教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３箇月以内に東京都北区長に対して審査請求をすることができ

ます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以

内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。）。 

     ２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て６箇月以内に、東京都北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表

する者は、東京都北区長となります。）、処分の取消しの訴えを提起すること

ができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６

箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処

分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の

審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った

日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することが

できます。 
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第14号様式（乙）（第22条関係） 

 

第     号   

年  月  日   

延 長 保 育 利 用 解 除 通 知 書                

         様 

東京都北区長        □印  

  延長保育の利用について、下記のとおり解除することにしましたので通知します。 

記 

児 童 名  生 年 月 日  

保 育 所 名  決定年月日  

内 容  解除年月日  

解 除 理 由  

備 考 
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第15号様式（第23条関係） 

 

年  月  日   

退 所 届                

   東京都北区長 殿 

保護者 住 所             

氏 名             

      年  月  日に、下記のとおり保育所を退所します。 

記 

児  童  名 生 年 月 日 保 育 所 名 

 年  月  日  保育園 

 年  月  日  保育園 

 年  月  日  保育園 

退所理由 

 １．転出    ※引越先 

 ２．家庭保育 

 ３．幼稚園 

 ４．その他 

●転出後も上記の保育所に引き続き通園

する希望の有無 

    （都内転出の場合） 

  □有      □無 

●保育料の未納の有無 

 □有（    年    月分） 

 □無 
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第16号様式（甲）（第24条関係） 

 

第     号   

年  月  日   

保 育 利 用 解 除 通 知 書                

         様 

東京都北区長        □印  

  保育の利用について、下記のとおり解除することにしましたので通知します。 

記 

児 童 名  生 年 月 日  

保 育 所 名  決定年月日  

内 容  解除年月日  

解 除 理 由  

 

 （教示）１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日

から起算して３箇月以内に東京都北区長に対して審査請求をすることができ

ます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以

内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。）。 

     ２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て６箇月以内に、東京都北区を被告として（訴訟において東京都北区を代表

する者は、東京都北区長となります。）、処分の取消しの訴えを提起すること

ができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６

箇月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処

分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上記１の

審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った

日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することが

できます。 
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第16号様式（乙）（第24条関係） 

 

第     号   

年  月  日   

保 育 利 用 解 除 通 知 書                

         様 

東京都北区長        □印  

  保育の利用について、下記のとおり解除することにしましたので通知します。 

記 

児 童 名  生 年 月 日  

保 育 所 名  決定年月日  

内 容  解除年月日  

解 除 理 由  
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東

京

都

北

区

立

児

童

遊

園

条

例

の

一

部

を

改

正

す

る

条

例

の

施

行

期

日

を

定

め

る

規

則

を

公

布

す

る

。令

和

六

年

三

月

十

二

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

二

十

二

号

東

京

都

北

区

立

児

童

遊

園

条

例

の

一

部

を

改

正

す

る

条

例

の

施

行

期

日

を

定

め

る

規

則

東

京

都

北

区

立

児

童

遊

園

条

例

の

一

部

を

改

正

す

る

条

例

（

令

和

五

年

十

二

月

東

京

都

北

区

条

例

第

五

十

九

号

）

の

施

行

期

日

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

と

す

る

。

付

則

こ

の

規

則

は

、

公

布

の

日

か

ら

施

行

す

る

。
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東

京

都

北

区

廃

棄

物

の

処

理

及

び

再

利

用

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。令

和

六

年

三

月

十

五

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

二

十

三

号

東

京

都

北

区

廃

棄

物

の

処

理

及

び

再

利

用

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

廃

棄

物

の

処

理

及

び

再

利

用

に

関

す

る

規

則

（

平

成

十

二

年

三

月

東

京

都

北

区

規

則

第

四

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

第

四

十

二

条

第

一

項

中

「

地

方

自

治

法

施

行

令

（

昭

和

二

十

二

年

政

令

第

十

六

号

）

第

百

五

十

八

条

」

を

「

地

方

自

治

法

（

昭

和

二

十

二

年

法

律

第

六

十

七

号

）

第

二

百

四

十

三

条

の

二

第

一

項

」

に

改

め

る

。

付

則

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。
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東

京

都

北

区

建

築

基

準

法

施

行

細

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

十

四

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

二

十

四

号

東

京

都

北

区

建

築

基

準

法

施

行

細

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

建

築

基

準

法

施

行

細

則

（

昭

和

五

十

八

年

四

月

東

京

都

北

区

規

則

第

十

二

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

第

八

条

第

一

項

中

「

別

表

」

を

「

別

表

第

一

」

に

改

め

る

。

第

十

二

条

第

一

項

中

「

区

長

が

別

に

定

め

る

と

こ

ろ

に

よ

る

も

の

」

を

「

東

京

都

建

築

基

準

法

施

行

細

則

（

昭

和

二

十

五

年

東

京

都

規

則

第

百

九

十

四

号

。

以

下

「

都

規

則

」

と

い

う

。

）

第

十

一

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

東

京

都

知

事

が

定

め

る

調

査

の

項

目

、

方

法

及

び

結

果

の

判

定

基

準

」

に

改

め

、

同

条

第

二

項

中

「

区

長

が

別

に

」

を

「

都

規

則

第

十

一

条

第

二

項

の

規

定

に

よ

り

東

京

都

知

事

が

」

に

改

め

る

。

第

十

四

条

第

一

項

中

「

区

長

が

別

に

定

め

る

と

こ

ろ

に

よ

る

も

の

」

を

「

都

規

則

第

十

三

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

東

京

都

知

事

が

定

め

る

検

査

の

項

目

、

事

項

、

方

法

及

び

結

果

の

判

定

基

準

」

に

改

め

、

同

条

第

七

項

中

「

区

長

が

別

に

」

を

「

都

規

則

第

十

三

条

第

七

項

の

規

定

に

よ

り

東

京

都

知

事

が

」

に

改

め

る

。

第

十

四

条

の

三

第

一

項

中

「

区

長

が

別

に

」

を

「

都

規

則

第

十

四

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

東

京

都

知

事

が

」

に

改

め

、

同

項

の

表

二

の

項

中

「

レ

デ

イ

ミ

ク

ス

ト

コ

ン

ク

リ

ー

ト

」

を

「

レ

デ

ィ

ー

ミ

ク

ス

ト

コ

ン

ク

リ

ー

ト

」

に

改

め

、

同

条

第

二

項

中

「

を

記

載

し

た

」

を

「

に

つ

い

て

都

規

則

第

十

四

条

第

二

項

の

規

定

に

よ

り

東

京

都

知

事

が

定

め

る

と

こ

ろ

に

よ

り

記

載

し

た

」

に

改
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め

、

同

項

の

表

三

の

項

中

「

高

力

ボ

ル

ト

セ

ツ

ト

」

を

「

高

力

ボ

ル

ト

セ

ッ

ト

」

に

改

め

る

。

第

十

六

条

の

三

第

一

項

中

「

第

十

三

号

様

式

の

三

」

の

下

に

「

又

は

第

十

三

号

様

式

の

三

の

二

」

を

加

え

、

同

項

第

一

号

中

「

第

十

四

条

の

三

第

一

項

の

表

欄

及

び

同

条

第

二

項

の

表

欄

」

を

（い）

（い）

「

別

表

第

二

欄

に

掲

げ

る

建

築

材

料

の

種

類

及

び

別

表

第

三

欄

に

掲

げ

る

工

事

の

種

類

ご

と

（あ）

（あ）

に

、

そ

れ

ぞ

れ

別

表

第

二

欄

及

び

別

表

第

三

欄

」

に

、

「

区

長

が

別

に

」

を

「

都

規

則

第

十

（い）

（い）

五

条

の

四

第

一

項

第

一

号

の

規

定

に

よ

り

東

京

都

知

事

が

」

に

改

め

、

同

項

第

二

号

中

「

写

し

」

の

下

に

「

（

地

階

を

除

く

三

以

上

の

階

数

を

有

す

る

建

築

物

で

延

べ

面

積

が

五

百

平

方

メ

ー

ト

ル

を

超

え

る

も

の

に

係

る

完

了

検

査

又

は

中

間

検

査

の

場

合

に

限

る

。

）

」

を

加

え

、

「

同

項

の

表

欄

及

び

同

条

第

二

項

の

表

欄

」

を

「

別

表

第

二

欄

に

掲

げ

る

建

築

材

料

の

種

類

及

び

別

表

（い）

（い）

（あ）

第

三

欄

に

掲

げ

る

工

事

の

種

類

ご

と

に

、

そ

れ

ぞ

れ

別

表

第

二

欄

及

び

別

表

第

三

欄

」

に

、

（あ）

（い）

（い）

「

区

長

が

別

に

」

を

「

都

規

則

第

十

五

条

の

四

第

一

項

第

二

号

の

規

定

に

よ

り

東

京

都

知

事

が

」

に

改

め

、

同

条

第

二

項

中

「

第

十

四

条

の

三

第

一

項

に

規

定

す

る

」

を

「

地

階

を

除

く

三

以

上

の

階

数

を

有

す

る

」

に

改

め

、

同

条

第

三

項

第

一

号

イ

中

「

区

長

が

別

に

」

を

「

都

規

則

第

十

五

条

の

四

第

二

項

第

一

号

イ

の

規

定

に

よ

り

東

京

都

知

事

が

」

に

改

め

、

同

号

ロ

中

「

区

長

が

別

に

」

を

「

都

規

則

第

十

五

条

の

四

第

二

項

第

一

号

ロ

の

規

定

に

よ

り

東

京

都

知

事

が

」

に

改

め

、

同

号

に

次

の

よ

う

に

加

え

る

。

ハ

法

第

八

十

八

条

に

掲

げ

る

工

作

物

第

十

三

号

様

式

の

四

の

二

の

二

に

よ

る

建

築

設

備

工

事

監

理

状

況

報

告

書

（

建

築

基

準

法

第

八

十

八

条

の

工

作

物

）

並

び

に

都

規

則

第

十

五
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条

の

四

第

二

項

第

一

号

ハ

の

規

定

に

よ

り

東

京

都

知

事

が

定

め

る

建

築

設

備

概

要

書

及

び

建

築

設

備

工

事

監

理

状

況

調

書

第

十

六

条

の

三

第

三

項

第

二

号

中

「

区

長

が

別

に

」

を

「

都

規

則

第

十

五

条

の

四

第

二

項

第

二

号

の

規

定

に

よ

り

東

京

都

知

事

が

」

に

改

め

、

同

項

第

三

号

中

「

区

長

が

別

に

」

を

「

都

規

則

第

十

五

条

の

四

第

二

項

第

三

号

の

規

定

に

よ

り

東

京

都

知

事

が

」

に

改

め

、

同

項

第

四

号

中

「

区

長

が

別

に

」

を

「

都

規

則

第

十

五

条

の

四

第

二

項

第

四

号

の

規

定

に

よ

り

東

京

都

知

事

が

」

に

改

め

、

同

項

第

五

号

中

「

建

築

物

の

エ

ネ

ル

ギ

ー

消

費

性

能

の

向

上

に

関

す

る

法

律

（

」

を

「

建

築

物

の

エ

ネ

ル

ギ

ー

消

費

性

能

の

向

上

等

に

関

す

る

法

律

（

」

に

改

め

、

同

号

ハ

中

「

建

築

物

の

エ

ネ

ル

ギ

ー

消

費

性

能

の

向

上

に

関

す

る

法

律

施

行

規

則

」

を

「

建

築

物

の

エ

ネ

ル

ギ

ー

消

費

性

能

の

向

上

等

に

関

す

る

法

律

施

行

規

則

」

に

改

め

る

。

別

表

を

別

表

第

一

と

し

、

同

表

の

次

に

次

の

二

表

を

加

え

る

。

別

表

第

二

（

第

十

六

条

の

三

関

係

）

（あ）

（い）

建

築

材

料

の

種

類

事

項

一

鉄

骨

鋼

材

等

の

規

格

及

び

試

験

結

果

（一）
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鉄

骨

加

工

工

場

の

名

称

及

び

種

別

（二）

二

コ

ン

ク

リ

ー

ト

コ

ン

ク

リ

ー

ト

の

製

造

に

用

い

る

セ

メ

ン

ト

、

骨

材

そ

の

（一）

他

の

材

料

の

品

質

レ

デ

ィ

ー

ミ

ク

ス

ト

コ

ン

ク

リ

ー

ト

の

製

造

会

社

及

び

そ

（二）

の

工

場

の

名

称

コ

ン

ク

リ

ー

ト

の

設

計

基

準

強

度

そ

の

他

の

品

質

及

び

所

（三）

要

条

件

コ

ン

ク

リ

ー

ト

の

打

込

み

方

法

及

び

打

込

み

結

果

（四）

コ

ン

ク

リ

ー

ト

の

試

験

結

果

及

び

試

験

機

関

の

名

称

（五）

コ

ン

ク

リ

ー

ト

の

施

工

条

件

及

び

養

生

方

法

（六）

三

鉄

筋

鉄

筋

の

規

格

及

び

試

験

結

果

（一）

鉄

筋

の

継

ぎ

手

工

法

、

施

工

結

果

及

び

当

該

継

ぎ

手

工

法

（二）

の

工

事

施

工

者

の

氏

名

鉄

筋

継

ぎ

手

の

試

験

結

果

及

び

試

験

機

関

の

名

称

（三）

四

木

材

木

材

の

種

類

及

び

等

級

（一）
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接

合

金

物

の

種

類

及

び

規

格

（二）

別

表

第

三

（

第

十

六

条

の

三

関

係

）

（あ）

（い）

工

事

の

種

類

事

項

一

軽

量

コ

ン

ク

リ

ー

軽

量

コ

ン

ク

リ

ー

ト

の

使

用

箇

所

（一）

ト

工

事

軽

量

コ

ン

ク

リ

ー

ト

の

骨

材

及

び

製

造

会

社

の

名

称

（二）

軽

量

コ

ン

ク

リ

ー

ト

の

設

計

基

準

強

度

そ

の

他

の

品

質

及

（三）

び

所

要

条

件

軽

量

コ

ン

ク

リ

ー

ト

の

製

造

方

法

（四）

軽

量

コ

ン

ク

リ

ー

ト

の

打

込

み

方

法

及

び

打

込

み

結

果

（五）

軽

量

コ

ン

ク

リ

ー

ト

の

施

工

条

件

及

び

養

生

方

法

（六）

二

溶

接

工

事

溶

接

技

術

監

督

員

の

氏

名

、

所

属

及

び

資

格

（一）

溶

接

工

事

施

工

者

の

氏

名

並

び

に

鉄

骨

加

工

工

場

の

名

称

（二）

- 5 -



及

び

種

別

溶

接

工

法

の

種

類

、

使

用

材

料

及

び

設

備

（三）

溶

接

工

の

技

量

資

格

（四）

鋼

材

の

切

断

方

法

そ

の

他

の

溶

接

工

事

の

施

工

結

果

及

び

（五）

所

要

条

件

溶

接

工

事

の

工

程

に

対

応

し

た

試

験

及

び

検

査

の

結

果

（六）

三

高

力

ボ

ル

ト

接

合

高

力

ボ

ル

ト

接

合

工

事

施

工

者

の

氏

名

（一）

工

事

高

力

ボ

ル

ト

セ

ッ

ト

の

製

造

者

の

氏

名

（二）

高

力

ボ

ル

ト

セ

ッ

ト

の

種

類

（三）

摩

擦

係

数

そ

の

他

の

所

要

条

件

（四）

摩

擦

面

の

処

理

方

法

、

ボ

ル

ト

の

締

め

付

け

方

法

そ

の

他

（五）

の

施

工

方

法

及

び

所

要

条

件

高

力

ボ

ル

ト

セ

ッ

ト

の

品

質

及

び

検

査

結

果

（六）

高

力

ボ

ル

ト

接

合

工

事

の

工

程

に

対

応

し

た

試

験

及

び

検

（七）

査

の

結

果

別

記

第

十

一

号

様

式

の

四

中

「

第
1
4
条

第
９

項

」

を

「

第
1
4
条

第
1
0
項

」

に

改

め

る

。

- 6 -



「

区

「

別

記

第

十

三

号

様

式

の

三

中

を

区

に

改

め

、

同

様

式

の

次

に

次

の

一

様

式

を

加

え

市

」

」

る

。

- 7 -



第13号様式の３の２（第16条の３関係） 

建 築 工 事 施 工 結 果 報 告 書(延べ面積が500m2以下の建築物)(中間・完了) 

 

 下記のとおり建築工事施工結果を報告します。 

 この報告書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

    年  月  日    

  東京都北区長 殿 

 

代表となる工事監理者 住 所                  電 話    (    )      

会社名           ( )級建築士事務所(   )登録第(    )号 

氏 名           ( )級 建 築 士(   )登録第(    )号 

 

工事施工者 住 所                  電 話    (    )      

会社名             建設業の許可 大臣・知事 第(    )号 

氏 名          

(法人にあっては、その事務所の所在地、名称及び代表者の氏名) 

品質窓口責任者氏名                  電 話  (   )    

 

 下記の建築工事施工結果については、工事監理者より報告を受けました。 

建築主   住 所                  電 話    (    )      

会社名                               

氏 名                              

(法人にあっては、その事務所の所在地、名称及び代表者の氏名) 

 

記 

 
(1) 

工事 

現場 

①名 称  
工区 
棟 

③工事の種類 
 

新築・増築・改築 

②所在地       区 電話  (        )          

(2) 代表となる設計者 氏 名   所 属 会 社  電話  (        )          

(3) 構 造 設 計 者 氏 名   所 属 会 社  電話  (        )          

(4) 
現 場 代 理 人 

( 所 長 ) 
氏 名   (5)品質管理責任者 

氏

名 
  

(6) 階数 地上  階・地下  階 塔屋 階 (7)建築面積  m2 (8)延べ面積  m2 

(9) 構造 木造・S造・RC造・WRC造・SRC造・混構造(    造＋    造)・その他(     ) 

(10) 高さ 軒高     m 最高     m (11)確認済証交付機関  

(12) 確認・計画通知、年月日及び番号     年   月  日     第    号 

(13) 計 画 変 更 年 月 日 及 び 番 号 
  年  月  日     第    号(変更内容は別紙) 
  年  月  日     第    号(変更内容は別紙) 

(14) 構造計算の方法 
(X)ルート1－( )・ルート2－( )・ルート3 
(Y)ルート1－( )・ルート2－( )・ルート3 

限界耐力計算・時刻歴応答解析 
その他(          ) 

(15)工事監理者検査事項 指摘事項・是正内容(別紙可) 工事監理者検査事項 指摘事項・是正内容(別紙可) 

    

(16) 工事監理者総合所見 
(17) 工事監理組織 
   (各担当分野及び担当者名) 

※ 受 付 欄 

    

(注意) ※印のある欄は、記入しないでください。 

(日本産業規格A列4番) 
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別

記

第

十

三

号

様

式

の

四

に

次

の

よ

う

に

加

え

る

。

（注意）

４
必

要
に

応
じ

て
確

認
申

請
図

書
等

を
添

付
し

て
い

た
だ

く
場

合
が

あ
り

ま
す

。

「

区

「

別

記

第

十

三

号

様

式

の

四

の

二

中

を

区

に

改

め

、

同

様

式

に

次

の

よ

う

に

加

え

（注意）

市

」

」

る

。

３
必

要
に

応
じ

て
確

認
申

請
図

書
等

を
添

付
し

て
い

た
だ

く
場

合
が

あ
り

ま
す

。

別

記

第

十

三

号

様

式

の

四

の

二

の

次

に

次

の

一

様

式

を

加

え

る

。

- 9 -



第13号様式の４の２の２（第16条の３関係） 

建築設備工事監理状況報告書 
（建築基準法第88条の工作物） 

 
 下記のとおり建築設備工事監理状況を報告します。 
 この報告及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

年  月  日  
 建築主事 殿 

工事監理者 住 所             電 話  （   ）     
会社名      （ ）級建築士事務所（ ）登録第（ ）号  
氏 名      （ ）級 建 築 士（ ）登録第（ ）号  

 
工事施工者 住 所             電 話  （   ）     

会社名       建設業の許可 大臣・知事 第（ ）号   
氏 名      （ ）級 建 築 士（ ）登録第（ ）号  

 
築造主   住 所             電 話  （   ）     

氏 名                            
（法人にあつては、その事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）  

記 

 
工 事 
現 場 

名 称   

 築造場所       区  

 
確認・計画通知、

年月日及び番号等 

      年  月  日  第     号  
 

規模 
高さ   m  

 構造  

 
確認済証交付後の

設計変更 

（有・無） 

 建築基準法第88条第１項の計画変更又は建築基準法第12条第５項の報告 

     年  月  日  第     号 
（変更内容） 
 
 
 
 
 

 

 総合所見   

（注意）１ 報告書は、工事完了後、工事監理者が作成し、完了検査までに２部提出してください。なお、

確認後１部は返却しますので、築造主の方が保管してください。 
    ２ 工事施工者は、建築確認申請書に記載されている方を記入してください。 
    ３ 総合所見欄は、工事監理者の監理目標及びその結果に対する所見を記入してください。 

（日本産業規格Ａ列４番）   
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別

記

第

十

三

号

様

式

の

四

の

三

中

「

昇
降

機
検

査
資

格
者

氏
名

」

を

「

昇
降

機
等

検
査

員

氏
名

」

に

改

め

、

同

様

式

を

次

の

よ

う

に

改

め

る

。

（注意）

（

注
意

）
１

報
告

書
は

工
事

完
了

後
昇

降
機

工
事

監
理

者
が

作
成

し
完

了
検

査
ま

で
に

、
、

、

２
部

提
出

し
て

く
だ

さ
い

な
お

確
認

後
１

部
は

返
却

し
ま

す
の

で
建

築
主

の
。

、
、

方
が

保
管

し
て

く
だ

さ
い

。

２
総

合
所

見
欄

は
昇

降
機

工
事

監
理

者
又

は
昇

降
機

等
検

査
員

等
の

所
見

を
記

述
し

て
く

だ
さ

い
。

３
建

築
設

備
士

の
意

見
を

聴
い

た
と

き
は

そ
の

旨
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。

連
絡

先

（

）

４
一

般
社

団
法

人
日

本
エ

レ
ベ

ー

タ

ー

協
会

が
定

め
る

工
事

完
了

検
査

試
験

成
績

表

を
添

付
し

て
く

だ
さ

い
。

別

記

第

十

三

号

様

式

の

四

の

四

中

「
昇

降
機

検
査

資
格

者
氏

名

」

を

「

昇
降

機
等

検
査

員

氏
名

」

に

改

め

、

「

建
築

主

」

を

「
築

造
主

」

に

改

め

、

同

様

式

を

次

の

よ

う

に

改

め

（注意）

る

。

（

注
意

）

１
報

告
書

は
工

事
完

了
後

昇
降

機
工

事
監

理
者

が
作

成
し

完
了

検
査

ま
で

に
、

、
、

２
部

提
出

し
て

く
だ

さ
い

な
お

確
認

後
１

部
は

返
却

し
ま

す
の

で
築

造
主

の
。

、
、

方
が

保
管

し
て

く
だ

さ
い

。

２
総

合
所

見
欄

は
昇

降
機

工
事

監
理

者
又

は
昇

降
機

等
検

査
員

等
の

所
見

を
記

述
し

- 11 -



て
く

だ
さ

い
。

３
建

築
設

備
士

の
意

見
を

聴
い

た
と

き
は

そ
の

旨
を

記
載

し
て

く
だ

さ
い

。

連
絡

先

（

）

４
一

般
社

団
法

人
日

本
エ

レ
ベ

ー

タ

ー

協
会

が
定

め
る

工
事

完
了

検
査

試
験

成
績

表

を
添

付
し

て
く

だ
さ

い
。

別

記

第

十

三

号

様

式

の

四

の

五

中

「

建
築

主
住

所
電

話
(

)

」

を

「

遊
戯

施
設

を
検

査
し

た
場

合
の

昇
降

機
等

検
査

員
氏

名
登

録
番

号
第

号

に

築
造

主
住

所
電

話
(

)

」

改

め

る

。

別

記

第

十

三

号

様

式

の

四

の

六

及

び

第

十

三

号

様

式

の

四

の

七

中

「

建
築

物
の

エ
ネ

ル
ギ

（第四面）

（注意）

ー

消
費

性
能

の
向

上
に

関
す

る
法

律
施

行
規

則

」

を

「

建
築

物
の

エ
ネ

ル
ギ

ー

消
費

性
能

の
向

上

等
に

関
す

る
法

律
施

行
規

則

」

に

改

め

る

。

別

記

第

十

三

号

様

式

の

四

の

八

中

「

建
築

物
の

エ
ネ

ル
ギ

ー

消
費

性
能

の
向

上
に

関
す

る
法

（第一面）

律
施

行
規

則

」

を

「

建
築

物
の

エ
ネ

ル
ギ

ー

消
費

性
能

の
向

上
等

に
関

す
る

法
律

施
行

規
則

」

に

改

め

、

同

様

式

を

次

の

よ

う

に

改

め

る

。

（第三面 別紙）
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（第三面 別紙１の１） 

 

［空気調和設備関係］ 

 
次のイ又はロのいずれかの変更に該当し、かつ、これ以外については「変更なし」

又は「性能が向上する変更」である場合 

 

 
イ 外壁、屋根、外気に接する床若しくは窓の平均熱貫流率若しくは窓の平均日射熱

取得率の増加(５％を超えない場合に限る。)又は減少 

 

 
・外壁の平均熱貫流率の増加（５％を超えない場合に限る。）又は減少 

 

 
変更内容   □断熱材種類 □断熱材厚み 

変更する方位 □全方位 □一部方位のみ（方位     ） 

変更前・変更後の平均熱貫流率 

変更前（  ） 変更後（  ） 増加率（  ）％ 

 

 
・屋根の平均熱貫流率の増加（５％を超えない場合に限る。)又は減少 

 

 
変更内容   □断熱材種類 □断熱材厚み 

変更する方位 □全方位 □一部方位のみ（方位     ） 

変更前・変更後の平均熱貫流率 

変更前（  ） 変更後（  ） 増加率（  ）％ 

 

 
・外気に接する床の平均熱貫流率の増加（５％を超えない場合に限る。）又は減少 

 

 
変更内容   □断熱材種類 □断熱材厚み 

変更する面  □全方位 □一部方位のみ（方位    ） 

変更前・変更後の平均熱貫流率 

変更前（  ） 変更後（  ） 増加率（  ）％ 

 

 
・窓の平均熱貫流率の増加（５％を超えない場合に限る。）又は減少 

 

 
変更内容   □ガラス種類 □ブラインドの有無 

変更する方位 □全方位 □一部方位のみ（方位     ） 

変更前・変更後の平均熱貫流率 

変更前（  ） 変更後（  ） 増加率（  ）％ 

 

 
 

 

（日本産業規格Ａ列４番）  
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（第三面 別紙１の２） 

 

［空気調和設備関係］ 

 
・窓の平均日射熱取得率の増加（５％を超えない場合に限る。）又は減少 

 

 
変更内容   □ガラス種類 □ブラインドの有無 

変更する方位 □全方位 □一部方位のみ（方位     ） 

変更前・変更後の平均日射熱取得率 

変更前（  ） 変更後（  ） 増加率（  ）％ 

 

 
ロ 熱源機器の平均効率について10％を超えない低下 

 

 
・平均熱源効率（冷房平均COP） 

 

 
変更内容   □機器の仕様変更 □台数の増減 

変更前・変更後の平均熱源効率 

変更前（  ） 変更後（  ） 減少率（  ）％ 

 

 
・平均熱源効率（暖房平均COP） 

 

 
変更内容   □機器の仕様変更 □台数の増減 

変更前・変更後の平均熱源効率 

変更前（  ） 変更後（  ） 減少率（  ）％ 

 

 
 

 

（日本産業規格Ａ列４番）  
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（第三面 別紙２） 

 

［換気設備関係］ 

 
評価の対象となる室の用途ごとに、次のイ又はロのいずれかの変更に該当し、か

つ、これ以外については「変更なし」か「性能が向上する変更」である場合 

 

 
イ 送風機の電動機出力について10％を超えない増加 

 

 
室用途（   ） 

変更内容   □機器の仕様変更 □台数の増減 

変更前・変更後の送風機の電動機出力 

変更前（  ） 変更後（  ） 増加率（  ）％ 

 

 
室用途（   ） 

変更内容   □機器の仕様変更 □台数の増減 

変更前・変更後の送風機の電動機出力 

変更前（  ） 変更後（  ） 増加率（  ）％ 

 

 
ロ 計算対象床面積について５％を超えない増加（室用途が「駐車場」又は「厨房」

である場合のみ） 

 

 
室用途（ 駐車場 ） 

変更前・変更後の床面積 

変更前（  ） 変更後（  ） 増加率（  ）％ 

 

 
室用途（ 厨房 ） 

変更前・変更後の床面積 

変更前（  ） 変更後（  ） 増加率（  ）％ 

 

 
 

 

（日本産業規格Ａ列４番）  
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（第三面 別紙３） 

 

［照明設備関係］ 

 
評価の対象となる室の用途ごとに、次の変更に該当し、かつ、これ以外については

「変更なし」か「性能が向上する変更」である場合 

 

 
単位面積当たりの照明器具の消費電力について10％を超えない増加 

 

 
室用途（   ） 

変更内容   □機器の仕様変更 □台数の増減 

変更前・変更後の単位面積当たりの消費電力 

変更前（  ） 変更後（  ） 増加率（  ）％ 

 

 
室用途（   ） 

変更内容   □機器の仕様変更 □台数の増減 

変更前・変更後の単位面積当たりの消費電力 

変更前（  ） 変更後（  ） 増加率（  ）％ 

 

 
室用途（   ） 

変更内容   □機器の仕様変更 □台数の増減 

変更前・変更後の単位面積当たりの消費電力 

変更前（  ） 変更後（  ） 増加率（  ）％ 

 

 
室用途（   ） 

変更内容   □機器の仕様変更 □台数の増減 

変更前・変更後の単位面積当たりの消費電力 

変更前（  ） 変更後（  ） 増加率（  ）％ 

 

 
 

 

（日本産業規格Ａ列４番）  
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（第三面 別紙４） 

 

［給湯設備関係］ 

 
評価の対象となる湯の使用用途ごとに、次の変更に該当し、かつ、これ以外につい

ては「変更なし」か「性能が向上する変更」である場合 

 

 
給湯機器の平均効率について10％を超えない低下 

 

 
湯の使用用途（   ） 

変更内容   □機器の仕様変更 □台数の増減 

変更前・変更後の平均効率 

変更前（  ） 変更後（  ） 減少率（  ）％ 

 

 
湯の使用用途（   ） 

変更内容   □機器の仕様変更 □台数の増減 

変更前・変更後の平均効率 

変更前（  ） 変更後（  ） 減少率（  ）％ 

 

 
湯の使用用途（   ） 

変更内容   □機器の仕様変更 □台数の増減 

変更前・変更後の平均効率 

変更前（  ） 変更後（  ） 減少率（  ）％ 

 

 
湯の使用用途（   ） 

変更内容   □機器の仕様変更 □台数の増減 

変更前・変更後の平均効率 

変更前（  ） 変更後（  ） 減少率（  ）％ 

 

 
 

 

（日本産業規格Ａ列４番）  
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（第三面 別紙５） 

 

［太陽光発電関係］ 

 
次のイ又はロのいずれかの変更に該当し、かつ、これ以外については「変更なし」

か「性能が向上する変更」である場合 

 

 
イ 太陽電池アレイのシステム容量について２％を超えない減少 

 

 
変更前・変更後の太陽電池アレイのシステム容量 

変更前 システム容量の合計値（   ） 

変更後 システム容量の合計値（   ） 

変更前・変更後のシステム容量減少率（  ）％ 

 

 
ロ パネル方位角について30度を超えない変更又は傾斜角について10度を超えない

変更 

 

 
パネル番号（   ） 

パネル方位角   □30度を超えない変更（  ）度変更 

パネル傾斜角   □10度を超えない変更（  ）度変更 

 

 
パネル番号（   ） 

パネル方位角   □30度を超えない変更（  ）度変更 

パネル傾斜角   □10度を超えない変更（  ）度変更 

 

 

 

 

（日本産業規格Ａ列４番）  
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付

則

（

施

行

期

日

）

１

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

（

経

過

措

置

）

２

こ

の

規

則

の

施

行

の

際

、

こ

の

規

則

に

よ

る

改

正

前

の

東

京

都

北

区

建

築

基

準

法

施

行

細

則

別

記

第

十

一

号

様

式

の

四

及

び

第

十

三

号

様

式

の

三

か

ら

第

十

三

号

様

式

の

四

の

八

ま

で

の

規

定

に

よ

り

調

製

し

た

用

紙

で

、

現

に

残

存

す

る

も

の

は

、

所

要

の

修

正

を

加

え

、

な

お

使

用

す

る

こ

と

が

で

き

る

。
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東

京

都

北

区

個

人

情

報

の

保

護

に

関

す

る

法

律

等

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

一

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

二

十

五

号

東

京

都

北

区

個

人

情

報

の

保

護

に

関

す

る

法

律

等

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

個

人

情

報

の

保

護

に

関

す

る

法

律

等

施

行

規

則

（

令

和

五

年

三

月

東

京

都

北

区

規

則

第

九

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

第

二

条

中

「

次

の

各

号

に

」

を

「

次

に

」

に

、

「

ほ

か

」

を

「

ほ

か

、

」

に

改

め

、

同

条

第

一

号

中

「

区

立

中

学

校

」

の

下

に

「

、

区

立

義

務

教

育

学

校

」

を

加

え

る

。

別

記

第

一

号

様

式

中

「

：

別
表

第
１

」

を

「

：

番
号

法
別

表

」

に

改

め

る

。

付

則

（

施

行

期

日

）

１

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

た

だ

し

、

別

記

第

一

号

様

式

の

改

正

規

定

及

び

次

項

の

規

定

は

、

行

政

手

続

に

お

け

る

特

定

の

個

人

を

識

別

す

る

た

め

の

番

号

の

利

用

等

に

関

す

る

法

律

等

の

一

部

を

改

正

す

る

法

律

（

令

和

五

年

法

律

第

四

十

八

号

）

の

施

行

の

日

か

ら

施

行

す

る

。

（

経

過

措

置

）

２

前

項

た

だ

し

書

に

規

定

す

る

改

正

規

定

の

施

行

の

際

、

現

に

当

該

改

正

規

定

に

よ

る

改

正

前

の

東

京

都

北

区

個

人

情

報

の

保

護

に

関

す

る

法

律

等

施

行

規

則

別

記

第

一

号

様

式

の

規

定

に

よ

り

作

成

さ

れ

た

個

人

情

報

フ

ァ

イ

ル

簿

は

、

当

該

改

正

規

定

に

よ

る

改

正

後

の

東

京

都

北

区

個

人

情

報

の

保

護

に

関

す

る

法

律

等

施

行

規

則

別

記

第

一

号

様

式

の

規

定

に

よ

り

作

成

さ

れ

た

個

- 1 -



人

情

報

フ

ァ

イ

ル

簿

と

み

な

す

。

- 2 -



東

京

都

北

区

死

者

に

関

す

る

情

報

の

取

扱

い

等

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

一

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

二

十

六

号

東

京

都

北

区

死

者

に

関

す

る

情

報

の

取

扱

い

等

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

死

者

に

関

す

る

情

報

の

取

扱

い

等

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

（

令

和

五

年

三

月

東

京

都

北

区

規

則

第

十

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

第

二

条

中

「

次

の

各

号

に

」

を

「

次

に

」

に

改

め

、

同

条

第

一

号

中

「

区

立

中

学

校

」

の

下

に

「

、

区

立

義

務

教

育

学

校

」

を

加

え

る

。

付

則

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

- 1 -



東

京

都

北

区

特

別

区

税

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

一

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

二

十

七

号

東

京

都

北

区

特

別

区

税

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

特

別

区

税

条

例

施

行

規

則

（

昭

和

六

十

二

年

三

月

東

京

都

北

区

規

則

第

十

六

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

付

則

第

二

項

の

表

中

「

附

則

第

三

十

五

条

の

二

の

六

第

十

六

項

」

を

「

附

則

第

三

十

五

条

の

二

の

六

第

十

二

項

」

に

、

「

同

条

第

十

五

項

」

を

「

同

条

第

十

一

項

」

に

改

め

る

。

別

記

第

五

号

様

式

中

「

都
民

税

」

の

次

に

「

・
森

林
環

境
税

」

を

加

え

、

「

下
さ

い

」

を

「

く

だ
さ

い

」

に

改

め

る

。

別

記

第

五

号

の

二

様

式

中

「
都

民
税

」

の

次

に

「

・
森

林
環

境
税

」

を

加

え

る

。

「
個

人
特

別
区

民
税

「

個
人

特
別

区
民

税
・

個
人

都
民

税

別

記

第

六

号

の

八

様

式

中

を

（裏）

個
人

都
民

税

」

森
林

環
境

税

」

に

、

「

割

印

は

し

な

い

で

く

だ

さ

い

」

を

「

切

り

取

ら

な

い

で

お

出

し

く

だ

さ

い

」

に

改

め

る

。

別

記

第

六

号

の

九

様

式

中

「

お
よ

び
都

民
税

」

を

「

・
都

民
税

・
森

林
環

境
税

」

に

改

め

る

。

別

記

第

六

号

の

十

様

式

中

「

都
民

税

」

の

次

に

「

・
森

林
環

境
税

」

を

加

え

る

。

別

記

第

十

号

様

式

（

甲

）

を

次

の

よ

う

に

改

め

る

。
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   第
10

号
様
式

（
甲

）
（
第

14
条

関
係

）
 

特
別

区
民

税
・

都
民

税
・

森
林

環
境
税

減
免

申
請

書
 

年
度
 

年
度
 

税
目
 

特
別

区
民

税
 

都
民

税
 

森
林

環
境

税
 

 

期
（

月
）
別
 

第
 

 
期
 

（
月

分
）
 

税
額
 

円
 
整

理
番

号
及

び
 

普
徴

は
台

帳
番

号
特

徴
は

指
定

番
号
 

№
 

減免を受けようとする理由
 

        

 
 

上
記

の
と

お
り

別
紙

証
明

書
を
添

付
し

て
申

請
い

た
し

ま
す
。
 

 
 

 
 

 
年

 
 

月
 

 
日

 

住
 

所
（

賦
課

期
日

時
点

）
 

北
区
 

 
 

 
 

丁
目

 
 

番
 
 

号
 
 

納
税

義
務

者
 

住
 

所
（

申
請

時
）
 

 
 

 
同

上
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 東

京
都
北

区
長

 
 

 
 

 
殿

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

氏
 

名
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別

記

第

十

号

の

二

様

式

（

甲

）

中

「

都
民

税

」

の

次

に

「

・
森

林
環

境
税

」

を

加

え

、

「

の
規

定
」

を

「

及
び

森
林

環
境

税
及

び
森

林
環

境
譲

与
税

に
関

す
る

法
律

第
条

第
項

第

号
の

規
定

」

に

、

「

減
額

免
除

す
る

」

を

「

減
免

す
る

」

に

改

め

る

。

、

別

記

第

十

一

号

様

式

（

甲

）

中

「

・
都

民
税

」

の

次

に

「

・
森

林
環

境
税

」

を

、

「

第
4
1
条

」

（表）

の

次

に

「

第
3
1
9
条

」

を

加

え

、

「

及
び

都
民

税

」

を

「

都
民

税
及

び
森

林
環

境
税

」

に

改

め

、
、

る

。別

記

第

十

一

号

様

式

（

乙

）

中

「

・

都
民

税

」

の

次

に

「

・
森

林
環

境
税

」

を

加

え

、

（表）

「

「

森
林

環
境

税
額

⑧

特
別

徴
収

税
額

⑧

を

に

、

「

控

」

特
別

徴
収

税
額

⑨

」

除
不

足
額

⑨

」

を

「

控
除

不
足

額
⑩

」

に

、

「

既
充

当
額

⑩

」

を

「

既
充

当
・

既
委

託
納

付
額

⑪

」

に

、

「

既
納

付
額

⑪

」

を

「

既
納

付
額

⑫

」

に

、

「

⑧
－

⑪
－

⑨
⑩

」

を

「

⑨
－

⑫
－

⑩
⑪

」

、
、

に

、

「

変
更

前
税

額
⑫

」

を

「

変
更

前
税

額
⑬

」

に

、

「

⑧
－

⑫

」

を

「

⑨
－

⑬

」

に

改

め

、

「

第
4
1
条

」

の

次

に

「

第
3
1
9
条

」

を

加

え

、

同

様

式

中

「

均
等

割
額

⑦

」

の

次

に

「

＋
森

、

（裏）
林

環
境

税
額

⑧

」

を

加

え

、

「

特
別

徴
収

税
額

⑧

」

を

「
特

別
徴

収
税

額
⑨

」

に

、

「

控
除

不
足

額
⑨

」

を

「

控
除

不
足

額
⑩

」

に

、

- 3 -



「

・

所
得

割

（

総
合

課
税

分

）

を

特
別

区
民

税
％

都
民

税
％

」

「

・

所
得

割

（

総
合

課
税

分

）

特
別

区
民

税
％

都
民

税
％

に

改

め

る

。

・

森
林

環
境

税
1
,
0
0
0
円

」

別

記

第

十

三

号

様

式

中

「

個
人

特
別

区
民

税

を

「

個
人

特
別

区
民

税
・

個
人

都
民

税

に

、

個
人

都
民

税

」

森
林

環
境

税

」

「

割

印

は

し

な

い

で

く

だ

さ

い

」

を

「

切

り

取

ら

な

い

で

お

出

し

く

だ

さ

い

」

に

改

め

る

。

別

記

第

十

四

号

様

式

（

甲

）

及

び

同

様

式

（

乙

）

を

次

の

よ

う

に

改

め

る

。
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第14号様式（甲）（第17条関係） 

（表） 

年度 

 
特別区民税・都民税・森林環境税 

税 額 決 定 
通知書 

 納 税 
    

 あなたの税額を次のとおり決定いたしましたので通知します。 
    

 年 月 日  
 
 
     特別区民税･都民税の賦課 税額に関するお問合せ 

電話： 

納税に関するお問合せ 

電話： 

税の証明に関するお問合せ 

電話： 

東京都北区役所 〒114-8508 北区王子本町１丁目１５番２２号 

     

     

通 知 書 番 号    

問 合 せ 番 号    

     

年 税 額 円 
 

 

給 与 特 別 徴 収 税 額 円 
 

  

公 的 年 金 特 別 徴 収 税 額 円 
 

  

普 通 徴 収 税 額 円 
 

  

     口座振替による納付の場合 

期 別      
金 融 機 関 名 

 

納 期 限      

税 額 円 円 円 円  口 座 種 別  

充当・委託納付額 円 円 円 円  口 座 番 号  

納 付 済 額 円 円 円 円  口 座 名 義 人  
充 当 ・ 委 託 納 付 後 

差 引 納 付 額 円 円 円 円  振 替 方 法  
 （個人情報のため口座番号の一部を消してあります。） 
 
（１）所得金額の内訳（単位：円）  （３）課税標準額（単位：円） 

収
入 

給 与 収 入       総 所 得         

公的年金収入                

総
合
課
税
所
得 

                

                

                 

       （４）合計税額（単位：円） 
        区 民 税 都 民 税 

       所 得 割 合 計 額         

総 所 得 合 計                

分
離 

                

                

                

繰 越 損 失       差 引 所 得 割 額         

合 計 所 得       均 等 割 額         

       計         

（２）所得控除額の内訳（単位：円）  森   林   環   境   税     

控
除
金
額 

       

年 税 額 
    

           

       所得割より控除しきれなかった配当割及び譲渡割の控除額     

                 

       （５）公的年金から特別徴収する額及び徴収月 
       特 別 徴 収 義 務 者  

       法 人 番 号  

控 除 合 計       特別徴収対象年金  

     

特
別
徴
収
税
額 

年 ４月     （単位：円） 

扶養親族該当区分  年 ６月        

配偶者 
特定 同老 老人 16歳未満 その他 

障害  年 ８月        

有 老 同特 特別 その他  年１０月        

           年１２月        

本人該当区分 
家
・
事 

    年 ２月        

未
成
年 

障害 
寡
婦 

ひ
と
り
親 

勤
労
学
生 

    翌
年
度
仮
特

別
徴
収
税
額 

年 ４月        

特
別 

そ
の
他

    年 ６月        

    年 ８月        
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（裏） 
均等割額………特別区民税   円・都民税   円 

所得割額………課税標準額（総所得分）×特別区民税 ％ 

                  ×都民税 ％ 

森林環境税………1,000 円 

          ※年度によって一部税率や控除等が異なります。 

１ 納税義務者 

  （地方税法第 24 条及び第 294 条並びに東京都北区特別区税条例第 9 条

並びに森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律第 3 条） 

（１）特別区民税・都民税・森林環境税は 1月 1日現在に 

  ア 区内に住所を有する個人に対しては均等割額、所得割額及び森林

環境税の合計額が課税されます。 

  イ 区内に事務所・事業所又は家屋敷を有する個人で区内に住所がな

い方に対しては均等割額が課税されます。 

（２）次の方には課税されません。 

  ア 1 月 1日現在、生活保護法の規定による生活扶助を受けている方 

  イ 障害者・未成年者・寡婦・ひとり親で前年の合計所得金額が 135 万

円以下の方 

  ウ 区内に住所を有する方で均等割のみを課すべきもののうち、前年

中の合計所得金額が 35 万円に本人、同一生計配偶者及び扶養親族

の合計数を乗じて得た金額に 10 万円を加算した金額（同一生計配

偶者又は扶養親族を有する場合には、当該金額に 21 万円を加算し

た金額）以下である方に対しては、均等割額は課税されません。 

２ 徴収方法 

  徴収方法には普通徴収と特別徴収の二つの方法があります。 

（１）普通徴収とは、納税義務者が直接にこの納税通知書によって納める

方法です。通常 6月から年税額を 4期（税額が均等割の金額以下のと

きは 1回）に分けて納付します。 

（２）特別徴収とは、特別徴収義務者が納入する方法です。給与所得者に

ついては、給与支払者（特別徴収義務者）が通常 6月から翌年 5月ま

で 12 回にわたって毎月の給与から差し引きます。老齢基礎年金等を

受給している特別徴収対象年金所得者については、年金保険者（特別

徴収義務者）が通常 4月から翌年 3月まで 6回にわたって年金から差

し引きます。 

（３）特別徴収から普通徴収への切替 

特別徴収されている方が年度の途中で特別徴収されなくなった場合、 

未徴収の額を普通徴収の方法で納めることになります。 

３ 審査請求及び処分の取消しの訴え 

  この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った

日の翌日から起算して3箇月以内に東京都北区長に対して審査請求をす

ることができます。ただし、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して 3 箇月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して 1

年を経過すると審査請求をすることができなくなります。また、この処

分の取消しを求める訴えは、前記の審査請求に対する裁決があったこと

を知った日の翌日から起算して 6 箇月以内に東京都北区を被告として

（訴訟において東京都北区を代表する者は東京都北区長になります。）

提起することができます。ただし、当該裁決があったことを知った日の

翌日から起算して 6箇月以内であっても、当該裁決の日の翌日から起算

して1年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくな

ります。なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を

経た後でなければ提起することができないこととされていますが、①審

査請求があった日の翌日から起算して3箇月を経過しても裁決がないと

き、②処分、処分の執行又は手続きの続行により生ずる著しい損害を避

けるため緊急の必要があるとき、③その他裁決を経ないことにつき正当

な理由があるときは、裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起する

ことができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 納期限までに納付されなかった場合における措置 

（１）納期限までに税金を完納しないため督促を受け、かつ、その督促状

を発した日から起算して 10 日を経過した日までにこの税金にかかる

徴収金を完納しない場合には、滞納処分を受けることになります。 

（２）表記金額を納期限までに納付されないときは、納期限の翌日から納

付の日までの期間の日数に応じ、税額（1,000 円未満の端数があると

き、又はその金額が 2,000 円未満であるときは、その端数金額又は全

額を切り捨てます。）に年 14.6％（納期限の翌日から 1 月を経過する

までの期間については、年 7.3％）の割合（令和 3年 1月 1日以後の

期間については、当該期間の属する各年の租税特別措置法第 93 条第

2項に規定する平均貸付割合に年 1％の割合を加算した割合（以下「延

滞金特例基準割合」という。）が年 7.3％の割合に満たない場合には、

その年中においては、年 14.6％の割合にあってはその年における延滞

金特例基準割合に年 7.3％の割合を加算した割合とし、年 7.3％の割

合にあっては当該延滞金特例基準割合に年 1％の割合を加算した割合

（当該加算した割合が年 7.3％の割合を超える場合には、年 7.3％の

割合）とします。）を乗じて計算した延滞金額を加算して納付しなけ

ればなりません。この場合における年当たりの割合は、閏年の日を含

む期間についても 365 日当たりの割合です。 

   なお、表記金額を訂正した場合はこの納付書は利用できません。 

５ 減免申請について 

  減免を受けようとする方は、納期限までに減免申請書を提出しなけれ

ばなりません。 

 

～ご注意～ 

１ 税金を納めるときは、納付書にお金を添えて出してください。 

２ 納めますと、領収書に受け取った日付印を押して返しますので、7 年

間は大切に保存してください。 

３ 納付書を汚したり、破いたりしたときは、すぐにお問合せください。 

 

 

口座振替で「全期払」を登録されている方は、第 1期の 

納期限日に全額振替させていただきます。 

 

 

［お問合せ］ 

 東京都北区     課   （   ） 

 月～金曜日（祝日・休日、年末年始を除く。）午前 8時 30 分～午後 5時 
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第 14 号様式（乙）（第 17条関係） 

(表)  

年度 

特別区民税・都民税・森林環境税 
税額変更

 納税（税額決定）
 通知書兼 

公的年金特別徴収決定（中止）通知書 

あなたの税額を次のとおり決定いたしましたので通知します。 
 

年  月  日 

通 知 書 番 号   特別区民税･都民税の賦課 税額に関するお問合せ 

問 合 せ 番 号   電話： 

◎決定又は変更理由 納税に関するお問合せ 

 

電話： 

税の証明に関するお問合せ 

電話： 

東京都北区役所 〒114-8508 北区王子本町１丁目１５番２２号 

 
◎所得及び所得控除 (円)  ◎課税標準額及び税額 (円)  ◎扶養・本人区分等  

区 分 変更前の額 変更後の額  区 分 変更前の額 変更後の額   配偶

者 
扶養 扶養障害  

収

入 

    課
税
標
準
額 

    扶養区分 有
り 

老
人 

特
定 

同
老 

老
人 

16

歳

未

満 

そ
の
他 

同
特 

特
別 

そ
の
他 

 

          

         変更前            
総
合
課
税
所
得 

        変更後            

      区民税       

      都民税     未
成
年 

障害 
寡
婦 

ひ
と
り
親 

勤
労
学
生 

家
・
事 

 

    
所
得
割
額 

 区民税    本人区分 特
別 

そ
の
他 

 

      都民税      

総 所 得 金 額     区民税    変更前         

分
離
所
得 

     都民税    変更後         

      区民税    ◎事業所情報   

      都民税    指定番号  整理番号   

合 計 所 得 金 額     区民税    受給者番

号 
  

繰 越 損 失     都民税    事業所名

称 
  

総 所 得 金 額 等     区民税    ◎特別徴収を行う公的年金  

      都民税    特別徴収義務者   

      区民税    法人番号   

所
得
控
除 

     都民税    特別徴収対象年金   

     区民税    ◎公的年金より徴収される翌年度の仮徴収税額  

     都民税    
徴収月 

特別徴収税額 (円)  

     
所 得 割 額 

区民税    変更前 変更後  

     都民税    ４月    

所 得 控 除 合 計    
均 等 割 額 

区民税    ６月    

  都民税    ８月    

  
減 免 額 

区民税    
 翌年度も引き続き公的年金の支払いを受ける場合は、翌年度4月

から8月まで上記の額を特別徴収することになりますので、地方税

法第321条の7の8の規定によって通知します。 

また、公的年金から特別徴収が中止された場合には、普通徴

収の方法によって徴収します。 

  都民税    

  森 林 環 境 税    

  年 税 額    

  配当譲渡割控
除不足額 

区民税    

  都民税    

◎普通徴収期割額 (円)  ◎給与特別徴収月割額 (円) ◎公的年金特別徴収月割額 (円) 

期 別 納期限 変更前の額 変更後の額 納付済額  区分 変 更 前 の 額 変 更 後 の 額  区分 変 更 前 の 額 変 更 後 の 額 納 付 済 額 

      6月    4月    

      7月    6月    

      8月    8月    

      9月    10月    

      10月    12月    

      11月    2月    

      12月    合計額    

      1月    ◎口座振替による納付の場合 

      2月    金融機関名  

      3月    口座番号  

      4月    口座名義人  

      5月    振替方法  

合計額     合計額    （個人情報保護のため口座番号の一部を＊で表示しています。） 
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（裏） 
均等割額………特別区民税   円・都民税   円 

所得割額………課税標準額（総所得分）×特別区民税 ％ 

                  ×都民税 ％ 

森林環境税………1,000 円 

          ※年度によって一部税率や控除等が異なります。 

１ 納税義務者 

  （地方税法第 24 条及び第 294 条並びに東京都北区特別区税条例第 9 条

並びに森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律第 3 条） 

（１）特別区民税・都民税・森林環境税は 1月 1日現在に 

  ア 区内に住所を有する個人に対しては均等割額、所得割額及び森林

環境税の合計額が課税されます。 

  イ 区内に事務所・事業所又は家屋敷を有する個人で区内に住所がな

い方に対しては均等割額が課税されます。 

（２）次の方には課税されません。 

  ア 1 月 1日現在、生活保護法の規定による生活扶助を受けている方 

  イ 障害者・未成年者・寡婦・ひとり親で前年の合計所得金額が 135 万

円以下の方 

  ウ 区内に住所を有する方で均等割のみを課すべきもののうち、前年

中の合計所得金額が 35 万円に本人、同一生計配偶者及び扶養親族

の合計数を乗じて得た金額に 10 万円を加算した金額（同一生計配

偶者又は扶養親族を有する場合には、当該金額に 21 万円を加算し

た金額）以下である方に対しては、均等割額は課税されません。 

２ 徴収方法 

  徴収方法には普通徴収と特別徴収の二つの方法があります。 

（１）普通徴収とは、納税義務者が直接にこの納税通知書によって納める

方法です。通常 6月から年税額を 4期（税額が均等割の金額以下のと

きは 1回）に分けて納付します。 

（２）特別徴収とは、特別徴収義務者が納入する方法です。給与所得者に

ついては、給与支払者（特別徴収義務者）が通常 6月から翌年 5月ま

で 12 回にわたって毎月の給与から差し引きます。老齢基礎年金等を

受給している特別徴収対象年金所得者については、年金保険者（特別

徴収義務者）が通常 4月から翌年 3月まで 6回にわたって年金から差

し引きます。 

（３）特別徴収から普通徴収への切替 

特別徴収されている方が年度の途中で特別徴収されなくなった場合、 

未徴収の額を普通徴収の方法で納めることになります。 

３ 審査請求及び処分の取消しの訴え 

  この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った

日の翌日から起算して3箇月以内に東京都北区長に対して審査請求をす

ることができます。ただし、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して 3 箇月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して 1

年を経過すると審査請求をすることができなくなります。また、この処

分の取消しを求める訴えは、前記の審査請求に対する裁決があったこと

を知った日の翌日から起算して 6 箇月以内に東京都北区を被告として

（訴訟において東京都北区を代表する者は東京都北区長になります。）

提起することができます。ただし、当該裁決があったことを知った日の

翌日から起算して 6箇月以内であっても、当該裁決の日の翌日から起算

して1年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくな

ります。なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を

経た後でなければ提起することができないこととされていますが、①審

査請求があった日の翌日から起算して3箇月を経過しても裁決がないと

き、②処分、処分の執行又は手続きの続行により生ずる著しい損害を避

けるため緊急の必要があるとき、③その他裁決を経ないことにつき正当

な理由があるときは、裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起する

ことができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 納期限までに納付されなかった場合における措置 

（１）納期限までに税金を完納しないため督促を受け、かつ、その督促状

を発した日から起算して 10 日を経過した日までにこの税金にかかる

徴収金を完納しない場合には、滞納処分を受けることになります。 

（２）表記金額を納期限までに納付されないときは、納期限の翌日から納

付の日までの期間の日数に応じ、税額（1,000 円未満の端数があると

き、又はその金額が 2,000 円未満であるときは、その端数金額又は全

額を切り捨てます。）に年 14.6％（納期限の翌日から 1 月を経過する

までの期間については、年 7.3％）の割合（令和 3年 1月 1日以後の

期間については、当該期間の属する各年の租税特別措置法第 93 条第

2項に規定する平均貸付割合に年 1％の割合を加算した割合（以下「延

滞金特例基準割合」という。）が年 7.3％の割合に満たない場合には、

その年中においては、年 14.6％の割合にあってはその年における延滞

金特例基準割合に年 7.3％の割合を加算した割合とし、年 7.3％の割

合にあっては当該延滞金特例基準割合に年 1％の割合を加算した割合

（当該加算した割合が年 7.3％の割合を超える場合には、年 7.3％の

割合）とします。）を乗じて計算した延滞金額を加算して納付しなけ

ればなりません。この場合における年当たりの割合は、閏年の日を含

む期間についても 365 日当たりの割合です。 

   なお、表記金額を訂正した場合はこの納付書は利用できません。 

５ 減免申請について 

  減免を受けようとする方は、納期限までに減免申請書を提出しなけれ

ばなりません。 

 

～ご注意～ 

１ 税金を納めるときは、納付書にお金を添えて出してください。 

２ 納めますと、領収書に受け取った日付印を押して返しますので、7 年

間は大切に保存してください。 

３ 納付書を汚したり、破いたりしたときは、すぐにお問合せください。 

 

 

口座振替で「全期払」を登録されている方は、第 1期の 

納期限日に全額振替させていただきます。 

 

 

［お問合せ］ 

 東京都北区     課   （   ） 

 月～金曜日（祝日・休日、年末年始を除く。）午前 8時 30 分～午後 5時 
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別

記

第

十

五

号

様

式

中

（裏）

「

総
排

気
量

5
0
c
c
以

下
2
,
0
0
0
円

原
自

動
総

排
気

量
5
0
c
c
超

9
0
c
c
以

下
2
,
0
0
0
円

機
転

を

付
車

総
排

気
量

9
0
c
c
超

1
2
5
c
c
以

下
2
,
4
0
0
円

３
輪

以
上

(
一

定
の

も
の

を
除

く
)

3
,
7
0
0
円

」

「

特
定

原
付

2
,
0
0
0
円

原
自

総
排

気
量

5
0
c
c
以

下
2
,
0
0
0
円

動機
転

総
排

気
量

5
0
c
c
超

9
0
c
c
以

下
2
,
0
0
0
円

に

、

付
車

総
排

気
量

9
0
c
c
超

1
2
5
c
c
以

下
2
,
4
0
0
円

３
輪

以
上

(
一

定
の

も
の

を
除

く
)

3
,
7
0
0
円

。

」

「

各
税

率

」

を

「

課
税

標
準

及
び

各
税

率

」

に

、

「

納
期

限
前

７
日

」

を

「

納
期

限

」

に

改

め

る

。

別

記

第

二

十

一

号

様

式

（

甲

）

中

「

割

印

し

な

い

で

く

だ

さ

い

」

を

「

切

り

取

ら

な

い

で

お

（表）

出

し

く

だ

さ

い

」

に

改

め

、

同

様

式

中

「

ま
た

は

」

を

「
又

は

」

に

、

（裏）

- 9 -



「
な

お
表

記
金

額
を

訂
正

し
た

場
合

は
こ

の
納

付
書

は
利

用
で

き
ま

せ
ん

」

を

、
。

「

な
お

表
記

金
額

を
訂

正
し

た
場

合
は

こ
の

納
付

書
は

利
用

で
き

ま
せ

ん
、

。
【

森
林

環
境

税
に

つ
い

て

】

に

改

め

森
林

環
境

税
は

令
和

６
年

度
分

か
ら

課
税

さ
れ

ま
す

(
軽

自
動

車
税

は
除

く
)

」

、
。

。

る

。別

記

第

三

十

八

号

様

式

を

次

の

よ

う

に

改

め

る

。
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第38号様式（第31条関係） 
 

住所 

年 月 日 
 

東京都北区長 印 

氏名 様 
 
 

公印は黒色の電子印です。 

 
 
 

特別区民税・都民税・森林環境税 過誤納金還付兼充当通知書 
 
 
 あなたが支払った 特別区民税・都民税・森林環境税 は納め過ぎになりましたので通知いたします。 
 未納分がある場合は、下記の充当明細のとおりに、過誤納分を充当しております。④ 還付額が生じた場合は、口
座振替で還付いたしますので、同封の還付請求書にご記入の上、ご返送ください。 

還付充当番号  過誤納理由   

  ④ 還付額 
① 合計過誤納額 

－ 
② 合計充当額 

＋ 
③ 還付加算金 

＝ 円 円 円 円 
 

<過 誤 納 明 細> 
科目  賦課年度  相当年度  通知書番号  (単位 ： 円) 

期月等 納付（入）年月日 
納めるべき額 納付（入）済額 過誤納額 

本税 延滞金 本税 延滞金 本税 延滞金 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

 ① 合計過誤納額   
 

<充 当 明 細> (単位 ： 円) 

科目 
賦課
年度 

相当
年度 

通知書番号 期月等 充当額 
延滞金
充当額 

義務者名 

        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
 ② 合計充当額    
※森林環境税は、令和６年度分から課税されます。 

 ※森林環境税の課税がある場合の充当の金額は森林環境税に対する委託納付・納入の金額を含みます。 

この通知書の還付受領の時効は５年です。 
この還付・充当通知に不服がある場合の措置 

この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に東京

都北区長に対し審査請求ができます。この処分の取消しを求める訴えは前記の審査請求に対する裁決があ

ったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に東京都北区（訴訟において東京都北区を代表する

者は東京都北区長となります。）を被告として提起できます。なお、処分の取消しの訴えは、前記の審

査請求に対する裁決を経た後でなければ提起できないとされていますが 

①審査請求があった日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がないとき 

②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき 

③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき 

は、裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起できます。 

ただし、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができませ

ん。 

 

お問合せ先 

東京都北区 
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付

則

（

施

行

期

日

）

１

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

（

経

過

措

置

）

２

こ

の

規

則

の

施

行

の

際

、

こ

の

規

則

に

よ

る

改

正

前

の

東

京

都

北

区

特

別

区

税

条

例

施

行

規

則

別

記

第

五

号

様

式

、

第

六

号

の

八

様

式

か

ら

第

六

号

の

十

様

式

ま

で

及

び

第

十

号

様

式

の

規

定

に

よ

り

調

製

し

た

用

紙

で

現

に

残

存

す

る

も

の

に

つ

い

て

は

、

所

要

の

修

正

を

加

え

、

な

お

使

用

す

る

こ

と

が

で

き

る

。
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東

京

都

北

区

会

計

事

務

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

二

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

二

十

八

号

東

京

都

北

区

会

計

事

務

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

会

計

事

務

規

則

（

昭

和

三

十

九

年

三

月

東

京

都

北

区

規

則

第

二

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

第

二

条

第

五

号

中

「

障

害

者

福

祉

セ

ン

タ

ー

」

の

下

に

「

、

子

ど

も

家

庭

支

援

セ

ン

タ

ー

」

を

加

え

、

「

、

図

書

館

及

び

子

ど

も

家

庭

支

援

セ

ン

タ

ー

」

を

「

及

び

図

書

館

」

に

改

め

る

。

第

四

条

第

二

項

中

「

私

人

」

を

「

地

方

自

治

法

（

昭

和

二

十

二

年

法

律

第

六

十

七

号

。

以

下

「

自

治

法

」

と

い

う

。

）

第

二

百

四

十

三

条

の

二

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

長

が

指

定

す

る

者

」

に

改

め

る

。

第

二

十

六

条

第

四

号

中

「

私

人

に

支

払

事

務

を

委

託

し

た

場

合

に

お

け

る

受

託

者

」

を

「

指

定

公

金

事

務

取

扱

者

（

自

治

法

第

二

百

四

十

三

条

の

二

第

二

項

の

指

定

公

金

事

務

取

扱

者

を

い

う

。

以

下

同

じ

。

）

」

に

改

め

る

。

第

四

十

条

の

次

に

次

の

一

条

を

加

え

る

。

（

指

定

公

金

事

務

取

扱

者

の

指

定

）

第

四

十

条

の

二

区

長

は

、

地

方

自

治

法

施

行

規

則

（

昭

和

二

十

二

年

内

務

省

令

第

二

十

九

号

）

第

十

二

条

の

二

の

十

二

第

三

項

の

規

定

に

よ

り

準

用

す

る

同

条

第

一

項

の

規

定

に

基

づ

き

申

出

書

の

提

出

が

あ

つ

た

と

き

は

、

同

条

第

二

項

の

規

定

に

基

づ

き

、

そ

の

申

出

に

つ

き

指

定

を

し

た

と

き

は

そ

の

旨

を

、

指

定

を

し

な

い

こ

と

と

し

た

と

き

は

そ

の

旨

及

び

そ

の

理

由

を

、

当

該
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申

出

書

を

提

出

し

た

者

に

通

知

す

る

も

の

と

す

る

。

２

区

長

は

、

自

治

法

第

二

百

四

十

三

条

の

二

の

三

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

、

指

定

公

金

事

務

取

扱

者

の

指

定

の

取

消

し

を

し

た

と

き

は

、

同

条

第

二

項

の

規

定

に

基

づ

き

そ

の

旨

を

告

示

し

な

け

れ

ば

な

ら

ず

、

か

つ

、

地

方

自

治

法

施

行

規

則

第

十

二

条

の

二

の

十

八

第

二

項

の

規

定

に

よ

り

準

用

す

る

同

条

第

一

項

の

規

定

に

基

づ

き

当

該

指

定

の

取

消

し

を

受

け

た

者

に

通

知

す

る

も

の

と

す

る

。

３

区

長

は

、

第

一

項

の

規

定

に

よ

る

通

知

を

す

る

と

き

又

は

前

項

の

規

定

に

よ

る

指

定

の

取

消

し

を

す

る

と

き

は

、

あ

ら

か

じ

め

会

計

管

理

者

と

協

議

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

四

十

一

条

の

見

出

し

中

「

収

入

事

務

」

を

「

指

定

公

金

事

務

」

に

改

め

、

同

条

第

一

項

中

「

施

行

令

第

百

五

十

八

条

第

一

項

及

び

第

百

五

十

八

条

の

二

第

一

項

並

び

に

国

民

健

康

保

険

法

（

昭

和

三

十

三

年

法

律

第

百

九

十

二

号

）

第

八

十

条

の

二

、

児

童

福

祉

法

（

昭

和

二

十

二

年

法

律

第

百

六

十

四

号

）

第

五

十

六

条

第

三

項

、

介

護

保

険

法

（

平

成

九

年

法

律

第

百

二

十

三

号

）

第

百

四

十

四

条

の

二

及

び

高

齢

者

の

医

療

の

確

保

に

関

す

る

法

律

（

昭

和

五

十

七

年

法

律

第

八

十

号

）

第

百

十

四

条

」

を

「

区

長

は

、

自

治

法

第

二

百

四

十

三

条

の

二

の

規

定

そ

の

他

の

法

令

」

に

、

「

基

づ

き

歳

入

の

徴

収

又

は

収

納

の

事

務

を

私

人

に

委

託

」

を

「

基

づ

く

公

金

の

徴

収

若

し

く

は

収

納

又

は

支

出

に

関

す

る

事

務

の

委

託

を

」

に

、

「

そ

の

旨

を

」

を

「

同

条

第

二

項

の

規

定

に

基

づ

き

」

に

改

め

、

同

条

第

三

項

中

「

よ

る

委

託

の

」

を

「

よ

り

告

示

し

た

」

に

、

「

廃

止

」

を

「

は

委

託

の

廃

止

」

に

改

め

、

同

条

第

四

項

中

「

の

規

定

に

よ

る

」

を

「

に

規

定

す

る

」

に

、
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「

私

人

（

以

下

「

収

入

事

務

受

託

者

」

と

い

う

。

）

に

、

収

入

事

務

受

託

者

」

を

「

者

に

、

当

該

委

託

に

係

る

指

定

公

金

事

務

取

扱

者

」

に

改

め

、

同

条

第

五

項

中

「

の

規

定

に

よ

る

」

を

「

に

規

定

す

る

」

に

、

「

収

入

事

務

受

託

者

」

を

「

当

該

委

託

に

係

る

指

定

公

金

事

務

取

扱

者

」

に

改

め

、

同

条

第

六

項

中

「

収

入

事

務

受

託

者

」

を

「

指

定

公

金

事

務

取

扱

者

」

に

改

め

、

同

条

第

七

項

中

「

歳

入

の

徴

収

又

は

収

納

の

」

を

「

公

金

の

徴

収

若

し

く

は

収

納

又

は

支

出

に

関

す

る

」

に

改

め

る

。第

四

十

一

条

の

二

を

次

の

よ

う

に

改

め

る

。

（

公

金

の

収

納

の

委

託

）

第

四

十

一

条

の

二

自

治

法

第

二

百

四

十

三

条

の

二

の

五

第

一

項

に

規

定

す

る

収

納

に

関

す

る

事

務

を

委

託

す

る

こ

と

が

で

き

る

歳

入

等

は

、

同

項

各

号

の

い

ず

れ

に

も

該

当

す

る

も

の

と

す

る

。

第

四

十

一

条

の

三

第

一

項

中

「

地

方

自

治

法

（

昭

和

二

十

二

年

法

律

第

六

十

七

号

）

」

を

「

自

治

法

」

に

、

「

そ

の

旨

を

」

を

「

同

条

第

二

項

の

規

定

に

基

づ

き

」

に

改

め

る

。

第

八

十

五

条

第

一

項

第

九

号

中

「

児

童

福

祉

法

」

の

下

に

「

（

昭

和

二

十

二

年

法

律

百

六

十

四

号

）

」

を

加

え

、

「

収

容

」

を

「

入

所

」

に

改

め

、

同

項

第

十

一

号

中

「

地

方

自

治

法

（

昭

和

二

十

二

年

法

律

第

六

十

七

号

）

」

を

「

自

治

法

」

に

改

め

る

。

第

八

十

七

条

第

一

項

中

「

収

入

事

務

」

を

「

公

金

の

徴

収

又

は

収

納

に

関

す

る

事

務

」

に

改

め

る

。第

八

十

八

条

を

次

の

よ

う

に

改

め

る

。
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第

八

十

八

条

削

除

第

八

十

九

条

中

「

前

条

の

規

定

に

よ

り

、

支

出

事

務

の

委

託

」

を

「

自

治

法

第

二

百

四

十

三

条

の

二

第

一

項

の

規

定

に

よ

る

支

出

に

関

す

る

事

務

の

委

託

（

以

下

「

支

出

に

関

す

る

事

務

の

委

託

」

と

い

う

。

）

」

に

、

「

、

支

出

事

務

」

を

「

、

支

出

に

関

す

る

事

務

」

に

、

「

私

人

」

を

「

指

定

公

金

事

務

取

扱

者

」

に

改

め

、

「

及

び

第

十

一

章

」

を

削

り

、

「

と

い

う

」

を

「

と

い

う

。

」

に

改

め

る

。

第

九

十

条

中

「

支

出

事

務

」

を

「

支

出

に

関

す

る

事

務

」

に

改

め

る

。

第

九

十

一

条

に

次

の

一

項

を

加

え

る

。

３

支

出

事

務

受

託

者

は

、

支

払

を

終

了

し

た

と

き

は

、

自

治

法

第

二

百

四

十

三

条

の

二

の

六

第

三

項

の

規

定

に

基

づ

き

直

ち

に

会

計

管

理

者

に

報

告

す

る

と

と

も

に

、

清

算

を

行

わ

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

九

十

三

条

第

一

項

第

四

号

中

「

私

人

等

」

を

「

指

定

公

金

事

務

取

扱

者

及

び

指

定

納

付

受

託

者

」

に

改

め

る

。

第

百

三

十

七

条

の

見

出

し

中

「

収

入

事

務

受

託

者

及

び

支

出

事

務

受

託

者

」

を

「

指

定

公

金

収

納

取

扱

者

」

に

改

め

、

同

条

中

「

施

行

令

第

百

五

十

八

条

第

四

項

、

第

百

五

十

八

条

の

二

第

三

項

及

び

第

百

六

十

五

条

の

三

第

三

項

並

び

に

国

民

健

康

保

険

法

施

行

令

（

昭

和

三

十

三

年

政

令

第

三

百

六

十

二

号

）

第

二

十

九

条

の

二

十

三

第

三

項

、

児

童

福

祉

法

施

行

令

（

昭

和

二

十

三

年

政

令

第

七

十

四

号

）

第

四

十

四

条

の

二

第

三

項

、

介

護

保

険

法

施

行

令

（

平

成

十

年

政

令

第

四

百

十

二
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号

）

第

四

十

五

条

の

七

第

三

項

及

び

高

齢

者

の

医

療

の

確

保

に

関

す

る

法

律

施

行

令

（

平

成

十

九

年

政

令

第

三

百

十

八

号

）

第

三

十

三

条

第

三

項

」

を

「

自

治

法

第

二

百

四

十

三

条

の

二

第

八

項

」

に

改

め

、

同

条

に

次

の

一

項

を

加

え

る

。

２

区

長

は

、

自

治

法

第

二

百

四

十

三

条

の

二

の

二

第

三

項

の

規

定

に

基

づ

く

検

査

を

実

施

す

る

と

き

は

、

第

百

三

十

五

条

か

ら

前

条

ま

で

の

規

定

の

手

続

に

準

じ

て

行

わ

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

こ

の

場

合

に

お

い

て

、

「

会

計

管

理

者

」

と

あ

る

の

は

「

区

長

」

と

読

み

替

え

る

も

の

と

す

る

。

別

表

健

康

部

健

康

推

進

課

健

康

係

長

の

項

を

削

り

、

同

表

健

康

部

健

康

推

進

課

王

子

健

康

支

援

セ

ン

タ

ー

所

長

の

項

か

ら

健

康

部

健

康

推

進

課

滝

野

川

健

康

支

援

セ

ン

タ

ー

所

長

の

項

ま

で

の

規

定

中

「

健

康

推

進

課

」

を

「

保

健

サ

ー

ビ

ス

課

」

に

改

め

、

同

表

健

康

部

保

健

予

防

課

保

健

予

防

係

長

の

項

の

次

に

次

の

よ

う

に

加

え

る

。

子

ど

も

未

来

部

子

ど

も

未

来

子

ど

も

未

来

係

員

子

ど

も

未

来

課

子

ど

も

未

来

係

に

お

け

る

収

納

課

子

ど

も

未

来

係

長

金

子

ど

も

未

来

部

子

ど

も

わ

く

運

営

支

援

係

員

子

ど

も

わ

く

わ

く

課

に

お

け

る

収

納

金

わ

く

課

運

営

支

援

係

長

子

ど

も

未

来

部

保

育

課

入

園

入

園

相

談

係

員

保

育

課

に

お

け

る

保

育

費

用

徴

収

金

及

び

こ

れ

相

談

係

長

に

係

る

そ

の

他

の

徴

収

金

（

滞

納

処

分

に

よ

る

も

の

を

含

む

。

）
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保

育

所

の

園

長

保

育

所

員

保

育

所

に

お

け

る

収

納

金

子

ど

も

家

庭

支

援

セ

ン

タ

ー

子

ど

も

家

庭

支

援

セ

子

ど

も

家

庭

支

援

セ

ン

タ

ー

に

お

け

る

収

納

金

子

ど

も

家

庭

支

援

主

査

ン

タ

ー

所

員

別

表

教

育

委

員

会

事

務

局

子

ど

も

未

来

部

子

ど

も

未

来

課

子

ど

も

未

来

係

長

の

項

か

ら

子

ど

も

家

庭

支

援

セ

ン

タ

ー

子

ど

も

家

庭

支

援

主

査

の

項

ま

で

を

削

る

。

付

則

（

施

行

期

日

）

１

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

た

だ

し

、

付

則

第

三

項

の

規

定

は

、

公

布

の

日

か

ら

施

行

す

る

。

（

経

過

措

置

）

２

こ

の

規

則

に

よ

る

改

正

後

の

東

京

都

北

区

会

計

事

務

規

則

（

以

下

「

改

正

後

の

規

則

」

と

い

う

。

）

第

四

十

一

条

の

三

第

一

項

の

規

定

は

、

こ

の

規

則

の

施

行

日

（

以

下

「

施

行

日

」

と

い

う

。

）

以

後

に

地

方

自

治

法

（

昭

和

二

十

二

年

法

律

第

六

十

七

号

）

第

二

百

三

十

一

条

の

二

の

三

第

一

項

の

規

定

に

よ

る

指

定

を

受

け

た

指

定

納

付

受

託

者

（

同

項

に

規

定

す

る

指

定

納

付

受

託

者

を

い

う

。

以

下

こ

の

項

に

お

い

て

同

じ

。

）

に

つ

い

て

適

用

し

、

施

行

日

前

に

同

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

る

指

定

を

受

け

た

指

定

納

付

受

託

者

に

つ

い

て

は

、

な

お

従

前

の

例

に

よ

る

。
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３

区

長

は

、

施

行

日

前

に

お

い

て

も

、

改

正

後

の

規

則

第

四

十

条

の

二

第

一

項

及

び

第

二

項

の

規

定

の

例

に

よ

り

指

定

公

金

事

務

取

扱

者

（

地

方

自

治

法

の

一

部

を

改

正

す

る

法

律

（

令

和

五

年

法

律

第

十

九

号

）

に

よ

る

改

正

後

の

地

方

自

治

法

（

以

下

「

新

法

」

と

い

う

。

）

第

二

百

四

十

三

条

の

二

第

二

項

に

規

定

す

る

指

定

公

金

事

務

取

扱

者

を

い

う

。

）

の

指

定

を

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

４

区

長

は

、

令

和

八

年

三

月

三

十

一

日

ま

で

の

間

は

、

な

お

従

前

の

例

に

よ

り

、

施

行

日

の

前

日

に

お

い

て

地

方

自

治

法

施

行

令

等

の

一

部

を

改

正

す

る

政

令

（

令

和

六

年

政

令

第

十

二

号

）

に

よ

る

改

正

前

の

地

方

自

治

法

施

行

令

（

昭

和

二

十

二

年

政

令

第

十

六

号

）

第

百

五

十

八

条

第

一

項

、

第

百

五

十

八

条

の

二

第

一

項

又

は

第

百

六

十

五

条

の

三

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

現

に

公

金

の

徴

収

若

し

く

は

収

納

又

は

支

出

に

関

す

る

事

務

（

以

下

こ

の

項

に

お

い

て

「

従

前

の

公

金

事

務

」

と

い

う

。

）

を

行

わ

せ

て

い

る

者

（

新

法

第

二

百

四

十

三

条

の

二

第

一

項

の

規

定

に

よ

る

指

定

を

受

け

た

者

を

除

く

。

）

に

当

該

従

前

の

公

金

事

務

を

行

わ

せ

る

こ

と

が

で

き

る

。
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東

京

都

北

区

子

ど

も

・

子

育

て

会

議

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

二

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

二

十

九

号

東

京

都

北

区

子

ど

も

・

子

育

て

会

議

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

子

ど

も

・

子

育

て

会

議

条

例

施

行

規

則

（

平

成

二

十

五

年

七

月

東

京

都

北

区

規

則

第

五

十

九

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

第

三

条

中

「

教

育

委

員

会

事

務

局

子

ど

も

未

来

部

子

ど

も

未

来

課

」

を

「

子

ど

も

未

来

部

子

ど

も

未

来

課

」

に

改

め

る

。

付

則

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。
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東

京

都

北

区

老

人

福

祉

法

施

行

細

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

二

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

三

十

号

東

京

都

北

区

老

人

福

祉

法

施

行

細

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

老

人

福

祉

法

施

行

細

則

（

昭

和

四

十

年

三

月

東

京

都

北

区

規

則

第

九

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

別

記

第

十

四

号

様

式

中

「

㊞

」

を

削

る

。

（表）

付

則

（

施

行

期

日

）

１

こ

の

規

則

は

、

公

布

の

日

か

ら

施

行

す

る

。

（

経

過

措

置

）

２

こ

の

規

則

の

施

行

の

際

、

こ

の

規

則

に

よ

る

改

正

前

の

東

京

都

北

区

老

人

福

祉

法

施

行

細

則

別

記

第

十

四

号

様

式

の

規

定

に

よ

り

調

製

し

た

用

紙

で

、

現

に

残

存

す

る

も

の

に

つ

い

て

は

、

所

要

の

修

正

を

加

え

、

な

お

使

用

す

る

こ

と

が

で

き

る

。
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東

京

都

北

区

指

定

居

宅

介

護

支

援

等

の

事

業

の

人

員

及

び

運

営

に

関

す

る

基

準

を

定

め

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

六

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

三

十

一

号

東

京

都

北

区

指

定

居

宅

介

護

支

援

等

の

事

業

の

人

員

及

び

運

営

に

関

す

る

基

準

を

定

め

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

指

定

居

宅

介

護

支

援

等

の

事

業

の

人

員

及

び

運

営

に

関

す

る

基

準

を

定

め

る

条

例

施

行

規

則

（

平

成

三

十

年

三

月

東

京

都

北

区

規

則

第

二

十

九

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。第

三

条

第

二

項

中

「

が

三

十

五

」

を

「

（

当

該

指

定

居

宅

介

護

支

援

事

業

者

が

指

定

介

護

予

防

支

援

事

業

者

の

指

定

を

併

せ

て

受

け

、

又

は

法

第

百

十

五

条

の

二

十

三

第

三

項

の

規

定

に

よ

り

地

域

包

括

支

援

セ

ン

タ

ー

の

設

置

者

で

あ

る

指

定

介

護

予

防

支

援

事

業

者

か

ら

委

託

を

受

け

て

、

当

該

指

定

居

宅

介

護

支

援

事

業

所

に

お

い

て

指

定

介

護

予

防

支

援

（

法

第

五

十

八

条

第

一

項

に

規

定

す

る

指

定

介

護

予

防

支

援

を

い

う

。

以

下

こ

の

項

及

び

第

十

四

条

第

三

十

号

に

お

い

て

同

じ

。

）

を

行

う

場

合

に

あ

っ

て

は

、

当

該

事

業

所

に

お

け

る

指

定

居

宅

介

護

支

援

の

利

用

者

の

数

に

当

該

事

業

所

に

お

け

る

指

定

介

護

予

防

支

援

の

利

用

者

の

数

に

三

分

の

一

を

乗

じ

た

数

を

加

え

た

数

。

次

項

に

お

い

て

同

じ

。

）

が

四

十

四

」

に

改

め

、

同

条

に

次

の

一

項

を

加

え

る

。

３

前

項

の

規

定

に

か

か

わ

ら

ず

、

指

定

居

宅

介

護

支

援

事

業

所

が

、

公

益

社

団

法

人

国

民

健

康

保

険

中

央

会

（

昭

和

三

十

四

年

一

月

一

日

に

社

団

法

人

国

民

健

康

保

険

中

央

会

と

い

う

名

称

で

設

立

さ

れ

た

法

人

を

い

う

。

）

が

運

用

及

び

管

理

を

行

う

指

定

居

宅

介

護

支

援

事

業

者

及

び

指

定

居

宅

サ

ー

ビ

ス

事

業

者

等

の

使

用

に

係

る

電

子

計

算

機

と

接

続

さ

れ

た

居

宅

サ

ー

ビ

ス

計

画
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の

情

報

の

共

有

等

の

た

め

の

情

報

処

理

シ

ス

テ

ム

を

利

用

し

、

か

つ

、

事

務

職

員

を

配

置

し

て

い

る

場

合

に

お

け

る

第

一

項

に

規

定

す

る

員

数

の

基

準

は

、

利

用

者

の

数

が

四

十

九

又

は

そ

の

端

数

を

増

す

ご

と

に

一

と

す

る

。

第

四

条

第

三

項

第

二

号

中

「

同

一

敷

地

内

に

あ

る

」

を

削

る

。

第

五

条

第

二

項

中

「

あ

ら

か

じ

め

」

の

下

に

「

、

利

用

者

又

は

そ

の

家

族

に

対

し

」

を

加

え

、

「

、

前

六

月

間

に

当

該

指

定

居

宅

介

護

支

援

事

業

所

に

お

い

て

作

成

さ

れ

た

居

宅

サ

ー

ビ

ス

計

画

の

総

数

の

う

ち

に

訪

問

介

護

、

通

所

介

護

、

福

祉

用

具

貸

与

及

び

地

域

密

着

型

通

所

介

護

（

以

下

こ

の

項

に

お

い

て

「

訪

問

介

護

等

」

と

い

う

。

）

が

そ

れ

ぞ

れ

位

置

付

け

ら

れ

た

居

宅

サ

ー

ビ

ス

計

画

の

数

が

占

め

る

割

合

、

前

六

月

間

に

当

該

指

定

居

宅

介

護

支

援

事

業

所

に

お

い

て

作

成

さ

れ

た

居

宅

サ

ー

ビ

ス

計

画

に

位

置

付

け

ら

れ

た

訪

問

介

護

等

ご

と

の

回

数

の

う

ち

に

同

一

の

指

定

居

宅

サ

ー

ビ

ス

事

業

者

又

は

指

定

地

域

密

着

型

サ

ー

ビ

ス

事

業

者

に

よ

っ

て

提

供

さ

れ

た

も

の

が

占

め

る

割

合

」

を

削

り

、

同

条

中

第

八

項

を

第

九

項

と

し

、

同

条

第

七

項

各

号

列

記

以

外

の

部

分

中

「

第

四

項

」

を

「

第

五

項

」

に

改

め

、

同

項

第

一

号

中

「

第

四

項

各

号

」

を

「

第

五

項

各

号

」

に

改

め

、

同

項

を

同

条

第

八

項

と

し

、

同

条

第

六

項

中

「

第

四

項

第

一

号

」

を

「

第

五

項

第

一

号

」

に

改

め

、

同

項

を

同

条

第

七

項

と

し

、

同

条

中

第

五

項

を

第

六

項

と

し

、

同

条

第

四

項

中

「

第

六

項

」

を

「

第

八

項

」

に

改

め

、

同

項

を

同

条

第

五

項

と

し

、

同

条

中

第

三

項

を

第

四

項

と

し

、

第

二

項

の

次

に

次

の

一

項

を

加

え

る

。

３

指

定

居

宅

介

護

支

援

事

業

者

は

、

指

定

居

宅

介

護

支

援

の

提

供

の

開

始

に

際

し

、

あ

ら

か

じ
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め

、

利

用

者

又

は

そ

の

家

族

に

対

し

、

前

六

月

間

に

当

該

指

定

居

宅

介

護

支

援

事

業

所

に

お

い

て

作

成

さ

れ

た

居

宅

サ

ー

ビ

ス

計

画

の

総

数

の

う

ち

に

訪

問

介

護

、

通

所

介

護

、

福

祉

用

具

貸

与

及

び

地

域

密

着

型

通

所

介

護

（

以

下

こ

の

項

に

お

い

て

「

訪

問

介

護

等

」

と

い

う

。

）

が

そ

れ

ぞ

れ

位

置

付

け

ら

れ

た

居

宅

サ

ー

ビ

ス

計

画

の

数

が

占

め

る

割

合

及

び

前

六

月

間

に

当

該

指

定

居

宅

介

護

支

援

事

業

所

に

お

い

て

作

成

さ

れ

た

居

宅

サ

ー

ビ

ス

計

画

に

位

置

付

け

ら

れ

た

訪

問

介

護

等

ご

と

の

回

数

の

う

ち

に

同

一

の

指

定

居

宅

サ

ー

ビ

ス

事

業

者

又

は

指

定

地

域

密

着

型

サ

ー

ビ

ス

事

業

者

に

よ

っ

て

提

供

さ

れ

た

も

の

が

占

め

る

割

合

に

つ

き

説

明

を

行

い

、

理

解

を

得

る

よ

う

努

め

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

十

四

条

第

二

号

の

次

に

次

の

二

号

を

加

え

る

。

二

の

二

指

定

居

宅

介

護

支

援

の

提

供

に

当

た

っ

て

は

、

当

該

利

用

者

又

は

他

の

利

用

者

等

の

生

命

又

は

身

体

を

保

護

す

る

た

め

緊

急

や

む

を

得

な

い

場

合

を

除

き

、

身

体

的

拘

束

そ

の

他

利

用

者

の

行

動

を

制

限

す

る

行

為

（

以

下

「

身

体

的

拘

束

等

」

と

い

う

。

）

を

行

っ

て

は

な

ら

な

い

。

二

の

三

前

号

の

身

体

的

拘

束

等

を

行

う

場

合

に

は

、

そ

の

態

様

及

び

時

間

、

そ

の

際

の

利

用

者

の

心

身

の

状

況

並

び

に

緊

急

や

む

を

得

な

い

理

由

を

記

録

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

十

四

条

第

十

五

号

ア

中

「

、

利

用

者

の

居

宅

を

訪

問

し

」

を

削

り

、

同

号

中

イ

を

ウ

と

し

、

ア

の

次

に

次

の

よ

う

に

加

え

る

。

イ

ア

の

規

定

に

よ

る

面

接

は

、

利

用

者

の

居

宅

を

訪

問

す

る

こ

と

に

よ

っ

て

行

う

こ

と

。
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た

だ

し

、

次

の

い

ず

れ

に

も

該

当

す

る

場

合

で

あ

っ

て

少

な

く

と

も

二

月

に

一

回

、

利

用

者

の

居

宅

を

訪

問

し

、

利

用

者

に

面

接

す

る

と

き

は

、

利

用

者

の

居

宅

を

訪

問

し

な

い

月

に

お

い

て

は

、

テ

レ

ビ

電

話

装

置

等

を

活

用

し

て

、

利

用

者

に

面

接

す

る

こ

と

が

で

き

る

も

の

と

す

る

。

⑴

テ

レ

ビ

電

話

装

置

等

を

活

用

し

て

面

接

を

行

う

こ

と

に

つ

い

て

、

文

書

に

よ

り

利

用

者

の

同

意

を

得

て

い

る

こ

と

。

⑵

サ

ー

ビ

ス

担

当

者

会

議

等

に

お

い

て

、

次

に

掲

げ

る

事

項

に

つ

い

て

主

治

の

医

師

、

担

当

者

そ

の

他

の

関

係

者

の

合

意

を

得

て

い

る

こ

と

。

利

用

者

の

心

身

の

状

況

が

安

定

し

て

い

る

こ

と

。

(ⅰ)

利

用

者

が

テ

レ

ビ

電

話

装

置

等

を

活

用

し

て

意

思

疎

通

を

行

う

こ

と

が

で

き

る

こ

(ⅱ)

と

。介

護

支

援

専

門

員

が

、

テ

レ

ビ

電

話

装

置

等

を

活

用

し

た

モ

ニ

タ

リ

ン

グ

で

は

把

(ⅲ)

握

で

き

な

い

情

報

に

つ

い

て

、

担

当

者

か

ら

提

供

を

受

け

る

こ

と

。

第

十

四

条

第

三

十

号

中

「

基

づ

き

、

」

の

下

に

「

地

域

包

括

支

援

セ

ン

タ

ー

の

設

置

者

で

あ

る

」

を

加

え

る

。

第

二

十

三

条

第

一

項

中

「

重

要

事

項

」

の

下

に

「

（

以

下

こ

の

条

に

お

い

て

単

に

「

重

要

事

項

」

と

い

う

。

）

」

を

加

え

、

同

条

第

二

項

中

「

前

項

に

規

定

す

る

事

項

」

を

「

重

要

事

項

」

に

、

「

同

項

」

を

「

前

項

」

に

改

め

、

同

条

に

次

の

一

項

を

加

え

る

。
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３

指

定

居

宅

介

護

支

援

事

業

者

は

、

原

則

と

し

て

、

重

要

事

項

を

ウ

ェ

ブ

サ

イ

ト

に

掲

載

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

三

十

条

第

二

項

第

五

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

号

を

同

項

第

六

号

と

し

、

同

項

第

四

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

号

を

同

項

第

五

号

と

し

、

同

項

第

三

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

号

を

同

項

第

四

号

と

し

、

同

項

第

二

号

の

次

に

次

の

一

号

を

加

え

る

。

三

第

十

四

条

第

二

号

の

三

の

規

定

に

よ

る

身

体

的

拘

束

等

の

態

様

及

び

時

間

、

そ

の

際

の

利

用

者

の

心

身

の

状

況

並

び

に

緊

急

や

む

を

得

な

い

理

由

の

記

録

付

則

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

た

だ

し

、

第

二

十

三

条

に

一

項

を

加

え

る

改

正

規

定

は

、

令

和

七

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。
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東

京

都

北

区

指

定

地

域

密

着

型

サ

ー

ビ

ス

事

業

者

等

の

指

定

等

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

六

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

三

十

二

号

東

京

都

北

区

指

定

地

域

密

着

型

サ

ー

ビ

ス

事

業

者

等

の

指

定

等

に

関

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

指

定

地

域

密

着

型

サ

ー

ビ

ス

事

業

者

等

の

指

定

等

に

関

す

る

規

則

（

平

成

三

十

年

三

月

東

京

都

北

区

規

則

第

三

十

二

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

第

三

条

の

見

出

し

中

「

申

請

等

」

を

「

掲

示

」

に

改

め

、

同

条

第

一

項

を

削

り

、

同

条

第

二

項

を

同

条

と

す

る

。

第

四

条

か

ら

第

六

条

ま

で

を

削

る

。

第

七

条

中

「

第

三

条

の

」

を

「

法

第

七

十

八

条

の

二

第

一

項

、

第

七

十

九

条

第

一

項

、

第

百

十

五

条

の

十

二

第

一

項

及

び

第

百

十

五

条

の

二

十

二

第

一

項

の

規

定

に

よ

る

」

に

、

「

、

第

四

条

の

」

を

「

若

し

く

は

法

第

七

十

条

の

二

第

一

項

（

法

第

七

十

八

条

の

十

二

、

第

百

十

五

条

の

二

十

一

及

び

第

百

十

五

条

の

三

十

一

に

お

い

て

準

用

す

る

場

合

に

限

る

。

）

及

び

第

七

十

九

条

の

二

第

一

項

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

「

の

更

新

」

の

下

に

「

の

申

請

」

を

加

え

、

「

第

五

条

の

」

を

「

法

第

七

十

八

条

の

八

の

規

定

に

よ

る

」

に

、

「

前

条

の

」

を

「

法

第

七

十

八

条

の

五

、

第

八

十

二

条

、

第

百

十

五

条

の

十

五

及

び

第

百

十

五

条

の

二

十

五

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

条

を

第

四

条

と

す

る

。

第

八

条

を

第

五

条

と

し

、

第

九

条

を

第

六

条

と

す

る

。

別

記

第

一

号

様

式

か

ら

第

七

号

様

式

ま

で

を

削

る

。
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付

則

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。
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東

京

都

北

区

指

定

介

護

予

防

支

援

等

の

事

業

の

人

員

及

び

運

営

並

び

に

指

定

介

護

予

防

支

援

等

に

係

る

介

護

予

防

の

た

め

の

効

果

的

な

支

援

の

方

法

に

関

す

る

基

準

を

定

め

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

六

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

三

十

三

号

東

京

都

北

区

指

定

介

護

予

防

支

援

等

の

事

業

の

人

員

及

び

運

営

並

び

に

指

定

介

護

予

防

支

援

等

に

係

る

介

護

予

防

の

た

め

の

効

果

的

な

支

援

の

方

法

に

関

す

る

基

準

を

定

め

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

指

定

介

護

予

防

支

援

等

の

事

業

の

人

員

及

び

運

営

並

び

に

指

定

介

護

予

防

支

援

等

に

係

る

介

護

予

防

の

た

め

の

効

果

的

な

支

援

の

方

法

に

関

す

る

基

準

を

定

め

る

条

例

施

行

規

則

（

平

成

二

十

六

年

十

二

月

東

京

都

北

区

規

則

第

六

十

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

第

三

条

中

「

指

定

介

護

予

防

支

援

事

業

者

」

を

「

地

域

包

括

支

援

セ

ン

タ

ー

の

設

置

者

で

あ

る

指

定

介

護

予

防

支

援

事

業

者

」

に

改

め

、

「

（

以

下

「

指

定

介

護

予

防

支

援

事

業

所

」

と

い

う

。

）

」

を

削

り

、

同

条

に

次

の

一

項

を

加

え

る

。

２

指

定

居

宅

介

護

支

援

事

業

者

で

あ

る

指

定

介

護

予

防

支

援

事

業

者

は

、

当

該

指

定

に

係

る

事

業

所

ご

と

に

一

以

上

の

員

数

の

指

定

介

護

予

防

支

援

の

提

供

に

当

た

る

必

要

な

数

の

介

護

支

援

専

門

員

を

置

か

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

四

条

第

一

項

中

「

指

定

介

護

予

防

支

援

事

業

所

」

を

「

当

該

指

定

に

係

る

事

業

所

（

以

下

「

指

定

介

護

予

防

支

援

事

業

所

」

と

い

う

。

）

」

に

改

め

、

同

条

第

二

項

中

「

前

項

に

規

定

す

る

」

を

「

地

域

包

括

支

援

セ

ン

タ

ー

の

設

置

者

で

あ

る

指

定

介

護

予

防

支

援

事

業

者

が

前

項

の

規

定

に

よ

り

置

く

」

に

改

め

、

同

条

に

次

の

二

項

を

加

え

る

。

３

指

定

居

宅

介

護

支

援

事

業

者

で

あ

る

指

定

介

護

予

防

支

援

事

業

者

が

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

- 1 -



置

く

管

理

者

は

、

介

護

保

険

法

施

行

規

則

（

平

成

十

一

年

厚

生

省

令

第

三

十

六

号

）

第

百

四

十

条

の

六

十

六

第

一

号

イ

⑶

に

規

定

す

る

主

任

介

護

支

援

専

門

員

（

以

下

こ

の

項

に

お

い

て

「

主

任

介

護

支

援

専

門

員

」

と

い

う

。

）

で

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

た

だ

し

、

主

任

介

護

支

援

専

門

員

の

確

保

が

著

し

く

困

難

で

あ

る

等

や

む

を

得

な

い

理

由

が

あ

る

場

合

に

つ

い

て

は

、

介

護

支

援

専

門

員

（

主

任

介

護

支

援

専

門

員

を

除

く

。

）

を

第

一

項

に

規

定

す

る

管

理

者

と

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

４

前

項

の

管

理

者

は

、

専

ら

そ

の

職

務

に

従

事

す

る

者

で

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

た

だ

し

、

次

に

掲

げ

る

場

合

は

、

こ

の

限

り

で

な

い

。

一

管

理

者

が

そ

の

管

理

す

る

指

定

介

護

予

防

支

援

事

業

所

の

介

護

支

援

専

門

員

の

職

務

に

従

事

す

る

場

合

二

管

理

者

が

他

の

事

業

所

の

職

務

に

従

事

す

る

場

合

（

そ

の

管

理

す

る

指

定

介

護

予

防

支

援

事

業

所

の

管

理

に

支

障

が

な

い

場

合

に

限

る

。

）

第

五

条

第

二

項

中

「

あ

ら

か

じ

め

」

の

下

に

「

、

利

用

者

又

は

そ

の

家

族

に

対

し

」

を

加

え

、

同

条

第

三

項

中

「

担

当

職

員

」

の

下

に

「

（

指

定

居

宅

介

護

支

援

事

業

者

で

あ

る

指

定

介

護

予

防

支

援

事

業

者

の

場

合

に

あ

っ

て

は

介

護

支

援

専

門

員

。

以

下

こ

の

章

及

び

次

章

に

お

い

て

同

じ

。

）

」

を

加

え

る

。

第

十

一

条

に

次

の

二

項

を

加

え

る

。

２

指

定

居

宅

介

護

支

援

事

業

者

で

あ

る

指

定

介

護

予

防

支

援

事

業

者

は

、

前

項

の

利

用

料

の

ほ

- 2 -



か

、

利

用

者

の

選

定

に

よ

り

通

常

の

事

業

の

実

施

地

域

以

外

の

地

域

の

居

宅

を

訪

問

し

て

指

定

介

護

予

防

支

援

を

行

う

場

合

に

は

、

そ

れ

に

要

し

た

交

通

費

の

支

払

を

利

用

者

か

ら

受

け

る

こ

と

が

で

き

る

。

３

指

定

居

宅

介

護

支

援

事

業

者

で

あ

る

指

定

介

護

予

防

支

援

事

業

者

は

、

前

項

に

規

定

す

る

費

用

の

額

に

係

る

サ

ー

ビ

ス

の

提

供

に

当

た

っ

て

は

、

あ

ら

か

じ

め

、

利

用

者

又

は

そ

の

家

族

に

対

し

、

当

該

サ

ー

ビ

ス

の

内

容

及

び

費

用

に

つ

い

て

説

明

を

行

い

、

利

用

者

の

同

意

を

得

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

十

二

条

中

「

前

条

」

を

「

前

条

第

一

項

」

に

改

め

る

。

第

十

三

条

中

「

指

定

介

護

予

防

支

援

事

業

者

」

を

「

地

域

包

括

支

援

セ

ン

タ

ー

の

設

置

者

で

あ

る

指

定

介

護

予

防

支

援

事

業

者

」

に

改

め

、

同

条

第

一

号

中

「

（

平

成

十

一

年

厚

生

省

令

第

三

十

六

号

）

」

を

削

り

、

同

条

第

四

号

中

「

規

定

」

の

下

に

「

（

第

三

十

一

条

第

二

十

九

号

の

規

定

を

除

く

。

）

」

を

加

え

る

。

第

二

十

二

条

第

一

項

中

「

重

要

事

項

」

の

下

に

「

（

以

下

こ

の

条

に

お

い

て

単

に

「

重

要

事

項

」

と

い

う

。

）

」

を

加

え

、

同

条

第

二

項

中

「

前

項

に

規

定

す

る

事

項

」

を

「

重

要

事

項

」

に

、

「

同

項

」

を

「

前

項

」

に

改

め

、

同

条

に

次

の

一

項

を

加

え

る

。

３

指

定

介

護

予

防

支

援

事

業

者

は

、

原

則

と

し

て

、

重

要

事

項

を

ウ

ェ

ブ

サ

イ

ト

に

掲

載

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

二

十

九

条

第

二

項

第

二

号

エ

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

項

第
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五

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

号

を

同

項

第

六

号

と

し

、

同

項

第

四

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

号

を

同

項

第

五

号

と

し

、

同

項

第

三

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

号

を

同

項

第

四

号

と

し

、

同

項

第

二

号

の

次

に

次

の

一

号

を

加

え

る

。

三

第

三

十

一

条

第

二

号

の

三

の

規

定

に

よ

る

身

体

的

拘

束

そ

の

他

利

用

者

の

行

動

を

制

限

す

る

行

為

（

第

三

十

一

条

第

二

号

の

二

及

び

第

二

号

の

三

に

お

い

て

「

身

体

的

拘

束

等

」

と

い

う

。

）

の

態

様

及

び

時

間

、

そ

の

際

の

利

用

者

の

心

身

の

状

況

並

び

に

緊

急

や

む

を

得

な

い

理

由

の

記

録

第

三

十

一

条

第

二

号

の

次

に

次

の

二

号

を

加

え

る

。

二

の

二

指

定

介

護

予

防

支

援

の

提

供

に

当

た

っ

て

は

、

当

該

利

用

者

又

は

他

の

利

用

者

等

の

生

命

又

は

身

体

を

保

護

す

る

た

め

緊

急

や

む

を

得

な

い

場

合

を

除

き

、

身

体

的

拘

束

等

を

行

っ

て

は

な

ら

な

い

。

二

の

三

前

号

の

身

体

的

拘

束

等

を

行

う

場

合

に

は

、

そ

の

態

様

及

び

時

間

、

そ

の

際

の

利

用

者

の

心

身

の

状

況

並

び

に

緊

急

や

む

を

得

な

い

理

由

を

記

録

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

三

十

一

条

第

十

六

号

ア

中

「

及

び

サ

ー

ビ

ス

の

評

価

期

間

が

終

了

す

る

月

並

び

に

利

用

者

の

状

況

に

著

し

い

変

化

が

あ

っ

た

と

き

は

、

利

用

者

の

居

宅

を

訪

問

し

」

を

削

り

、

同

号

中

ウ

を

オ

と

し

、

同

号

イ

中

「

月

」

の

下

に

「

（

イ

た

だ

し

書

の

規

定

に

よ

り

テ

レ

ビ

電

話

装

置

等

を

活

用

し

て

利

用

者

に

面

接

す

る

月

を

除

く

。

）

」

を

加

え

、

同

号

イ

を

同

号

エ

と

し

、

同

号

ア

の

次

に
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次

の

よ

う

に

加

え

る

。

イ

ア

の

規

定

に

よ

る

面

接

は

、

利

用

者

の

居

宅

を

訪

問

す

る

こ

と

に

よ

っ

て

行

う

こ

と

。

た

だ

し

、

次

の

い

ず

れ

に

も

該

当

す

る

場

合

で

あ

っ

て

、

サ

ー

ビ

ス

の

提

供

を

開

始

す

る

月

の

翌

月

か

ら

起

算

し

て

三

月

ご

と

の

期

間

（

以

下

こ

の

号

に

お

い

て

単

に

「

期

間

」

と

い

う

。

）

に

つ

い

て

、

少

な

く

と

も

連

続

す

る

二

期

間

に

一

回

、

利

用

者

の

居

宅

を

訪

問

し

、

面

接

す

る

と

き

は

、

利

用

者

の

居

宅

を

訪

問

し

な

い

期

間

に

お

い

て

、

テ

レ

ビ

電

話

装

置

等

を

活

用

し

て

、

利

用

者

に

面

接

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

⑴

テ

レ

ビ

電

話

装

置

等

を

活

用

し

て

面

接

を

行

う

こ

と

に

つ

い

て

、

文

書

に

よ

り

利

用

者

の

同

意

を

得

て

い

る

こ

と

。

⑵

サ

ー

ビ

ス

担

当

者

会

議

等

に

お

い

て

、

次

に

掲

げ

る

事

項

に

つ

い

て

主

治

の

医

師

、

担

当

者

そ

の

他

の

関

係

者

の

合

意

を

得

て

い

る

こ

と

。

利

用

者

の

心

身

の

状

況

が

安

定

し

て

い

る

こ

と

。

(i)

利

用

者

が

テ

レ

ビ

電

話

装

置

等

を

活

用

し

て

意

思

疎

通

を

行

う

こ

と

が

で

き

る

こ

(ⅱ)

と

。担

当

職

員

が

、

テ

レ

ビ

電

話

装

置

等

を

活

用

し

た

モ

ニ

タ

リ

ン

グ

で

は

把

握

で

き

(ⅲ)

な

い

情

報

に

つ

い

て

、

担

当

者

か

ら

提

供

を

受

け

る

こ

と

。

ウ

サ

ー

ビ

ス

の

評

価

期

間

が

終

了

す

る

月

及

び

利

用

者

の

状

況

に

著

し

い

変

化

が

あ

っ

た

と

き

は

、

利

用

者

の

居

宅

を

訪

問

し

、

利

用

者

に

面

接

す

る

こ

と

。
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第

三

十

一

条

に

次

の

一

号

を

加

え

る

。

二

十

九

指

定

居

宅

介

護

支

援

事

業

者

で

あ

る

指

定

介

護

予

防

支

援

事

業

者

は

、

法

第

百

十

五

条

の

三

十

の

二

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

区

長

か

ら

情

報

の

提

供

を

求

め

ら

れ

た

場

合

に

は

、

そ

の

求

め

に

応

じ

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

付

則

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

た

だ

し

、

第

二

十

二

条

に

一

項

を

加

え

る

改

正

規

定

は

、

令

和

七

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。
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東

京

都

北

区

指

定

地

域

密

着

型

サ

ー

ビ

ス

の

事

業

の

人

員

、

設

備

及

び

運

営

に

関

す

る

基

準

を

定

め

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

六

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

三

十

四

号

東

京

都

北

区

指

定

地

域

密

着

型

サ

ー

ビ

ス

の

事

業

の

人

員

、

設

備

及

び

運

営

に

関

す

る

基

準

を

定

め

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

指

定

地

域

密

着

型

サ

ー

ビ

ス

の

事

業

の

人

員

、

設

備

及

び

運

営

に

関

す

る

基

準

を

定

め

る

条

例

施

行

規

則

（

平

成

二

十

五

年

三

月

東

京

都

北

区

規

則

第

五

十

一

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

第

四

条

第

五

項

第

五

号

中

「

第

六

十

一

条

」

を

「

第

六

十

一

条

第

一

項

」

に

改

め

、

同

項

中

第

十

一

号

を

削

り

、

第

十

二

号

を

第

十

一

号

と

し

、

同

条

第

六

項

た

だ

し

書

中

「

定

期

巡

回

・

随

時

対

応

型

訪

問

介

護

看

護

事

業

所

」

を

「

指

定

定

期

巡

回

・

随

時

対

応

型

訪

問

介

護

看

護

事

業

所

」

に

、

「

施

設

」

を

「

敷

地

」

に

改

め

る

。

第

五

条

た

だ

し

書

中

「

同

一

敷

地

内

に

あ

る

」

を

削

る

。

第

二

十

二

条

中

第

九

号

を

第

十

一

号

と

し

、

第

八

号

を

第

十

号

と

し

、

第

七

号

の

次

に

次

の

二

号

を

加

え

る

。

八

指

定

定

期

巡

回

・

随

時

対

応

型

訪

問

介

護

看

護

の

提

供

に

当

た

っ

て

は

、

当

該

利

用

者

又

は

他

の

利

用

者

等

の

生

命

又

は

身

体

を

保

護

す

る

た

め

緊

急

や

む

を

得

な

い

場

合

を

除

き

、

身

体

的

拘

束

そ

の

他

利

用

者

の

行

動

を

制

限

す

る

行

為

（

以

下

「

身

体

的

拘

束

等

」

と

い

う

。

）

を

行

っ

て

は

な

ら

な

い

。

九

前

号

の

身

体

的

拘

束

等

を

行

う

場

合

に

は

、

そ

の

態

様

及

び

時

間

、

そ

の

際

の

利

用

者

の

- 1 -



心

身

の

状

況

並

び

に

緊

急

や

む

を

得

な

い

理

由

を

記

録

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

三

十

二

条

第

一

項

中

「

重

要

事

項

」

の

下

に

「

（

以

下

こ

の

条

に

お

い

て

単

に

「

重

要

事

項

」

と

い

う

。

）

」

を

加

え

、

同

条

第

二

項

中

「

前

項

に

規

定

す

る

事

項

」

を

「

重

要

事

項

」

に

、

「

同

項

」

を

「

前

項

」

に

改

め

、

同

条

に

次

の

一

項

を

加

え

る

。

３

指

定

定

期

巡

回

・

随

時

対

応

型

訪

問

介

護

看

護

事

業

者

は

、

原

則

と

し

て

、

重

要

事

項

を

ウ

ェ

ブ

サ

イ

ト

に

掲

載

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

四

十

条

第

二

項

第

二

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

項

第

四

号

中

「

第

二

十

四

条

第

十

一

項

」

を

「

第

二

十

四

条

第

十

項

」

に

改

め

、

同

項

第

七

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

号

を

同

項

第

八

号

と

し

、

同

項

第

六

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

号

を

同

項

第

七

号

と

し

、

同

項

第

五

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

号

を

同

項

第

六

号

と

し

、

同

項

第

四

号

の

次

に

次

の

一

号

を

加

え

る

。

五

第

二

十

二

条

第

九

号

の

規

定

に

よ

る

身

体

的

拘

束

等

の

態

様

及

び

時

間

、

そ

の

際

の

利

用

者

の

心

身

の

状

況

並

び

に

緊

急

や

む

を

得

な

い

理

由

の

記

録

第

四

十

四

条

第

三

項

た

だ

し

書

中

「

夜

間

対

応

型

訪

問

介

護

事

業

所

」

を

「

指

定

夜

間

対

応

型

訪

問

介

護

事

業

所

」

に

改

め

、

同

条

第

四

項

中

第

十

一

号

を

削

り

、

第

十

二

号

を

第

十

一

号

と

し

、

同

条

第

五

項

た

だ

し

書

及

び

第

六

項

中

「

夜

間

対

応

型

訪

問

介

護

事

業

所

」

を

「

指

定

夜

間

対

応

型

訪

問

介

護

事

業

所

」

に

改

め

る

。
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第

四

十

五

条

た

だ

し

書

中

「

同

一

敷

地

内

の

」

を

削

る

。

第

四

十

八

条

中

第

七

号

を

第

九

号

と

し

、

第

六

号

を

第

八

号

と

し

、

第

五

号

を

第

七

号

と

し

、

第

四

号

の

次

に

次

の

二

号

を

加

え

る

。

五

指

定

夜

間

対

応

型

訪

問

介

護

の

提

供

に

当

た

っ

て

は

、

当

該

利

用

者

又

は

他

の

利

用

者

等

の

生

命

又

は

身

体

を

保

護

す

る

た

め

緊

急

や

む

を

得

な

い

場

合

を

除

き

、

身

体

的

拘

束

等

を

行

っ

て

は

な

ら

な

い

。

六

前

号

の

身

体

的

拘

束

等

を

行

う

場

合

に

は

、

そ

の

態

様

及

び

時

間

、

そ

の

際

の

利

用

者

の

心

身

の

状

況

並

び

に

緊

急

や

む

を

得

な

い

理

由

を

記

録

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

五

十

五

条

第

二

項

第

二

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

項

第

五

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

号

を

同

項

第

六

号

と

し

、

同

項

第

四

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

号

を

同

項

第

五

号

と

し

、

同

項

第

三

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

号

を

同

項

第

四

号

と

し

、

同

項

第

二

号

の

次

に

次

の

一

号

を

加

え

る

。

三

第

四

十

八

条

第

六

号

の

規

定

に

よ

る

身

体

的

拘

束

等

の

態

様

及

び

時

間

、

そ

の

際

の

利

用

者

の

心

身

の

状

況

並

び

に

緊

急

や

む

を

得

な

い

理

由

の

記

録

第

五

十

六

条

の

三

た

だ

し

書

中

「

同

一

敷

地

内

に

あ

る

」

を

削

る

。

第

五

十

六

条

の

八

中

第

六

号

を

第

八

号

と

し

、

第

五

号

を

第

七

号

と

し

、

第

四

号

の

次

に

次

の

二

号

を

加

え

る

。
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五

指

定

地

域

密

着

型

通

所

介

護

の

提

供

に

当

た

っ

て

は

、

当

該

利

用

者

又

は

他

の

利

用

者

等

の

生

命

又

は

身

体

を

保

護

す

る

た

め

緊

急

や

む

を

得

な

い

場

合

を

除

き

、

身

体

的

拘

束

等

を

行

っ

て

は

な

ら

な

い

。

六

前

号

の

身

体

的

拘

束

等

を

行

う

場

合

に

は

、

そ

の

態

様

及

び

時

間

、

そ

の

際

の

利

用

者

の

心

身

の

状

況

並

び

に

緊

急

や

む

を

得

な

い

理

由

を

記

録

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

五

十

六

条

の

十

八

第

二

項

第

二

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

項

中

第

六

号

を

第

七

号

と

し

、

同

項

第

五

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

号

を

同

項

第

六

号

と

し

、

同

項

第

四

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

号

を

同

項

第

五

号

と

し

、

同

項

第

三

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

号

を

同

項

第

四

号

と

し

、

同

項

第

二

号

の

次

に

次

の

一

号

を

加

え

る

。

三

第

五

十

六

条

の

八

第

六

号

の

規

定

に

よ

る

身

体

的

拘

束

等

の

態

様

及

び

時

間

、

そ

の

際

の

利

用

者

の

心

身

の

状

況

並

び

に

緊

急

や

む

を

得

な

い

理

由

の

記

録

第

五

十

六

条

の

十

九

の

三

中

「

第

五

十

六

条

の

十

八

第

二

項

」

を

「

第

五

十

六

条

の

十

八

第

二

項

第

二

号

か

ら

第

四

号

ま

で

の

規

定

」

に

改

め

、

「

第

五

十

六

条

の

十

九

の

三

に

お

い

て

」

と

」

の

下

に

「

、

同

項

第

五

号

中

「

前

条

」

と

あ

る

の

は

「

第

五

十

六

条

の

十

九

の

三

に

お

い

て

準

用

す

る

前

条

」

と

、

同

項

第

六

号

中

「

第

五

十

六

条

の

十

六

第

二

項

」

と

あ

る

の

は

「

第

五

十

六

条

の

十

九

の

三

に

お

い

て

準

用

す

る

第

五

十

六

条

の

十

六

第

二

項

」

と

」

を

加

え

る

。

第

五

十

六

条

の

二

十

二

第

一

項

た

だ

し

書

中

「

同

一

敷

地

内

に

あ

る

」

を

削

る

。
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第

五

十

六

条

の

二

十

八

中

第

五

号

を

第

七

号

と

し

、

第

四

号

を

第

六

号

と

し

、

第

三

号

を

第

五

号

と

し

、

第

二

号

の

次

に

次

の

二

号

を

加

え

る

。

三

指

定

療

養

通

所

介

護

の

提

供

に

当

た

っ

て

は

、

当

該

利

用

者

又

は

他

の

利

用

者

等

の

生

命

又

は

身

体

を

保

護

す

る

た

め

緊

急

や

む

を

得

な

い

場

合

を

除

き

、

身

体

的

拘

束

等

を

行

っ

て

は

な

ら

な

い

。

四

前

号

の

身

体

的

拘

束

等

を

行

う

場

合

に

は

、

そ

の

態

様

及

び

時

間

、

そ

の

際

の

利

用

者

の

心

身

の

状

況

並

び

に

緊

急

や

む

を

得

な

い

理

由

を

記

録

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

五

十

六

条

の

三

十

五

第

二

項

第

三

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

項

中

第

七

号

を

第

八

号

と

し

、

同

項

第

六

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

号

を

同

項

第

七

号

と

し

、

同

項

第

五

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

号

を

同

項

第

六

号

と

し

、

同

項

第

四

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

号

を

同

項

第

五

号

と

し

、

同

項

第

三

号

の

次

に

次

の

一

号

を

加

え

る

。

四

第

五

十

六

条

の

二

十

八

第

四

号

の

規

定

に

よ

る

身

体

的

拘

束

等

の

態

様

及

び

時

間

、

そ

の

際

の

利

用

者

の

心

身

の

状

況

並

び

に

緊

急

や

む

を

得

な

い

理

由

の

記

録

第

五

十

八

条

第

一

項

た

だ

し

書

中

「

同

一

敷

地

内

に

あ

る

」

を

削

る

。

第

六

十

一

条

第

二

項

中

「

指

定

介

護

療

養

型

医

療

施

設

」

を

「

健

康

保

険

法

等

の

一

部

を

改

正

す

る

法

律

（

平

成

十

八

年

法

律

第

八

十

三

号

）

第

二

十

六

条

の

規

定

に

よ

る

改

正

前

の

法

第

四

十

八

条

第

一

項

第

三

号

に

規

定

す

る

指

定

介

護

療

養

型

医

療

施

設

」

に

改

め

る

。
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第

六

十

二

条

第

一

項

た

だ

し

書

中

「

同

一

敷

地

内

に

あ

る

」

を

削

る

。

第

六

十

六

条

中

第

六

号

を

第

八

号

と

し

、

第

五

号

を

第

七

号

と

し

、

第

四

号

の

次

に

次

の

二

号

を

加

え

る

。

五

指

定

認

知

症

対

応

型

通

所

介

護

の

提

供

に

当

た

っ

て

は

、

当

該

利

用

者

又

は

他

の

利

用

者

等

の

生

命

又

は

身

体

を

保

護

す

る

た

め

緊

急

や

む

を

得

な

い

場

合

を

除

き

、

身

体

的

拘

束

等

を

行

っ

て

は

な

ら

な

い

。

六

前

号

の

身

体

的

拘

束

等

を

行

う

場

合

に

は

、

そ

の

態

様

及

び

時

間

、

そ

の

際

の

利

用

者

の

心

身

の

状

況

並

び

に

緊

急

や

む

を

得

な

い

理

由

を

記

録

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

六

十

七

条

第

一

項

中

「

及

び

次

条

」

を

削

る

。

第

七

十

五

条

第

二

項

第

二

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

項

中

第

六

号

を

第

七

号

と

し

、

同

項

第

五

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

号

を

同

項

第

六

号

と

し

、

同

項

第

四

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

号

を

同

項

第

五

号

と

し

、

同

項

第

三

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

号

を

同

項

第

四

号

と

し

、

第

二

号

の

次

に

次

の

一

号

を

加

え

る

。

三

第

六

十

六

条

第

六

号

の

規

定

に

よ

る

身

体

的

拘

束

等

の

態

様

及

び

時

間

、

そ

の

際

の

利

用

者

の

心

身

の

状

況

並

び

に

緊

急

や

む

を

得

な

い

理

由

の

記

録

第

七

十

七

条

第

六

項

の

表

中

「

、

指

定

介

護

療

養

型

医

療

施

設

（

医

療

法

（

昭

和

二

十

三

年

法

律

第

二

百

五

号

）

第

七

条

第

二

項

第

四

号

に

規

定

す

る

療

養

病

床

を

有

す

る

診

療

所

で

あ

る

も

の
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に

限

る

。

）

」

を

削

る

。

第

七

十

八

条

第

一

項

た

だ

し

書

中

「

当

該

指

定

小

規

模

多

機

能

型

居

宅

介

護

事

業

所

に

併

設

す

る

前

条

第

六

項

の

表

当

該

小

規

模

多

機

能

型

居

宅

介

護

事

業

所

に

中

欄

に

掲

げ

る

施

設

等

の

い

ず

れ

か

が

併

設

さ

れ

て

い

る

場

合

の

項

中

欄

に

掲

げ

る

施

設

等

の

職

務

、

同

一

敷

地

内

の

指

定

定

期

巡

回

・

随

時

対

応

型

訪

問

介

護

看

護

事

業

所

の

職

務

（

当

該

指

定

定

期

巡

回

・

随

時

対

応

型

訪

問

介

護

看

護

事

業

者

が

、

指

定

夜

間

対

応

型

訪

問

介

護

事

業

者

、

指

定

訪

問

介

護

事

業

者

又

は

指

定

訪

問

看

護

事

業

者

の

指

定

を

併

せ

て

受

け

、

一

体

的

な

運

営

を

行

っ

て

い

る

場

合

に

は

、

こ

れ

ら

の

事

業

に

係

る

職

務

を

含

む

。

）

若

し

く

は

法

第

百

十

五

条

の

四

十

五

第

一

項

に

規

定

す

る

介

護

予

防

・

日

常

生

活

支

援

総

合

事

業

（

同

項

第

一

号

ニ

に

規

定

す

る

第

一

号

介

護

予

防

支

援

事

業

を

除

く

。

）

」

を

「

他

の

事

業

所

、

施

設

等

の

職

務

」

に

改

め

、

同

条

第

三

項

中

「

第

百

六

条

」

の

下

に

「

、

第

百

八

十

二

条

第

三

項

」

を

加

え

る

。

第

八

十

七

条

第

五

号

中

「

身

体

的

拘

束

そ

の

他

利

用

者

の

行

動

を

制

限

す

る

行

為

（

以

下

「

身

体

的

拘

束

等

」

と

い

う

。

）

」

を

「

身

体

的

拘

束

等

」

に

改

め

、

同

条

中

第

八

号

を

第

九

号

と

し

、

第

七

号

を

第

八

号

と

し

、

第

六

号

の

次

に

次

の

一

号

を

加

え

る

。

七

指

定

小

規

模

多

機

能

型

居

宅

介

護

事

業

者

は

、

身

体

的

拘

束

等

の

適

正

化

を

図

る

た

め

、

次

に

掲

げ

る

措

置

を

講

じ

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

ア

身

体

的

拘

束

等

の

適

正

化

の

た

め

の

対

策

を

検

討

す

る

委

員

会

（

テ

レ

ビ

電

話

装

置

等

を

活

用

し

て

行

う

こ

と

が

で

き

る

も

の

と

す

る

。

）

を

三

月

に

一

回

以

上

開

催

す

る

と

と
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も

に

、

そ

の

結

果

に

つ

い

て

、

介

護

職

員

そ

の

他

の

従

業

者

に

周

知

徹

底

を

図

る

こ

と

。

イ

身

体

的

拘

束

等

の

適

正

化

の

た

め

の

指

針

を

整

備

す

る

こ

と

。

ウ

介

護

職

員

そ

の

他

の

従

業

者

に

対

し

、

身

体

的

拘

束

等

の

適

正

化

の

た

め

の

研

修

を

定

期

的

に

実

施

す

る

こ

と

。

第

百

一

条

の

次

に

次

の

一

条

を

加

え

る

。

（

利

用

者

の

安

全

並

び

に

介

護

サ

ー

ビ

ス

の

質

の

確

保

及

び

職

員

の

負

担

軽

減

に

資

す

る

方

策

を

検

討

す

る

た

め

の

委

員

会

の

設

置

）

第

百

一

条

の

二

指

定

小

規

模

多

機

能

型

居

宅

介

護

事

業

者

は

、

当

該

指

定

小

規

模

多

機

能

型

居

宅

介

護

事

業

所

に

お

け

る

業

務

の

効

率

化

、

介

護

サ

ー

ビ

ス

の

質

の

向

上

そ

の

他

の

生

産

性

の

向

上

に

資

す

る

取

組

の

促

進

を

図

る

た

め

、

当

該

指

定

小

規

模

多

機

能

型

居

宅

介

護

事

業

所

に

お

け

る

利

用

者

の

安

全

並

び

に

介

護

サ

ー

ビ

ス

の

質

の

確

保

及

び

職

員

の

負

担

軽

減

に

資

す

る

方

策

を

検

討

す

る

た

め

の

委

員

会

（

テ

レ

ビ

電

話

装

置

等

を

活

用

し

て

行

う

こ

と

が

で

き

る

も

の

と

す

る

。

）

を

定

期

的

に

開

催

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

百

二

条

第

二

項

第

三

号

か

ら

第

七

号

ま

で

の

規

定

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

る

。

第

百

五

条

第

一

項

た

だ

し

書

中

「

同

一

敷

地

内

に

あ

る

」

及

び

「

若

し

く

は

併

設

す

る

指

定

小

規

模

多

機

能

型

居

宅

介

護

事

業

所

若

し

く

は

指

定

看

護

小

規

模

多

機

能

型

居

宅

介

護

事

業

所

」

を

削

る

。
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第

百

十

五

条

た

だ

し

書

中

「

こ

れ

ら

の

事

業

所

、

施

設

等

が

同

一

敷

地

内

に

あ

る

こ

と

等

に

よ

り

」

を

削

る

。

第

百

十

九

条

中

第

三

項

を

第

八

項

と

し

、

第

二

項

を

第

七

項

と

し

、

第

一

項

の

次

に

次

の

五

項

を

加

え

る

。

２

指

定

認

知

症

対

応

型

共

同

生

活

介

護

事

業

者

は

、

前

項

の

規

定

に

基

づ

き

協

力

医

療

機

関

を

定

め

る

に

当

た

っ

て

は

、

次

に

掲

げ

る

要

件

を

満

た

す

協

力

医

療

機

関

を

定

め

る

よ

う

に

努

め

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

一

利

用

者

の

病

状

が

急

変

し

た

場

合

等

に

お

い

て

医

師

又

は

看

護

職

員

が

相

談

対

応

を

行

う

体

制

を

、

常

時

確

保

し

て

い

る

こ

と

。

二

当

該

指

定

認

知

症

対

応

型

共

同

生

活

介

護

事

業

者

か

ら

の

診

療

の

求

め

が

あ

っ

た

場

合

に

お

い

て

診

療

を

行

う

体

制

を

、

常

時

確

保

し

て

い

る

こ

と

。

３

指

定

認

知

症

対

応

型

共

同

生

活

介

護

事

業

者

は

、

一

年

に

一

回

以

上

、

協

力

医

療

機

関

と

の

間

で

、

利

用

者

の

病

状

が

急

変

し

た

場

合

等

の

対

応

を

確

認

す

る

と

と

も

に

、

協

力

医

療

機

関

の

名

称

等

を

区

長

に

届

け

出

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

４

指

定

認

知

症

対

応

型

共

同

生

活

介

護

事

業

者

は

、

感

染

症

の

予

防

及

び

感

染

症

の

患

者

に

対

す

る

医

療

に

関

す

る

法

律

（

平

成

十

年

法

律

第

百

十

四

号

）

第

六

条

第

十

七

項

に

規

定

す

る

第

二

種

協

定

指

定

医

療

機

関

（

以

下

「

第

二

種

協

定

指

定

医

療

機

関

」

と

い

う

。

）

と

の

間

で

、

新

興

感

染

症

（

同

条

第

七

項

に

規

定

す

る

新

型

イ

ン

フ

ル

エ

ン

ザ

等

感

染

症

、

同

条

第

八

項

に
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規

定

す

る

指

定

感

染

症

又

は

同

条

第

九

項

に

規

定

す

る

新

感

染

症

を

い

う

。

以

下

同

じ

。

）

の

発

生

時

等

の

対

応

を

取

り

決

め

る

よ

う

に

努

め

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

５

指

定

認

知

症

対

応

型

共

同

生

活

介

護

事

業

者

は

、

協

力

医

療

機

関

が

第

二

種

協

定

指

定

医

療

機

関

で

あ

る

場

合

に

お

い

て

は

、

当

該

第

二

種

協

定

指

定

医

療

機

関

と

の

間

で

、

新

興

感

染

症

の

発

生

時

等

の

対

応

に

つ

い

て

協

議

を

行

わ

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

６

指

定

認

知

症

対

応

型

共

同

生

活

介

護

事

業

者

は

、

利

用

者

が

協

力

医

療

機

関

そ

の

他

の

医

療

機

関

に

入

院

し

た

後

に

、

当

該

利

用

者

の

病

状

が

軽

快

し

、

退

院

が

可

能

と

な

っ

た

場

合

に

お

い

て

は

、

再

び

当

該

指

定

認

知

症

対

応

型

共

同

生

活

介

護

事

業

所

に

速

や

か

に

入

居

さ

せ

る

こ

と

が

で

き

る

よ

う

に

努

め

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

百

二

十

一

条

第

二

項

第

二

号

か

ら

第

六

号

ま

で

の

規

定

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

る

。

第

百

二

十

二

条

中

「

及

び

第

九

十

九

条

」

を

「

、

第

九

十

九

条

及

び

第

百

一

条

の

二

」

に

改

め

る

。第

百

二

十

三

条

第

七

項

中

第

二

号

を

削

り

、

第

三

号

を

第

二

号

と

し

、

同

条

に

次

の

一

項

を

加

え

る

。次

に

掲

げ

る

要

件

の

い

ず

れ

に

も

適

合

す

る

場

合

に

お

け

る

第

一

項

第

二

号

ア

の

規

定

の

適

11

用

に

つ

い

て

は

、

当

該

規

定

中

「

一

」

と

あ

る

の

は

、

「

〇

・

九

」

と

す

る

。

一

第

百

四

十

二

条

に

お

い

て

準

用

す

る

第

百

一

条

の

二

に

規

定

す

る

委

員

会

に

お

い

て

、

利
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用

者

の

安

全

並

び

に

介

護

サ

ー

ビ

ス

の

質

の

確

保

及

び

職

員

の

負

担

軽

減

を

図

る

た

め

の

取

組

に

関

す

る

次

に

掲

げ

る

事

項

に

つ

い

て

必

要

な

検

討

を

行

い

、

及

び

当

該

事

項

の

実

施

を

定

期

的

に

確

認

し

て

い

る

こ

と

。

ア

利

用

者

の

安

全

及

び

ケ

ア

の

質

の

確

保

イ

地

域

密

着

型

特

定

施

設

従

業

者

の

負

担

軽

減

及

び

勤

務

状

況

へ

の

配

慮

ウ

緊

急

時

の

体

制

整

備

エ

業

務

の

効

率

化

、

介

護

サ

ー

ビ

ス

の

質

の

向

上

等

に

資

す

る

機

器

（

次

号

に

お

い

て

「

介

護

機

器

」

と

い

う

。

）

の

定

期

的

な

点

検

オ

地

域

密

着

型

特

定

施

設

従

業

者

に

対

す

る

研

修

二

介

護

機

器

を

複

数

種

類

活

用

し

て

い

る

こ

と

。

三

利

用

者

の

安

全

並

び

に

介

護

サ

ー

ビ

ス

の

質

の

確

保

及

び

職

員

の

負

担

軽

減

を

図

る

た

め

、

地

域

密

着

型

特

定

施

設

従

業

者

間

の

適

切

な

役

割

分

担

を

行

っ

て

い

る

こ

と

。

四

利

用

者

の

安

全

並

び

に

介

護

サ

ー

ビ

ス

の

質

の

確

保

及

び

職

員

の

負

担

軽

減

を

図

る

取

組

に

よ

る

介

護

サ

ー

ビ

ス

の

質

の

確

保

及

び

職

員

の

負

担

軽

減

が

行

わ

れ

て

い

る

と

認

め

ら

れ

る

こ

と

。

第

百

二

十

四

条

た

だ

し

書

中

「

同

一

敷

地

内

に

あ

る

」

を

削

る

。

第

百

四

十

条

中

第

二

項

を

第

七

項

と

し

、

第

一

項

の

次

に

次

の

五

項

を

加

え

る

。

２

指

定

地

域

密

着

型

特

定

施

設

入

居

者

生

活

介

護

事

業

者

は

、

前

項

の

規

定

に

基

づ

き

協

力

医
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療

機

関

を

定

め

る

に

当

た

っ

て

は

、

次

に

掲

げ

る

要

件

を

満

た

す

協

力

医

療

機

関

を

定

め

る

よ

う

に

努

め

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

一

利

用

者

の

病

状

が

急

変

し

た

場

合

等

に

お

い

て

医

師

又

は

看

護

職

員

が

相

談

対

応

を

行

う

体

制

を

、

常

時

確

保

し

て

い

る

こ

と

。

二

当

該

指

定

地

域

密

着

型

特

定

施

設

入

居

者

生

活

介

護

事

業

者

か

ら

の

診

療

の

求

め

が

あ

っ

た

場

合

に

お

い

て

診

療

を

行

う

体

制

を

、

常

時

確

保

し

て

い

る

こ

と

。

３

指

定

地

域

密

着

型

特

定

施

設

入

居

者

生

活

介

護

事

業

者

は

、

一

年

に

一

回

以

上

、

協

力

医

療

機

関

と

の

間

で

、

利

用

者

の

病

状

が

急

変

し

た

場

合

等

の

対

応

を

確

認

す

る

と

と

も

に

、

協

力

医

療

機

関

の

名

称

等

を

区

長

に

届

け

出

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

４

指

定

地

域

密

着

型

特

定

施

設

入

居

者

生

活

介

護

事

業

者

は

、

第

二

種

協

定

指

定

医

療

機

関

と

の

間

で

、

新

興

感

染

症

の

発

生

時

等

の

対

応

を

取

り

決

め

る

よ

う

に

努

め

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

５

指

定

地

域

密

着

型

特

定

施

設

入

居

者

生

活

介

護

事

業

者

は

、

協

力

医

療

機

関

が

第

二

種

協

定

指

定

医

療

機

関

で

あ

る

場

合

に

お

い

て

は

、

当

該

第

二

種

協

定

指

定

医

療

機

関

と

の

間

で

、

新

興

感

染

症

の

発

生

時

等

の

対

応

に

つ

い

て

協

議

を

行

わ

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

６

指

定

地

域

密

着

型

特

定

施

設

入

居

者

生

活

介

護

事

業

者

は

、

利

用

者

が

協

力

医

療

機

関

そ

の

他

の

医

療

機

関

に

入

院

し

た

後

に

、

当

該

利

用

者

の

病

状

が

軽

快

し

、

退

院

が

可

能

と

な

っ

た

場

合

に

お

い

て

は

、

再

び

当

該

指

定

地

域

密

着

型

特

定

施

設

に

速

や

か

に

入

居

さ

せ

る

こ

と

が

で

き

る

よ

う

に

努

め

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。
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第

百

四

十

一

条

第

二

項

第

二

号

か

ら

第

七

号

ま

で

の

規

定

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

る

。

第

百

四

十

二

条

中

「

及

び

第

九

十

四

条

」

を

「

、

第

九

十

四

条

及

び

第

百

一

条

の

二

」

に

改

め

る

。第

百

四

十

三

条

第

八

項

第

三

号

中

「

若

し

く

は

」

を

「

又

は

」

に

改

め

、

「

又

は

介

護

支

援

専

門

員

（

指

定

介

護

療

養

型

医

療

施

設

の

場

合

に

限

る

。

）

」

を

削

る

。

第

百

四

十

四

条

第

一

項

第

六

号

中

「

医

療

法

」

の

下

に

「

（

昭

和

二

十

三

年

法

律

第

二

百

五

号

）

」

を

加

え

る

。

第

百

五

十

七

条

の

二

中

「

医

師

」

の

下

に

「

及

び

協

力

医

療

機

関

の

協

力

を

得

て

、

当

該

医

師

及

び

当

該

協

力

医

療

機

関

」

を

加

え

、

同

条

に

次

の

一

項

を

加

え

る

。

２

指

定

地

域

密

着

型

介

護

老

人

福

祉

施

設

は

、

前

項

の

医

師

及

び

協

力

医

療

機

関

の

協

力

を

得

て

、

一

年

に

一

回

以

上

、

緊

急

時

等

に

お

け

る

対

応

方

法

の

見

直

し

を

行

い

、

必

要

に

応

じ

て

緊

急

時

等

に

お

け

る

対

応

方

法

の

変

更

を

行

わ

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

百

五

十

八

条

た

だ

し

書

中

「

同

一

敷

地

内

に

あ

る

」

を

削

る

。

第

百

五

十

九

条

第

五

号

及

び

第

六

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

、

「

を

記

録

す

る

」

を

「

の

記

録

を

行

う

」

に

改

め

、

同

条

第

七

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

、

「

記

録

す

る

」

を

「

の

記

録

を

行

う

」

に

改

め

る

。

第

百

六

十

四

条

の

見

出

し

を

「

（

協

力

医

療

機

関

等

）

」

に

改

め

、

同

条

第

一

項

中

「

入

院

治
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療

を

必

要

と

す

る

入

所

者

の

た

め

に

」

を

「

入

所

者

の

病

状

の

急

変

等

に

備

え

る

た

め

」

に

、

「

協

力

病

院

」

を

「

次

の

各

号

に

掲

げ

る

要

件

を

満

た

す

協

力

医

療

機

関

（

第

三

号

の

要

件

を

満

た

す

協

力

医

療

機

関

に

あ

っ

て

は

、

病

院

に

限

る

。

）

」

に

改

め

、

同

項

に

次

の

た

だ

し

書

及

び

各

号

を

加

え

る

。

た

だ

し

、

複

数

の

医

療

機

関

を

協

力

医

療

機

関

と

し

て

定

め

る

こ

と

に

よ

り

当

該

各

号

の

要

件

を

満

た

す

こ

と

と

し

て

も

差

し

支

え

な

い

。

一

入

所

者

の

病

状

が

急

変

し

た

場

合

等

に

お

い

て

医

師

又

は

看

護

職

員

が

相

談

対

応

を

行

う

体

制

を

、

常

時

確

保

し

て

い

る

こ

と

。

二

当

該

指

定

地

域

密

着

型

介

護

老

人

福

祉

施

設

か

ら

の

診

療

の

求

め

が

あ

っ

た

場

合

に

お

い

て

診

療

を

行

う

体

制

を

、

常

時

確

保

し

て

い

る

こ

と

。

三

入

所

者

の

病

状

が

急

変

し

た

場

合

等

に

お

い

て

、

当

該

指

定

地

域

密

着

型

介

護

老

人

福

祉

施

設

の

医

師

又

は

協

力

医

療

機

関

そ

の

他

の

医

療

機

関

の

医

師

が

診

療

を

行

い

、

入

院

を

要

す

る

と

認

め

ら

れ

た

入

所

者

の

入

院

を

原

則

と

し

て

受

け

入

れ

る

体

制

を

確

保

し

て

い

る

こ

と

。

第

百

六

十

四

条

中

第

二

項

を

第

六

項

と

し

、

第

一

項

の

次

に

次

の

四

項

を

加

え

る

。

２

指

定

地

域

密

着

型

介

護

老

人

福

祉

施

設

は

、

一

年

に

一

回

以

上

、

協

力

医

療

機

関

と

の

間

で

、

入

所

者

の

病

状

が

急

変

し

た

場

合

等

の

対

応

を

確

認

す

る

と

と

も

に

、

協

力

医

療

機

関

の

名

称

等

を

区

長

に

届

け

出

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。
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３

指

定

地

域

密

着

型

介

護

老

人

福

祉

施

設

は

、

第

二

種

協

定

指

定

医

療

機

関

と

の

間

で

、

新

興

感

染

症

の

発

生

時

等

の

対

応

を

取

り

決

め

る

よ

う

に

努

め

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

４

指

定

地

域

密

着

型

介

護

老

人

福

祉

施

設

は

、

協

力

医

療

機

関

が

第

二

種

協

定

指

定

医

療

機

関

で

あ

る

場

合

に

お

い

て

は

、

当

該

第

二

種

協

定

指

定

医

療

機

関

と

の

間

で

、

新

興

感

染

症

の

発

生

時

等

の

対

応

に

つ

い

て

協

議

を

行

わ

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

５

指

定

地

域

密

着

型

介

護

老

人

福

祉

施

設

は

、

入

所

者

が

協

力

医

療

機

関

そ

の

他

の

医

療

機

関

に

入

院

し

た

後

に

、

当

該

入

所

者

の

病

状

が

軽

快

し

、

退

院

が

可

能

と

な

っ

た

場

合

に

お

い

て

は

、

再

び

当

該

指

定

地

域

密

着

型

介

護

老

人

福

祉

施

設

に

速

や

か

に

入

所

さ

せ

る

こ

と

が

で

き

る

よ

う

に

努

め

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

百

六

十

八

条

第

二

項

第

二

号

か

ら

第

六

号

ま

で

の

規

定

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

る

。

第

百

六

十

九

条

中

「

及

び

第

五

十

六

条

の

十

六

第

一

項

か

ら

第

四

項

ま

で

」

を

「

、

第

五

十

六

条

の

十

六

第

一

項

か

ら

第

四

項

ま

で

及

び

第

百

一

条

の

二

」

に

改

め

る

。

第

百

七

十

八

条

中

第

五

項

を

第

六

項

と

し

、

第

四

項

の

次

に

次

の

一

項

を

加

え

る

。

５

ユ

ニ

ッ

ト

型

指

定

地

域

密

着

型

介

護

老

人

福

祉

施

設

の

管

理

者

は

、

ユ

ニ

ッ

ト

型

施

設

の

管

理

等

に

係

る

研

修

を

受

講

す

る

よ

う

努

め

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

百

八

十

条

中

「

第

四

項

ま

で

」

の

下

に

「

、

第

百

一

条

の

二

」

を

加

え

る

。

第

百

八

十

一

条

第

七

項

中

第

四

号

を

削

り

、

第

五

号

を

第

四

号

と

す

る

。
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第

百

八

十

二

条

第

一

項

た

だ

し

書

中

「

同

一

敷

地

内

に

あ

る

」

及

び

「

若

し

く

は

当

該

指

定

看

護

小

規

模

多

機

能

型

居

宅

介

護

事

業

所

に

併

設

す

る

前

条

第

七

項

各

号

に

掲

げ

る

施

設

等

」

を

削

る

。第

百

八

十

七

条

第

一

号

中

「

療

養

上

の

管

理

の

下

で

」

を

「

当

該

利

用

者

の

居

宅

に

お

い

て

、

又

は

サ

ー

ビ

ス

の

拠

点

に

通

わ

せ

、

若

し

く

は

短

期

間

宿

泊

さ

せ

、

日

常

生

活

上

の

世

話

及

び

機

能

訓

練

並

び

に

療

養

上

の

世

話

又

は

必

要

な

診

療

の

補

助

を

」

に

改

め

、

同

条

中

第

十

一

号

を

第

十

二

号

と

し

、

第

七

号

か

ら

第

十

号

ま

で

を

一

号

ず

つ

繰

り

下

げ

、

第

六

号

の

次

に

次

の

一

号

を

加

え

る

。

七

指

定

看

護

小

規

模

多

機

能

型

居

宅

介

護

事

業

者

は

、

身

体

的

拘

束

等

の

適

正

化

を

図

る

た

め

、

次

に

掲

げ

る

措

置

を

講

じ

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

ア

身

体

的

拘

束

等

の

適

正

化

の

た

め

の

対

策

を

検

討

す

る

委

員

会

（

テ

レ

ビ

電

話

装

置

等

を

活

用

し

て

行

う

こ

と

が

で

き

る

も

の

と

す

る

。

）

を

三

月

に

一

回

以

上

開

催

す

る

と

と

も

に

、

そ

の

結

果

に

つ

い

て

、

看

護

小

規

模

多

機

能

型

居

宅

介

護

従

業

者

に

周

知

徹

底

を

図

る

こ

と

。

イ

身

体

的

拘

束

等

の

適

正

化

の

た

め

の

指

針

を

整

備

す

る

こ

と

。

ウ

看

護

小

規

模

多

機

能

型

居

宅

介

護

従

業

者

に

対

し

、

身

体

的

拘

束

等

の

適

正

化

の

た

め

の

研

修

を

定

期

的

に

実

施

す

る

こ

と

。

第

百

九

十

一

条

第

二

項

第

三

号

及

び

第

六

号

か

ら

第

九

号

ま

で

の

規

定

中

「

に

規

定

す

る

」

を

- 16 -



「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

る

。

第

百

九

十

二

条

中

「

及

び

第

百

一

条

」

を

「

、

第

百

一

条

及

び

第

百

一

条

の

二

」

に

改

め

る

。

付

則

（

施

行

期

日

）

１

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

た

だ

し

、

第

三

十

二

条

に

一

項

を

加

え

る

改

正

規

定

は

、

令

和

七

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

（

身

体

的

拘

束

等

の

適

正

化

に

係

る

経

過

措

置

）

２

こ

の

規

則

の

施

行

の

日

（

以

下

「

施

行

日

」

と

い

う

。

）

か

ら

令

和

七

年

三

月

三

十

一

日

ま

で

の

間

は

、

こ

の

規

則

に

よ

る

改

正

後

の

東

京

都

北

区

指

定

地

域

密

着

型

サ

ー

ビ

ス

の

事

業

の

人

員

、

設

備

及

び

運

営

に

関

す

る

基

準

を

定

め

る

条

例

施

行

規

則

（

以

下

「

改

正

後

の

規

則

」

と

い

う

。

）

第

八

十

七

条

第

七

号

及

び

第

百

八

十

七

条

第

七

号

の

規

定

の

適

用

に

つ

い

て

は

、

こ

れ

ら

の

規

定

中

「

講

じ

な

け

れ

ば

」

と

あ

る

の

は

、

「

講

じ

る

よ

う

努

め

な

け

れ

ば

」

と

す

る

。

（

利

用

者

の

安

全

並

び

に

介

護

サ

ー

ビ

ス

の

質

の

確

保

及

び

職

員

の

負

担

軽

減

に

資

す

る

方

策

を

検

討

す

る

た

め

の

委

員

会

の

設

置

に

係

る

経

過

措

置

）

３

施

行

日

か

ら

令

和

九

年

三

月

三

十

一

日

ま

で

の

間

は

、

改

正

後

の

規

則

第

百

一

条

の

二

（

改

正

後

の

規

則

第

百

二

十

二

条

、

第

百

四

十

二

条

、

第

百

六

十

九

条

、

第

百

八

十

条

及

び

第

百

九

十

二

条

に

お

い

て

準

用

す

る

場

合

を

含

む

。

）

の

規

定

の

適

用

に

つ

い

て

は

、

改

正

後

の

規

則
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第

百

一

条

の

二

中

「

し

な

け

れ

ば

」

と

あ

る

の

は

、

「

す

る

よ

う

努

め

な

け

れ

ば

」

と

す

る

。

（

協

力

医

療

機

関

と

の

連

携

に

関

す

る

経

過

措

置

）

４

施

行

日

か

ら

令

和

九

年

三

月

三

十

一

日

ま

で

の

間

は

、

改

正

後

の

規

則

第

百

六

十

四

条

第

一

項

（

改

正

後

の

規

則

第

百

八

十

条

に

お

い

て

準

用

す

る

場

合

を

含

む

。

）

の

規

定

の

適

用

に

つ

い

て

は

、

同

項

中

「

定

め

て

お

か

な

け

れ

ば

」

と

あ

る

の

は

、

「

定

め

て

お

く

よ

う

努

め

な

け

れ

ば

」

と

す

る

。
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東

京

都

北

区

指

定

地

域

密

着

型

介

護

予

防

サ

ー

ビ

ス

の

事

業

の

人

員

、

設

備

及

び

運

営

並

び

に

指

定

地

域

密

着

型

介

護

予

防

サ

ー

ビ

ス

に

係

る

介

護

予

防

の

た

め

の

効

果

的

な

支

援

の

方

法

に

関

す

る

基

準

を

定

め

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

六

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

三

十

五

号

東

京

都

北

区

指

定

地

域

密

着

型

介

護

予

防

サ

ー

ビ

ス

の

事

業

の

人

員

、

設

備

及

び

運

営

並

び

に

指

定

地

域

密

着

型

介

護

予

防

サ

ー

ビ

ス

に

係

る

介

護

予

防

の

た

め

の

効

果

的

な

支

援

の

方

法

に

関

す

る

基

準

を

定

め

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

指

定

地

域

密

着

型

介

護

予

防

サ

ー

ビ

ス

の

事

業

の

人

員

、

設

備

及

び

運

営

並

び

に

指

定

地

域

密

着

型

介

護

予

防

サ

ー

ビ

ス

に

係

る

介

護

予

防

の

た

め

の

効

果

的

な

支

援

の

方

法

に

関

す

る

基

準

を

定

め

る

条

例

施

行

規

則

（

平

成

二

十

五

年

三

月

東

京

都

北

区

規

則

第

五

十

二

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

第

四

条

第

一

項

た

だ

し

書

中

「

同

一

敷

地

内

に

あ

る

」

を

削

る

。

第

七

条

第

二

項

中

「

指

定

介

護

療

養

型

医

療

施

設

（

健

康

保

険

法

等

の

一

部

を

改

正

す

る

法

律

（

平

成

十

八

年

法

律

第

八

十

三

号

）

附

則

第

百

三

十

条

の

二

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

な

お

そ

の

効

力

を

有

す

る

も

の

と

さ

れ

た

同

法

第

二

十

六

条

の

規

定

に

よ

る

改

正

前

の

法

第

四

十

八

条

第

一

項

第

三

号

に

規

定

す

る

指

定

介

護

療

養

型

医

療

施

設

を

い

う

。

第

四

十

一

条

第

六

項

に

お

い

て

同

じ

。

）

」

を

「

健

康

保

険

法

等

の

一

部

を

改

正

す

る

法

律

（

平

成

十

八

年

法

律

第

八

十

三

号

）

第

二

十

六

条

の

規

定

に

よ

る

改

正

前

の

法

第

四

十

八

条

第

一

項

第

三

号

に

規

定

す

る

指

定

介

護

療

養

型

医

療

施

設

」

に

改

め

る

。

第

八

条

第

一

項

た

だ

し

書

中

「

同

一

敷

地

内

に

あ

る

」

を

削

る

。

第

三

十

条

第

一

項

中

「

重

要

事

項

」

の

下

に

「

（

以

下

こ

の

条

に

お

い

て

単

に

「

重

要

事

項

」
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と

い

う

。

）

」

を

加

え

、

同

条

第

二

項

中

「

前

項

に

規

定

す

る

事

項

」

を

「

重

要

事

項

」

に

、

「

同

項

」

を

「

前

項

」

に

改

め

、

同

条

に

次

の

一

項

を

加

え

る

。

３

指

定

介

護

予

防

認

知

症

対

応

型

通

所

介

護

事

業

者

は

、

原

則

と

し

て

、

重

要

事

項

を

ウ

ェ

ブ

サ

イ

ト

に

掲

載

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

三

十

八

条

第

二

項

第

二

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

項

中

第

六

号

を

第

七

号

と

し

、

同

項

第

五

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

号

を

同

項

第

六

号

と

し

、

同

項

第

四

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

号

を

同

項

第

五

号

と

し

、

同

項

第

三

号

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

、

同

号

を

同

項

第

四

号

と

し

、

同

項

第

二

号

の

次

に

次

の

一

号

を

加

え

る

。

三

第

四

十

条

第

十

一

号

の

規

定

に

よ

る

身

体

的

拘

束

そ

の

他

利

用

者

の

行

動

を

制

限

す

る

行

為

（

以

下

「

身

体

的

拘

束

等

」

と

い

う

。

）

の

態

様

及

び

時

間

、

そ

の

際

の

利

用

者

の

心

身

の

状

況

並

び

に

緊

急

や

む

を

得

な

い

理

由

の

記

録

第

四

十

条

第

十

四

号

中

「

第

十

二

号

」

を

「

第

十

四

号

」

に

改

め

、

同

号

を

同

条

第

十

六

号

と

し

、

同

条

中

第

十

号

か

ら

第

十

三

号

ま

で

を

二

号

ず

つ

繰

り

下

げ

、

第

九

号

の

次

に

次

の

二

号

を

加

え

る

。

十

指

定

介

護

予

防

認

知

症

対

応

型

通

所

介

護

の

提

供

に

当

た

っ

て

は

、

当

該

利

用

者

又

は

他

の

利

用

者

等

の

生

命

又

は

身

体

を

保

護

す

る

た

め

緊

急

や

む

を

得

な

い

場

合

を

除

き

、

身

体

的

拘

束

等

を

行

っ

て

は

な

ら

な

い

。
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十

一

前

号

の

身

体

的

拘

束

等

を

行

う

場

合

に

は

、

そ

の

態

様

及

び

時

間

、

そ

の

際

の

利

用

者

の

心

身

の

状

況

並

び

に

緊

急

や

む

を

得

な

い

理

由

を

記

録

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

四

十

一

条

第

六

項

の

表

中

「

、

指

定

介

護

療

養

型

医

療

施

設

（

医

療

法

（

昭

和

二

十

三

年

法

律

第

二

百

五

号

）

第

七

条

第

二

項

第

四

号

に

規

定

す

る

療

養

病

床

を

有

す

る

診

療

所

で

あ

る

も

の

に

限

る

。

）

」

を

削

る

。

第

四

十

二

条

第

一

項

た

だ

し

書

中

「

当

該

指

定

介

護

予

防

小

規

模

多

機

能

型

居

宅

介

護

事

業

所

に

併

設

す

る

前

条

第

六

項

の

表

当

該

指

定

介

護

予

防

小

規

模

多

機

能

型

居

宅

介

護

事

業

所

に

中

欄

に

掲

げ

る

施

設

等

の

い

ず

れ

か

が

併

設

さ

れ

て

い

る

場

合

の

項

中

欄

に

掲

げ

る

施

設

等

の

職

務

、

同

一

敷

地

内

の

指

定

定

期

巡

回

・

随

時

対

応

型

訪

問

介

護

看

護

事

業

所

（

指

定

地

域

密

着

型

サ

ー

ビ

ス

基

準

規

則

第

四

条

第

一

項

に

規

定

す

る

指

定

定

期

巡

回

・

随

時

対

応

型

訪

問

介

護

看

護

事

業

所

を

い

う

。

以

下

同

じ

。

）

の

職

務

（

当

該

指

定

定

期

巡

回

・

随

時

対

応

型

訪

問

介

護

看

護

事

業

所

に

係

る

指

定

定

期

巡

回

・

随

時

対

応

型

訪

問

介

護

看

護

事

業

者

（

指

定

地

域

密

着

型

サ

ー

ビ

ス

基

準

規

則

第

四

条

第

一

項

に

規

定

す

る

指

定

定

期

巡

回

・

随

時

対

応

型

訪

問

介

護

看

護

事

業

者

を

い

う

。

以

下

同

じ

。

）

が

、

指

定

夜

間

対

応

型

訪

問

介

護

事

業

者

（

指

定

地

域

密

着

型

サ

ー

ビ

ス

基

準

規

則

第

四

十

四

条

第

一

項

に

規

定

す

る

指

定

夜

間

対

応

型

訪

問

介

護

事

業

者

を

い

う

。

以

下

同

じ

。

）

、

指

定

訪

問

介

護

事

業

者

（

東

京

都

指

定

居

宅

サ

ー

ビ

ス

等

の

事

業

の

人

員

、

設

備

及

び

運

営

の

基

準

に

関

す

る

条

例

（

平

成

二

十

四

年

東

京

都

条

例

第

百

十

一

号

。

以

下

「

都

指

定

居

宅

サ

ー

ビ

ス

等

基

準

条

例

」

と

い

う

。

）

第

五

条

第

一

項

に

規

定

す

る

指

定

訪

問

介

護

事

業

者

を
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い

う

。

以

下

同

じ

。

）

又

は

指

定

訪

問

看

護

事

業

者

（

都

指

定

居

宅

サ

ー

ビ

ス

等

基

準

条

例

第

六

十

四

条

第

一

項

に

規

定

す

る

指

定

訪

問

看

護

事

業

者

を

い

う

。

以

下

同

じ

。

）

の

指

定

を

併

せ

て

受

け

、

一

体

的

な

運

営

を

行

っ

て

い

る

場

合

に

は

、

こ

れ

ら

の

事

業

に

係

る

職

務

を

含

む

。

）

若

し

く

は

法

百

十

五

条

の

四

十

五

第

一

項

に

規

定

す

る

介

護

予

防

・

日

常

生

活

支

援

総

合

事

業

（

同

項

第

一

号

ニ

に

規

定

す

る

第

一

号

介

護

予

防

支

援

事

業

を

除

く

。

）

」

を

「

他

の

事

業

所

、

施

設

等

の

職

務

」

に

改

め

る

。

第

五

十

条

第

一

項

中

「

身

体

的

拘

束

そ

の

他

利

用

者

の

行

動

を

制

限

す

る

行

為

（

以

下

「

身

体

的

拘

束

等

」

と

い

う

。

）

」

を

「

身

体

的

拘

束

等

」

に

改

め

、

同

条

に

次

の

一

項

を

加

え

る

。

３

指

定

介

護

予

防

小

規

模

多

機

能

型

居

宅

介

護

事

業

者

は

、

身

体

的

拘

束

等

の

適

正

化

を

図

る

た

め

、

次

に

掲

げ

る

措

置

を

講

じ

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

一

身

体

的

拘

束

等

の

適

正

化

の

た

め

の

対

策

を

検

討

す

る

委

員

会

（

テ

レ

ビ

電

話

装

置

等

を

活

用

し

て

行

う

こ

と

が

で

き

る

も

の

と

す

る

。

）

を

三

月

に

一

回

以

上

開

催

す

る

と

と

も

に

、

そ

の

結

果

に

つ

い

て

、

介

護

職

員

そ

の

他

の

従

業

者

に

周

知

徹

底

を

図

る

こ

と

。

二

身

体

的

拘

束

等

の

適

正

化

の

た

め

の

指

針

を

整

備

す

る

こ

と

。

三

介

護

職

員

そ

の

他

の

従

業

者

に

対

し

、

身

体

的

拘

束

等

の

適

正

化

の

た

め

の

研

修

を

定

期

的

に

実

施

す

る

こ

と

。

第

六

十

条

の

次

に

次

の

一

条

を

加

え

る

。

（

利

用

者

の

安

全

並

び

に

介

護

サ

ー

ビ

ス

の

質

の

確

保

及

び

職

員

の

負

担

軽

減

に

資

す

る

方

策
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を

検

討

す

る

た

め

の

委

員

会

の

設

置

）

第

六

十

条

の

二

指

定

介

護

予

防

小

規

模

多

機

能

型

居

宅

介

護

事

業

者

は

、

当

該

指

定

介

護

予

防

小

規

模

多

機

能

型

居

宅

介

護

事

業

所

に

お

け

る

業

務

の

効

率

化

、

介

護

サ

ー

ビ

ス

の

質

の

向

上

そ

の

他

の

生

産

性

の

向

上

に

資

す

る

取

組

の

促

進

を

図

る

た

め

、

当

該

指

定

介

護

予

防

小

規

模

多

機

能

型

居

宅

介

護

事

業

所

に

お

け

る

利

用

者

の

安

全

並

び

に

介

護

サ

ー

ビ

ス

の

質

の

確

保

及

び

職

員

の

負

担

軽

減

に

資

す

る

方

策

を

検

討

す

る

た

め

の

委

員

会

（

テ

レ

ビ

電

話

装

置

等

を

活

用

し

て

行

う

こ

と

が

で

き

る

も

の

と

す

る

。

）

を

定

期

的

に

開

催

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

六

十

一

条

第

二

項

第

三

号

か

ら

第

七

号

ま

で

の

規

定

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

る

。

第

六

十

八

条

第

一

項

た

だ

し

書

中

「

同

一

敷

地

内

に

あ

る

」

及

び

「

若

し

く

は

併

設

す

る

指

定

小

規

模

多

機

能

型

居

宅

介

護

事

業

所

」

を

削

る

。

第

七

十

五

条

た

だ

し

書

中

「

こ

れ

ら

の

事

業

所

、

施

設

等

が

同

一

敷

地

内

に

あ

る

こ

と

等

に

よ

り

」

を

削

る

。

第

七

十

九

条

中

第

三

項

を

第

八

項

と

し

、

第

二

項

を

第

七

項

と

し

、

第

一

項

の

次

に

次

の

五

項

を

加

え

る

。

２

指

定

介

護

予

防

認

知

症

対

応

型

共

同

生

活

介

護

事

業

者

は

、

前

項

の

規

定

に

基

づ

き

協

力

医

療

機

関

を

定

め

る

に

当

た

っ

て

は

、

次

に

掲

げ

る

要

件

を

満

た

す

協

力

医

療

機

関

を

定

め

る

よ

う

に

努

め

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。
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一

利

用

者

の

病

状

が

急

変

し

た

場

合

等

に

お

い

て

医

師

又

は

看

護

職

員

が

相

談

対

応

を

行

う

体

制

を

、

常

時

確

保

し

て

い

る

こ

と

。

二

当

該

指

定

介

護

予

防

認

知

症

対

応

型

共

同

生

活

介

護

事

業

者

か

ら

の

診

療

の

求

め

が

あ

っ

た

場

合

に

お

い

て

診

療

を

行

う

体

制

を

、

常

時

確

保

し

て

い

る

こ

と

。

３

指

定

介

護

予

防

認

知

症

対

応

型

共

同

生

活

介

護

事

業

者

は

、

一

年

に

一

回

以

上

、

協

力

医

療

機

関

と

の

間

で

、

利

用

者

の

病

状

が

急

変

し

た

場

合

等

の

対

応

を

確

認

す

る

と

と

も

に

、

協

力

医

療

機

関

の

名

称

等

を

、

当

該

指

定

介

護

予

防

認

知

症

対

応

型

共

同

生

活

介

護

事

業

者

に

係

る

指

定

を

行

っ

た

区

長

に

届

け

出

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

４

指

定

介

護

予

防

認

知

症

対

応

型

共

同

生

活

介

護

事

業

者

は

、

感

染

症

の

予

防

及

び

感

染

症

の

患

者

に

対

す

る

医

療

に

関

す

る

法

律

（

平

成

十

年

法

律

第

百

十

四

号

）

第

六

条

第

十

七

項

に

規

定

す

る

第

二

種

協

定

指

定

医

療

機

関

（

次

項

に

お

い

て

「

第

二

種

協

定

指

定

医

療

機

関

」

と

い

う

。

）

と

の

間

で

、

新

興

感

染

症

（

同

条

第

七

項

に

規

定

す

る

新

型

イ

ン

フ

ル

エ

ン

ザ

等

感

染

症

、

同

条

第

八

項

に

規

定

す

る

指

定

感

染

症

又

は

同

条

第

九

項

に

規

定

す

る

新

感

染

症

を

い

う

。

次

項

に

お

い

て

同

じ

。

）

の

発

生

時

等

の

対

応

を

取

り

決

め

る

よ

う

に

努

め

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

５

指

定

介

護

予

防

認

知

症

対

応

型

共

同

生

活

介

護

事

業

者

は

、

協

力

医

療

機

関

が

第

二

種

協

定

指

定

医

療

機

関

で

あ

る

場

合

に

お

い

て

は

、

当

該

第

二

種

協

定

指

定

医

療

機

関

と

の

間

で

、

新

興

感

染

症

の

発

生

時

等

の

対

応

に

つ

い

て

協

議

を

行

わ

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。
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６

指

定

介

護

予

防

認

知

症

対

応

型

共

同

生

活

介

護

事

業

者

は

、

利

用

者

が

協

力

医

療

機

関

そ

の

他

の

医

療

機

関

に

入

院

し

た

後

に

、

当

該

利

用

者

の

病

状

が

軽

快

し

、

退

院

が

可

能

と

な

っ

た

場

合

に

お

い

て

は

、

再

び

当

該

指

定

介

護

予

防

認

知

症

対

応

型

共

同

生

活

介

護

事

業

所

に

速

や

か

に

入

居

さ

せ

る

こ

と

が

で

き

る

よ

う

に

努

め

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

第

八

十

一

条

第

二

項

第

二

号

か

ら

第

六

号

ま

で

の

規

定

中

「

に

規

定

す

る

」

を

「

の

規

定

に

よ

る

」

に

改

め

る

。

第

八

十

二

条

中

「

及

び

第

五

十

八

条

」

を

「

、

第

五

十

八

条

及

び

第

六

十

条

の

二

」

に

改

め

る

。

付

則

（

施

行

期

日

）

１

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

た

だ

し

、

第

三

十

条

に

一

項

を

加

え

る

改

正

規

定

は

、

令

和

七

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

（

身

体

的

拘

束

等

の

適

正

化

に

係

る

経

過

措

置

）

２

こ

の

規

則

の

施

行

の

日

（

以

下

「

施

行

日

」

と

い

う

。

）

か

ら

令

和

七

年

三

月

三

十

一

日

ま

で

の

間

は

、

こ

の

規

則

に

よ

る

改

正

後

の

東

京

都

北

区

指

定

地

域

密

着

型

介

護

予

防

サ

ー

ビ

ス

の

事

業

の

人

員

、

設

備

及

び

運

営

並

び

に

指

定

地

域

密

着

型

介

護

予

防

サ

ー

ビ

ス

に

係

る

介

護

予

防

の

た

め

の

効

果

的

な

支

援

の

方

法

に

関

す

る

基

準

を

定

め

る

条

例

施

行

規

則

（

以

下

「

改

正

後

の

規

則

」

と

い

う

。

）

第

五

十

条

第

三

項

の

規

定

の

適

用

に

つ

い

て

は

、

同

項

中

「

講

じ

な

け

れ

ば

」

と

あ

る

の

は

、

「

講

じ

る

よ

う

努

め

な

け

れ

ば

」

と

す

る

。
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（

利

用

者

の

安

全

並

び

に

介

護

サ

ー

ビ

ス

の

質

の

確

保

及

び

職

員

の

負

担

軽

減

に

資

す

る

方

策

を

検

討

す

る

た

め

の

委

員

会

の

設

置

に

係

る

経

過

措

置

）

３

施

行

日

か

ら

令

和

九

年

三

月

三

十

一

日

ま

で

の

間

は

、

改

正

後

の

規

則

第

六

十

条

の

二

（

改

正

後

の

規

則

第

八

十

二

条

に

お

い

て

準

用

す

る

場

合

を

含

む

。

）

の

規

定

の

適

用

に

つ

い

て

は

、

改

正

後

の

規

則

第

六

十

条

の

二

中

「

し

な

け

れ

ば

」

と

あ

る

の

は

、

「

す

る

よ

う

努

め

な

け

れ

ば

」

と

す

る

。
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東

京

都

北

区

デ

ジ

タ

ル

推

進

条

例

施

行

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

七

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

三

十

六

号

東

京

都

北

区

デ

ジ

タ

ル

推

進

条

例

施

行

規

則

（

趣

旨

）

第

一

条

こ

の

規

則

は

、

東

京

北

区

デ

ジ

タ

ル

推

進

条

例

（

令

和

六

年

三

月

東

京

都

北

区

条

例

第

二

号

。

以

下

「

条

例

」

と

い

う

。

）

の

施

行

に

つ

い

て

必

要

な

事

項

を

定

め

る

も

の

と

す

る

。

２

条

例

等

に

規

定

す

る

手

続

等

を

、

条

例

第

六

条

か

ら

第

九

条

ま

で

の

規

定

に

基

づ

き

、

電

子

情

報

処

理

組

織

を

使

用

す

る

方

法

そ

の

他

の

情

報

通

信

技

術

を

利

用

す

る

方

法

に

よ

り

行

う

場

合

に

つ

い

て

は

、

他

の

条

例

等

に

特

段

の

定

め

の

あ

る

場

合

を

除

く

ほ

か

、

こ

の

規

則

の

定

め

る

と

こ

ろ

に

よ

る

。

３

条

例

等

に

規

定

す

る

手

続

等

（

条

例

第

六

条

か

ら

第

九

条

ま

で

の

規

定

を

受

け

る

も

の

を

除

く

。

）

を

電

子

情

報

処

理

組

織

を

使

用

す

る

方

法

そ

の

他

の

情

報

通

信

技

術

を

利

用

す

る

方

法

に

よ

り

行

う

場

合

に

つ

い

て

は

、

他

の

条

例

等

に

特

段

の

定

め

の

あ

る

場

合

を

除

く

ほ

か

、

条

例

及

び

こ

の

規

則

の

規

定

の

例

に

よ

る

。

（

定

義

）

第

二

条

こ

の

規

則

に

お

い

て

使

用

す

る

用

語

は

、

特

段

の

定

め

が

あ

る

場

合

を

除

く

ほ

か

、

条

例

に

お

い

て

使

用

す

る

用

語

の

例

に

よ

る

。

２

こ

の

規

則

に

お

い

て

、

次

の

各

号

に

掲

げ

る

用

語

の

意

義

は

、

当

該

各

号

に

定

め

る

と

こ

ろ

に

よ

る

。
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一

電

子

署

名

電

子

署

名

及

び

認

証

業

務

に

関

す

る

法

律

（

平

成

十

二

年

法

律

第

百

二

号

）

第

二

条

第

一

項

に

規

定

す

る

電

子

署

名

を

い

う

。

二

電

子

証

明

書

申

請

等

を

す

る

者

又

は

区

の

機

関

等

が

電

子

署

名

を

行

っ

た

も

の

で

あ

る

こ

と

を

確

認

す

る

た

め

に

用

い

ら

れ

る

事

項

が

こ

れ

ら

の

者

に

係

る

も

の

で

あ

る

こ

と

を

証

明

す

る

た

め

に

作

成

す

る

電

磁

的

記

録

を

い

う

。

（

申

請

等

に

係

る

電

子

情

報

処

理

組

織

）

第

三

条

条

例

第

六

条

第

一

項

に

規

定

す

る

規

則

で

定

め

る

電

子

情

報

処

理

組

織

は

、

区

の

機

関

等

の

使

用

に

係

る

電

子

計

算

機

と

、

申

請

等

を

す

る

者

の

使

用

に

係

る

電

子

計

算

機

で

あ

っ

て

当

該

区

の

機

関

等

の

使

用

に

係

る

電

子

計

算

機

と

電

気

通

信

回

線

を

通

じ

て

通

信

で

き

る

機

能

を

備

え

た

も

の

と

を

電

気

通

信

回

線

で

接

続

し

た

電

子

情

報

処

理

組

織

と

す

る

。

（

電

子

情

報

処

理

組

織

に

よ

る

申

請

等

）

第

四

条

条

例

第

六

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

電

子

情

報

処

理

組

織

を

使

用

す

る

方

法

に

よ

り

申

請

等

を

す

る

者

は

、

区

の

機

関

等

の

定

め

る

と

こ

ろ

に

よ

り

、

当

該

区

の

機

関

等

の

指

定

す

る

電

子

計

算

機

に

備

え

ら

れ

た

フ

ァ

イ

ル

に

記

録

す

べ

き

事

項

又

は

当

該

申

請

等

を

書

面

等

に

よ

り

行

う

と

き

に

記

載

す

べ

き

こ

と

と

さ

れ

て

い

る

事

項

そ

の

他

区

の

機

関

等

が

必

要

と

認

め

る

事

項

を

、

申

請

等

を

す

る

者

の

使

用

に

係

る

電

子

計

算

機

か

ら

入

力

し

て

、

申

請

等

を

行

わ

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

２

前

項

の

申

請

等

を

す

る

者

は

、

入

力

す

る

事

項

に

つ

い

て

の

情

報

に

電

子

署

名

を

行

い

、

当
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該

電

子

署

名

に

係

る

電

子

証

明

書

（

区

の

機

関

等

の

使

用

に

係

る

電

子

計

算

機

か

ら

認

証

で

き

る

も

の

に

限

る

。

）

で

あ

っ

て

次

の

各

号

の

い

ず

れ

か

に

該

当

す

る

も

の

と

併

せ

て

こ

れ

を

送

信

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

た

だ

し

、

区

の

機

関

等

の

定

め

る

方

法

に

よ

り

当

該

申

請

等

を

行

っ

た

者

を

確

認

す

る

た

め

の

措

置

を

講

ず

る

と

き

は

、

こ

の

限

り

で

な

い

。

一

電

子

署

名

等

に

係

る

地

方

公

共

団

体

情

報

シ

ス

テ

ム

機

構

の

認

証

業

務

に

関

す

る

法

律

（

平

成

十

四

年

法

律

第

百

五

十

三

号

）

第

三

条

第

一

項

に

規

定

す

る

電

子

証

明

書

二

電

子

署

名

及

び

認

証

業

務

に

関

す

る

法

律

第

八

条

に

規

定

す

る

認

定

認

証

事

業

者

が

作

成

し

た

電

子

証

明

書

（

電

子

署

名

及

び

認

証

業

務

に

関

す

る

法

律

施

行

規

則

（

平

成

十

三

年

総

務

省

・

法

務

省

・

経

済

産

業

省

令

第

二

号

）

第

四

条

第

一

号

に

規

定

す

る

電

子

証

明

書

を

い

う

。

）

三

商

業

登

記

法

（

昭

和

三

十

八

年

法

律

第

百

二

十

五

号

）

第

十

二

条

の

二

第

一

項

及

び

第

三

項

の

規

定

に

基

づ

き

登

記

官

が

作

成

し

た

電

子

証

明

書

四

前

三

号

に

掲

げ

る

も

の

の

ほ

か

、

区

の

機

関

等

が

定

め

る

電

子

証

明

書

３

条

例

第

六

条

第

四

項

に

規

定

す

る

氏

名

又

は

名

称

を

明

ら

か

に

す

る

措

置

で

あ

っ

て

規

則

で

定

め

る

も

の

は

、

申

請

等

に

係

る

情

報

に

電

子

署

名

を

行

い

、

当

該

電

子

署

名

に

係

る

電

子

証

明

書

を

当

該

申

請

等

と

併

せ

て

送

信

す

る

こ

と

又

は

前

項

た

だ

し

書

に

規

定

す

る

措

置

を

行

う

こ

と

を

い

う

。

４

条

例

等

の

規

定

に

よ

り

同

一

内

容

の

書

面

等

を

複

数

必

要

と

す

る

申

請

等

（

副

本

又

は

写

し
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を

正

本

と

併

せ

必

要

と

す

る

も

の

を

含

む

。

）

に

つ

い

て

、

第

一

項

の

規

定

に

基

づ

き

当

該

書

面

等

の

う

ち

一

通

に

記

載

す

べ

き

又

は

記

載

さ

れ

て

い

る

事

項

を

入

力

し

た

場

合

は

、

そ

の

他

の

同

一

内

容

の

書

面

等

に

記

載

す

べ

き

事

項

又

は

記

載

さ

れ

て

い

る

事

項

の

入

力

が

な

さ

れ

た

も

の

と

み

な

す

。

（

情

報

通

信

技

術

に

よ

る

手

数

料

の

納

付

）

第

五

条

条

例

第

六

条

第

五

項

に

規

定

す

る

情

報

通

信

技

術

を

利

用

す

る

方

法

で

あ

っ

て

規

則

で

定

め

る

も

の

は

、

前

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

行

わ

れ

た

申

請

等

に

よ

り

得

ら

れ

た

納

付

情

報

に

よ

り

納

付

す

る

方

法

と

す

る

。

（

申

請

等

の

う

ち

に

電

子

情

報

処

理

組

織

を

使

用

す

る

方

法

に

よ

り

行

う

こ

と

が

困

難

又

は

著

し

く

不

適

当

と

認

め

ら

れ

る

部

分

が

あ

る

場

合

）

第

六

条

条

例

第

六

条

第

六

項

に

規

定

す

る

規

則

で

定

め

る

場

合

は

、

次

に

掲

げ

る

場

合

と

す

る

。

一

申

請

等

を

す

る

者

に

つ

い

て

対

面

に

よ

り

本

人

確

認

を

す

る

べ

き

事

情

が

あ

る

と

区

の

機

関

等

が

認

め

る

場

合

二

申

請

等

に

係

る

書

面

等

の

う

ち

に

そ

の

原

本

を

確

認

す

る

必

要

が

あ

る

も

の

が

あ

る

と

区

の

機

関

等

が

認

め

る

場

合

（

処

分

通

知

等

に

係

る

電

子

情

報

処

理

組

織

)

第

七

条

条

例

第

七

条

第

一

項

に

規

定

す

る

規

則

で

定

め

る

電

子

情

報

処

理

組

織

は

、

区

の

機

関

等

の

使

用

に

係

る

電

子

計

算

機

と

、

処

分

通

知

等

を

受

け

る

者

の

使

用

に

係

る

電

子

計

算

機

で
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あ

っ

て

当

該

区

の

機

関

等

の

使

用

に

係

る

電

子

計

算

機

と

電

気

通

信

回

線

を

通

じ

て

通

信

で

き

る

機

能

を

備

え

た

も

の

と

を

電

気

通

信

回

線

で

接

続

し

た

電

子

情

報

処

理

組

織

と

す

る

。

（

電

子

情

報

処

理

組

織

に

よ

る

処

分

通

知

等

）

第

八

条

区

の

機

関

等

は

、

条

例

第

七

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

電

子

情

報

処

理

組

織

を

使

用

す

る

方

法

に

よ

り

処

分

通

知

等

を

行

う

と

き

は

、

当

該

処

分

通

知

等

を

書

面

等

に

よ

り

行

う

と

き

に

記

載

す

べ

き

こ

と

と

さ

れ

て

い

る

事

項

を

、

区

の

機

関

等

の

定

め

る

と

こ

ろ

に

よ

り

、

区

の

機

関

等

の

使

用

に

係

る

電

子

計

算

機

に

備

え

ら

れ

た

フ

ァ

イ

ル

に

記

録

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

２

条

例

第

七

条

第

四

項

に

規

定

す

る

氏

名

又

は

名

称

を

明

ら

か

に

す

る

措

置

で

あ

っ

て

規

則

で

定

め

る

も

の

は

、

処

分

通

知

等

に

係

る

情

報

に

電

子

署

名

を

行

い

、

当

該

電

子

署

名

に

係

る

電

子

証

明

書

を

当

該

処

分

通

知

等

と

併

せ

て

区

の

機

関

等

の

使

用

に

係

る

電

子

計

算

機

に

備

え

ら

れ

た

フ

ァ

イ

ル

に

記

録

す

る

こ

と

又

は

区

の

機

関

等

の

定

め

る

方

法

に

よ

り

当

該

処

分

通

知

等

を

行

っ

た

区

の

機

関

等

を

確

認

す

る

た

め

の

措

置

を

行

う

こ

と

を

い

う

。

（

処

分

通

知

等

を

受

け

る

旨

の

表

示

の

方

式

）

第

九

条

条

例

第

七

条

第

一

項

た

だ

し

書

に

規

定

す

る

規

則

で

定

め

る

方

式

は

、

次

の

各

号

の

い

ず

れ

か

の

方

式

と

す

る

。

一

第

七

条

の

電

子

情

報

処

理

組

織

を

使

用

し

て

行

う

識

別

番

号

及

び

暗

証

番

号

の

入

力

二

電

子

情

報

処

理

組

織

を

使

用

す

る

方

法

に

よ

り

処

分

通

知

等

を

受

け

る

こ

と

を

希

望

す

る

旨

の

区

の

機

関

等

の

定

め

る

と

こ

ろ

に

よ

る

届

出

- 5 -



（

処

分

通

知

等

の

う

ち

に

電

子

情

報

処

理

組

織

を

使

用

す

る

方

法

に

よ

り

行

う

こ

と

が

困

難

又

は

著

し

く

不

適

当

と

認

め

ら

れ

る

部

分

が

あ

る

場

合

)

第

十

条

条

例

第

七

条

第

五

項

に

規

定

す

る

規

則

で

定

め

る

場

合

は

、

次

に

掲

げ

る

場

合

と

す

る

。

一

処

分

通

知

等

を

受

け

る

者

に

つ

い

て

対

面

に

よ

り

本

人

確

認

を

す

る

必

要

が

あ

る

と

区

の

機

関

等

が

認

め

る

場

合

二

処

分

通

知

等

に

係

る

書

面

等

の

う

ち

に

そ

の

原

本

を

交

付

す

る

必

要

が

あ

る

も

の

が

あ

る

と

区

の

機

関

等

が

認

め

る

場

合

（

電

磁

的

記

録

に

よ

る

縦

覧

等

）

第

十

一

条

区

の

機

関

等

は

、

条

例

第

八

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

電

磁

的

記

録

に

記

録

さ

れ

て

い

る

事

項

又

は

当

該

事

項

を

記

載

し

た

書

類

に

よ

り

縦

覧

等

を

行

う

と

き

は

、

当

該

事

項

を

イ

ン

タ

ー

ネ

ッ

ト

を

利

用

す

る

方

法

、

当

該

区

の

機

関

等

の

事

務

所

に

備

え

置

く

電

子

計

算

機

の

映

像

面

に

表

示

す

る

方

法

又

は

電

磁

的

記

録

に

記

録

さ

れ

て

い

る

事

項

を

記

載

し

た

書

類

に

よ

る

方

法

に

よ

り

縦

覧

等

を

行

う

も

の

と

す

る

。

（

電

磁

的

記

録

に

よ

る

作

成

等

）

第

十

二

条

区

の

機

関

等

は

、

条

例

第

九

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

電

磁

的

記

録

に

よ

り

作

成

等

を

行

う

と

き

は

、

当

該

作

成

等

を

書

面

等

に

よ

り

行

う

と

き

に

記

載

す

べ

き

こ

と

と

さ

れ

て

い

る

事

項

を

当

該

区

の

機

関

等

の

使

用

に

係

る

電

子

計

算

機

に

備

え

ら

れ

た

フ

ァ

イ

ル

に

記

録

す

る

方

法

又

は

磁

気

デ

ィ

ス

ク

（

こ

れ

に

準

ず

る

方

法

に

よ

り

一

定

の

事

項

を

確

実

に

記

録

し

て

- 6 -



お

く

こ

と

が

で

き

る

物

を

含

む

。

）

を

も

っ

て

調

製

す

る

方

法

に

よ

り

作

成

等

を

行

う

も

の

と

す

る

。

２

条

例

第

九

条

第

三

項

に

規

定

す

る

氏

名

又

は

名

称

を

明

ら

か

に

す

る

措

置

で

あ

っ

て

規

則

で

定

め

る

も

の

は

、

作

成

等

に

係

る

情

報

に

電

子

署

名

を

行

い

、

当

該

電

子

署

名

に

係

る

電

子

証

明

書

を

添

付

す

る

こ

と

又

は

区

の

機

関

等

の

定

め

る

方

法

に

よ

り

当

該

作

成

等

を

行

っ

た

区

の

機

関

等

を

確

認

す

る

た

め

の

措

置

を

行

う

こ

と

を

い

う

。

（

適

用

除

外

）

第

十

三

条

条

例

第

十

条

第

一

号

に

規

定

す

る

規

則

で

定

め

る

も

の

は

、

次

に

掲

げ

る

手

続

等

と

す

る

。

一

申

請

等

に

係

る

事

項

に

虚

偽

が

な

い

か

ど

う

か

を

対

面

に

よ

り

確

認

す

る

必

要

が

あ

る

と

区

長

が

認

め

る

手

続

等

二

許

可

証

そ

の

他

の

処

分

通

知

等

に

係

る

書

面

等

を

事

務

所

に

備

え

付

け

る

必

要

が

あ

る

と

区

長

が

認

め

る

手

続

等

三

前

二

号

に

掲

げ

る

も

の

の

ほ

か

、

電

子

情

報

処

理

組

織

を

使

用

す

る

方

法

そ

の

他

の

情

報

通

信

技

術

を

利

用

す

る

方

法

に

よ

り

行

う

こ

と

が

適

当

で

な

い

と

区

長

が

認

め

る

手

続

等

（

添

付

書

面

等

の

省

略

）

第

十

四

条

条

例

第

十

一

条

に

規

定

す

る

規

則

で

定

め

る

書

面

等

及

び

措

置

は

、

情

報

通

信

技

術

を

活

用

し

た

行

政

の

推

進

等

に

関

す

る

法

律

施

行

令

（

平

成

十

五

年

政

令

第

二

十

七

号

）

第

五
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条

に

規

定

す

る

も

の

の

ほ

か

、

区

の

機

関

等

が

別

に

定

め

る

も

の

と

す

る

。

（

委

任

）

第

十

五

条

こ

の

規

則

に

定

め

る

も

の

の

ほ

か

、

条

例

等

に

規

定

す

る

手

続

等

を

、

電

子

情

報

処

理

組

織

を

使

用

す

る

方

法

そ

の

他

の

情

報

通

信

技

術

を

利

用

す

る

方

法

に

よ

り

行

う

場

合

に

必

要

な

事

項

は

、

区

の

機

関

等

が

定

め

る

。

付

則

（

施

行

期

日

）

１

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

（

東

京

都

北

区

行

政

手

続

等

に

お

け

る

情

報

通

信

の

技

術

の

利

用

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

廃

止

）

２

東

京

都

北

区

行

政

手

続

等

に

お

け

る

情

報

通

信

の

技

術

の

利

用

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

（

平

成

十

七

年

三

月

東

京

都

北

区

規

則

第

三

十

六

号

）

は

、

廃

止

す

る

。
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東

京

都

北

区

子

ど

も

家

庭

支

援

セ

ン

タ

ー

条

例

施

行

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

七

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

三

十

七

号

東

京

都

北

区

子

ど

も

家

庭

支

援

セ

ン

タ

ー

条

例

施

行

規

則

（

目

的

）

第

一

条

こ

の

規

則

は

、

東

京

都

北

区

子

ど

も

家

庭

支

援

セ

ン

タ

ー

条

例

（

令

和

元

年

十

二

月

東

京

都

北

区

条

例

第

三

十

号

。

以

下

「

条

例

」

と

い

う

。

）

の

施

行

に

つ

い

て

、

必

要

な

事

項

を

定

め

る

こ

と

を

目

的

と

す

る

。

（

休

館

日

）

第

二

条

東

京

都

北

区

子

ど

も

家

庭

支

援

セ

ン

タ

ー

（

以

下

「

セ

ン

タ

ー

」

と

い

う

。

）

の

休

館

日

は

、

次

の

と

お

り

と

す

る

。

た

だ

し

、

区

長

が

特

に

必

要

が

あ

る

と

認

め

る

と

き

は

、

こ

れ

を

変

更

し

、

又

は

臨

時

に

休

館

日

を

定

め

る

こ

と

が

で

き

る

。

一

国

民

の

祝

日

に

関

す

る

法

律

（

昭

和

二

十

三

年

法

律

第

百

七

十

八

号

）

に

定

め

る

休

日

二

十

二

月

二

十

九

日

か

ら

翌

年

の

一

月

三

日

ま

で

の

日

（

前

号

に

掲

げ

る

日

を

除

く

。

）

（

開

館

時

間

）

第

三

条

セ

ン

タ

ー

の

開

館

時

間

は

、

午

前

九

時

三

十

分

か

ら

午

後

五

時

三

十

分

ま

で

と

す

る

。

た

だ

し

、

区

長

が

特

に

必

要

が

あ

る

と

認

め

る

と

き

は

、

こ

れ

を

変

更

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

（

利

用

の

手

続

）

第

四

条

条

例

第

六

条

の

規

定

に

よ

り

セ

ン

タ

ー

を

利

用

し

よ

う

と

す

る

者

は

、

区

長

が

別

に

定

め

る

入

館

票

を

区

長

に

提

出

し

、

承

認

を

受

け

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。
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（

委

任

）

第

五

条

こ

の

規

則

の

施

行

に

関

し

必

要

な

事

項

は

、

区

長

が

別

に

定

め

る

。

付

則

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。
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東

京

都

北

区

住

宅

管

理

基

金

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

七

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

三

十

八

号

東

京

都

北

区

住

宅

管

理

基

金

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

住

宅

管

理

基

金

条

例

施

行

規

則

（

平

成

九

年

三

月

東

京

都

北

区

規

則

第

五

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

題

名

を

次

の

よ

う

に

改

め

る

。

東

京

都

北

区

住

宅

建

設

等

基

金

条

例

施

行

規

則

第

一

条

中

「

東

京

都

北

区

住

宅

管

理

基

金

条

例

」

を

「

東

京

都

北

区

住

宅

建

設

等

基

金

条

例

」

に

改

め

る

。

第

二

条

第

三

号

中

「

と

い

う

。

)

の

」

の

下

に

「

建

設

及

び

」

を

加

え

る

。

第

三

条

第

一

号

中

「

区

営

住

宅

の

」

の

下

に

「

建

設

及

び

」

を

加

え

、

同

条

第

二

号

中

「

高

齢

者

住

宅

の

」

の

下

に

「

建

設

及

び

」

を

加

え

る

。

付

則

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。
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東

京

都

北

区

国

民

健

康

保

険

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

七

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

三

十

九

号

東

京

都

北

区

国

民

健

康

保

険

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

国

民

健

康

保

険

条

例

施

行

規

則

（

昭

和

五

十

七

年

七

月

東

京

都

北

区

規

則

第

二

十

九

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

第

七

条

の

二

（

見

出

し

を

含

む

。

）

中

「

第

二

十

七

条

の

二

第

三

項

」

を

「

第

二

十

七

条

の

二

第

三

項

第

一

号

又

は

第

二

号

」

に

改

め

、

同

条

に

次

の

一

項

を

加

え

る

。

３

区

長

は

、

第

一

項

に

規

定

す

る

申

請

書

に

お

い

て

明

ら

か

に

す

べ

き

事

項

を

公

簿

等

に

よ

り

確

認

す

る

こ

と

が

で

き

る

と

き

は

、

同

項

の

規

定

に

か

か

わ

ら

ず

、

当

該

申

請

書

の

提

出

を

省

略

さ

せ

る

こ

と

が

で

き

る

。

第

十

三

条

中

「

第

三

者

の

行

為

に

よ

る

傷

病

届

」

を

「

第

三

者

行

為

に

よ

る

傷

病

届

」

に

改

め

る

。付

則

第

七

項

の

前

の

見

出

し

、

同

項

及

び

付

則

第

八

項

を

削

る

。

付

則

第

一

号

様

式

中

「

印

」

を

削

る

。

別

記

第

三

号

様

式

の

四

中

「

㊞

」

を

削

る

。

別

記

第

五

号

様

式

及

び

第

六

号

様

式

中

「

印
」

を

削

る

。

別

記

第

七

号

様

式

、

第

十

六

号

様

式

及

び

第

十

七

号

様

式

中

「

㊞

」

を

削

る

。

（表）

別

記

第

二

十

号

様

式

中

「

印

」

を

削

る

。

別

記

第

二

十

二

号

様

式

を

次

の

よ

う

に

改

め

る

。
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第２２号様式（第１３条関係）

年 月 日
〒

年 月 日
〒

〒

年 月 日 時 分頃

保険会社名

〒

登録番号 車台番号

年 月 日 ～ 年 月 日 第 号

保険会社名 担当部署

〒

 E-mail

〒

年 月 日 ～ 年 月 日 第 号

保険会社名

 TEL

有 無

① 診療機関名 年 月 日

年 月 日

〒  TEL

② 診療機関名 年 月 日

年 月 日

〒  TEL

③ 診療機関名 年 月 日

年 月 日

〒  TEL

年 月 日

（注）本書は、自賠責共済、任意共済の場合、自賠責保険、任意保険の各欄に「保険」を「共済」と読み替えてその内容をご記入ください。

 被害者加入の保険
 会社の関与

 関与の有無を
 チェックし、
 「有」の場合
 は右欄を記入

 保険期間 / 契約番号

任
意
保
険

(

加
害
者

)

 保険会社名 / 担当部署

 取扱店所在地 / 電話

担当部署

担当者氏名

(       )

 任意対人一括の有無

 傷病届作成日 / 作成支援の有無

 治療開始日

 治療終了(見込)

 治療開始日
 診療機関名 / 入院 / 治療期間

 治療終了(見込)

(       )

(       )

  ※治療終了日（見込）については
　  可能な範囲でご記入ください。

 住所 / 電話番号

 治療開始日

治
療
状
況

 本届出書を損害保険会社等（業務委託先を含
 む）の支援を受けて作成した場合はチェック

(       )

有 / 無

入　院

入　院

ふりがな

氏 名

 TEL

(       )
ふりがな

氏 名

 治療終了(見込)

有 / 無

入　院

有 / 無

 住所

有 ／ 無

(

加
害
者

)

自
賠
責
保
険

 事故発生日時

 登録番号 / 車台番号

 保険会社名 / 保険契約者名
ふりがな

氏 名

 保険期間 / 自賠責証明書番号

保険期間 契約番号

 保険契約者名

 担当者名 / E-mail

 住所

保険期間 自賠責証明書番号

(       )

 TEL

(      )

 届出者との関係

第三者行為による傷病届
項　　　　　目 内　　　　　容

 被保険者記号・番号 / 保険者名
被保険者記号・番号 保険者名

１７-　　　・ 北区
世
帯
主

 氏名 / 生年月日

 住所 / 電話

氏 名

ふりがな 生年月日

 TEL

(      )

 届出者情報

(

受
診
者

)

被
害
者

ふりがな

氏 名

 労災保険対象の確認

 住所 / 電話
 TEL

加
害
者

 氏　名

事
故
発
生
状
況

 事故発生場所

午前 / 午後

本件は、労災保険の給付対象となる業務上又は通勤中の事故ではありません。
（※事故発生状況報告書・被害者の負傷状況欄で確認し、チェック）

ふりがな

氏 名

生年月日
 氏名 / 続柄 / 生年月日

 住所 / 電話

届出者の
情報と同
じ場合は
チェック

- 2 -



別

記

第

二

十

三

号

様

式

中

「

㊞

」

を

削

る

。

別

記

第

四

十

三

号

様

式

中

「

」

を

削

り

、

「

預
金

科
目

」

を

「

預
金

種
目

」

に

改

め

る

。

付

則

（

施

行

期

日

）

１

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

（

経

過

措

置

）

２

こ

の

規

則

の

施

行

の

際

、

こ

の

規

則

に

よ

る

改

正

前

の

東

京

都

北

区

国

民

健

康

保

険

条

例

施

行

規

則

付

則

第

一

号

様

式

並

び

に

別

記

第

三

号

様

式

の

四

、

第

五

号

様

式

、

第

六

号

様

式

、

第

七

号

様

式

、

第

十

六

号

様

式

、

第

十

七

号

様

式

、

第

二

十

号

様

式

、

第

二

十

三

号

様

式

及

び

第

四

十

三

号

様

式

の

規

定

に

よ

り

調

製

し

た

用

紙

で

、

現

に

残

存

す

る

も

の

に

つ

い

て

は

、

所

要

の

修

正

を

加

え

、

な

お

使

用

す

る

こ

と

が

で

き

る

。
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東

京

都

北

区

介

護

保

険

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

七

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

四

十

号

東

京

都

北

区

介

護

保

険

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

介

護

保

険

条

例

施

行

規

則

（

平

成

十

二

年

三

月

東

京

都

北

区

規

則

第

二

十

六

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

付

則

第

六

条

の

前

の

見

出

し

、

同

条

及

び

付

則

第

七

条

を

削

る

。

別

記

第

二

号

様

式

を

次

の

よ

う

に

改

め

る

。
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第２号様式（ 第７条関係 ） 

 

介護保険 住所地特例 適用・変更・終了 届 

 

東京都北区長 殿 

次のとおり住所地特例（ 適用・変更・終了 ）について届け出ます。 

 

＊上記(適用・変更・終了)より該当するものに○を付ける。 

 在宅→施設：適用 施設→施設：変更 施設→在宅：終了 

届出人住所

届出人氏名
届出年月日

本人との関係

　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

 〒

　　電話番号
 

＊届出人が被保険者本人の場合、届出人住所・電話番号は記載不要 

 

生年月日 　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

生年月日

個人番号

　　　　　　　年　　　　月　　　　日

　フリガナ

氏名

施
設

被

保

険

者

情

報

世
帯
主 本人との続柄

被保険者番号

※
名　　称

※
入所等年月日

新
住
所

　　     　 年　    　　月 　　 　 日

電話番号

 〒　　　　　　　　　　　

　氏名

異

動

前

情

報

電話番号

年　　　　　月　　　　日　

従
前
の
住
所

施
設

※名　　称

※
退所等年月日

※施設への入所・施設からの退所の場合は記入 
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別

記

第

四

十

七

号

様

式

中

「

」

を

削

る

。

付

則

（

施

行

期

日

）

１

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

（

経

過

措

置

）

２

こ

の

規

則

の

施

行

の

際

、

こ

の

規

則

に

よ

る

改

正

前

の

東

京

都

北

区

介

護

保

険

条

例

施

行

規

則

別

記

第

二

号

様

式

及

び

第

四

十

七

号

様

式

の

規

定

に

よ

り

調

製

し

た

用

紙

で

現

に

残

存

す

る

も

の

に

つ

い

て

は

、

所

要

の

修

正

を

加

え

、

な

お

使

用

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

- 3 -



東

京

都

北

区

庁

議

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

八

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

四

十

二

号

東

京

都

北

区

庁

議

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

庁

議

規

則

（

昭

和

四

十

年

四

月

東

京

都

北

区

規

則

第

二

十

八

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

第

二

条

第

一

項

中

「

、

技

監

」

を

削

る

。

付

則

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

- 1 -



東

京

都

北

区

組

織

規

程

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

八

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

四

十

一

号

東

京

都

北

区

組

織

規

程

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

組

織

規

程

（

昭

和

五

十

年

四

月

東

京

都

北

区

規

則

第

四

十

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

第

八

条

政

策

経

営

部

の

部

情

報

政

策

課

の

項

を

削

り

、

同

部

に

次

の

よ

う

に

加

え

る

。

シ

テ

ィ

ブ

ラ

ン

デ

ィ

ン

グ

戦

略

課

第

八

条

福

祉

部

の

部

障

害

福

祉

課

の

項

中

「

公

害

保

健

係

」

を

削

り

、

同

条

健

康

部

の

部

健

康

推

進

課

の

項

を

次

の

よ

う

に

改

め

る

。

健

康

政

策

課

健

康

政

策

係

地

域

医

療

係

健

康

増

進

係

公

害

保

健

係

第

八

条

健

康

部

の

部

健

康

推

進

課

の

項

の

次

に

次

の

よ

う

に

加

え

る

。

保

健

サ

ー

ビ

ス

課

保

健

サ

ー

ビ

ス

係

王

子

健

康

支

援

セ

ン

タ

ー

赤

羽

健

康

支

援

セ

ン

タ

ー

- 1 -



滝

野

川

健

康

支

援

セ

ン

タ

ー

第

八

条

健

康

部

の

部

保

健

予

防

課

の

項

中

「

結

核

感

染

症

係

」

を

「

感

染

症

係

」

に

改

め

、

同

部

の

次

に

次

の

よ

う

に

加

え

る

。

子

ど

も

未

来

部

子

ど

も

未

来

課

子

ど

も

未

来

係

子

育

て

給

付

係

子

ど

も

施

設

係

子

ど

も

わ

く

わ

く

課

事

業

計

画

係

運

営

支

援

係

保

育

課

保

育

運

営

係

私

立

保

育

園

係

入

園

相

談

係

第

八

条

ま

ち

づ

く

り

部

の

部

住

宅

課

の

項

中

「

住

宅

計

画

係

」

を

「

住

宅

政

策

係

」

に

、

「

住

宅

管

理

係

」

を

「

住

宅

支

援

係

」

に

改

め

る

。

第

九

条

第

二

項

中

「

総

務

部

及

び

」

を

「

政

策

経

営

部

、

総

務

部

、

子

ど

も

未

来

部

及

び

」

に

、

- 2 -



「

健

康

部

」

を

「

子

ど

も

未

来

部

」

に

改

め

る

。

第

十

条

企

画

課

の

部

中

「

二

公

民

連

携

に

関

す

る

こ

と

。

」

を

「

二

公

民

連

携

に

関

す

る

こ

と

。

三

デ

ザ

イ

ン

思

考

に

関

す

る

こ

と

。

」

に

改

め

、

同

部

に

次

の

よ

う

に

加

え

る

。

課

務

担

当

主

査

一

Ｄ

Ｘ

推

進

に

関

す

る

こ

と

。

二

地

域

情

報

化

の

推

進

に

関

す

る

こ

と

。

三

社

会

保

障

・

税

番

号

制

度

に

係

る

利

活

用

及

び

調

整

に

関

す

る

こ

と

。

課

務

担

当

主

査

一

情

報

シ

ス

テ

ム

の

管

理

運

営

に

関

す

る

こ

と

。

二

情

報

セ

キ

ュ

リ

テ

ィ

に

関

す

る

こ

と

。

三

社

会

保

障

・

税

番

号

制

度

に

係

る

シ

ス

テ

ム

連

携

に

関

す

る

こ

と

。

四

自

治

体

情

報

シ

ス

テ

ム

の

標

準

化

・

共

通

化

に

関

す

る

こ

と

。

五

情

報

政

策

に

関

す

る

こ

と

（

他

に

規

定

す

る

も

の

を

除

く

。

）

。

第

十

条

情

報

政

策

課

の

部

を

削

り

、

同

条

広

報

課

の

部

課

務

担

当

主

査

の

項

を

削

り

、

同

条

に

次

の

よ

う

に

加

え

る

。

シ

テ

ィ

ブ

ラ

ン

デ

ィ

ン

グ

戦

略

課

一

地

域

資

源

の

ブ

ラ

ン

デ

ィ

ン

グ

に

係

る

企

画

及

び

総

合

調

整

に

関

す

る

こ

と

。
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二

シ

テ

ィ

プ

ロ

モ

ー

シ

ョ

ン

の

推

進

に

関

す

る

こ

と

。

三

シ

ビ

ッ

ク

プ

ラ

イ

ド

の

醸

成

に

関

す

る

こ

と

。

第

十

一

条

の

二

防

災

・

危

機

管

理

課

の

部

第

二

号

及

び

第

六

号

中

「

関

す

る

こ

と

」

の

下

に

「

（

他

に

規

定

す

る

も

の

を

除

く

。

）

」

を

加

え

、

同

部

中

「

地

域

防

災

計

画

」

を

「

防

災

対

策

に

関

す

る

調

査

、

計

画

及

び

調

整

」

に

改

め

る

。

第

十

二

条

収

納

推

進

課

の

部

徴

収

計

画

係

の

項

中

第

八

号

を

第

九

号

と

し

、

第

七

号

の

次

に

次

の

一

号

を

加

え

る

。

八

納

税

貯

蓄

組

合

に

関

す

る

こ

と

。

第

十

二

条

収

納

推

進

課

の

部

整

理

第

一

係

の

項

及

び

整

理

第

二

係

の

項

を

次

の

よ

う

に

改

め

る

。

整

理

第

一

係

整

理

第

二

係

一

特

別

区

民

税

及

び

軽

自

動

車

税

の

普

通

徴

収

に

係

る

納

税

相

談

及

び

滞

納

整

理

に

関

す

る

こ

と

。

第

十

二

条

収

納

推

進

課

の

部

滞

納

整

理

係

の

項

第

一

号

中

「

特

定

事

案

及

び

」

を

「

特

別

区

民

税

の

」

に

、

「

滞

納

整

理

」

を

「

納

税

相

談

及

び

滞

納

整

理

」

に

改

め

、

同

項

第

二

号

中

「

特

定

事

案

及

び

特

別

徴

収

に

係

る

徴

収

猶

予

及

び

滞

納

処

分

の

停

止

」

を

「

特

別

区

民

税

及

び

軽

自

動

車

税

の

普

通

徴

収

の

特

定

事

案

に

係

る

納

税

相

談

及

び

滞

納

整

理

」

に

改

め

、

同

項

中

第

三

号

か

ら

第

八

号

ま

で

を

削

り

、

第

九

号

を

第

三

号

と

し

、

第

十

号

を

第

四

号

と

し

、

同

部

収

納

係

の

項
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第

四

号

中

「

口

座

振

替

納

税

」

を

「

収

納

方

法

」

に

改

め

、

同

項

第

五

号

中

「

の

還

付

及

び

充

当

」

を

削

り

、

同

項

第

六

号

か

ら

第

八

号

ま

で

を

削

り

、

同

条

国

保

年

金

課

の

部

高

齢

医

療

係

の

項

第

二

号

を

削

る

。

第

十

二

条

の

二

リ

サ

イ

ク

ル

清

掃

課

の

部

第

一

号

中

「

の

運

営

及

び

連

絡

調

整

」

を

「

と

の

連

絡

調

整

」

に

改

め

、

同

部

第

二

号

中

「

整

備

計

画

」

を

「

管

理

」

に

改

め

る

。

第

十

二

条

の

三

障

害

福

祉

課

の

部

公

害

保

健

係

の

項

を

削

る

。

第

十

三

条

健

康

推

進

課

の

部

中

「

健

康

推

進

課

」

を

「

健

康

政

策

課

」

に

改

め

、

同

部

健

康

係

の

項

中

「

健

康

係

」

を

「

健

康

政

策

係

」

に

改

め

、

同

項

第

一

号

中

「

成

人

及

び

母

子

保

健

事

業

」

を

「

健

康

増

進

計

画

」

に

改

め

、

同

項

中

第

三

号

を

削

り

、

第

二

号

を

第

三

号

と

し

、

第

一

号

の

次

に

次

の

一

号

を

加

え

る

。

二

健

康

づ

く

り

推

進

協

議

会

に

関

す

る

こ

と

。

第

十

三

条

健

康

推

進

課

の

部

健

康

係

の

項

中

第

七

号

を

第

九

号

と

し

、

第

四

号

か

ら

第

六

号

ま

で

を

二

号

ず

つ

繰

り

下

げ

、

第

三

号

の

次

に

次

の

二

号

を

加

え

る

。

四

成

人

保

健

事

業

に

関

す

る

こ

と

（

他

に

規

定

す

る

も

の

を

除

く

。

）

。

五

保

健

医

療

シ

ス

テ

ム

に

関

す

る

こ

と

。

第

十

三

条

健

康

推

進

課

の

部

健

康

係

の

項

の

次

に

次

の

よ

う

に

加

え

る

。

地

域

医

療

係

一

地

域

医

療

連

携

及

び

在

宅

療

養

の

推

進

に

関

す

る

こ

と

。
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二

医

療

提

供

体

制

の

整

備

及

び

支

援

に

関

す

る

こ

と

。

三

休

日

診

療

等

の

整

備

及

び

運

営

に

関

す

る

こ

と

。

四

保

健

医

療

関

係

諸

団

体

と

の

連

絡

調

整

及

び

支

援

に

関

す

る

こ

と

（

他

に

規

定

す

る

も

の

を

除

く

。

）

。

第

十

三

条

健

康

推

進

課

の

部

健

康

づ

く

り

推

進

係

の

項

中

「

健

康

づ

く

り

推

進

係

」

を

「

健

康

増

進

係

」

に

改

め

、

同

項

第

一

号

中

「

健

康

づ

く

り

に

関

す

る

調

査

、

計

画

及

び

調

整

」

を

「

健

康

増

進

に

関

す

る

普

及

、

啓

発

及

び

事

業

の

実

施

」

に

改

め

、

「

（

他

に

規

定

す

る

も

の

を

除

く

。

）

」

を

削

り

、

同

項

第

二

号

中

「

区

民

の

健

康

づ

く

り

」

を

「

精

神

保

健

事

業

」

に

改

め

、

王

子

健

康

支

援

セ

ン

タ

ー

同

項

第

三

号

を

削

り

、

同

部

赤

羽

健

康

支

援

セ

ン

タ

ー

の

項

を

削

り

、

同

部

中

滝

野

川

健

康

支

援

セ

ン

タ

ー

「

課

務

担

当

主

査

一

栄

養

指

導

、

食

育

等

に

関

す

る

こ

と

。

課

務

担

当

主

査

一

地

域

医

療

連

携

に

関

す

る

こ

と

。

を

二

医

療

提

供

体

制

に

関

す

る

こ

と

。

三

休

日

診

療

等

に

関

す

る

こ

と

。

四

在

宅

療

養

の

推

進

に

関

す

る

こ

と

。

」
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「

公

害

保

健

係

一

公

害

健

康

被

害

の

補

償

給

付

に

関

す

る

こ

と

。

二

公

害

健

康

被

害

認

定

審

査

会

に

関

す

る

こ

と

。

三

公

害

診

療

報

酬

等

審

査

会

に

関

す

る

こ

と

。

四

大

気

汚

染

に

係

る

健

康

障

害

の

認

定

及

び

医

療

券

の

交

付

等

に

関

す

る

こ

と

。

五

大

気

汚

染

障

害

者

認

定

審

査

会

に

関

す

る

こ

と

。

六

公

害

保

健

福

祉

事

業

に

関

す

る

こ

と

。

七

健

康

被

害

予

防

事

業

に

関

す

る

こ

と

。

に

課

務

担

当

主

査

一

自

殺

対

策

等

に

関

す

る

こ

と

。

二

成

人

保

健

事

業

並

び

に

区

民

健

康

診

査

及

び

が

ん

検

診

等

に

関

す

る

調

査

及

び

評

価

に

関

す

る

こ

と

。

三

保

健

師

等

の

連

携

及

び

調

整

に

関

す

る

こ

と

。

課

務

担

当

主

査

一

栄

養

指

導

、

食

育

等

に

関

す

る

こ

と

。

」

改

め

、

同

部

の

次

に

次

の

よ

う

に

加

え

る

。

保

健

サ

ー

ビ

ス

課

保

健

サ

ー

ビ

ス

係
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一

健

康

支

援

セ

ン

タ

ー

に

係

る

連

絡

調

整

に

関

す

る

こ

と

。

二

母

子

保

健

並

び

に

子

ど

も

及

び

子

育

て

と

の

連

携

及

び

調

整

に

関

す

る

こ

と

。

三

出

産

・

子

育

て

に

係

る

伴

走

型

支

援

に

関

す

る

こ

と

（

他

に

規

定

す

る

も

の

を

除

く

。

）

。

四

課

内

他

の

係

に

属

し

な

い

こ

と

。

王

子

健

康

支

援

セ

ン

タ

ー

赤

羽

健

康

支

援

セ

ン

タ

ー

滝

野

川

健

康

支

援

セ

ン

タ

ー

一

健

康

相

談

、

健

康

教

育

及

び

保

健

指

導

に

関

す

る

こ

と

（

他

に

規

定

す

る

も

の

を

除

く

。

）

。

二

母

性

、

乳

幼

児

等

の

健

康

診

査

等

の

実

施

に

関

す

る

こ

と

。

課

務

担

当

主

査

一

母

子

保

健

事

業

に

関

す

る

こ

と

（

他

に

規

定

す

る

も

の

を

除

く

。

）

。

課

務

担

当

主

査

一

成

人

及

び

精

神

保

健

事

業

の

実

施

に

関

す

る

こ

と

（

他

に

規

定

す

る

も

の

を

除

く

。

）

。

二

地

域

の

健

康

づ

く

り

活

動

の

支

援

に

関

す

る

こ

と

。

第

十

三

条

生

活

衛

生

課

の

部

生

活

衛

生

係

の

項

中

第

四

号

を

第

五

号

と

し

、

第

三

号

の

次

に

次
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の

一

号

を

加

え

る

。

四

災

害

時

の

医

療

救

護

に

関

す

る

こ

と

。

第

十

三

条

保

健

予

防

課

の

部

結

核

感

染

症

係

の

項

中

「

結

核

感

染

症

係

」

を

「

感

染

症

係

」

に

改

め

、

同

項

第

二

号

中

「

エ

イ

ズ

」

の

下

に

「

及

び

梅

毒

」

を

加

え

、

同

条

の

次

に

次

の

一

条

を

加

え

る

。

（

子

ど

も

未

来

部

各

課

、

係

等

の

分

掌

事

務

）

第

十

三

条

の

二

子

ど

も

未

来

部

各

課

、

係

等

の

分

掌

事

務

は

、

次

の

と

お

り

と

す

る

。

子

ど

も

未

来

課

子

ど

も

未

来

係

一

子

ど

も

施

策

及

び

子

育

て

支

援

の

推

進

に

関

す

る

こ

と

（

他

に

規

定

す

る

も

の

を

除

く

。

）

。

二

子

育

て

に

関

す

る

調

査

、

計

画

及

び

企

画

に

関

す

る

こ

と

（

他

に

規

定

す

る

も

の

を

除

く

。

）

。

三

子

ど

も

の

未

来

応

援

施

策

の

推

進

に

関

す

る

こ

と

。

四

子

育

て

活

動

団

体

の

ネ

ッ

ト

ワ

ー

ク

及

び

連

絡

調

整

に

関

す

る

こ

と

。

五

部

の

庶

務

に

関

す

る

こ

と

。

六

部

の

歳

入

歳

出

予

算

及

び

決

算

の

資

料

に

関

す

る

こ

と

。

七

部

内

他

の

課

、

係

に

属

し

な

い

こ

と

。
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子

育

て

給

付

係

一

子

育

て

支

援

の

た

め

の

諸

手

当

に

関

す

る

こ

と

。

二

ひ

と

り

親

家

庭

の

手

当

に

関

す

る

こ

と

。

三

子

ど

も

医

療

費

の

助

成

に

関

す

る

こ

と

。

四

ひ

と

り

親

家

庭

等

の

医

療

費

の

助

成

に

関

す

る

こ

と

。

子

ど

も

施

設

係

一

児

童

福

祉

施

設

の

維

持

管

理

に

関

す

る

こ

と

。

二

子

ど

も

・

子

育

て

支

援

法

（

平

成

二

十

四

年

法

律

第

六

十

五

号

）

に

基

づ

く

施

設

等

検

査

に

関

す

る

こ

と

。

課

務

担

当

主

査

一

子

ど

も

・

子

育

て

会

議

に

関

す

る

こ

と

。

二

子

ど

も

・

子

育

て

支

援

新

制

度

に

基

づ

く

計

画

及

び

総

合

調

整

に

関

す

る

こ

と

。

課

務

担

当

主

査

一

私

立

幼

稚

園

の

認

定

こ

ど

も

園

及

び

子

ど

も

・

子

育

て

支

援

新

制

度

へ

の

移

行

支

援

に

関

す

る

こ

と

。

二

私

立

幼

稚

園

及

び

私

立

認

定

こ

ど

も

園

の

利

用

者

に

対

す

る

教

育

の

教

育

・

保

育

給

付

認

定

及

び

施

設

等

利

用

給

付

認

定

に

関

す

る

こ

と

。

三

そ

の

他

私

立

幼

稚

園

に

関

す

る

こ

と

。
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課

務

担

当

主

査

一

児

童

福

祉

施

設

の

建

設

計

画

に

関

す

る

こ

と

。

二

児

童

福

祉

施

設

の

整

備

及

び

改

修

に

関

す

る

こ

と

。

課

務

担

当

主

査

一

児

童

相

談

所

の

開

設

に

関

す

る

こ

と

。

課

務

担

当

主

査

一

児

童

福

祉

部

門

及

び

母

子

保

健

部

門

の

連

携

及

び

調

整

に

関

す

る

こ

と

。

二

こ

ど

も

家

庭

セ

ン

タ

ー

事

業

に

関

す

る

こ

と

（

他

に

規

定

す

る

も

の

を

除

く

。

）

。

子

ど

も

わ

く

わ

く

課

事

業

計

画

係

一

児

童

館

に

関

す

る

こ

と

（

他

に

規

定

す

る

も

の

を

除

く

。

）

。

二

放

課

後

子

ど

も

総

合

プ

ラ

ン

の

推

進

に

関

す

る

こ

と

。

三

課

内

他

の

係

に

属

し

な

い

こ

と

。

運

営

支

援

係

一

児

童

館

及

び

放

課

後

子

ど

も

総

合

プ

ラ

ン

の

運

営

に

関

す

る

こ

と

。

二

学

童

ク

ラ

ブ

の

利

用

に

関

す

る

こ

と

。

保

育

課

保

育

運

営

係
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一

保

育

所

及

び

認

可

外

保

育

施

設

に

関

す

る

調

査

、

計

画

及

び

調

整

に

関

す

る

こ

と

（

他

に

規

定

す

る

も

の

を

除

く

。

）

。

二

公

立

保

育

園

に

関

す

る

こ

と

（

他

に

規

定

す

る

も

の

を

除

く

。

）

。

三

一

時

預

か

り

事

業

の

利

用

者

に

対

す

る

施

設

等

利

用

給

付

認

定

に

関

す

る

こ

と

（

他

に

規

定

す

る

も

の

を

除

く

。

）

。

四

課

内

他

の

係

に

属

し

な

い

こ

と

。

私

立

保

育

園

係

一

私

立

保

育

園

に

関

す

る

こ

と

（

他

に

規

定

す

る

も

の

を

除

く

。

）

。

二

地

域

型

保

育

事

業

に

関

す

る

こ

と

（

他

に

規

定

す

る

も

の

を

除

く

。

）

。

三

認

証

保

育

所

に

関

す

る

こ

と

（

他

に

規

定

す

る

も

の

を

除

く

。

）

。

四

家

庭

福

祉

員

及

び

定

期

利

用

保

育

施

設

に

関

す

る

こ

と

（

他

に

規

定

す

る

も

の

を

除

く

。

）

。

五

認

可

外

保

育

施

設

の

利

用

者

に

対

す

る

施

設

等

利

用

給

付

認

定

に

関

す

る

こ

と

。

入

園

相

談

係

一

保

育

の

教

育

・

保

育

給

付

認

定

及

び

利

用

調

整

に

関

す

る

こ

と

。

二

保

育

料

の

徴

収

に

関

す

る

こ

と

。

第

十

四

条

都

市

計

画

課

の

部

中

「

三

居

住

環

境

整

備

指

導

要

綱

に

関

す

る

こ

と

。
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四

土

地

利

用

現

況

調

査

に

関

す

る

こ

と

。

五

景

観

づ

く

り

に

関

す

る

こ

と

。

六

公

共

サ

イ

ン

の

整

備

に

関

す

る

こ

と

。

を

課

務

担

当

主

査

一

都

市

中

心

拠

点

周

辺

ま

ち

づ

く

り

の

調

査

、

計

画

及

び

調

整

に

関

す

る

こ

と

。

課

務

担

当

主

査

一

都

市

中

心

拠

点

に

係

る

鉄

道

駅

に

関

連

す

る

調

査

、

計

画

及

び

調

整

に

関

す

る

こ

と

。

」

「

三

地

区

計

画

に

関

す

る

こ

と

。

四

居

住

環

境

整

備

指

導

要

綱

に

関

す

る

こ

と

。

五

土

地

利

用

現

況

調

査

に

関

す

る

こ

と

。

に

改

め

、

同

条

ま

ち

づ

く

り

六

景

観

づ

く

り

に

関

す

る

こ

と

。

七

公

共

サ

イ

ン

の

整

備

に

関

す

る

こ

と

。

」

推

進

課

の

部

中

「

一

ま

ち

づ

く

り

事

業

の

実

施

に

関

す

る

こ

と

。

二

地

区

計

画

に

関

す

る

こ

と

。

三

土

地

区

画

整

理

事

業

に

関

す

る

こ

と

。

四

優

良

建

築

物

等

整

備

事

業

及

び

都

心

共

同

住

宅

供

給

事

業

に

関

す

る

こ

と

。
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五

住

宅

市

街

地

総

合

整

備

事

業

（

拠

点

開

発

型

）

に

関

す

る

こ

と

。

を

六

大

規

模

団

地

建

替

え

計

画

等

の

調

整

に

関

す

る

こ

と

。

課

務

担

当

主

査

一

ま

ち

づ

く

り

事

業

の

導

入

に

関

す

る

こ

と

。

二

市

街

地

再

開

発

事

業

に

関

す

る

こ

と

。

」

「

一

ま

ち

づ

く

り

事

業

の

実

施

に

関

す

る

こ

と

（

他

に

規

定

す

る

も

の

を

除

く

。

）

。

二

優

良

建

築

物

等

整

備

事

業

及

び

都

心

共

同

住

宅

供

給

事

業

に

関

す

る

こ

と

。

に

、

三

住

宅

市

街

地

総

合

整

備

事

業

（

拠

点

開

発

型

）

に

関

す

る

こ

と

。

四

大

規

模

団

地

建

替

え

計

画

等

の

調

整

に

関

す

る

こ

と

。

」

「

七

国

土

強

靱

化

地

域

計

画

に

関

す

る

こ

と

。

」

を

「

七

国

土

強

靱

化

地

域

計

画

に

関

す

る

こ

と

。

課

務

担

当

主

査

一

都

市

中

心

拠

点

に

お

け

る

ま

ち

づ

く

り

の

調

査

、

計

画

及

び

事

業

の

実

施

に

関

す

る

こ

と

。

に

改

め

、

同

二

市

街

地

再

開

発

事

業

に

関

す

る

こ

と

。

課

務

担

当

主

査

一

都

市

中

心

拠

点

に

お

け

る

ま

ち

づ

く

り

の

調

整

に

関

す

る

こ

と

。

」

条

住

宅

課

の

部

住

宅

計

画

係

の

項

中

「

住

宅

計

画

係

」

を

「

住

宅

政

策

係

」

に

改

め

、

同

項

中

第
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八

号

か

ら

第

十

号

ま

で

を

削

り

、

第

十

一

号

を

第

八

号

と

し

、

第

十

二

号

を

第

九

号

と

し

、

第

十

三

号

を

第

十

号

と

し

、

同

部

住

宅

管

理

係

の

項

を

次

の

よ

う

に

改

め

る

。

住

宅

支

援

係

一

住

宅

セ

ー

フ

テ

ィ

ネ

ッ

ト

制

度

に

関

す

る

こ

と

。

二

居

住

支

援

協

議

会

に

関

す

る

こ

と

。

三

定

住

化

等

の

促

進

に

関

す

る

こ

と

。

四

高

齢

者

等

の

住

宅

支

援

事

業

に

関

す

る

こ

と

。

五

区

営

住

宅

の

管

理

に

関

す

る

こ

と

。

六

高

齢

者

住

宅

の

管

理

に

関

す

る

こ

と

。

七

都

営

住

宅

の

入

居

者

の

公

募

及

び

地

元

割

当

入

居

者

の

決

定

に

関

す

る

こ

と

。

八

住

宅

建

設

等

基

金

に

関

す

る

こ

と

。

別

表

第

一

第

六

号

を

第

七

号

と

し

、

第

五

号

の

次

に

次

の

一

号

を

加

え

る

。

六

子

ど

も

未

来

部

所

属

名

称

所

在

地

所

掌

事

務

㈠

児

童

館

東

京

都

北

区

立

赤

羽

児

童

館

赤

羽

南

一

の

一

六

の

一

―

児

童

の

健

全

育

成

に

関

一

〇

一

す

る

事

務

同

栄

町

子

ど

も

セ

栄

町

三

三

の

三
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ン

タ

ー

同

赤

羽

西

児

童

館

赤

羽

西

四

の

四

二

の

九

同

赤

羽

北

児

童

館

赤

羽

北

一

の

五

の

五

同

豊

島

児

童

館

豊

島

七

の

一

七

の

一

同

桐

ケ

丘

児

童

館

桐

ケ

丘

一

の

一

六

の

二

七

―

一

〇

二

同

田

端

児

童

館

田

端

五

の

一

〇

の

六

同

滝

野

川

西

児

童

滝

野

川

六

の

二

一

の

二

五

館

同

王

子

東

児

童

館

王

子

六

の

二

の

六

〇

同

東

十

条

東

児

童

東

十

条

三

の

一

〇

の

一

館

同

西

が

丘

児

童

館

西

が

丘

二

の

四

の

一

同

浮

間

子

ど

も

・

浮

間

四

の

二

九

の

三

二

テ

ィ

ー

ン

ズ

セ

ン

タ

ー

同

神

谷

子

ど

も

セ

神

谷

三

の

三

五

の

一

七

ン

タ

ー
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同

志

茂

子

ど

も

交

志

茂

五

の

一

八

の

三

流

館

㈡

保

育

所

東

京

都

北

区

立

王

子

保

育

園

王

子

六

の

一

の

一

五

保

育

を

必

要

と

す

る

乳

同

赤

羽

保

育

園

赤

羽

南

一

の

一

六

の

二

―

児

及

び

幼

児

の

保

育

に

一

〇

一

関

す

る

事

務

同

滝

野

川

保

育

園

滝

野

川

三

の

四

六

の

二

同

浮

間

保

育

園

浮

間

一

の

九

の

三

―

一

〇

一

同

西

ケ

原

保

育

園

西

ケ

原

四

の

四

四

の

一

〇

同

上

十

条

保

育

園

上

十

条

三

の

二

四

の

八

同

田

端

保

育

園

田

端

三

の

二

四

の

一

四

同

栄

町

保

育

園

栄

町

三

三

の

三

同

赤

羽

西

保

育

園

赤

羽

西

四

の

四

二

の

九

同

赤

羽

北

保

育

園

赤

羽

北

一

の

五

の

五

同

豊

島

保

育

園

豊

島

七

の

一

七

の

八

同

中

里

保

育

園

中

里

三

の

一

一

の

一

八

同

桐

ケ

丘

南

保

育

赤

羽

西

五

の

五

の

七

―

一
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園

〇

一

同

豊

島

東

保

育

園

豊

島

五

の

六

の

一

二

―

一

〇

一

同

豊

島

北

保

育

園

豊

島

五

の

四

の

三

―

一

〇

一

同

東

十

条

東

保

育

東

十

条

三

の

一

〇

の

一

園

同

西

が

丘

保

育

園

西

が

丘

二

の

四

の

一

同

堀

船

南

保

育

園

堀

船

二

の

二

二

の

一

―

一

〇

一

同

桜

田

北

保

育

園

王

子

五

の

二

の

三

―

一

〇

一

同

袋

保

育

園

赤

羽

北

二

の

一

五

の

二

―

一

〇

一

同

志

茂

南

保

育

園

志

茂

一

の

四

の

四

同

志

茂

北

保

育

園

志

茂

五

の

二

一

の

二

―

一

〇

一

同

桜

田

つ

ぼ

み

保

王

子

五

の

二

の

一

二

- 18 -



育

園

同

神

谷

北

つ

ぼ

み

神

谷

二

の

四

二

の

四

保

育

園

同

音

無

つ

ぼ

み

保

滝

野

川

二

の

五

二

の

九

育

園

同

清

水

坂

保

育

園

中

十

条

四

の

一

六

の

二

七

㈢

東

京

都

北

区

子

ど

も

家

庭

支

援

王

子

六

の

七

の

三

子

育

て

の

総

合

的

な

セ

ン

タ

ー

支

援

に

関

す

る

事

務

㈣

東

京

都

北

区

立

児

童

発

達

支

援

王

子

六

の

七

の

三

発

達

障

害

を

含

む

障

セ

ン

タ

ー

害

児

へ

の

総

合

的

な

支

援

に

関

す

る

事

務

付

則

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。
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東

京

都

北

区

公

印

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

八

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

四

十

三

号

東

京

都

北

区

公

印

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

公

印

規

則

（

昭

和

三

十

二

年

八

月

東

京

都

北

区

規

則

第

四

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

別

表

第

一

専

用

東

京

都

北

区

長

印

の

部

の

の

項

中

「

、

同

部

同

課

公

害

保

健

係

長

」

を

削

11

17

り

、

同

部

の

の

項

中

「

健

康

部

健

康

推

進

課

王

子

健

康

支

援

セ

ン

タ

ー

所

長

」

を

「

健

康

部

11

18

保

健

サ

ー

ビ

ス

課

王

子

健

康

支

援

セ

ン

タ

ー

所

長

」

に

改

め

、

同

部

の

８

の

項

中

「

ま

ち

づ

く

17

り

部

住

宅

課

住

宅

管

理

係

長

」

を

「

ま

ち

づ

く

り

部

住

宅

課

住

宅

支

援

係

長

」

に

改

め

、

同

部

17

の

の

項

の

次

に

次

の

よ

う

に

加

え

る

。

12
の

同

同

地

域

振

興

事

務

用

地

域

振

興

部

地

域

17

13

振

興

課

地

域

振

興

係

長

の

同

同

公

害

保

健

事

務

用

健

康

部

健

康

政

策

17

14

課

公

害

保

健

係

長

の

同

同

保

育

所

入

所

事

務

子

ど

も

未

来

部

保

17

15

用

育

課

入

園

相

談

係

長

- 1 -



の

同

同

子

ど

も

家

庭

支

援

子

ど

も

家

庭

支

援

17

16

事

務

用

セ

ン

タ

ー

庶

務

担

当

主

査

別

表

第

一

専

用

東

京

都

北

区

長

代

理

之

印

の

部

の

の

項

中

「

、

同

部

同

課

公

害

保

健

係

長

」

23

17

を

削

り

、

同

部

の

の

項

中

「

健

康

部

健

康

推

進

課

王

子

健

康

支

援

セ

ン

タ

ー

所

長

」

を

「

健

23

18

康

部

保

健

サ

ー

ビ

ス

課

王

子

健

康

支

援

セ

ン

タ

ー

所

長

」

に

改

め

、

同

部

の

の

項

の

次

に

次

29

11

の

よ

う

に

加

え

る

。

の

同

同

地

域

振

興

事

務

用

地

域

振

興

部

地

域

29

12

振

興

課

地

域

振

興

係

長

の

同

同

公

害

保

健

事

務

用

健

康

部

健

康

政

策

29

13

課

公

害

保

健

係

長

の

同

同

保

育

所

入

所

事

務

子

ど

も

未

来

部

保

29

14

用

育

課

入

園

相

談

係

長

の

同

同

子

ど

も

家

庭

支

援

子

ど

も

家

庭

支

援

29

15

事

務

用

セ

ン

タ

ー

庶

務

担

- 2 -



当

主

査

別

表

第

一

中

「

削

除

か

ら

削

除

を

41

ま

で

47

」

「

東

京

都

北

区

立

同

方

三

〇

ミ

リ

一

般

文

書

そ

の

他

各

児

童

館

長

41

児

童

館

印

メ

ー

ト

ル

東

京

都

北

区

立

同

方

二

一

ミ

リ

同

同

42

児

童

館

長

印

メ

ー

ト

ル

東

京

都

北

区

立

同

方

三

〇

ミ

リ

同

各

子

ど

も

セ

ン

タ

43

子

ど

も

セ

ン

タ

メ

ー

ト

ル

ー

所

長

ー

印

東

京

都

北

区

立

同

方

二

一

ミ

リ

同

同

44

子

ど

も

セ

ン

タ

メ

ー

ト

ル

ー

所

長

印

東

京

都

北

区

立

同

方

三

〇

ミ

リ

同

各

子

ど

も

・

テ

ィ

45

浮

間

子

ど

も

・

メ

ー

ト

ル

ー

ン

ズ

セ

ン

タ

ー

- 3 -



テ

ィ

ー

ン

ズ

セ

所

長

ン

タ

ー

印

東

京

都

北

区

立

同

方

二

一

ミ

リ

同

同

46

浮

間

子

ど

も

・

メ

ー

ト

ル

テ

ィ

ー

ン

ズ

セ

ン

タ

ー

所

長

印

東

京

都

北

区

立

同

方

三

〇

ミ

リ

同

志

茂

子

ど

も

交

流

47

志

茂

子

ど

も

交

メ

ー

ト

ル

館

長

流

館

印

に

東

京

都

北

区

立

の

２

同

方

二

一

ミ

リ

同

同

47

志

茂

子

ど

も

交

メ

ー

ト

ル

流

館

長

印

東

京

都

北

区

立

の

３

同

方

三

〇

ミ

リ

同

各

保

育

園

長

47

保

育

園

印

メ

ー

ト

ル

東

京

都

北

区

立

の

４

同

方

二

一

ミ

リ

同

同

47

保

育

園

長

印

メ

ー

ト

ル

東

京

都

北

区

子

の

５

同

方

三

〇

ミ

リ

同

子

ど

も

家

庭

支

援

47

ど

も

家

庭

支

援

メ

ー

ト

ル

セ

ン

タ

ー

庶

務

担
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セ

ン

タ

ー

印

当

主

査

東

京

都

北

区

子

の

６

同

方

二

一

ミ

リ

同

同

47

ど

も

家

庭

支

援

メ

ー

ト

ル

セ

ン

タ

ー

所

長

印東

京

都

北

区

立

の

７

同

方

三

〇

ミ

リ

同

児

童

発

達

支

援

セ

47

児

童

発

達

支

援

メ

ー

ト

ル

ン

タ

ー

所

長

セ

ン

タ

ー

印

東

京

都

北

区

立

の

８

同

方

二

一

ミ

リ

同

同

47

児

童

発

達

支

援

メ

ー

ト

ル

セ

ン

タ

ー

所

長

印

」

改

め

、

同

表

東

京

都

北

区

金

銭

領

収

印

の

項

中

「

健

康

部

健

康

推

進

課

」

を

「

健

康

部

保

健

サ

ー

ビ

ス

課

、

子

ど

も

未

来

部

子

ど

も

わ

く

わ

く

課

」

に

改

め

、

「

、

子

ど

も

未

来

部

子

ど

も

わ

く

わ

く

課

」

を

削

る

。

- 5 -



「

「

別

表

第

二

中

を

に

、

」

」

「

「

「

を

に

、

を

」

」

」

「

「

「

に

、

を

に

、

」

」

」

「

を
」

「

に

改

め

る

。

」

- 6 -



付

則

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

- 7 -



職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

八

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

四

十

四

号

職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

（

平

成

十

年

三

月

東

京

都

北

区

規

則

第

七

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

別

表

三

の

項

中

「

保

健

所

又

は

健

康

推

進

課

」

を

「

保

健

所

、

健

康

政

策

課

又

は

保

健

サ

ー

ビ

ス

課

」

に

改

め

る

。

付

則

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

- 1 -



東

京

都

北

区

児

童

育

成

手

当

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

八

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

四

十

五

号

東

京

都

北

区

児

童

育

成

手

当

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

児

童

育

成

手

当

条

例

施

行

規

則

（

昭

和

四

十

六

年

十

月

東

京

都

北

区

規

則

第

二

十

四

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

第

二

条

第

二

号

中

「

第

十

条

第

一

項

」

の

下

に

「

又

は

第

十

条

の

二

」

を

加

え

る

。

付

則

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

- 1 -



東

京

都

北

区

ひ

と

り

親

家

庭

等

の

医

療

費

の

助

成

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

八

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

四

十

六

号

東

京

都

北

区

ひ

と

り

親

家

庭

等

の

医

療

費

の

助

成

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

ひ

と

り

親

家

庭

等

の

医

療

費

の

助

成

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

（

平

成

元

年

十

二

月

東

京

都

北

区

規

則

第

四

十

二

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

第

六

条

第

二

号

中

「

第

十

条

第

一

項

」

の

下

に

「

又

は

第

十

条

の

二

」

を

加

え

る

。

付

則

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

- 1 -



東

京

都

北

区

家

庭

的

保

育

事

業

等

の

設

備

及

び

運

営

に

関

す

る

基

準

を

定

め

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

八

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

四

十

七

号

東

京

都

北

区

家

庭

的

保

育

事

業

等

の

設

備

及

び

運

営

に

関

す

る

基

準

を

定

め

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

家

庭

的

保

育

事

業

等

の

設

備

及

び

運

営

に

関

す

る

基

準

を

定

め

る

条

例

施

行

規

則

（

平

成

二

十

六

年

九

月

東

京

都

北

区

規

則

第

三

十

八

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

第

十

三

条

第

三

項

第

三

号

中

「

二

十

人

」

を

「

十

五

人

」

に

改

め

、

同

項

第

四

号

中

「

三

十

人

」

を

「

二

十

五

人

」

に

改

め

る

。

第

十

五

条

第

三

項

第

三

号

中

「

二

十

人

」

を

「

十

五

人

」

に

改

め

、

同

項

第

四

号

中

「

三

十

人

」

を

「

二

十

五

人

」

に

改

め

る

。

第

二

十

八

条

第

三

項

第

三

号

中

「

二

十

人

」

を

「

十

五

人

」

に

改

め

、

同

項

第

四

号

中

「

三

十

人

」

を

「

二

十

五

人

」

に

改

め

る

。

第

三

十

一

条

第

三

項

第

三

号

中

「

二

十

人

」

を

「

十

五

人

」

に

改

め

、

同

項

第

四

号

中

「

三

十

人

」

を

「

二

十

五

人

」

に

改

め

る

。

付

則

（

施

行

期

日

）

１

こ

の

規

則

は

、

令

和

六

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

（

経

過

措

置

）

２

保

育

士

及

び

保

育

従

事

者

の

配

置

の

状

況

に

鑑

み

、

保

育

の

提

供

に

支

障

を

及

ぼ

す

お

そ

れ
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が

あ

る

と

き

は

、

当

分

の

間

、

こ

の

規

則

に

よ

る

改

正

後

の

東

京

都

北

区

家

庭

的

保

育

事

業

等

の

設

備

及

び

運

営

に

関

す

る

基

準

を

定

め

る

条

例

施

行

規

則

第

十

三

条

第

三

項

、

第

十

五

条

第

三

項

、

第

二

十

八

条

第

三

項

及

び

第

三

十

一

条

第

三

項

の

規

定

は

、

適

用

し

な

い

。

こ

の

場

合

に

お

い

て

、

こ

の

規

則

に

よ

る

改

正

前

の

東

京

都

北

区

家

庭

的

保

育

事

業

等

の

設

備

及

び

運

営

に

関

す

る

基

準

を

定

め

る

条

例

施

行

規

則

第

十

三

条

第

三

項

、

第

十

五

条

第

三

項

、

第

二

十

八

条

第

三

項

及

び

第

三

十

一

条

第

三

項

の

規

定

は

、

こ

の

規

則

の

施

行

の

日

以

後

に

お

い

て

も

、

な

お

そ

の

効

力

を

有

す

る

。
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東

京

都

北

区

特

定

教

育

・

保

育

施

設

及

び

特

定

地

域

型

保

育

事

業

の

運

営

に

関

す

る

基

準

を

定

め

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

八

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

四

十

八

号

東

京

都

北

区

特

定

教

育

・

保

育

施

設

及

び

特

定

地

域

型

保

育

事

業

の

運

営

に

関

す

る

基

準

を

定

め

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

東

京

都

北

区

特

定

教

育

・

保

育

施

設

及

び

特

定

地

域

型

保

育

事

業

の

運

営

に

関

す

る

基

準

を

定

め

る

条

例

施

行

規

則

（

平

成

二

十

六

年

九

月

東

京

都

北

区

規

則

第

三

十

九

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

第

二

十

二

条

第

一

項

第

二

号

中

「

磁

気

デ

ィ

ス

ク

、

シ

ー

・

デ

ィ

ー

・

ロ

ム

そ

の

他

こ

れ

ら

に

準

ず

る

方

法

に

よ

り

一

定

の

事

項

を

確

実

に

記

録

し

て

お

く

こ

と

が

で

き

る

物

」

を

「

電

磁

的

記

録

媒

体

（

電

磁

的

記

録

に

係

る

記

録

媒

体

を

い

う

。

）

」

に

改

め

る

。

付

則

こ

の

規

則

は

、

公

布

の

日

か

ら

施

行

す

る

。
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会

計

年

度

任

用

職

員

の

給

与

及

び

費

用

弁

償

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

公

布

す

る

。

令

和

六

年

三

月

二

十

八

日

東

京

都

北

区

長

山

田

加

奈

子



東

京

都

北

区

規

則

第

四

十

九

号

会

計

年

度

任

用

職

員

の

給

与

及

び

費

用

弁

償

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

会

計

年

度

任

用

職

員

の

給

与

及

び

費

用

弁

償

に

関

す

る

条

例

施

行

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

（

令

和

五

年

十

二

月

東

京

都

北

区

規

則

第

七

十

三

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

第

二

十

一

条

第

一

項

第

一

号

及

び

第

三

項

第

一

号

の

改

正

規

定

並

び

に

同

条

の

次

に

一

条

を

加

え

る

改

正

規

定

の

う

ち

第

二

十

一

条

の

二

第

一

項

第

一

号

及

び

第

三

項

第

一

号

中

「

又

は

」

を

「

か

つ

、

」

に

改

め

る

。

第

二

十

二

条

の

改

正

規

定

を

次

の

よ

う

に

改

め

る

。

第

二

十

二

条

中

「

前

条

第

一

項

第

六

号

」

を

「

第

二

十

一

条

第

一

項

第

六

号

」

に

、

「

次

の

各

号

に

」

を

「

次

に

」

に

改

め

、

同

条

第

二

号

中

「

前

条

第

一

項

第

四

号

」

を

「

第

二

十

一

条

第

一

項

第

四

号

」

に

改

め

、

同

条

に

次

の

一

項

を

加

え

る

。

２

前

条

第

一

項

第

六

号

及

び

第

三

項

第

六

号

の

勤

務

し

た

期

間

は

、

次

に

掲

げ

る

期

間

以

外

の

期

間

と

す

る

。

一

育

児

休

業

中

の

会

計

年

度

任

用

職

員

と

し

て

在

職

し

た

期

間

二

前

条

第

一

項

第

四

号

及

び

第

三

項

第

四

号

に

掲

げ

る

会

計

年

度

任

用

職

員

と

し

て

在

職

し

た

期

間

三

休

職

に

さ

れ

て

い

た

期

間

- 1 -



四

職

免

条

例

第

二

条

の

規

定

に

よ

り

職

務

に

専

念

す

る

義

務

を

免

除

さ

れ

、

か

つ

、

第

十

条

第

三

項

に

規

定

す

る

承

認

を

受

け

て

い

な

い

期

間

（

講

演

等

を

行

っ

た

期

間

を

除

く

。

）

五

私

事

欠

勤

等

の

取

扱

い

を

受

け

た

期

間

六

会

計

年

度

任

用

職

員

勤

務

時

間

規

則

第

二

十

八

条

に

規

定

す

る

介

護

休

暇

（

以

下

「

介

護

休

暇

」

と

い

う

。

）

に

よ

り

勤

務

し

な

い

期

間

第

二

十

三

条

の

次

に

一

条

を

加

え

る

改

正

規

定

の

う

ち

、

第

二

十

三

条

の

二

第

三

項

中

「

支

給

月

数

に

」

及

び

「

割

合

を

乗

じ

て

得

た

」

を

削

り

、

同

条

第

四

項

を

削

る

。

第

二

十

四

条

の

次

に

二

条

を

加

え

る

改

正

規

定

の

う

ち

、

第

二

十

四

条

の

二

第

一

項

第

九

号

中

「

期

間

」

の

下

に

「

（

条

例

第

九

条

第

一

項

の

規

定

に

よ

り

給

与

が

減

額

さ

れ

る

期

間

並

び

に

条

例

第

二

十

三

条

第

一

項

又

は

第

二

項

の

規

定

に

よ

り

報

酬

が

減

額

さ

れ

る

期

間

及

び

同

条

第

三

項

の

規

定

に

よ

り

報

酬

が

支

給

さ

れ

な

い

期

間

に

限

る

。

）

」

を

加

え

、

同

項

第

十

号

中

「

会

計

年

度

任

用

職

員

勤

務

時

間

規

則

第

二

十

八

条

に

規

定

す

る

介

護

休

暇

（

以

下

「

介

護

休

暇

」

と

い

う

。

）

」

を

「

介

護

休

暇

」

に

改

め

、

同

条

第

三

項

中

「

こ

の

条

及

び

」

を

削

り

、

同

条

第

四

項

中

「

及

び

第

二

項

」

を

「

及

び

前

項

」

に

改

め

、

第

二

十

四

条

の

三

第

一

項

中

「

第

二

十

三

条

の

二

第

一

項

」

の

下

に

「

及

び

第

三

項

」

を

加

え

、

「

同

項

」

を

「

同

条

第

一

項

」

に

、

「

あ

る

の

は

、

」

を

「

あ

る

の

は

」

に

、

「

と

す

る

」

を

「

と

、

同

条

第

三

項

中

「

成

績

率

を

乗

じ

て

得

た

割

合

」

と

あ

る

の

は

「

成

績

率

を

乗

じ

て

得

た

割

合

に

百

分

の

百

か

ら

職

員

の

勤

勉

手

当

に

関

す

る

規

則

別

表

第

二

に

掲

げ

る

当

該

減

額

事

由

に

応

じ

そ

れ

ぞ

れ

の

割

合

を

減

じ

て

得

た

も

の

を

そ
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れ

ぞ

れ

乗

じ

て

得

た

割

合

」

と

す

る

」

に

改

め

る

。

第

二

十

五

条

の

次

に

一

条

を

加

え

る

改

正

規

定

中

「

及

び

第

二

十

四

条

の

二

」

を

「

、

第

二

十

四

条

の

二

及

び

第

二

十

四

条

の

三

」

に

改

め

る

。

第

二

十

七

条

の

改

正

規

定

の

次

に

次

の

よ

う

に

加

え

る

。

第

二

十

八

条

第

六

項

に

次

の

一

号

を

加

え

る

。

四

条

例

第

三

十

条

の

二

に

規

定

す

る

勤

勉

手

当

の

額

の

算

出

の

基

礎

と

な

る

地

域

手

当

に

相

当

す

る

報

酬

額

付

則

こ

の

規

則

は

、

公

布

の

日

か

ら

施

行

す

る

。
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